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米国航空宇宙局（NASA）の衛星観測データを基に気象庁で作成 
 

図Ｉ 南半球における 10 月の月平均オゾン全量分布（1979 年及び 2016 年） 
（出典）気象庁提供データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

米国航空宇宙局（NASA）の衛星観測データを基に気象庁で作成 
 

図 II 北半球における 3 月の月平均オゾン全量分布（1979 年及び 2016 年） 
（出典）気象庁提供データ 

 

 
 

図 III  世界のオゾン全量偏差（%）の年平均分布図（2016 年） 
※P14 図 1-3-1（下）として掲載 

（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より
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図 IV 国内外の機関で観測された CFC-11、CFC-12 及び CFC-113 の濃度変化 
※環境省の観測結果（P89 図 2-3-1）、国立環境研究所の観測結果（P95 図 2-3-8）、気象庁の観測結果（P96
図 2-3-9）、東京大学の観測結果（P98 図 2-3-11）の他、2006 年の WMO 科学評価パネル報告書（WMO, 
2007）で紹介された観測結果（AGAGE、NOAA/ESRL、UCI）を取りまとめたもの。 
 
 
 

 
図 V 日本付近の日最大 UV インデックスの月別分布（1997～2008 年までの平均値） 

※UV インデックス情報については P131 参照 （出典）気象庁提供データ 
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はじめに 

1974 年、米国カリフォルニア大学ローランド教授とモリーナ博士によって、人工化学物質

であるクロロフルオロカーボン（CFC）が成層圏のオゾン層を破壊することが初めて指摘され、

人や生態系に影響が生じうると警鐘が鳴らされたことを契機として、オゾン層保護のための取

組が進められるようになりました。1985 年には、「オゾン層保護のためのウィーン条約」が、

そして 1987 年には「オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書」が採択され、

世界で最初に全ての国連加盟国で批准され、主要なオゾン層破壊物質の生産量・消費量が明確

な期限を定めて削減されてきました。2016 年にはオゾン層破壊物質ではないものの、高い温

室効果を有する代替フロン（HFC）が、段階的削減の対象物質に追加されました。 

我が国はこれらの条約及び議定書の締約国であり、「特定物質の規制等によるオゾン層の保

護に関する法律（オゾン層保護法）」を 1988 年に制定して、クロロフルオロカーボン（CFC）、

ハロン、ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）などの特定物質（オゾン層破壊物質）の

製造数量の規制、使用事業者に対する排出抑制・使用合理化指針の公表等を行っています。 

同法第 22 条において、環境大臣は、オゾン層の状況及び大気中における特定物質の濃度の

状況に関する気象庁による観測の成果等を活用しつつ、特定物質によるオゾン層の破壊の状況

及び大気中における特定物質の濃度変化の状況を監視し、その状況を公表することとされてい

ます。本報告書は、同規定に基づいて、2016 年度（平成 28 年度）における特定物質によるオ

ゾン層の破壊の状況、大気中の特定物質の濃度変化の状況等に関する監視結果をとりまとめた

ものです。 

また、我が国のオゾン層保護に関する取組としては、オゾン層保護法に基づく対策とともに、

「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回収・破壊法）」

等に基づく、フロン類の適正な回収・破壊を行ってきましたが、廃棄時冷媒回収率が 3 割程度

で推移していたこと、冷凍空調機器の使用中に、これまでの想定を大きく上回る規模で冷媒フ

ロン類が漏えいしていることが判明しました。そこで、フロン類のライフサイクル全般にわた

る抜本的な対策を推進するため、2015 年４月から業務用冷凍空調機器のフロン類の回収及び

破壊の徹底に加え、フロン類及びフロン類使用製品の製造段階における規制、業務用冷凍空調

機器の使用段階におけるフロン類の漏えい防止対策等も講じた改正法（フロン排出抑制法）が

施行されました。これにより、フロン類の大気中の排出の更なる削減が見込まれています。 

本報告書の作成に当たりましては、当省に設置しました成層圏オゾン層保護に関する検討会

科学分科会及び環境影響分科会の指導を仰ぎました。また、気象庁からは、観測結果の提供等

多大の協力をいただくとともに、「オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）」から一部引用さ

せていただきました。御指導、御協力をいただきました検討会委員の皆様、関係者の皆様に深

く感謝申し上げます。 

また、本報告書では、モントリオール議定書締約国会合の専門家諮問機関である科学評価パ

ネル（SAP）及び環境影響評価パネル（EEAP）から 2014 年 12 月と 2015 年 1 月にそれぞれ

発表された評価報告書（アセスメントレポート：2014）に掲載された新たな知見の導入に努め

ております。評価報告書では、モントリオール議定書が完全に順守されれば、地球の大部分で

オゾン全量が、1980 年レベルにまで回復し、その回復は中緯度帯と北極では今世紀中頃より

前と予想されているところです。 

引き続き、本報告書が幅広く活用されることにより、オゾン層保護及び地球温暖化防止に向

けた取組が一層進められることを期待しています。 
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1 

概要 
１．オゾン層の状況 

 

■地球規模のオゾン層の状況（P13～） 
 地球規模のオゾン全量は 1980 年代から 1990 年代前半にかけて大きく減少したが、その

後減少傾向が緩和し、1990 年代後半からはわずかな増加傾向がみられる。ただし、オゾン

全量は 1970 年代と比べて現在も少ない状態が続いている。 
 2016 年の年平均オゾン全量の地球規模の分布を、オゾン量の減少傾向が止まり、オゾン

量がほぼ一定であった 1997～2006 年の平均値の分布と比較すると、南北両半球の高緯度

と赤道付近で正偏差、それ以外の南北両半球の低緯度と中緯度で負偏差となった。特にロシ

ア北西部の負偏差と南半球高緯度の正偏差は顕著であった。 
2 月のロシア北西部の大きな負偏差は、この時期に北半球高緯度で起きた比較的規模の大

きなオゾン破壊によるものである。また、南半球高緯度での 9～11 月の大きな正偏差は、

例年に比べて南極オゾンホールの発達が遅れ、最盛期となる 10 月にオゾン破壊が少なく、

また、消滅時期が早かったことから、期間を通じてオゾンホールの規模が例年と比べて同程

度かやや小さく推移したことが要因として考えられる。 

 

■南極域上空のオゾン層の状況（P21～） 

 南極域（南緯 60 度～南緯 90 度）の春季に形成されるオゾンホールの規模は、1980 年代

から 1990 年代半ばにかけて急激に拡大したが、1990 年代後半以降では、年々変動による

増減はあるものの、長期的な拡大傾向は見られなくなった。しかし、その規模は依然として

大きい状態が続いている。 
 2016 年のオゾンホールの最大面積は 9 月 28 日に観測された 2,270 万 km2（南極大陸の

約 1.6 倍）であり、過去 10 年間（2006～2015 年）の最大面積の平均値と同程度の大きさ

であった。10 月中旬から、急速に縮小し、11 月 22 日に消滅した。10 月中旬以降の面積は、

最近 10 年間と比較して小さく、消滅時期も半月程度早かった。2016 年のオゾンホールの

消滅時期は、極渦が長期間安定し消滅時期がかなり遅かった 2015 年に比べて 1 か月程度早

く、その要因として極渦の偏在化が考えられる。 

 

■北半球高緯度域のオゾン層の状況（P30～） 

 北半球高緯度域では気象条件によるオゾン全量の年々変動が大きいため、長期的な変化

傾向は見えにくいものの、1990 年代以降はそれ以前に比べ顕著に少ない年が多い。 
 2016 年春季の北半球高緯度域上空では、2 月中旬から 3 月上旬にロシア北部を中心にオ

ゾン全量が 280 m atm-cm 以下の非常に少ない領域が広く存在していたが、3 月中旬以降

では、280 m atm-cm 以下の領域はほとんど観測されていない。それは、2015 年冬季から

2016 年春季には、北半球高緯度の上空において、平均値を大きく下回る気温が長期間継続

したことにより、大規模なオゾン層の破壊が起きたためと考えられる。 
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■我が国におけるオゾン層の状況（P33～） 

 札幌・つくば・那覇及び南鳥島で観測された日本上空のオゾン全量は、札幌とつくばにお

いて 1980 年代から 1990 年代半ばまで減少傾向が現れていた。1990 年代後半以降には各

地点とも増加傾向が見られたが、2016 年は近年の増加傾向と異なり、4 地点全てで大きく

減少した。 
 2016 年の日本上空のオゾン全量の月平均値は、1994～2008 年の平均値と比べ、札幌、

つくば、南鳥島では全般に平均値に近かったが、那覇では 6 月から 10 月にかけて少ない月

が多かった。つくばと那覇では 10 月にその月として観測開始（つくばは 1957 年、那覇は

1974 年）以来最低値となった。 

 

■オゾン層の将来予測（P37～） 

 数値モデル予測によると、オゾン層の回復時期は南北両半球で異なり、南半球の回復は北

半球に比べてやや遅れると予想されている。オゾン全量が 1960 年（人為起源のオゾン層破

壊物質による大規模なオゾン層破壊が起こる前）レベルまで回復する時期は、北半球の中・

高緯度域で 2030 年頃、また南半球中緯度（南緯 35 度～南緯 60 度）では 2055 年頃と予測

されている。一方、南極域の回復はほかの地域よりも遅く、1960 年レベルに戻るのは 21 世

紀末になると予測されている。また数値モデル予測からは、オゾン層の回復には、温室効果

ガスの増加による成層圏の低温化並びに気候変化に伴う大気の循環の変化が影響を与える

ことが示唆されている。 
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２．特定物質等の大気中濃度 

 

■特定物質等の大気中バックグラウンド濃度の状況（P87～） 

 北半球中緯度域（北緯 30 度～北緯 60 度）の平均的な状況を代表するような国内の観測

地点（北海道内など）において、それまで増加し続けてきた特定物質（オゾン層保護法に基

づき生産等が規制されているフロン等）のうち、CFC-12 の大気中濃度は 1990 年代後半以

降最高濃度でほぼ横ばいであったが 2006 年頃から減少し始めている。CFC-11、CFC-113、
四塩化炭素の大気中濃度は 1990 年代半ば以降、約 1%/年の割合で減少している。一方、大

気中での寿命の短い 1,1,1-トリクロロエタンの大気中濃度は 1990 年代以降急速に減少した。 
 ハロン-1211 の大気中濃度は 2000 年代に入って増加傾向が鈍化し、近年は減少に転じた。

しかし、ハロン-1301 については、現在も引き続き増加している。 
 HCFC-22 は約 2%/年の割合で増加している。また、HFC-134a の増加率は約 5%/年で極

めて大きい。HCFC-141b、HCFC-142b は、調査開始以来増加し続けていたが、近年その

増加はゆるやかになり、2014 年以降は濃度の明瞭な増加は認められない。 
 
 
■日本の都市域における大気中濃度の状況（P104～） 

 日本の都市域の代表例として川崎市内で連続測定した CFC-11、CFC-12、CFC-113、四

塩化炭素、1,1,1-トリクロロエタンの大気中濃度は、次第に変動幅が小さくなるとともに、

北海道における大気中濃度とほとんど変わらなくなってきている。変動幅の縮小や濃度の

低下には、日本における生産の全廃及び排出抑制等が進んだ結果が反映されていると考え

られる。 
 一方で、HCFC-22、HCFC-141b、HCFC-142b 及び HFC-134a は、近年やや放出量が減

少する傾向を示しているものの、依然として頻繁に高い濃度で検出されている。このことは、

これらの物質は現在も多方面で利用されていることや、過去に製造・充填された機器装置等

から大気中に放出されていることが反映されていると考えられる。 
 
 
■特定物質の大気中濃度の将来予測（P109～） 

 オゾン層を破壊する CFC の生産と消費は、モントリオール議定書に基づいて先進国では

1995 年末までに、途上国では 2009 年末までに全廃されたが、大気中寿命が非常に長いた

め、今後、CFC の大気中濃度は極めてゆるやかに減少していくと予測される。一方、CFC
と比べるとオゾン層破壊係数の小さい HCFC については、同議定書の規制スケジュールに

従って生産・消費の削減が進められている途中段階にあり、HCFC の大気中濃度は引き続

き増加するが、今後 20～30 年でピークに達し、その後減少すると予測される。 
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３．太陽紫外線の状況 

■紫外線の概要（P8、P129～） 

 オゾン層は、太陽から地球にやってくる紫外線のうち、UV-C（200～280nm）のすべて

と UV-B（280～315nm）のほとんど（約 90％）を吸収する。これらは有害紫外線と呼ばれ

る。しかし波長が長い UV-A（315～400nm）は吸収しない。地表面に生物が生存できるの

は、このオゾン分子が地表面から離れた高度領域にオゾン層として存在し、UV-B、UV-C に

対するシェルターとして働いているおかげである。 

 地表で観測される紫外線は、オゾン全量の他、太陽高度、雲の状況、エアロゾルの量、地

表面の反射率、海抜など、様々な要因によって変動する。また、それらの影響は波長によっ

て異なる。 

 UV-B は、核酸などの重要な生体物質に損傷をもたらし、皮膚の光老化や皮膚がん発症率

の増加、さらに白内障発症率の増加、免疫抑制など、人の健康に影響を与えるほか、陸域、

水圏生態系に悪影響を及ぼす。成層圏オゾン層の破壊により UV-B の地上への照射量が増

大すると、それらの悪影響が増大することが懸念される。 
 紅斑紫外線は、人体に及ぼす影響を示すために、波長によって異なる影響度で重み付けし

て算出した紫外線量である。 

■南極域の太陽紫外線の状況（P144～） 

 南極昭和基地における紅斑紫外線量日積算値の 2016 年の月平均値は、1～4 月は 1994～
2008 年の平均値よりも高く、特に 1 月は観測開始（1993 年）以来第３位の高い値となっ

た。9 月、11～12 月は平均値と同程度であった。 
2016 年の紅斑紫外線量日積算値は 11 月は上旬に多く中旬と下旬に少なく、12 月は同程

度かやや少なく推移した。紅斑紫外線量日積算値が多い 11～12 月の推移は、、オゾン全量

の変動とよく対応した逆相関を示している。 

■日本国内の紫外線量の経年変化（P147～） 

 北半球中緯度（北緯 30 度～北緯 60 度）のいくつかの観測点では、地表に到達する紫外

線は 1990 年以降増加している。国内の紫外線観測地点（札幌・つくば・那覇）の紅斑紫外

線量について、気象庁が観測を開始した 1990 年代初めからの経年変化をみると、3 地点と

も統計的に有意に増加している。増加の特徴として、札幌では 1990 年代半ばから 2000 年

代に増加し、つくばでは 1990 年代に増加がみられ、また 2010 年以降は紅斑紫外線量が多

い年が続いている。なお、那覇では、1990 年代に増加傾向が見られたが、2000 年以降目立

った増加はみられない。こうした傾向は、上空のオゾン量の変化に関連するというよりは、

雲量やエアロゾル量の変化による影響と考えられるが、紫外線量の増加に対してそれぞれ

どの程度寄与があるのか明らかではない。 

■太陽紫外線の将来予測（P149～） 
 晴天条件での紫外線量はオゾン全量に依存する。そのため、オゾン層破壊の影響により、

現在の晴天時の紫外線量は、引き続き高い状況が続いていると思われる。オゾン層の回復が

期待される中で、今後の晴天時の紫外線量は、北半球中高緯度（北緯 30 度～北緯 90 度）

では、2020 年代には 1980 年（オゾンホールが顕著に現れ始めた年）レベルの紫外線量に

戻ると予想されている。一方、南半球では 1980 年レベルの紫外線量に戻るのは北半球より

やや遅れ、さらに南極域（南緯 60 度～南緯 90 度）では今世紀半ばになると予想されてい

る。なお、紫外線量は雲量、エアロゾル、気候変化の影響も強く受けるため、紫外線量の今

後の変化予測には大きな不確実性がある。
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第１部 オゾン層の状況 
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１．オゾン層の形成と分布・その変動 

 

46 億年前の地球誕生以来、地球上に海が生まれ、海の中の光合成生物によって大気中に

大量の酸素が放出された結果、太陽光による酸素の光分解によって地球大気上層にオゾン

層が形成されることとなった。オゾン層が形成されると、オゾン自身が太陽光を吸収してそ

の周辺の大気を暖めるため、オゾン層周辺では上層の気温は下層より高くなる。この気温の

逆転層を成層圏と呼んでいる。成層圏のオゾンは地球上の生物に有害な紫外線を吸収し、そ

の地表への到達を防ぐことによって、地表生物の生存を可能にする重要な役割を担ってい

る。ここではオゾン層の形成、オゾン層の分布と変動、及び人間活動によるオゾン層破壊に

ついて解説する。 
 

１－１．オゾン層の形成・分布・破壊 

大気中でのオゾンの生成 

大気の主成分の一つである酸素分子は、太陽からの紫外線のうちエネルギーの高い（波

長の短い）紫外線を吸収し2個の酸素原子に解離する。生成した酸素原子は周りの酸素分

子と結合してオゾンを生成する。エネルギーの高い太陽紫外線は、大気中の酸素分子に吸

収されるため、高度が低くなるにつれて強度が弱まる。一方、分解される酸素分子の量は

高度が低い方が多いので、この2つの量のかねあいにより、オゾンが生成される効率はあ

る高度で最大になる。 

 一方、生成されたオゾンは大気中での分解反応（詳細は第 1 部参考資料 1（P50）を参照）

により消失する。またオゾンは、大気の運動によってある場所から別の場所に輸送される。

そのため、オゾンの分布は、大気中でのオゾンの生成・分解反応とオゾンの輸送のバランス

によって決まってくる。 

 

オゾンの高度分布 

図1-1-1にオゾン濃度の高度分布を示す。図からも分かる通り、オゾンの多く（大気中の

オゾンの約90%）は地上から約10kmから50kmの高度領域に存在しており、「オゾン層」と

呼ばれる。図1-1-1にはオゾン濃度の高度分布と合わせて、気温の高度分布が示されている。

地表面から高度10数kmまでは、高度が高くなるに従って気温が低くなる。そのため、この

高度領域は対流活動が起こることから、「対流圏」と呼ばれる*。一方、高度約10kmより高

い、オゾンが多く存在している高度領域では、高度が高くなるに従って気温が高くなる。こ

                                                  
 
* 対流圏のオゾンは、成層圏からの輸送ならびに対流圏での光化学的な生成によって供給されている。な

お、対流圏には酸素分子が吸収し解離を起こすようなエネルギーの高い太陽紫外線が到達しないため、対

流圏では成層圏とは異なったメカニズムでオゾンが生成される。 
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のような下層より上層の大気が暖かい温度構造が見られることには、オゾン層の存在が関

係している（詳細は第1部参考資料1（P50）を参照）。この高度約10kmから50km付近まで

の気温が高度とともに上昇している領域は「成層圏」と呼ばれる。 

 オゾン層は、太陽から地球にやってくる、生物に有害な紫外線（UV-B）をほとんど（約

90%）吸収する。一方、オゾン分子は生物にとって有害な物質である*。地表面に生物が生存

できるのは、このオゾン分子が地表面から離れた高度領域にオゾン層として存在し、有害紫

外線に対するシェルターとして働いているおかげである。オゾン層によって吸収されなか

ったごく少量のUV-B（長波長側のUV-B）は地表面に到達するので、地上生物はそれに対す

る防御機能を備えるようになったといわれている。しかし、過度にUV-Bを浴びることは人

の健康や動植物に悪影響を及ぼすおそれがある。 

0 2 4 6
0

10

20

30

40

50

60

 

高
度

　
（
km

）

オゾン濃度　（1012 分子/ｃｍ3）

オ
ゾ
ン
層

200 250 300

対
流
圏

気温　（K）

成
層
圏

 
図1-1-1 オゾン濃度の高度分布（左図）及び気温の高度分布（右図） 

（出典）US Standard Atmosphere （1976） をもとに作成 

 

オゾン全量の地球規模の分布 

 オゾン量は、太陽紫外線照射量や大気中輸送量の違いによって、緯度・経度や季節による

違いがある。低緯度上空の成層圏では、太陽紫外線の豊富な照射によりオゾンが多く生成さ

                                                  
 
* 成層圏に存在するオゾンも対流圏に存在するオゾンも化学的には同一の物質である。しかしながら、対

流圏に存在するオゾンは人の健康や作物・生物等に悪影響を及ぼすため、汚染物質として扱われ、「悪い

オゾン（スモッグオゾン）」と称されることがある。一方、成層圏に存在するオゾンは、生物に有害な紫

外線の防御機能の役割を果たすため、「良いオゾン」と称されることがある。 

気温（K） オゾン濃度（1012分子/cm3） 

高
度
（
k
m
）
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れる。ところが図1-1-2あるいは図1-1-3などからもわかるように、オゾン全量は低緯度域で

少なく中高緯度域で多くなっている。そのような緯度分布を作り出している原因は、大規模

な大気の輸送過程である。 

 大気は、平均的には、熱帯において対流圏から成層圏に入って上昇し、中高緯度において

下降して対流圏に戻る。この全球大気循環の存在は、Alan BrewerとGordon Dobsonによる

水蒸気とオゾンの観測によって、半世紀以上昔に初めて推定された。提唱者の名前にちなん

でこの循環はブリューワ・ドブソン循環と呼ばれる。成層圏内における下降流は、オゾンの

豊富な低緯度成層圏の空気を中高緯度成層圏に輸送する主要なメカニズムであり、これに

よって低緯度から中高緯度にかけてのオゾン全量の増加が説明される。（詳細は第1部参考

資料14（P78～79）を参照）。 
 
衛星観測によるオゾン全量*の地球規模の分布を図1-1-2に示す。オゾン全量は赤道域では

少なく、南北両半球とも中・高緯度域で多く、特にオホーツク海上空は最も多い。また、緯

度方向の変化は、中緯度では南半球に比べて北半球で大きく、日本上空は世界的に見ても最

も大きい。 

 

 
図 1-1-2 世界の年平均オゾン全量（1997～2006 年の平均値） 

単位はm atm-cm、等値線間隔は10 m atm-cm。NASA提供の衛星データ（TOMS及びOMIデータ）をも

とに作成。 （出典）気象庁 オゾン層観測報告：2010より 

                                                  
 
* 地表から大気上端までの鉛直気柱に含まれるすべてのオゾンを積算した量をオゾン全量という。これは、

大気中のオゾンをすべて 1 気圧、0℃として地表に集めた層の厚さに相当する量である。cm 単位で表した

厚みを 1000 倍した数値が使いやすいので、便宜的にこの単位を m atm-cm（ミリ・アトモスフェア・セ

ンチメートル）又は DU（Dobson Unit;ドブソン単位）と称している。地球全体の代表的なオゾン全量は

300 m atm-cm であるから、代表的なオゾン層の厚みは 3 mm だといえる。ちなみに、大気全体の厚みを

同じ方法で表すと 8 km となる。 
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１－２．オゾン量の変動 

 オゾン量は、季節により変動する。また、より長期的には QBO（準 2 年周期振動）、太

陽黒点活動（約 11 年周期）などに対応した変動がある。また成層圏に達するような火山の

大規模噴煙も一時的にオゾン量に影響を与えることが知られている。人為的要因によるオ

ゾン層の変化を精度よく検出するためには、これらの自然要因による変動成分を正しく把

握しておくことが必要である。 

 

オゾン全量の季節変動 

東西方向に平均したオゾン全量の1997～2006年の平均値の季節変動を図1-1-3に示す。

一般的に中高緯度域のオゾン全量は、南北半球ともに春に最大となり、秋に最小となる季

節変動が見られる。これは、赤道域から中高緯度への成層圏大気の大規模輸送が冬に最も

活発となるためと理解されている。 

図 1-1-3 オゾン全量（1997～2006 年の平均値）の季節変動 
単位は m atm-cm、等値線間隔は 25m atm-cm。NASA 提供の衛星データ（TOMS 及び OMI データ）を

もとに作成。図中、極域での等値線のない点域があるのは、太陽光が射さなくなる冬季の両極域では観測

できないため。（出典）気象庁 オゾン層観測報告：2010 より 

 

太陽黒点活動（太陽紫外線量及び成層圏力学過程の変動） 

太陽黒点活動に伴ってエネルギーの高い太陽紫外線の放射量が変動することは、人工衛

星により観測されている。この変動に伴って上中部成層圏におけるオゾンの生成量が変動

するので、太陽黒点活動の極小期と極大期の間で世界平均のオゾン量は2～3%変動するこ

とがわかっている。また、上中部成層圏で吸収される太陽紫外線エネルギーの増加は成層

圏気温の上昇をもたらすので、これによって成層圏大気の大循環場の変動が起こり、下部

成層圏でもオゾン輸送の変動を通じてオゾン濃度が変動するという説が提案されている。 

 

多 

多 

少

少

少
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赤道上空成層圏の風向変化（準 2 年周期振動） 

赤道付近の下部成層圏では東風と西風が約2年の周期で交代することが知られており、こ

の現象は準2年周期振動（QBO）と呼ばれている。QBOに伴ってオゾン全量も地球規模で変

動することがわかっており、赤道上空で東風の時は低緯度でオゾン全量が平均値より少な

く、中緯度では平均値より多くなること、西風の時は低緯度でオゾン全量が平均値より多く、

中緯度では平均値より少なくなることが観測データにより確認されている。この相関関係

のメカニズムについては、赤道上空成層圏の東西風の変動と南北方向の大規模循環の変動

とが結びついたものであろうと考えられている。 

 

大気の大規模循環場の変動 

一般的に、大気の大規模な流れの強さの変動によってオゾン量は変動する。成層圏にお

いて低緯度域から高緯度域へのオゾン輸送量が多くなると高緯度域におけるオゾン量が多

くなる。このような成層圏大気の大規模循環の長期的変動がオゾン層に与える変動につい

ては、詳しいことはまだよくわかっていない。また、対流圏の循環場の変動とオゾン層と

の関連も気候変化の影響を受けることもあり、今後の研究の進展が待たれる（詳細は第1

部4-4（c）オゾン層の変化が対流圏気候に及ぼす影響（P48～49）を参照）。 

 

大規模火山噴煙 

 大規模な火山噴火の後で、例えば 1991 年のピナトゥボ火山噴火後の 1992 年と 1993 年

には、北半球全体でオゾン全量の減少が観測された。これは、下部成層圏に注ぎ込まれた火

山噴煙中の二酸化硫黄が硫酸エアロゾル粒子に変成し、その粒子表面での不均一相反応に

よってオゾンの消滅反応が促進されたためであるとされている（詳細は第 1 部 4-4（b）オ

火山噴火（エアロゾル）がオゾン破壊に及ぼす影響（P48）を参照）。 

 

１－３．人為起源物質によるオゾン層破壊 

 成層圏中に極微量に存在し、オゾンを触媒反応によって破壊する成分である水素酸化物

（HOX）、窒素酸化物（NOX）、塩素酸化物（ClOX）、臭素酸化物（BrOX）などには、自然界

の大気供給源に加えて、近年の人間活動の増大による人為的供給源が無視できないものが

ある（詳細は第 1 部参考資料 1（P50）を参照）。水素酸化物は自然界の水に比べれば人為

起源のものは問題にならない。窒素酸化物の起源物質としては、一酸化二窒素と上空に直接

排出される NOX が人為起源物質として問題になる。ClOX と BrOX には自然界の発生源とし

て塩化メチルと臭化メチルがあるが、ClOX に対してはクロロフルオロカーボン（CFC）な

ど、また BrOX に対してはハロンや燻蒸用途などに用いられる臭化メチルが人為起源物質で

ある。特に 1960 年代以降、人間活動に伴う CFC やハロンなどの人為起源物質の放出が著

しく増加したことが引き金となり、オゾン層破壊が問題となった。 
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２．世界と日本のオゾン層の観測状況 

 

オゾン層の観測は、気球などを使って測定器を上空まで運び、その場でオゾン分子の濃度

を直接測る方法と、オゾン分子による光の吸収や発光を用い間接的に濃度を算出する遠隔

測定方法がある。遠隔測定では主に大気中の積分全量を計測するが、方式によっては高度分

布まで測定できる。また、測定器を載せるプラットフォームにより、地上からの観測、人工

衛星からの観測、気球を用いた観測などに分類できる。 

 

地上観測体制 

 世界のオゾン観測地点を図 1-2-1 に示す。各観測点は北半球中緯度の陸上に偏在してお

り、低緯度、南半球、海洋等では、観測点の密度がまだ不十分といえる。我が国では現在、

札幌・つくば（館野）・那覇・南鳥島・南極昭和基地において気象庁が観測を行っている。 

 

 
図 1-2-1 オゾン観測地点の分布(2011～2016 年) 

全量観測は 154 地点（○印）、反転観測は 12 地点（●印）、オゾンゾンデ観測は 56 地点（□印）。 
（出典）気象庁提供データ オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より 
 

衛星観測体制 

人工衛星搭載センサーによる観測は、同一の測定器で地球全体を広くカバーし、地上観測

だけではカバーできない広い海洋上や内陸地のデータが取得でき、これまで世界各国の衛

星・測定器で観測が行われてきた。環境省では、衛星搭載センサーILAS 及び ILAS-Ⅱの開

発を行い、国立環境研究所において、データ処理解析とデータ利用研究を進めた。 

 気象庁では、継続性と安定性で世界的に見て最も信頼性のある米国製衛星観測器TOMS

とOMIで得られたデータ*を基に解析を行っている。 

                                                  
 
* 気象庁では、2007 年 12 月以降の OMI のデータについて、地上観測値との偏差が大きいことなどから

長期的な変化傾向を解析する際には補正を行っている。 
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３．オゾン層の監視結果 

３－１．地球規模のオゾン層の状況 

（a）2016 年のオゾン全量の状況 

世界のオゾン全量偏差（%）の分布（2016 年） 

 2016 年の世界のオゾン全量の分布を図 1-3-1（上図）に、オゾン全量偏差（%）の分布を

図 1-3-1（下図）に示す。2016 年の世界の年平均オゾン全量の分布を、オゾン量の減少傾向

が止まり、オゾン量がほぼ一定していた 1997～2006 年の平均値の分布と比較すると、南北

両半球の高緯度と赤道付近で正偏差、それ以外の南北両半球の低緯度と中緯度で負偏差と

なった。特にロシア北西部の負偏差と南半球高緯度の正偏差は顕著であった。 

月毎にみると、2 月のロシア北西部で大きな負偏差となり、9～11 月の南半球高緯度で大

きな正偏差となった。2 月のロシア北西部の大きな負偏差は、この時期に北半球高緯度で起

こった比較的規模の大きなオゾン破壊によるものである。また、南半球高緯度での 9～11 月

の大きな正偏差は、例年に比べて南極オゾンホールの発達が遅れ、最盛期となる 10 月にオ

ゾン破壊が少なく、また、消滅時期が早かったことから、期間を通じてオゾンホールの規模

が例年と比べて同程度かやや小さく推移したことが要因として考えられる。 

6～12 月は赤道付近が正偏差となり、年平均の偏差とほぼ同様な分布となった。このよう

なオゾン全量偏差のパターンは QBO（準 2 年周期振動）が、赤道付近のオゾン全量の増加

をもたらす東風から西風に変化する位相であったことが要因と思われる。 
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図 1-3-1 世界のオゾン全量（上）および偏差（下）の年平均分布図（2016 年） 
（上図）月平均オゾン全量（m atm-cm）の年平均分布図および（下図）月平均オゾン全量偏差（%）の年平

均分布図。（上図）の等値線は15m atm-cm間隔（下図）の等値線は2.5%間隔。1997～2006年の平均値を比

較の基準とした。北緯60度以北の1月と11～12月及び南緯60度以南の5～7月は、太陽高度角の関係で観測で

きない時期があるため省いて年平均を計算した。NASA提供の衛星観測データから作成。※口絵III参照。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より 
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（b）オゾン量のトレンド解析 

既知の自然要因による変動の除去 

オゾン量のトレンド（長期変化傾向）をより正確に評価するためには、既知の様々な自然

要因によるオゾン変動を取り除くことが必要である。そのためオゾン量の観測値から、季節

変動、太陽黒点活動の変動（約 11 年ごと）、準 2 年周期振動（QBO）及び大規模火山噴煙

による影響(成層圏エアロゾル)、ENSO（エルニーニョ／ラニーニャ現象）を差し引いた時

系列を計算する。こうして得られるオゾン量の長期的な変動は、大気中のオゾン層破壊物質

の濃度の変化にともなう変動成分と、未知の要因による変動成分が重なった時系列と関連

づけて理解されている。この時系列からオゾンのトレンド（長期変化傾向）を求める。 

オゾン量の長期的な変化はその特徴から、1970 年代及びそれ以前のオゾン量がほぼ一定

していた状態、1979～1990 年代前半までのほぼ直線的な減少傾向、1990 年代後半の減少

傾向の緩和、及び 2000 年代からの緩やかな増加傾向に分類できる。 

 

トレンドの評価方法及びその留意点 

オゾン量の長期的な変化傾向を抽出するため、これまで EESC*（Newman et al., 2007：

等価実効成層圏塩素。巻末「用語解説」参照）の時系列（図 1-3-2）と関連づけた解析を採

用していたが、このような解析は、オゾン量の長期変化傾向が EESC の変化曲線で規定さ

れ、他の変動要因の影響を排除してしまう欠点がある（WMO 2014）。 

本報告書では、「オゾン層破壊の科学アセスメント 2014」で用いられている手法に準じ

て、既知の周期的な自然変動を除去したオゾン時系列データを用いて、1979 年 1 月から

1996 年 12 月の回帰直線によりオゾン量が減少した時期の変化傾向を求め、2000 年 1 月か

ら最新年までの回帰直線で近年の変化傾向を求めた（図 1-3-3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
 
* EESC（等価実効成層圏塩素）とは、塩素及び臭素によるオゾン破壊効率が異なることを考慮して臭素

濃度を塩素濃度に換算して求めた成層圏での塩素・臭素濃度のことをいう。 

図1-3-2  等価実効成層圏塩素（EESC）の経年
変化 
1980年を1とした相対的な値として示した。WMO
（2014）と同様に、対流圏から成層圏に入ったオゾ

ン層破壊物質が中緯度域まで塩素・臭素原子として

到達するまでの時間を3年として算出。また、臭素原

子のオゾン破壊効率を塩素原子の60倍とした。

EESCの数値は米国航空宇宙局（NASA）から提供。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ

（2016年）より 

E
ES
C
の

相
対
量
 

中緯度域 EESC 
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図1-3-3  オゾンの長期変化傾向の解析 

長期変化傾向の解析を、世界のオゾン全量に適用した例。 
実線は世界の地上観測によるオゾン全量偏差（%）で、既知の自然変動成分を除去している。比較の基準

値は 1994～2008 年の平均値。直線は地上観測データの 1979～1996 年の回帰直線（①）と 2000～2016 年

の回帰直線（②）。世界の地上観測点は世界オゾン・紫外線資料センター（WOUDC）のデータを用いた。

（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より 

 

 

なお、本報告書において、月別平均値から季節変動および既知の自然変動による影響を除

去した時系列データの回帰直線から長期変化傾向を算出した図表は下記のとおり。 

図1-3-14下段    【P29：南極昭和基地上空のオゾン分圧のトレンドの高度分布】 

図1-3-19      【P35：日本上空のオゾン全量の長期変化傾向】 

図1-3-20下段    【P36：日本上空のオゾンの高度別トレンド】 

 

本報告書では2000年以降のオゾン量の変化を「近年の変化傾向」として評価した。 

第 1 部 3-1（c）オゾン全量のトレンドの分布及び季節変動（P18~19）で使用する地上観

測地点の選択にあたっては、毎月の月平均値と衛星による観測データとの全期間を通した

比較において、データの精度に大きな問題がないと判断されることを基準とした。また、観

測機器の変更等により観測データに不自然な段差がみられる場合には、その観測データに

補正を施したのち、解析を行った。衛星観測データの扱いについては第 1 部参考資料 12

（P74～75）を参照。

オ
ゾ
ン
全
量
偏
差
（
％
） 
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図 1-3-4 に、気温・東西風速・南北風速データを同化した化学気候モデルで計算された北

半球中緯度のオゾン全量の長期変化傾向を示す。EESC の増加が顕著であった 1996 年以前

のオゾン全量の低下傾向は、モデルによる計算結果にも見られる。 

 
図 1-3-4 化学気候モデルで計算されたオゾンの長期変化傾向 

長期変化傾向の解析を、化学気候モデルで計算されたオゾン全量に適用した例。実線は国立環境研究所の

化学気候モデルの30-60°N平均のオゾン全量偏差（％）で、既知の自然変動成分を除去している。比較の

基準値は図1-3-3と同じく1994～2008年の平均値。直線は1979～1996年の回帰直線。 
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（c）オゾン全量トレンドの分布及び季節変動 

オゾン全量トレンドの地球規模の分布 

オゾン全量は 1980 年代から 1990 年代前半にかけて地球規模（北緯 70 度～南緯 70 度）

で大きく減少した。近年のオゾン層の状況は、人為的なオゾン層破壊によりオゾン量が少な

かった時期（1980 年代から 1990 年代前半）と同程度か僅かに増加しているが、依然とし

て 1970 年代と比べて少ない状態が続いている。 

観測されたデータによる緯度帯別オゾン全量の1979～1996年（左図）および2000～2016

年（右図）の変化傾向（%）を図1-3-5に示す。 

1979～1996年の（左図）衛星観測（●印）では低緯度帯の一部（北緯20度～南緯20度）

を除き統計的に有意な減少がみられ、高緯度ほど減少傾向が大きくなっている。地上観測も

概ね同様の傾向を示している。特に南半球高緯度で減少傾向が大きいが、これは南極オゾン

ホールの出現に対応している。 

2000～2016年の変化傾向では、北緯40～南緯10度、南緯60度～70度で有意な増加傾向が

みられたが、中緯度（北緯40～60度）の地上観測データに着目すると変化傾向にばらつき

がみられる。 

南半球では、南緯60度以南で有意な増加傾向がみられるが、その信頼区間は他の緯度帯と

比べても幅があることから、オゾンホールの規模が年々変動している可能性がある。 

なお、オゾン層破壊物質であるクロロフルオロカーボン類等の濃度は、大気中で緩やかに

減少しており、2000年以降、オゾン全量は複数の緯度帯で増加傾向がみられる。大気中の

オゾン層破壊物質の減少と自然変動が影響していると考えられているが、自然変動と比べ

てオゾン層破壊物質が及ぼすオゾン全量変化が小さいため、オゾン層破壊物質がオゾン全

量に及ぼす影響を正確に見積もることは現状では難しい（WMO, 2014）。 

 

 

 
 

図 1-3-5 オゾン全量緯度別トレンド 
オゾン全量の長期変化傾向を示す。左図は、1979～1996年の変化傾向（%/10年）、右図は2000～2016年
の変化傾向（%/10年）を示す。緯度帯（10度）毎の衛星観測データ（●印）をプロットしている。衛星観

測データの縦線は95%信頼区間の範囲。世界の地上観測地点（65地点）のオゾン全量データ及びNASA提

供の衛星観測データから作成。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より

1979～1996 年の変化傾向 オ
ゾ
ン
全
量
の
変
化
傾
向 

2000～2016 年の変化傾向 オ
ゾ
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全
量
の
変
化
傾
向 
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オゾン全量トレンドの季節変動（衛星データ） 

オゾン全量のトレンドの季節変動をみるため、緯度別・月別オゾン全量の1979～1996年

（上図）と2000～2016年（下図）の変化傾向（%/10年）を図1-3-6に示す。 

1979～1996年では、年間を通して低緯度帯を除き、南北両半球のほとんどの領域で有意

な減少傾向がみられた。北半球の高緯度では3～4月に、南半球の中・高緯度では8～12月に

オゾン全量の減少の割合が大きく、極域での冬季から春季にかけてのオゾン層破壊の影響

が比較的大きかったことを示している。これは冬季の低温条件下で塩素や臭素がオゾンを

破壊しやすい物質となって蓄積され、太陽光の照射を受ける春季に特にオゾン層破壊を進

行させるためと考えられる（詳細は第1部参考資料1（P50～55）を参照）。 

2000年以降ではほとんどの領域で増加傾向が見られるが、有意なものは北半球低緯度の

10～12月と南半球高緯度の1～5月等の一部の領域である。南半球高緯度では8～9月にオゾ

ンの増加の割合が大きいが、有意な領域は8月のみである。これらの領域では、オゾンホー

ルの現れる緯度が移り変わることによる年々変動が大きいことが影響していると思われる。 

 

 
図 1-3-6 緯度別・月別オゾン全量の変化傾向（%/10 年） 

（上図）1979～1996年と（下図）2000～2016年のオゾン全量の変化傾向（%/10年）の月別分布。衛星観

測による帯状平均オゾン全量データを用いて求めたもの。等値線間隔は2%。薄い陰影部は95%信頼区間で

有意に増加または減少している領域。濃い陰影部は欠測域（太陽高度角の関係で観測できない領域）。NASA
提供の衛星観測データから作成。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より
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（d）オゾンの高度別分布のトレンド 

オゾンの高度分布のトレンド（地球規模） 

オゾンの鉛直分布のトレンドをみるため、1980年代のオゾン量の変化傾向（%/10年）を

緯度高度別に示したものを図1-3-7に示す。 

北半球では、中緯度から高緯度にかけての、40km付近と20km付近以下の2つの高度に減

少率の大きい領域がみられる。南半球でも、中緯度から高緯度にかけての40km付近は減少

率が大きい領域が見られる。 

高度40km付近と高度20km付近のオゾン減少は、ともにCFC等から解離した塩素による

ものであるが、高度40km付近の減少は、気相反応のみによって働く触媒反応サイクルによ

るのに対し、高度20km付近の減少は主にエアロゾル粒子表面での不均一相反応によって活

性化される別の触媒反応サイクルによると考えられている（詳細は第1部参考資料1（P50）

を参照）。 

最近では、複数の衛星観測をつなげた長期間のデータにもとづいて、こういったトレンド

解析がおこなわれている。一方最新の衛星観測結果から、これまでオゾンの日周変動成分は

小さく無視できるとされていた中部・下部成層圏でも、オゾンの日周変動が明瞭に検出され

ている（第1部参考資料13（P76～77）を参照）。そういった成果を踏まえ、最新のオゾン

アセスメントレポートでは、成層圏領域におけるオゾンの日変化がトレンド解析に及ぼす

影響（さまざまな手法によるオゾン測定がその固有な観測時間によってバイアスを持ちう

ること）について述べられている（WMO, 2015）。（詳細は第1部参考資料13（P76～77）

を参照）。 

 

 
図 1-3-7  オゾン量の 1980 年代の変化傾向（%/10 年）の緯度・高度分布 

オゾン量の 1980 年代の変化傾向（%/10 年）。SAGE 衛星データで補正した最新の SBUV データを用いて

EESC フィッティングを行い、1980 年代のオゾンの変化傾向（%/10 年）を求めたもの。等値線間隔は 2%。

薄い陰影部は 95%信頼区間で減少している領域。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2010（WMO, 2011）より
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３－２．極域のオゾン層の状況 

３－２－１．南極域上空のオゾン層の状況 
1980 年代初め以降、南極域上空では、毎年 8～12 月にオゾン量が極端に減少し、オゾンホ

ールと呼ばれる現象が発生する。南極域上空のオゾン層の状況に関して、2016 年のオゾン全

量、オゾン全量の経年変化、及び高度別トレンドは以下のとおりである。 
 

（a）2016 年の南極域におけるオゾン全量 

オゾンホールの規模の推移（衛星観測） 

衛星観測データの日別値から求めた2016年の南極オゾンホールの規模の推移を図1-3-8に示

す。 

2016年の南極オゾンホールは、8月上旬に発生し、その面積は過去10年間（2006~2015年）

の平均値と同程度の大きさであった。8月中旬に急速に拡大した後、9月から10月中旬までは最

近10年間と比較して概ね同程度かやや小さく推移し、9月28日に今年の最大面積である2,270万

km2（南極大陸の約1.6倍）を観測した。10月中旬から急速に縮小し、11月22日に消滅した。10

月中旬以降の面積は、最近10年間と比較して小さく、消滅時期も半月程度早かった。2016年の

オゾンホールの消滅時期は、極渦が長期間安定し消滅時期がかなり遅かった2015年に比べて1

か月程度早く、その要因として極渦の偏在化が考えられる。オゾン欠損量は、オゾンホール面

積とほぼ同様の推移となり、9月29日に年最大値となる7,600万トン、最低オゾン全量は9月3日

に年最低値である104m atm-cmとなった。 

南極オゾンホールの規模は 1980 年代から 1990 年代半ばにかけて急激に拡大し、1990 年代

半ば以降では年々変動はあるものの長期的な拡大傾向はみられなくなった。しかし、2015 年

の最大面積は、衛星観測を開始した 1979 年以降、1998 年と同じく 4 番目の大きさであり、10

月に観測された南極オゾンホールとしてはこれまでで最大であったこと、また 2016 年の年最

大面積が最近 10 年間の平均値と同程度の大きさであること等から、その規模は依然として大

きい状態が続いていると考えられる。 

 
図 1-3-8 南極オゾンホールの規模の推移（2016 年 7 月～2016 年 12 月） 

実線は2016年、破線は過去10年間（2006～2015年）の平均値、陰影部の上端と下端は、同期間の最大（最

高）値と最小（最低）値を示す。また、面積の図の横破線は南極大陸の面積、最低オゾン全量図の横破線は

オゾンホールの広がりの目安となる220 m atm-cmを表す。NASA提供の衛星データをもとに気象庁で作成。

（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より 
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月平均オゾン全量・日別オゾン全量（南極昭和基地の地上観測） 

昭和基地上空の月平均オゾン全量を図1-3-9に示す。 

2016年のオゾンホールの季節（8～12月）は、9～10月は1994～2008年の平均値と比較

すると、同程度だったが、8月と11～12月は平均値よりも多かった。また、オゾンホール

の季節以外では同程度となった。 

 

 

 
 

 
図 1-3-9 南極昭和基地における月平均オゾン全量（2016 年） 

●印は2016年の月平均値。点線はオゾンホールが出現する以前の1961～1980年の平均値。折線（実線）

は1994～2008年の平均値で、縦線はその標準偏差である。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より
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昭和基地で観測したオゾン全量の日代表値の変動を図1-3-10に示す。 

8 月中旬にオゾンホールの目安である 220m atm-cm を今期初めて下回ったが、8 月下旬

にかけては最大値を超えるほど多く推移した。その後は、8 月の終わりから 11 月上旬まで、

概ね 220 m atm-cm 以下のオゾン全量が少ない状態となったが、11 月中旬以降はオゾン全

量が大きく増加し、参照値期間の最大値程度で推移した。 

オゾンホールの面積は 10 月中旬に急速に縮小し始めたが、10 月中旬以降、オゾンホール

の中心が昭和基地の近くに長く位置した。そのため、昭和基地では、11 月上旬までオゾン

全量が少ない状態が継続した。 

 
 

 
 

 
図 1-3-10 南極昭和基地における日別オゾン全量の推移（2016 年 8 月～2016 年 12 月） 

●は2016年の観測値（日代表値）。陰影部の上端と下端は参照値期間（1994～2008年）の最大及び最小

値。横破線はオゾンホールの目安である220m atm-cmを示す。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より
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（参考） 南極域上空の最低気温等の推移（2016 年） 

南極オゾンホールの形成に大きな役割を果たす極域成層圏雲は、－78℃以下の低温状態が持続する場合

に生成される。 
図1-3-11に、2016年の南極域上空の下部成層圏（50hPa）の最低気温及び気温が－78℃以下の面積の推

移を示す。2016年の南極域の50hPaの日最低気温*は、5月上旬から10月中旬まで－78℃以下となり、過去

の平均値（1979～2015年）と同程度だった。－78℃以下の面積の推移を見ると、5月から8月下旬まで過

去の平均値と同程度だったが、9月上旬以降は大きく増減しながら推移し、10月中旬に消滅した。9月上旬

以降の大きな増減は、南極域上空の下部成層圏において極渦が偏在したことが要因として挙げられる。な

お、この極渦の偏在化は、南極オゾンホールが急速に縮小した要因ともなっている。 
 

 
 

 
図 1-3-11 南極域上空の下部成層圏の最低気温（左）及び気温が－78℃以下の領域の面積（右）の推移 

（2016 年 1 月～2016 年 12 月） 
南緯60度以南の50hPa(高度約20km)面における日別の最低気温の推移（左図）と極域成層圏雲の出現す

る目安となる－78℃以下の領域の面積の推移(右図)。  印は2016年の値を示す。陰影中の太実線は1979
～2014年の平均値。陰影外の細実線は同期間の最高（最大）値及び最低（最小）値。陰影は標準偏差の範

囲。左図中の横の直線は極域成層圏雲出現の目安である－78℃。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より 

 

                                                  
 
* 「オゾン層・紫外線の年のまとめ（2011 年）」までは、南極下部成層圏として 30hPa の気温データを

用いていた。しかし、WMO の報告等では 50hPa のデータが用いられることが多く、最大オゾン欠損量

との相関も良いことが確認されているため、「オゾン層・紫外線の年のまとめ（2012 年）」よりこれを

用いている。 

2016 年 1～12 月 
平均値 
最大値・最小値の範囲 
標準偏差の範囲 

2016 年 1～12 月 
平均値 
最大値・最小値の範囲 
標準偏差の範囲 
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（b）オゾン全量の経年変化 

オゾンホールの経年変化（衛星データ） 

最盛期（9～10月）のオゾンホールの規模を表す3要素（年最大面積、最低オゾン全量、オ

ゾン欠損量（破壊量））の極値、オゾンホール出現期間全体のオゾンホール規模の指標とし

てのオゾンホール面積の年積算値、ならびにオゾンホールが消滅する時期（11～12月）の

オゾンホール縮小ペースの目安とした11月のオゾンホール面積の平均値の経年変化（1979

～2016年）を図1-3-12に示す。 

南極オゾンホールの規模は3要素のいずれにおいても1980年代から1990年代半ばにかけ

て急激に拡大したことが認められる。一方、1990年代後半以降は、年々変動による増減は

あるものの、長期的な拡大傾向はみられなくなった。しかし、2015年の年最大面積が1979

年以降第4位となる大きな値を記録したこと、また2016年の年最大面積が最近10年間の平均

値と同程度の大きさであること等から、その規模は依然として大きい状態が続いていると

考えられる。 

オゾンホール面積の年積算値においても、1980年代から1990年代半ばにかけて急激な増

大が認められ、また1990年代後半以降は大きな年々変動はあるものの、しばしば大きな年

積算値が観測されており、オゾンホール出現期間全体としてもオゾンホールの規模は大き

い状態が続いている。 

11 月のオゾンホール面積の平均値は、1985 年以降、年々変動は大きいが、近年の 2006

～2011 年、2015 年に比較的大きな値となっており、オゾンホールの規模は依然として大き

い状態である。 

南極オゾンホールの規模は、オゾン層破壊物質の濃度の変化にともなう長期的な変化に

加えて気象要因による年々変動がみられ、2000 年以降は年々変動が大きい傾向がある。こ

のような年々変動は南極域上空の成層圏の極渦の強さや下部成層圏の気温などの大気の変

動に対応している。 

1990 年代後半以降のオゾンホールについては、年々変動が大きいものの、いずれの指標

からも、規模の大きい状態が続いていることが分かる。
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図 1-3-12  オゾンホールの規模の経年変化（1979～2016 年） 

1979～2016年の(a)オゾンホール年最大面積、(b)最低オゾン全量、(c)オゾン欠損量の年極値、 (d)オゾンホ

ール面積の年積算値、(e)オゾンホール面積の11月平均値の経年変化。いずれの図もNASA提供の衛星デー

タをもとに作成年積算値の1993～1996年と11月平均値の1994～1996年についてはデータが十分得られて

いないため、面積を求めていない。(a)横直線は南極大陸の面積、(b)横直線はオゾンホールの目安である

220m atm-cmを表す。NASA提供の衛星データをもとに作成（主にTOMS/OMIデータを使用。1995年のみ

TOVSの高分解能赤外放射計のデータを使用）。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より 
 
 
 
 
 
 

（参考） 南極オゾンホールの規模の定義 

オゾンホールの規模の目安として、オゾンホールの面積、最低オゾン全量、オゾン欠損量(破壊量）

の3要素が以下のように定義されている。 
オゾンホール面積 ：南緯45度以南でのオゾン全量が220m atm-cm以下の領域の面積 
最低オゾン全量  ：オゾンホール内のオゾン全量の最低値 
オゾン欠損量   ：南緯 45 度以南のオゾン全量を 300m atm-cm(オゾン全量の地球規模の平均値）

に回復させるために必要なオゾンの質量 

(d)オゾンホール面積

年積算値 

(c)オゾン欠損量 

(b)最低オゾン全量 

(a)年最大面積 

(e)オゾンホール面積

11 月平均値 
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月平均オゾン全量の経年変化（昭和基地上空） 

オゾンホールの縁辺となることが多い南極昭和基地における9～12月の平均オゾン全量

の経年変化を図1-3-13に示す。各月ともオゾン全量は、1980年頃から長期的に減少し、1990

年代半ば以降は少ない状態が継続している。なお、2002年にオゾン全量が大きく増加して

いるのは、9月に南極域で大規模な成層圏突然昇温が発生し、成層圏の気温が過去50年で最

高となるような特異な気象条件となり、オゾン破壊が大規模に進まなかったことによる。 

 
 
 

 
 

図 1-3-13 南極昭和基地における月平均オゾン全量の経年変化（毎年 9～12 月） 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より 

オゾン全量 オゾン全量 
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（c）高度分布のトレンド 

南極昭和基地上空におけるオゾンゾンデ観測による高度別オゾン分圧のトレンドを図1-

3-14に示す。 

1970～1980年平均と最近5年（2012～2016年）平均の差（%）の高度分布（図上段）をみ

ると、通年、春季ともに高度10～30km付近の全ての高度で1970～1980年平均よりも最近5

年平均の方が低く、特に高度10～20km付近で顕著である。また、2000年以降の変化傾向（図

下段）では、通年、高度10km（200hPa）～高度20km（hPa）付近で有意な増加傾向が見

られるが、春季では全ての高度において有意な増加傾向は見られなかった。このように、昭

和基地上空のオゾンは、2000年以降一部高度で有意な増加傾向も見られるが、オゾン層破

壊が起こる前と比べれば、依然として広い高度範囲で少ない状態が続いていると言える。ま

た、春季において有意な増加傾向が見られないことから、昭和基地上空のオゾン量は大きく

増減しているものの、2000年以降に発生したオゾンホールの規模は依然として変わってい

ないと考えられる。
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(a)1970～1980年平均と最近5年平均の差(%) 

 

（b）1970～1980年平均と最近5年平均の差(%) 

 

(c)2000 年以降の変化傾向（%/10 年） 

 

(d)2000年以降の変化傾向（%/10年） 

 
 

図1-3-14 南極昭和基地におけるオゾン分圧のトレンドの高度分布 
●印はオゾンゾンデ観測から求めた高度別オゾン分圧のトレンド。上段は、オゾン分圧の1970～1980年
平均と最近5年間（2012～2016年）の平均との差（%）で、月別平均値から季節変動成分のみ除去したデ

ータから求めた。下段は、2000年以降の変化傾向（%/10年）で、月別平均値から季節変動および既知の

自然変動による影響を除去した時系列データの回帰直線から求めた。横軸は変化量、縦軸は高度。下段 
（c）(d）の外側の折線は95%信頼区間の範囲。左（a）(c）（通年）は月別値（1～12月）から、右（b）
( d）が春季（9～11 月）の値から求めた。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より 
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３－２－２．北半球高緯度域のオゾン層の状況 

北半球高緯度域でも、南極オゾンホールほど大規模ではないものの、オゾンの少ない領域

が現れることがある。北半球高緯度域のオゾン層の状況に関して、2016 年のオゾン全量、

及びオゾン層の推移は以下のとおりである。 

 

（a）2016 年の北半球高緯度域のオゾン層の状況 

衛星観測によれば、2016年春季の北半球高緯度では、2月中旬から3月上旬にロシア北部

を中心にオゾン全量が280 m atm-cm以下の非常に少ない領域が広く存在していたが、3月

中旬以降では、オゾン全量が280 m atm-cm以下の領域はほとんど観測されていない。この

オゾン全量が非常に少ない領域は、概ね極渦の領域に対応している。 

北極域は南極域と違って安定した極渦が発達しにくく、その年の気象条件によって、低温

域が広かったり狭かったりと変動しやすい。2015年7月～2016年6月の北極域の下部成層圏

の最低気温、及び－78℃以下の面積の推移を図1-3-15に示す。 

北極域の下部成層圏の最低気温の推移をみると、2015年12月上旬から2月下旬にかけて平

均値を大きく下回りながら推移し、特に1月は最低値とほぼ同程度であった。その後、3月上

旬以降は気温が急上昇し、3月下旬には最大値と同程度となった。最低気温が－78℃以下と

なった期間は、12月上旬から3月上旬となり、極域成層圏雲が平均より長い期間、継続して

存在した。 

極域成層圏雲出現の目安である－78℃以下の領域の面積は、2015年12月から2月下旬に

かけて、2月上旬を除いて、最大値とほぼ同程度の大きさで推移した。その後は、前述の3月

上旬の気温の急上昇により－78℃以下の領域はなくなった。 

このことから、2015年冬季から2016年春季には、北半球高緯度の上空において、平均値

を大きく下回る気温が長期間継続したことにより、大規模なオゾン層の破壊が起きたと考

えられる。このような北半球高緯度上空の顕著なオゾン破壊は、1990年代以降より複数回

観測されているが、南極オゾンホールほど大規模とはなっていない。これは、北半球高緯度

上空の気温が南極域上空にくらべ高いためである。 

なお、成層圏の塩素濃度が依然高い状況のもとでは、低温域が拡がる気象状況になれば、

今後も顕著なオゾン減少が北極域で生じると予想され、観測結果について引き続き注目し

ていく必要がある。 
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（a）50hPa 最低気温 

 
 
 
 
 

（b）50hPa -78℃以下の領域面積 

 
 

 
図 1-3-15  北極域上空の下部成層圏の最低気温（上）及び気温が－78℃以下の領域の面積

（下）の推移（2015 年 7 月～2016 年 6 月） 
 
北緯60度以北の高度約20kmにおける日別の最低気温の推移(上図)と極域成層圏雲の出現する目安となる

－78℃以下の領域の面積の推移(下図)。  印は2015年7月～2016年6月の値を示す。陰影中の実線は7～
12月は1979～2014年、1月～6月は1979～2015年の平均値。陰影外の細実線は同期間の最高（最大）値及

び最低（最小）値。ただし、気温が－78℃以下の領域の面積の最小値は一年を通して0 km2である。陰影

は標準偏差の範囲。上図中の横の破線は極域成層圏雲出現の目安である－78℃。 

（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より 

2015 年 2014 年 

07 08 09 10  11  12 01 02 03 04 05 06 

2015 年 7 月～2016 年 6 月 

平均値 

最大値・最小値の範囲 

標準偏差の範囲 

2015 年 7 月～2016 年 6 月 

平均値 

最大値・最小値の範囲 

標準偏差の範囲 

2015 年 2014 年 

07 08 09 10  11  12 01 02 03 04 05 06 
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（b）北半球高緯度域のオゾン層の経年変化  

北半球高緯度域のオゾン層の状況をみるために、北半球高緯度域の3月の月平均オゾン全

量偏差を図1-3-16に示す。衛星観測（TOMSおよびOMI）データによると、1990年以降、デ

ータのない1995、1996年を除き、－20m atm-cmを超える負偏差が25年のうち20回現れて

おり、北半球高緯度域でのオゾン全量は1990年以前に比べ少なくなる年が多い。最近では、

2011年の衛星データによるオゾン全量は1997年に次いで2番目に少なかった。なお、TOMS

データのない1995、1996年については、SBUV/2のデータを用いた解析によると、両年とも

に春季にオゾン全量の大きな減少が観測されている（NOAA, 2005）。ラーウィック（英国）

での地上観測の結果でも、1990年以降、春季に顕著なオゾン減少が現れており、特に1996、

1997、2005年、2012年は－60 m atm-cmを超える規模であった。このうち1996年は、約－

80m atm-cmの負偏差がみられた。2016年の衛星観測値は－20m atm-cm程度の負偏差とな

った。 

 

 

 
図 1-3-16 北半球高緯度域の 3 月のオゾン全量偏差の経年変化 

●印はNASA提供のTOMS及びOMIデータをもとに気象庁で作成した北半球高緯度（北緯60度以北）域の

3月の平均オゾン全量（1979～1989年の平均値）からの偏差。なお、1995、1996年はTOMSデータがな

い。○印は、ラーウィック（英国、北緯60度、西経1度）の3月の平均オゾン全量の1979～1989年の平均

値からの偏差を示す。 （出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より
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３－３．我が国におけるオゾン層の状況 

（a）2016 年の日本上空の月別オゾン全量 

気象庁で観測しているオゾン全量の2016年における月平均値の推移を図1-3-17に示す。

2016年の状況については1994～2008年の平均値からの差が平均値算出期間の標準偏差以

内のときを「並」、それより大きい時を「多い」、それより小さい時を「少ない」とした。 

1994～2008年の平均値と比べると、2016年のオゾン全量の月平均値は、札幌、つくば、

南鳥島では、1年を通してほとんど並となったが、那覇では6月から10月にかけて少ない月

が多かった。つくばと那覇では10月にその月として観測開始（つくばは1957年、那覇は1974

年）以来最低値となった。 

 

 

 
図 1-3-17 2016 年における月平均オゾン全量 

 
国内4地点(札幌、つくば、那覇、南鳥島)における月平均オゾン全量の推移。●印は2016年の月平均値。

折線（実線）は1994～2008年の平均値。縦線はその標準偏差。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より 
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（b）日本上空のオゾン全量のトレンド 

オゾン全量の経年変化 

札幌、つくば、那覇、南鳥島のオゾン全量の年平均値の経年変化を図1-3-18に示す。なお、

この図は3-1（b）で述べた既知の自然要因による変動を除去する処理を行っていない（詳細

はP15を参照）。よって、図に見られるオゾン全量の変化には、太陽活動（約11年周期）や

準2年周期振動（QBO）等の自然要因によるオゾン変動の影響が含まれていることに注意す

る必要がある。 

日本上空のオゾン全量は、札幌とつくばにおいて1980年代から1990年代半ばまで減少し

た後、緩やかな増加傾向がみられる。つくばにおける最近の5年間の平均値は1970～1980年

の平均値と比べ、同程度まで回復しているが、札幌に関しては、依然少ない状況にある。 

また、那覇と南鳥島では期間を通して緩やかな増加傾向が見られる。なお、2016年は近

年の増加傾向と異なり、4地点全てで大きく減少した。 
 

 

 
図 1-3-18 日本上空のオゾン全量の年平均値の経年変化（1958～2016 年） 

札幌、つくば、那覇（以上●印）、南鳥島（○印）におけるオゾン全量の観測開始から2015年までの年平

均値の経年変化（ここでは、既知の周期的な自然要因（太陽活動、QBOなど）と相関の高い変動成分を除

去していない）。黒破線は1970～1980年平均値（那覇は1975～1980年）と最近5年間（2012～2016年）の

平均値 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より
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日本上空のオゾン全量の長期変化 

国内3地点（札幌、つくば、那覇）の地上観測データを用いたオゾン全量とオゾン層破壊

が進んだとみられる1979～1996年までの期間と、僅かな増加がみられる2000年以降の期間

の長期的な変化傾向を図1-3-19に示す。 

札幌、つくばと那覇共に1990年代半ばまでのオゾン全量の減少に対し、2000年代半ば以

降の増加が見られる。 

2000～2016年の那覇のオゾン全量は増加傾向を示しており、10年当たりの変化率は、那

覇で+0.8％となり、有意な増加がみられる。なお、札幌、つくばにおいても、2000～2016

年は増加傾向を示したが、有意ではなかった。 

1979～1996年のオゾン全量は、減少傾向を示していた。特に、札幌とつくばでは有意に

減少しており、10年当たりの変化率は、札幌で－4.1％、つくばで－1.2％となった。 

 

 

 

 
 

図1-3-19 日本上空のオゾン全量の長期変化傾向 
 

国内のオゾン全量観測による1979年以降のオゾン全量(m atm-cm)。実線は、太陽活動など既知の周期的な

自然要因と相関の高い変動成分を除去した値である。直線は、1979~1996年及び2000～2016年の回帰直線

を示す。上から、札幌、つくば、那覇のデータ。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より 

オゾン全量 
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（c）日本上空のオゾンの高度分布にみられるトレンド 

日本上空のオゾンの高度別トレンド 

日本上空のオゾン鉛直分布の長期変化傾向をみるため、1970～1980年までの平均値と最

近5年間（2012～2016年）との差（%）について鉛直分布を図1-3-20上段に示す。 

札幌ではほぼ全ての高度でオゾン層破壊前の平均値までは回復しておらず、つくばや那

覇の上部成層圏でも同様である。 

2000 年以降の変化傾向を図 1-3-20 下段に示す。上部成層圏では、札幌とつくばの高度

25km 以上で有意な増加傾向がみられたが、那覇では有意な増加傾向はみられなかった。一

方、対流圏から下部成層圏では、3 地点とも有意な増加傾向がみられた。 

 

（a）1970～1980年平均と最近5年平均の差（%） 

 
（b）2000年以降の変化傾向（%/10年） 

 
 

図 1-3-20  日本上空のオゾンの高度別トレンド 
上段：1970～1980年平均のオゾン量と最近5年間（2012～2016年）平均との差（%）。下段： 2000年以

降の変化傾向（%/10年）。●印はオゾンゾンデ観測データ、○印は反転観測データによる。外側の折線は

95%信頼区間の範囲。那覇は、1989年より前のオゾンゾンデ観測データがないため、上段では反転観測の

結果のみ示す。上段は月別平均値から季節変動成分のみを除去し、下段は季節変動および既知の

自然変動による影響の成分を除去している。また、反転観測の約45kmの○印は、高度40km付近より

高い気層について合計した量を表している。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より
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４．オゾン層の将来予測 

４－１．CFC、ハロン等オゾン層破壊物質濃度とその推移 

４－１－１．地表面付近のオゾン層破壊物質濃度の推移 

成層圏オゾンを破壊する CFC やハロン等の有機塩素・臭素化合物（ODS: オゾン層破壊

物質）は、地上で放出された後、対流圏から成層圏に輸送され、主に太陽紫外線によって引

き起こされる光化学反応を通して塩素原子や臭素原子又は一酸化塩素・一酸化臭素等の無

機塩素・臭素化合物を生成する。これらの原子・分子が ClOX サイクルや BrOX サイクルと

呼ばれる連鎖的なオゾン分解反応サイクルの担い手となり、オゾンの消失を促進しオゾン

層の破壊を引き起こす。よって、成層圏中の塩素・臭素量の変化はオゾン層の長期的な変化

を考える上での目安となる量である。 

将来のオゾン層の変化予測を行う際に用いた地表面での有機塩素・臭素濃度の変化シナ

リオを図1-4-1に示す。地表面でのCFCなどの有機塩素濃度（CCly。太い破線）は1990年代

前半にピークに達した後、緩やかに減少し、2030年頃に1980年レベルに戻る（図中の縦の

矢印）。一方、ハロンなどの有機臭素化合物を考慮した有機塩素・臭素濃度（太い実線。図

1-4-2と比較しやすいように有機塩素濃度CClyに有機臭素濃度CBryを60倍にした値を加え

た総和として示す）では、1990年代半ばにピークを迎えた後、2010年頃までは有機塩素濃

度の変化に比べて濃度の減少が緩やかなシナリオになっていることが分かる。これはハロ

ン類の濃度増加が2000年過ぎまで続くと想定しているためである。その後、有機塩素・臭

素濃度は有機塩素濃度とほぼ同様の減少傾向を示し、2030年代後半には1980年の濃度レベ

ルに戻る（図中の縦の矢印）とのシナリオになっている。有機塩素・臭素濃度が1980年代の

レベルに戻る時期が有機塩素濃度のみが1980年レベルに戻る時期に比べて10年程度遅くな

っているのは、ハロン類の大気放出がCFCなどに比べてより長い期間継続すると想定した

ことが主な原因である。実際、多くのCFCの大気中濃度は1990年半ばには減少傾向に転じ

た（詳細はP98の図2-3-11を参照）のに対し、主なハロン類の濃度は、ハロン-1211は2005

年頃を過ぎて減少傾向に転じたが、ハロン-1301では現時点でも増加傾向が認められている

（詳細はP101の図2-3-14を参照）。 

このような有機塩素・臭素化合物の地表面濃度の経年変化は、それらの対流圏内の濃度変

化を起こす。その後、有機塩素・臭素化合物が成層圏へ達し、分解されて無機塩素・臭素化

合物に変わる時、地表面の有機塩素・臭素化合物濃度の変化より数年ほど遅れて成層圏の無

機塩素・臭素化合物濃度に変化が起こる。その様子を次節で見ることにする。 
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図 1-4-1 オゾン層の長期変化予測数値実験に用いた地表面の有機塩素・臭素濃度の変化シナリオ 

太い破線は CFC などの有機塩素（CCly）のみの変化。太い実線は塩素に対する臭素のオゾン破壊効率が

60 倍と仮定して求めた有機塩素・臭素の変化（CCly＋60CBry）。細い点線及び一点鎖線は有機塩素及び有

機塩素・臭素濃度の 1980 年レベル。（出典）国立環境研究所秋吉英治氏提供データ 
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４－１－２．成層圏でのオゾン層破壊物質濃度の推移 

 成層圏オゾン層破壊に対する寄与の観点から、成層圏に達した有機塩素・臭素化合物が分

解して生じた無機塩素・臭素化合物による塩素・臭素の濃度を表す指標として、等価実効成

層圏塩素（EESC。詳細は第1部3-1（b）（P15）脚注を参照）が提唱されている。これは、

臭素が関与するオゾン分解反応サイクルの効率が塩素のサイクルに比べて約60倍高いこと

を考慮して臭素量を塩素量に換算することで求められた成層圏での塩素・臭素濃度である。

地表から対流圏を経て成層圏へ輸送された塩素・臭素は、成層圏での大気の流れによって、

地球規模の平均で3～7年程度かけて成層圏の様々な場所に運ばれる。したがって、成層圏

中の塩素・臭素濃度は3～7年程度さかのぼった対流圏濃度を反映することになる。つまり、

オゾン層における塩素・臭素濃度が1980年レベルに戻る時期は、地表面や対流圏における

有機塩素・臭素濃度が1980年レベルに戻る時期とは必ずしも一致しない。 

これらの大気の輸送時間を考慮して推定された中緯度上空及び極域上空での EESC の推

移の将来予測を図 1-4-2 に示す。まず、図 1-4-1 の実線で表された地表面の有機塩素・臭素

化合物濃度の変化と比べると、そのピークが数年ほど遅れていることが分かる。EESC のピ

ークは中緯度では 1990 年代後半にあるのに対し、極域では 2000 年頃になっている。また、

EESC が 1980 年レベルにまで減少するには、中緯度では 2050 年頃、極域では 2065 年頃

までの期間を要することが分かる（最新の WMO の報告では、中緯度では 2046 年頃、極域

では 2073 年頃とされている）（WMO, 2011）。 

 

 

図 1-4-2 中緯度及び極域下部成層圏における等価実効成層圏塩素の推移 
対流圏で放出された塩素・臭素が成層圏に輸送された後、中緯度成層圏並びに極域成層圏まで輸送される

時間（成層圏大気滞留時間とも呼ばれる）を、それぞれ 3 年並びに 6 年として算出。それぞれの領域での

EESC の推移は 1980 年の値との相対値の推移として示されている。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006（WMO, 2007）より作成 
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４－２．温室効果ガス濃度の増加とオゾン層への影響 

４－２－１．温室効果ガス濃度の推移 

オゾン層破壊が塩素・臭素濃度のみで決定されるのであれば、オゾン層の破壊は図 1-4-2

の曲線に対応して、中緯度では 1990 年代後半をピークに、また極域では 2000 年代前半を

ピークに減少しはじめ、中緯度では 2046 年頃に、また極域では 2073 年頃には 1980 年レ

ベルまでオゾン層が回復することが期待される。しかし、成層圏の大気の組成は、オゾン層

破壊物質だけでなく二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）などの温室

効果ガス（GHG）の濃度も 1980 年代に比べて変化している。そこで、WMO 科学評価パネ

ルでは、想定されるオゾン層破壊物質や GHG の濃度変化シナリオの下でオゾン層の将来変

化予測が行われた。将来予測には、気候変化を含む成層圏の力学過程、化学過程をモデル化

した三次元化学気候モデルが用いられた。モデル予測に使用された有機塩素化合物（CCly）、

二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）の地表濃度の推移シナリオの例

を図 1-4-3 に示す。（図中の CCly 曲線は図 1-4-1 のものと同じ） 

 

 

 
図 1-4-3 成層圏オゾンの長期変化の数値モデル実験を行う際に想定した 

有機塩素化合物や温室効果ガスの濃度の変化 
（出典）国立環境研究所秋吉英治氏提供データ
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４－２－２．気温変化とオゾン破壊の関係 

オゾンの生成が活発な成層圏中上部における主要なオゾン分解反応である酸素原子とオ

ゾンとの反応は、気温が下がると反応が遅くなる性質を持っているため、気温の低下はオゾ

ン量の増加をもたらす。一方、オゾン量の増加はオゾンの光化学反応によって成層圏をより

加熱する（気温を上げる）方向に働くことで、オゾンの分解速度の低下を抑える方向にフィ

ードバックされる。その結果、オゾン量の増加はある程度抑制される（参考資料１．成層圏

におけるオゾンの生成と消滅 P50 を参照）。この様な気温の変化によるオゾン量の変化と

その変化率に対するフィードバックの存在は広く成層圏全体に当てはまる。 

一方で、南極オゾンホールで代表されるような極域成層圏雲上での不均一反応が重要と

なってくる極域の下部成層圏では、気温変化とオゾン破壊の関係は、上述の状況とは異なっ

てくる。極域の下部成層圏での大規模なオゾン破壊にとって重要となる極成層圏雲の生成

には、冬季から春先にかけての気温が－78°C 以下の低温になることが不可欠である。ま

た一般に、気温の低い領域が広範囲に存在する方がオゾン破壊は大きく、極成層圏雲が生成

し得る低温の期間が長いほどオゾン破壊も長期化する。この様に、極域下部成層圏の春先の

オゾン破壊では、成層圏中上部に存在する気温を介したフィードバックは機能せず、オゾン

破壊の規模は、極成層圏雲が生成し得る低温の領域の大きさや低温期間の持続性に依存す

る。 

以上のようなオゾン破壊に関わる化学反応の温度依存性に加えて、下部成層圏のオゾン

量に影響を及ぼす大気循環によるオゾンの輸送量も気温との間に関係性がある。例えば、極

域の下部成層圏の気温の低い年は、オゾン破壊の場となる極渦が長期間安定して存在して

いる場合が多く、極渦の外側からの高濃度オゾンの流入が抑えられこともオゾン量の大き

な減少の一因となる。 
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４－２－３．成層圏での温室効果ガス濃度の増加とオゾン層 

対流圏界面より上の成層圏では、オゾンによる太陽光吸収により加熱されるため、高度が

高くなるに従い、気温が上昇する。成層圏において GHG は、対流圏とは異なって、赤外線

を宇宙に向けて放射することで加熱された成層圏大気を冷却する働きを持っている。GHG

の中でも CO2は最も濃度が高く、成層圏における CO2の増加は成層圏気温の低下に最も大

きな影響を及ぼす。前項４－２－２で述べた通り、成層圏気温の低下は、成層圏（特に上部

成層圏）でのオゾン分解反応を減速させ、オゾン濃度の増加をもたらす。一方、極域成層圏

では、気温の低下は極域成層圏雲の生成を促すことでオゾン分解反応を加速する可能性が

ある。なお、CO2 以外の GHG である CH4や N2O は CO2 に比べ濃度が低く、CH4 や N2O

の濃度の増減が成層圏気温に与える影響は小さい。しかし、CH4や N2O は成層圏での光化

学反応によって、HOX や NOX
*の生成に関与する。また CH4は、塩素原子を不活性化（塩化

水素に変換）する役割も担っている。したがって、CH4や N2O の濃度の増減は、成層圏に

おけるオゾン分解反応サイクル（ClOX、NOX、HOX サイクル**）の効率に影響を及ぼすと考

えられている。今後の GHG の排出量の変化がオゾン層に与える影響について、経度方向に

平均化された二次元モデルを用いた数値実験からは、北半球中緯度では、N2O の増加はオ

ゾン層を破壊し回復を遅らせる方向に、また CH4の増加はオゾン層の回復を早める方向に、

さらに CO2 の増加はオゾン層の回復を早める方向に働くことが示された（Chipperfield と

Feng, 2003 及び WMO, 2007,2015）。 

 

                                                  
 
* HOX や NOX の定義（説明）については、第 1 部参考資料 1（本文 P50）を参照。 
** ClOX、NOX 及び HOX サイクルについては、同じく第 1 部参考資料 1（本文 P50）を参照。 
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４－３．化学気候モデルを用いたオゾン層の将来変化予測 

成層圏のオゾン濃度や分布は、着目する領域において化学反応によって生成・消失するオ

ゾン量と、他の領域からその領域に輸送されてくるオゾン量並びに他の領域に輸送される

オゾン量（オゾンの輸送量）に依存する（詳細は第 1 部 1-1（P7）を参照）。 

オゾンの生成並びに消滅に関わる化学反応の起こりやすさは、気温に依存する。一方、成

層圏ではオゾンの太陽光吸収が主要な熱源になっており、オゾン濃度の変化は気温の変化

につながる。さらに、オゾンの輸送量も成層圏の気温分布と相互に関係している。 

そこで、成層圏での化学過程（オゾンの生成や消失）、物理過程（オゾンの輸送）、並びに

放射過程（放射を通した加熱・冷却）の間の相互作用を含んだ「化学気候モデル」（詳細は

第 1 部参考資料 10（P69～70）を参照）と呼ばれる数値モデルを用いて、オゾン層の将来

変化予測が行われている。 

このような化学気候モデルを利用することによって、温室効果気体の増加とオゾン層破

壊物質の減少、両者の影響を取り込んだ将来予測実験が可能になってきている。温暖化とオ

ゾン層回復に関わるシナリオをそれぞれ別々に扱うような実験もおこなうことにより、温

暖化とオゾン層回復の特徴がより明確に切り分けられるようになる。特に温暖化実験から

は、ブリューワ・ドブソン循環に代表される大気循環が強化されるという結果が得られてお

り、そういった輸送効果とオゾンの回復傾向との関連が注目されている。（詳細は第 1 部参

考資料 14（P78～79）を参照）。 

 

（a）中緯度域のオゾン層の予測 

 中緯度域（北緯 35 度～北緯 60 度及び南緯 35 度～南緯 60 度）での年平均・緯度平均し

たオゾン全量の将来予測について、緯度帯（北半球中緯度：北緯 35 度～北緯 60 度、南半

球中緯度：南緯 35 度～南緯 60 度）ごとのオゾン全量の推移を図 1-4-4 に示す。 

中緯度域のオゾン全量の長期変化には南北両半球で類似の傾向（2000 年過ぎに最も低い

レベルに達した後、増加傾向に転じる）がみられる。しかしながら、オゾン全量が 1960 年

レベル（人為起源のオゾン層破壊物質による大規模なオゾン層破壊が起こる前のレベル）に

回復する時期は半球間で異なっており、北半球では、2030 年頃に、南半球では、2055 年頃

と予測されている。オゾン全量が 1960 年レベルに回復する時期が北半球に比べて南半球で

遅くなるのは、オゾンが大きく破壊された南極域の成層圏の空気塊が毎年春に南半球中緯

度域に移動する影響を受けるためである。なお数値モデル予測によれば、南北両半球とも中

緯度域でのオゾン全量は 21 世紀後半には 1960 年レベルを超える見通しである。このよう

な予測結果となるのは、EESC の減少の影響に加え、GHG（特に CO2）の増加による成層

圏気温の低下（オゾン分解反応の減速）とブリューワ・ドブソン循環（詳細は第 1 部参考資

料 14（P78～79）を参照）の強化（オゾンを多く含む空気塊の輸送の増加。詳細は第 1 部

4-4（a）（P47）を参照）によるものと考えられている。図 1-4-4 の破線は、オゾン層破壊物
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質（ODS）の放出量を 1960 年レベルに固定した条件で、GHG の増加の影響のみによるオ

ゾン全量の変化の予測を示す。GHG の増加によってオゾン全量は 21 世紀末に向かって増

加する。また、南半球中緯度では、実線と破線が 21 世紀末になってようやく近づいてくる

ことから、この頃にオゾン全量が ODS の影響を受けなくなることがわかる。 

 

 
 

図 1-4-4 中緯度域におけるオゾン全量の推移予測 
1960 年を基準としたのオゾン全量の推移の予測。黒点は観測値で、縦線はその標準偏差。太い実線は 9

つの化学気候モデルによる計算結果の平均であり、薄い網掛け部分は 95%信頼区間を示す。太い破線は

ODS を 1960 年レベルに固定したものであり、ODS の放出量の変化の影響がない、GHG の増加の影響の

みによるオゾン全量の変化の予測を示す。横軸に平行な破線はオゾンホールが顕著に現れ始めた年である

1980 年のレベルを示している。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2010（WMO, 2011）より作成 

 

（b）極域オゾン層の予測 

図1-4-5に北極域（北緯60度～北緯90度）及び南極域（南緯60度～南緯90度）のオゾン全

量の推移を示す。 

極域で予測されるオゾン全量の推移の傾向は北極域と南極域で類似しており、中緯度域

のオゾン全量の推移と同様、2000年頃に極小を迎えたあとは、増加に転じ、21世紀末まで

増加傾向が続くと予想されている。一方、北極域と南極域を比較すると、オゾン全量が1980

年レベルに回復する時期や21世紀末のオゾン全量に違いがある。1980年レベルに回復する

時期は、北極域では2020～2035年の間と予測されるのに対し、南極域では21世紀中頃以降

と予測されている。また、21世紀末のオゾン全量は、北極域では1960年レベルを超えてい

るのに対し、南極域では1960年とほぼ同じレベルである。この違いは、GHGの増加によっ

て引き起こされるブリューワ・ドブソン循環の強化（詳細は第１部参考資料14（P78～79）

を参照）に伴う極域へのオゾンの輸送量の違いによるものと考えられている。図1-4-5の破

線で示されるように、北極域ではGHGの増加に伴ってオゾン全量が増加していくのに対し、

南極域ではわずかに増加するにとどまっている。また南極域では、今世紀末に近づいても実

線と破線が十分に近づかないことから、この頃になってもオゾン全量はODSの影響を受け

ることが予想される。 
 
 

北緯 35°～北緯 60° 

南緯 35°～南緯 60° 
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図 1-4-5 北極域及び南極域におけるオゾン全量の推移予測 
1960 年のオゾン全量を基準とした場合の推移の予測。左図は北極域の 3 月、右図は南極域の 10 月を示す。

黒点は観測値で、縦線はその標準偏差。太い実線は 9 つの化学気候モデルによる計算結果の平均であり、

薄い網掛け部分は 95%信頼区間を示す。太い破線は ODS を 1960 年レベルに固定したものであり、ODS
の放出量の変化の影響がない、GHG の増加の影響のみによるオゾン全量の変化の予測を示す。横軸に平

行な破線はオゾンホールが顕著に現れ始めた年である 1980 年のレベルを示している。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2010（WMO, 2011）より作成 

 

 

（c）低緯度域のオゾン層の予測 

一方、低緯度域（南緯 25 度～北緯 25 度）で予測されるオゾン全量の長期的な変化の様

子は、中緯度域や極域と異なっている（図 1-4-6）。すなわち、オゾン全量は 2000 年過ぎに

増加傾向に転じ、2060 年頃に 1980 年レベルに回復し最大となるが、その後 21 世紀末まで

再び減少すると予測されている。また、低緯度域でのオゾン全量は 21 世紀を通して 1960

年レベルよりも少ないままである。低緯度域で見られる 21 世紀半ば以降のオゾン全量の推

移（再減少）は、上部並びに下部成層圏での異なる振る舞いの結果と考えられている。すな

わち、EESC の減少の影響並びに GHG の増加による成層圏気温の低下（オゾン分解反応の

減速）による上部成層圏でのオゾン濃度の増加の影響に対し、GHG の増加にともなうブリ

ューワ・ドブソン循環の強化によるオゾン濃度の減少（濃度の低い対流圏大気の輸送が強化

されることによる下部成層圏でのオゾン濃度の減少）の影響が 21 世紀後半には勝るためと

考えられている。GHG 増加のこの効果は、ODS 変化の影響のない計算（図中の破線）によ

って確認することができる。 

 

北緯 60°～北緯 90° 南緯 60°～南緯 90° 
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図 1-4-6 低緯度域におけるオゾン全量の推移予測 
1960 年のオゾン全量を基準とした場合の推移の予測。黒点は観測値で、縦線はその標準偏差。太い実線

は 9 つの化学気候モデルによる計算結果の平均であり、薄い網掛け部分は 95%信頼区間を示す。太い破線

は ODS を 1960 年レベルに固定したものであり、ODS の放出量の変化の影響がない、GHG の増加の影響

のみによるオゾン全量の変化の予測を示す。横軸に平行な破線はオゾンホールが顕著に現れ始めた年であ

る 1980 年のレベルを示している。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2010（WMO, 2011）より作成 

 

 

南緯 25°～北緯 25° 
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４－４．オゾン層破壊と気候変化の相互作用 

オゾン層破壊と気候変化は相互（オゾン層変化が気候に、気候変化がオゾン層）に影響を

及ぼしあうと考えられる。しかしながら、化学、放射及び大気循環パターンの変化を介して

引き起こされるオゾン層破壊と気候変化の相互作用は複雑であり、そのメカニズムはまだ

充分に解明されているとは言い難い（WMO, 2011、UNEP-EEAP, 2011）。 

 

（a）気候変化が成層圏過程に及ぼす影響 

４－２－３で述べた通り、GHG（特に CO2）の増加は成層圏の気温を低下させる。成層

圏の気温低下は、４－２－２で述べた通り、オゾン生成が活発な成層圏中上部におけるオゾ

ンの分解を抑制し、オゾン量を増加させる。一方、極成層圏雲上での不均一反応が重要とな

る冬季～春季の極域下部成層圏では、GHG の増加による気温の低下は、極成層圏雲の生成

に必要な－78℃以下の低温条件を作りやすくする方向に働き、極域でのオゾン破壊を加速

する可能性がある。更に、GHG の増加は大規模な成層圏大気の循環に影響を与えることが

指摘されている。気候モデル*並びに成層圏化学気候モデル計算からは、GHG の増加により

ブリューワ・ドブソン循環が強まると予測されている。このような循環の強化が起こると、

その上昇域にあたる熱帯でオゾン全量が減少し、下降域にあたるその他の緯度帯で増加す

るといった非常に重要な結果をもたらし得る（図 1-4-4、図 1-4-5 及び図 1-4-6（P44～46）

参照）。下降域にあたる緯度帯のオゾン量の増加には、上・中部成層圏における気温の低下

に伴うオゾン量の増加が下部成層圏へのオゾンの輸送量の増加となって表れる、と言った

プロセスも関わっている。これらにより、下降域にあたる緯度帯では GHG の増加によって

オゾン層の回復が早まる可能性がある。このように、循環の変化は今後のオゾン層の回復時

期に影響を与えることが指摘されているものの、循環強化を引き起こすメカニズムはまだ

解明されておらず、循環が強まっているという事実も観測されていない（WMO, 2011、

Engel et al., 2009）。（詳細は第 1 部参考資料 14（P78～79）を参照）。したがって、今後の

GHG の増加がオゾン層回復時期にどの程度の影響を及ぼし得るのかについてはまだ不確

実な部分が多い。 

水蒸気（H2O）も CO2 などと同じく、放射を通して成層圏の気温に影響を及ぼす。また

同時に、H2O は HOX の生成や極域成層圏雲をはじめとする成層圏エアロゾルの生成にも関

与している。そのため、成層圏の水蒸気量の変化は将来のオゾン層の変化を考える上では重

要である。近年の下部成層圏での水蒸気量の気球観測からは、北半球中緯度の下部成層圏

（<30km）で 1980～2000 年の期間に増加傾向があることが報告されている。なお、1990

年代半ば以降の衛星観測からは、明瞭な増加傾向は認められていない。一方、2000～2001

年にかけて中緯度並びに熱帯の成層圏での水蒸気量の急激な減少が気球観測並びに衛星観

                                                  
 
* IPCC の気候変化アセスメントなどに用いられているモデル。 
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測によって観測されている。成層圏水蒸気濃度の過去の変動のメカニズムはまだ充分に理

解されておらず、将来の気候変化に伴う水蒸気の変化の予測は容易ではない。 

 

（b）火山噴火（エアロゾル）がオゾン破壊に及ぼす影響 

火山噴火もオゾン破壊に影響を及ぼす。噴煙が成層圏にまで達するような大きな火山噴

火が起きると、硫酸を主成分とするエアロゾルが成層圏で増加する。硫酸エアロゾルの増加

は、エアロゾル上での不均一反応を介したオゾン破壊反応を加速するだけでなく、成層圏の

気温や輸送過程の変化を通しても、成層圏でのオゾン量に影響を及ぼす。特に、低緯度帯で

大規模な火山噴火が起こった場合は、その気温やオゾン層への影響が地球規模で大きくな

る。 

例えば、1991 年 6 月のフィリピンのピナツボ火山噴火では（火山噴火の影響がない）バ

ックグランドレベルに比べエアロゾル量が数十倍まで増加した。著しいエアロゾル量の増

加は南北両半球で認められ、バックグランドレベルまで減少するのに 5～6 年を要した。火

山噴火後の数年間にわたって南北両半球で NO2 濃度の減少が観測されたが、これはエアロ

ゾルの増加による不均一反応の加速が原因として説明されている（WMO, 1994）前述の通

り、硫酸エアロゾルの増加に伴う不均一反応の増大はオゾン分破壊も加速すると考えられ

ており、実際ピナツボ火山噴火後、北半球では数年間オゾン全量の減少が観測されている。

一方、南半球中緯度では、ピナツボ火山噴火後も顕著なオゾン全量の変化は認められていな

い。これはエアロゾルの長波吸収による低緯度下部成層圏の加熱が中緯度成層圏にオゾン

を輸送する大気の循環を強化させたと考えられている。更に、準二年周期振動（QBO）が

中緯度オゾンを増加する位相であったことなども加わることで、南半球中緯度へのオゾン

の輸送量が増加し、化学的なオゾン破壊の増大の効果を打ち消した結果と考えられている

（WMO, 2014）。 

火山噴火による成層圏エアロゾル量の変化の影響は数年程度であり、オゾン層回復や地

球温暖化問題のような数十年～数百年という長期的な時間スケールから見れば一時的であ

るが、現在のようにオゾン層回復の兆しが僅かながら見え始めた時期に今後オゾン量がど

う推移していくかを見極める場合には、重要な因子である。例えば、南極域のオゾン全量は

2000 年～2014 年の期間において 9 月に統計的に有意な増加傾向を示したが、2015 年にチ

リで起こった火山噴火の影響によってこの年のオゾンホールが拡大したことが報告されて

いる（Solomon et al., 2016）。 

 

（c）オゾン層の変化が対流圏気候に及ぼす影響 

オゾン層のこれまでの長期的な変化の中で最も顕著な変化は、南極成層圏でのオゾンホ

ールの形成である。よって、オゾン層の変化が対流圏気候に及ぼす影響に関しても南極域で

最も顕著な影響が現れる可能性が高い。 

南極の成層圏で春季にオゾン層が破壊されると、成層圏の気温が低下し、中緯度帯との気
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温較差が拡大して、ジェット気流（偏西風）が強くなる。その影響は１～数ヶ月経って地表

にも及ぶ可能性がある。Thompson と Solomon（2002）では、1969～2000 年の間に南極

大陸の中央部から東側にかけて地表気温の低下傾向を、また、1979～2000 年の間に南極大

陸周辺の西風が強まっている傾向を示した。このようなオゾン層と地表の風との関係は、化

学気候モデルにおいても示されている（Son et al, 2008, Son et al., 2010）。 

将来、南半球の地表の気温、風がどう変化するかについては、温室効果ガスの増加も影響

する。IPCC の温暖化予測モデルや化学気候モデルによるシミュレーションにより、今後の

温室効果ガスの増加によって南半球成層圏のほぼ全域で偏西風が強まることが予想されて

いる。また、化学気候モデルは、今後、ODS 規制が功を奏してオゾン層が回復していった

場合は、南極周辺の偏西風が弱まり、その弱まる領域が成層圏のみならず地表付近まで拡が

ることを示唆している。さらに、このオゾン層回復の影響は、温室効果ガスの影響を上回る

可能性も示されている（Polvani et al., 2011）。 

南半球で、オゾン層の変化を介して地表まで達する偏西風の変化は、地表気温や海洋風成

循環への直接的な影響をはじめ、様々な形で南半球の気候と関係している可能性がある。 
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参考資料 

参考資料１．成層圏におけるオゾンの生成と消滅 

成層圏オゾンの生成・消滅反応 

大気中でオゾン（O3）を生成する唯一の反応は、何らかの作用によって大気中に供給され

た酸素原子（O）と大気の主成分の一つである酸素分子（O2）との結合反応（反応（2））

である。成層圏で正味の化学変化としてオゾンの生成をもたらすための酸素原子の供給源

は、エネルギーの高い太陽紫外線が到達する成層圏中上部での酸素分子の光解離反応（反応

（1））である。 
 
O2 + hν（太陽光のエネルギー） → O + O    （1） 
2 × ［O + O2 + M（反応の第三体） →  O3 + M］   （2） 

正味の変化： 3 O2   →  2 O3  
 

ここで、Mは窒素分子又は酸素分子で、反応によって生じた化学エネルギーを持ち去り、生

成したオゾンを安定化して再び酸素原子と酸素分子に解離しないようにする役割を担って

いる。 

オゾンは太陽の光を吸収して解離し、酸素原子を生成する（反応（3））*。オゾンの光解

離によって生成した酸素原子は直ちに反応（2）によってオゾンを再生するので、反応（3）

と（2）では正味の化学変化（オゾンの生成・消滅）は起こらない。酸素分子の光解離（反

応（1））によって酸素原子が生成した場合は、正味としてオゾンの生成をもたらすのと、

対照的である。 
 
O3 + hν → O2 + O      （3） 
O + O2 + M → O3 + M      （2）（再掲） 

正味の変化： 変化なし  
 
ここで示した反応（3）と（2）は、成層圏でのオゾンを取り巻く反応の中で最も活発に起こ

っている反応である。この2つの反応は正味の変化としては何らの化学変化も引き起こさな

いものの、紫外線を熱に変換する反応（成層圏の熱源としての反応）に相当しており、周り

の大気を暖める役割を果たしている。 

反応（3）によって生成された酸素原子の大部分は上述のとおり反応（2）によってオゾン

を再生するが、ごく一部はオゾンと反応することで酸素分子にもどる（反応（4））。これ

が成層圏におけるオゾンの分解反応である。 
 
O3 + hν → O2 + O      （3） （再掲） 
O3 + O → 2 O2       （4） 

正味の変化： 2 O3 → 3 O2 

                                                  
 
* オゾンの光解離は、紫外線のみではなく、可視光（人間の目で見える光）や赤外線の一部（理論的には

波長 1180nm より短波長の光）でも起こる。 
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反応（3）と（4）の正味の化学変化は、反応（1）と（2）による正味の化学変化（オゾンの

生成）のちょうど逆の変化になっている。 

成層圏でのオゾンの生成・消滅の基本的な部分は、反応（1）～（4）によって構成される

一連の化学反応群で説明される。反応（1）～（4）は酸素のみを考慮した化学反応群であり、

純酸素機構あるいはチャップマン機構と呼ばれている。 

チャップマン機構ではオゾンの分解速度は反応（4）に支配される。反応（4）は気温が低

くなると効率は悪くなるため、何らかの理由で成層圏の気温が低下するとオゾンの分解速

度が低下し、その結果、オゾン量の増加をもたらす。一方、オゾン量の増加は反応（3）と

（2）を通して成層圏をより加熱する（気温を上げる）方向に働くことで、オゾンの分解速

度の低下は緩和される（気温の変化を介したフィードバックの存在）。 

 

オゾン分解反応サイクル 

成層圏では、反応（3）と（4）によるオゾン分解反応以外にも、成層圏に存在する極微量

の活性種が関与するオゾン分解反応がある。オゾン分解反応に関与する活性種としては、水

素酸化物（HOXと総称。H、OH及びHO2）、窒素酸化物（NOXと総称。NO及びNO2）、塩

素酸化物（ClOXと総称。Cl及びClO）、臭素酸化物（BrOXと総称。Br及びBrO）がある。

これらの活性種が極微量であるにもかかわらずオゾン層でのオゾンの消失に影響を及ぼし

得るのは、これらの活性種の関与するオゾン分解反応が連鎖反応になっているためである。

これまでに幾つかのオゾン分解反応が提案されているが、その中でも成層圏中上部で重要

となる反応は次に示す反応である。 
 

X  +  O3    → XO  +  O2       （5） 
XO  +  O  → X  +  O2                                         （6） 

正味の変化： O3 + O  → 2 O2                                           
 

ここで、X は H、OH、NO、Cl 又は Br である。反応（5）と（6）は、オゾン分解反応サ

イクルを構成しており、例えば X=Cl の場合、ClOX サイクルと呼ばれている。ClOX サイ

クルは、Molina と Rowland のクロロフルオロカーボン（CFC）によるオゾン層破壊の予

見として有名である。ClOX サイクルの場合、反応（5）によって一酸化塩素（ClO）に変

換された塩素原子（Cl）が反応（6）によって再生され、再び反応（5）に関与することで、

連鎖的にオゾンを分解する*。なお、ClOX サイクルをはじめとする XOX サイクルの正味の

                                                  
 
逆に何らかの理由で成層圏の気温が上昇した場合は、オゾンの分解速度が増大し、オゾン量の減少をも

たらす。オゾン量の減少は成層圏の加熱を抑える（気温を下げる）方向に働くことで、オゾンの分解速度

の増大は緩和される。 
同様に、X=H 又は OH の場合は HOX サイクル、X=NO の場合は NOX サイクル、X=Br の場合は BrOX

サイクル、と呼ばれる。また、オゾン分解反応サイクルは総称として、XOX サイクルと呼ばれている。 
 「CFC によるオゾン破壊」として表現されるが、CFC が直接オゾンと反応してオゾンを分解する訳

ではない。CFC は Cl 原子を成層圏に運ぶ「運び屋」の役割を担っている。成層圏に達した CFC は、太

陽紫外線による光分解反応並びにその後続の化学反応によって Cl 原子を遊離する。 
*CFC の光化学反応では、Cl 原子だけでなく、F 原子も生成する。しかし、FOX の効率は極めて悪く、オ
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化学変化は反応（4）と同じ**である。 

 成層圏では、下部成層圏により多くのオゾンが存在している。そのため、上部・下部成層

圏のそれぞれの高度域に存在するオゾン量に対し、同じ割合（例えば 1%の減少）のオゾン

が消失すると仮定すると、下部成層圏でのオゾンの消失の方がオゾン全量の変化により大

きく影響を及ぼすことになる。ところが、下部成層圏においては、酸素原子との反応を含む

反応（5）と（6）で表した XOX サイクルはオゾン分解反応として充分に機能しない。この

理由は、反応（5）と（6）で表される XOX サイクルにおいてオゾンの分解効率は酸素原子

の濃度に依存するが、酸素原子の濃度は高度が下がるにつれて著しく減少するため、下部成

層圏では効率的なオゾン分解を引き起こすのに充分な濃度の酸素原子が存在しないためで

ある。 

このため、下部成層圏でのオゾン分解では酸素原子との反応を必要としないオゾン分解

反応サイクルの存在が必要であり、極微量な活性種同士の反応などが重要となる。下部成

層圏において塩素酸化物が関係するオゾン分解反応サイクルの例を以下に示す。 
 

Cl + O3 → ClO + O2    （7）          Cl + O3 → ClO + O2     （7）（再掲） 
OH + O3 → HO2 + O2    （8）           Br + O3 → BrO + O2  （11） 
ClO + HO2 → HOCl + O2     （9）           ClO + BrO → Br + ClOO （12） 
HOCl + hν → OH + Cl      （10）          ClOO + M → Cl + O2 + M （13） 

正味の変化： 2 O3 → 3 O2        正味の変化： 2 O3 → 3 O2 
 

HO2や BrO は極微量な活性種ではあるものの、下部成層圏におけるそれらの濃度は酸素原

子の濃度に比べると高く、そのため ClO とは異なる反応サイクルに属するとされていた

HO2や BrO との相互反応を含む上記のオゾン分解反応サイクルが有効となる。 

大気中にはこれらの連鎖反応に関与する活性種を除去する反応（連鎖を停止する反応）が

存在するため、連鎖反応が無限に続くわけではない。例えば塩素酸化物（Cl 及び ClO）を

介した ClOX サイクルの場合、塩素原子がメタンとの反応によって塩化水素（HCl）に変換

される反応（反応（14））や一酸化塩素が二酸化窒素との反応によって硝酸塩素（ClONO2）

に変換される反応（反応（15））が連鎖を停止する反応に相当する。 
 

Cl + CH4 → HCl + CH3      （14） 
ClO + NO2 + M → ClONO2 + M     （15） 

 
塩化水素や硝酸塩素は反応性が比較的低く、オゾン分解反応には直接は関与しない。しかし、

塩化水素や硝酸塩素からは、次の化学反応によって塩素原子や一酸化塩素が再生される。 

                                                  
 
ゾン分解には寄与しない。これは、F 原子が生成しても、CH4や H2O との反応によって容易に HF に変

換され、再び F 原子に活性化されることはないことに起因している。HCl に貯留された Cl 原子が反応

（16）によって活性化されるのと対照的である。 
**オゾン分解反応サイクルは「触媒反応サイクル」とも呼ばれている。例えば、ClOX 触媒サイクルなど。 
 HOX サイクルの場合、OH だけでなく、例外的に HO2もオゾンと直接反応するため、OH + O3 → 
HO2 + O2と HO2 + O3 → OH + 2 O2によって構成されるオゾン分解反応サイクル（正味の化学変化は、2 
O3 → 3 O2）が存在する。この反応群も「HOX サイクル」と呼ばれている。 
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OH + HCl → Cl + H2O      （16） 
ClONO2 + hν → Cl + NO3 （又は ClO + NO2）   （17） 

 

このことから、塩化水素や硝酸塩素は塩素酸化物を不活性な形で一時的に貯留する役割を

担っていることになる。 

 
オゾン層破壊物質 

 成層圏でのオゾン分解に関与する活性種を構成する水素、窒素、塩素、臭素は対流圏から

成層圏に輸送されてくる物質（ソースガスと呼ばれている）によって供給される*。ソース

ガスとしては、水蒸気やメタン（水素源）、一酸化二窒素（窒素源）**、塩化メチル（塩素源）、

臭化メチル（臭素源）がある。これらのソースガスは生物活動や自然活動によって大気に放

出されるほか、人間活動に伴っても放出されている。 

ソースガスの中には自然起源を持たない物質もある。人工物質であるクロロフルオロカ

ーボン（CFC）、ハイドロクロロフルオロカーボン（HCFC）、ハロン、四塩化炭素及び 1,1,1-

トリクロロエタンがその代表的な物質であり、20 世紀に最も顕著な濃度上昇を示したソー

スガスである。塩素や臭素を含むこれらの人工物質は、成層圏での塩素及び臭素の新たな供

給源となっており、オゾン層破壊物質と呼ばれている。 
 

活性種の生成、貯留、除去 

成層圏に輸送されたオゾン層破壊物質をはじめとするソースガスは、光化学的な反応に

よってオゾン分解に関与する活性種を生成する。先に述べたとおり、生成した活性種はオゾ

ン分解反応に関与しながら反応性のやや低い物質に変換される。例えば塩素酸化物の場合、

CFC などの有機塩素化合物の光化学的な反応によって生成した塩素原子は最終的に反応性

が低い塩化水素や硝酸塩素などに変換される。一方、塩化水素や硝酸塩素からは光化学的***

に塩素原子や一酸化塩素が再生される（反応（16）及び（17））。そのため、塩化水素や硝酸

塩素のような反応性のやや低い物質は活性種の貯留成分（リザーバー）と呼ばれている。 

オゾン層を破壊する反応サイクルに直接関わってくるのは塩素酸化物のような活性種で

あり、オゾンの分解率は活性種の濃度の変化に影響される。一方、塩化水素や硝酸塩素のよ

うな貯留成分はオゾン分解サイクルとは直接的には関わっていないが、活性種の生成に関

与している。特に下部成層圏では、オゾン分解に関与する活性種を構成する原子（塩素酸化

                                                  
 
* 活性種の供給源としては、対流圏からのソースガスの輸送以外に成層圏を巡航する航空機からの NOX

の直接放出などもある。 
** 一酸化二窒素（N2O）については、オゾン層破壊係数（ODP）（ODP については本文 P82 を参照）

が 0.017 と見積もられている（Ravishankara ら, 2009）。なお、N2O は現在、モントリオール議定書の

対象外であり、オゾン層保護法による規制を受けていないが、京都議定書の温室効果ガスとして地球温暖

化対策推進法による排出抑制の対象となっている。 
*** 塩化水素（HCl）から塩素原子を再生する反応(16)自体は光化学反応ではないが、塩化水素と反応す

る OH ラジカルは、太陽紫外線によるオゾンの光解離反応を含む一連の化学反応によって生成される。こ

のため、塩化水素からの塩素原子の生成も光化学的な反応として扱っている。 
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物の場合は塩素原子）の大部分は反応性の低い貯留成分として存在し、その一部が貯留成分

から活性種に変換され、活性種として存在している。さらに貯留成分から活性種を生成する

効率や活性種が貯留成分に変換される効率は貯留成分によって異なっている。したがって、

オゾンの破壊効率を正確に評価するには、貯留成分間の分配や貯留成分と活性種との間の

分配を知る必要がある。 

貯留成分はガス状の水（水蒸気）との間ではほとんど反応しないものの、氷や液滴の水と

はなじみやすい特徴を有している。貯留成分と微粒子状の水との関係は、貯留成分から活性

種の生成や大気中からの活性種の除去とも関連しており、オゾン層破壊の規模や長期的な

変化を理解する上で重要である。 

対流圏から成層圏に物質が輸送されるのと同様に、成層圏から対流圏にも物質が輸送さ

れる。成層圏に輸送されたソースガスから生成した塩素、臭素、窒素、水素の原子は、貯留

成分として、成層圏内を輸送され、最終的には対流圏に戻ってくる。先にも述べたとおり、

貯留成分は氷や液滴の水となじみやすいため、雨に溶けて最終的には大気から除去される。 
 

オゾンホールと極域のオゾン破壊プロセス 

南極域の成層圏オゾンは、北半球の同緯度と比べて冬・春には著しく少ないことが知られ

ていた。これは、北極域に比べて南極域では、極をめぐる成層圏の西風（極夜渦又は極渦と

いう）が円状に安定して流れているため、極域の空気は低緯度側のオゾンの濃い空気と混ざ

りにくいからだと説明されてきた。1980 年代に入って、春季特に 10 月期にはオゾン量が

異常に少ないこと、さらにその量が年々減少を続けていること、また、この低オゾン量の領

域が南極大陸全域にかぶさるように広がっていることが明らかとなって、この現象をオゾ

ンホールと呼ぶようになった。オゾンホールが最も発達する南半球の春季には、オゾンホー

ル内側の下部成層圏（高度 10～25km）において、オゾンがなくなったといえるほど低濃度

となることが観測されている。 

オゾンホールが形成される春季の南極域では、太陽光は弱いため充分な濃度の酸素原子

が存在できず、反応（5）と（6）で示したようなオゾン分解サイクルは効率的ではない。さ

らに、著しい低濃度オゾンが観測される 10～25km の高度領域では、通常ならば塩素酸化

物・臭素酸化物の大部分は化学的にやや不活性な貯留成分の形で存在しているため、反応

（9）～（15）で示したようなオゾン破壊反応サイクルもそれほど強力に働かないはずであ

る。このため、オゾンホール形成では何らかの特異的なオゾン分解反応が存在していると考

えられた。 

南極域上空の成層圏の気温は冬季（極夜）に著しく低下するため、南極域下部成層圏では

極域成層圏雲（PSC）と呼ばれる微粒子が生成される。極域成層圏雲が存在すると、太陽光

が届かない条件でもその粒子表面で不均一相反応（反応（18）～（20））が進行し、反応性

が低い硝酸塩素や塩化水素が、光解離しやすい塩素分子（Cl2）や次亜塩素酸（HOCl）に変

換される。 
 
 



第 1部参考資料 

55 

ClONO2（気相）+ HCl（固相） →  Cl2（気相） + HNO3（固相）  (18) 
ClONO2（気相）+  H2O（固相） → HOCl（気相）+ HNO3（固相） (19) 
HOCl（気相） +  HCl（固相） →  Cl2（気相）+ H2O（固相）  (20) 

 
さらに、上記の不均一相反応によって生成される硝酸（HNO3）は極域成層圏雲粒子上に

とどまるため、気相中では NOX 濃度が低く抑えられることになり、反応（17）の連鎖停止

反応の効率が抑えられ、効率よく連鎖反応が進行するための条件が整うことになる。 

南極域では反応（18）～（20）で表した不均一相反応が効率よく進むため、太陽光が戻る

春季に光化学反応を通して多くの塩素酸化物が生成されることになる。実際、オゾンホール

内では高濃度の ClO の存在が観測で確かめられている。このように、南極域成層圏では ClO

濃度が異常に高いため、反応（21）～（23）を含む特異的なオゾン分解反応が存在し、著し

いオゾン破壊が進行している。 
 

ClO + ClO + M → ClOOCl + M     （21） 
ClOOCl + hν → Cl + ClOO     （22） 
ClOO + M → Cl + O2 + M         （23） 
2 × [ Cl + O3 → ClO + O2 ]         （7）（再掲） 

正味の変化： 2 O3 → 3 O2     
 
なお、上記のオゾン分解反応も ClOX サイクルと呼ばれている。 

また、オゾンホール内では高濃度の ClO が存在するため、上記の ClOX サイクル以外にも

ClO が関与する反応によって、オゾンが効率的に分解される。特に、先に反応（11）～（13）

の形で述べた ClO−BrO の相互反応を含むオゾン分解サイクルは重要である。 

 

南極域と北極域の相違 

極域成層圏雲は冬季成層圏の極低温状態でのみ存在し、高度 20 km 付近で−78℃以下で

形成される、硝酸水和物の結晶微粒子又は硫酸・硝酸・水の過飽和混合液の微粒子から成る

ものと、−85℃以下で形成される氷の結晶微粒子から成るものとの二種類がある。極夜渦が

安定していて成層圏大気が極低温となる南極域冬季では、極域成層圏雲が下部成層圏に常

に存在し、塩素化合物は活性化され、春になって成層圏に太陽光が当たるようになると、一

気にオゾン分解反応サイクルが働き出し、オゾンが減少し始める。 

一方、北極域の冬季は、成層圏の極夜渦は下層大気の擾乱の影響を受けて変形・蛇行しやす

く、冬の途中で分裂・衰退することもあり、一般的に不安定である。このため、極域成層圏

雲は冬の間長期継続して存在することは珍しく、したがって、南極域のような大規模なオゾ

ンホールは発生しにくい。それでも、南極域と同じオゾン分解反応サイクルは北極域でも働

いており、年によっては小規模のオゾンホールが現れることもある。オゾンが少なくなった

北極域の空気は間歇的に低緯度側に拡がるので、北半球の中高緯度における冬・春のオゾン

減少は近年顕著である。 
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参考資料２．オゾン層観測手法の種類 

ドブソン分光光度計等 

（全量観測） 

現在、オゾン層の観測手法として標準とされているのは、ドブソン分光光度計による測定

である。ドブソン分光光度計は、直達又は天空から散乱された太陽紫外線をプリズムによっ

て分光し、オゾンに強く吸収される波長の光と比較的吸収が少ない波長の光の強度比を測

定することにより、地上から大気上端までの気柱に含まれるオゾンの総量（オゾン全量）を

求めるものである。 

同様の測定器として、ブリュ－ワ分光光度計、フィルタ－式分光光度計（M83型又はM124

型）等がある。前者は回折格子を用いて分光を行うもので、信号処理の自動化が図られてい

る。後者は二つのバンドパス・フィルタ－による分光光度計で、旧ソ連圏で使用されている。

フィルタ－の光学特性の変化のため測定精度はドブソン分光光度計より落ちるが、最近で

は改善されている。 

 

（反転観測） 

ドブソン分光光度計を用いてオゾンの高度分布を求める手法で、天頂方向から入射する

光の強度比を 2 種類の波長で測定する。この場合、大気に入射した太陽光のうち、空気分子

で散乱され真下に向かったものが測定される。どの高度で散乱された光が卓越するかは、太

陽天頂角と波長に依存する。これらの関係は、太陽天頂角が大きいほど高度依存性が強くな

るので、いくつかの異なる太陽天頂角での測定から、オゾンの高度層ごとの濃度が算出され

る。 

 

オゾンゾンデ 

オゾンゾンデはゴム気球に測定器を取り付けて飛揚させ、各高度で測定したデ－タを無

線で地上に送信するもので、地上から高度 35 ㎞位までの間のオゾン濃度を測定することが

できる。定常的に使われているオゾンゾンデの測定原理は、電気化学法と呼ばれるものであ

る。ヨウ化カリウム（KI）溶液にオゾンを含む空気を通し、ヨウ化カリウムとオゾンの反応

で生じるヨウ素分子が陰極電子と作用してできる陰イオンによる電流を測定する。この場

合、反応したオゾンの数密度に比例した電流が得られるので、空気中のオゾン濃度がわかる。 

 

レーザーレーダー 

レーザーレーダー（ライダー）は、レーザー光を用いた一種のレーダーである。ドブソン

分光光度計が太陽紫外線を光源としてオゾンによる吸光を測定するのに対し、レーザーレ

ーダーは自らが紫外レーザー光を発して、大気による散乱光を発生させ、オゾンによるその

吸収の大きさを測定することでオゾン密度を求める。また、パルス光を用いるので、高度分

布を求めることができる。 
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具体的には、オゾンによる吸収の大きな波長と比較的吸収の小さな波長のレーザーパル

ス光を大気中に発射する。レーザー光は空気分子などで散乱されるので、後方に散乱される

光を光学望遠鏡（受光望遠鏡）で受信し、パルスを発してからの時間遅れの関数として記録

する。時間の遅れからは距離（高度）の情報が得られ、2 つの波長の信号強度の違いにより

地上からその高度までのオゾンによる光の減衰（積分された吸収量）がわかる。したがって、

一定の演算処理によってオゾン密度の高度分布が計算される。 

これまで、米、仏、日本等で開発されてきたオゾンレーザーレーダーによれば、高度 40

～50 ㎞の上部成層圏までの測定を、2～4 時間の測定時間をかけることにより高度分解能 1

～4 ㎞で行える。 

 

ミリ波センサー 

オゾンからの熱放射をミリ波帯で測定するもので、オゾン分子の回転状態遷移によって

生じるスペクトル線の輪郭からオゾンの高度分布に関する情報が得られる。大気の高い高

度から発せられるスペクトル線の輪郭は、幅の狭いスペクトルとなるが、高度が下がると空

気分子との衝突のためスペクトル幅が広がる。測定されるスペクトルは、これらの重ね合わ

せである。気温・気圧の高度分布がわかっていれば、各高度に対するスペクトルの形状は計

算されるので、オゾンの高度分布を算出することができる。 

ミリ波センサ－は、昼夜を問わず観測できるという利点がある。高度 70～80 ㎞までの高

度分布を分解能 10 ㎞程度、5～20 分程度で測定できる。 

 

人工衛星センサー 

すべての気体成分は、それぞれ固有の放射・吸収スペクトルを有していることから、適切

な波長を選んで、大気の放射・吸収の測定を行うことで、成分別の濃度を遠隔的に測定する

ことができる。衛星に搭載されるオゾン観測センサーとしては、オゾンの発する赤外放射や

ミリ波放射を測定する方式（放射測定法）と、オゾンによる太陽光の吸収を測定する方式（吸

光測定法）とに大別できる。後者にはさらに、太陽光を直接の光源として地球周縁大気を通

過する際の吸収を測定する方法（太陽
えんぺい

掩蔽法）と、地球大気による太陽光の散乱光を測定す

る方法（後方散乱法）とがある。 

放射測定法に基づくセンサーにも、地球周縁方向を測定対象とする方法と、衛星直下を測

定方向とする方法がある。前者の代表例としては、LIMS、CLAES、MLSに加え、日本の

測器としてSMILES、また後者には、同じく日本の測器IMGがある。 

太陽掩蔽法では、太陽とセンサーの位置関係によって主たる吸収を受ける高度が異なる

ことを利用して、高度分布の測定を高精度に行うことができる。太陽掩蔽法の代表例として

は、SAGE、SAGEⅡ、HALOEに加え、日本の測器としてILAS、ILAS-Ⅱが挙げられる。

後方散乱法の場合には、空気分子で後方散乱された太陽紫外線強度をいくつかの波長で測

定する。波長によって大気層への紫外線の侵入高度が異なることを利用して、オゾン高度分

布又は全量を求める。後方散乱法としては、TOMS、SBUV/2、GOME等が代表的である。 
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参考資料３．オゾン層の観測ネットワーク 

全球大気監視計画（GAW 計画） 

国際オゾン委員会（IOC）は、1957～1958 年の国際地球観測年（IGY）に際して各国の

気象機関にオゾン観測の実施を呼びかけ、これにより全地球規模でオゾン観測が行われる

ようになった。オゾン層破壊が懸念されるようになって、オゾン層のモニタリングの重要性

が再認識され、WMO は、1981 年にこれまでの観測所網を全球オゾン観測システム（GO3OS: 

Global Ozone Observing System）として整備した。 

また、オゾン層破壊、地球温暖化等の地球環境問題の顕在化に伴い、オゾン、温室効果ガ

スなどの大気微量成分を地球規模で観測し、データの収集、管理、提供を行う体制の実現が

必要になったことから、WMO は 1989 年に既存の観測網である GO3OS 及び大気バックグ

ランド汚染監視網（BAPMoN: Background Air Pollution Monitoring Network）を基礎と

した全球大気監視（GAW）計画を発足させた。 

 

大気組成変化検出のためのネットワーク(NDACC) 

成層圏及び対流圏大気組成変化の検出、衛星観測データの検証、オゾン層や大気組成変動

のメカニズムの理解を目的として、レーザーレーダー、ミリ波放射計、フーリエ変換赤外分

光計、可視・紫外分光計等の地上ベースの遠隔測定によるモニタリングステーションを北極

域、北半球中緯度、熱帯、南半球中緯度及び南極大陸に配備するプロジェクトが国際的に進

められている。 

我が国は、運営委員会に参加している他、ニュージーランドのローダーにおける気象庁気

象研究所によるエアロゾルレーザーレーダー、北海道陸別町における名古屋大学・国立環境

研究所によるミリ波オゾン放射計、赤外分光計観測等を行っている。 
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参考資料４．オゾンデータの管理・公表  

気象庁によるデータ収集・管理・公表 

我が国が収集した札幌、つくば、那覇、南鳥島、南極昭和基地におけるオゾン観測デ－タ

は、気象庁地球環境・海洋部オゾン層情報センターに集められ、デ－タチェックを経た後、

毎月 20日頃に気象庁ホームページ地球環境のデータバンクの「オゾン層・紫外線のデータ」

（http://www.data.jma.go.jp/gmd/env/ozonehp/diag_o3uv.html）の中で各地のオゾン全量

の経過等について公表される。これらの観測による成果については、毎年年次報告として公

表しており、平成 24 年度からは「オゾン層・紫外線の年のまとめ」が気象庁ホームページ

で、また、「大気・海洋環境観測年報」が DVD で公表されている。 

 

WOUDC によるデータ収集・管理・公表 

日本を含め世界各地から収集したオゾンデ－タは、カナダにある WMO の世界オゾン・

紫外線資料センタ－(WOUDC)に送付され、品質管理が行われる。また、反転観測値につい

ては、すべての観測点のデータを同一方式で処理して高度層ごとのオゾン量を算出してい

る。 

これらの結果は、WOUDC に保存されるとともに、「世界のオゾンデ－タ（Ozone Data 

for the World）」としてインターネットで公表され、世界各国に還元されている。 

このほか、NASA やドイツ航空宇宙センター（DLR）が、TOMS データや GOME-2 デ

ータ等の衛星による観測データをインターネット上で公開している。 
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参考資料５．2016 年の月平均オゾン全量と偏差（%）の地球規模の分布 

 月平均オゾン全量・偏差（%）の地球規模の分布図を以下に示す（図 1-資-1、図 1-資-2）。

月平均オゾン全量（左図）の等値線間隔は 15 m atm-cm、偏差（%）（右図）については 5%

である。陰影部は太陽高度角の関係で観測できない領域を示す。NASA 提供の衛星データ

をもとに気象庁が作成した。 
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図 1-資-1 月平均オゾン全量・偏差（%）の地球規模の分布図（2016 年 1～6 月） 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より

単位： m atm-cm               単位：% 
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図 1-資-2 月平均オゾン全量・偏差（%）の地球規模の分布図（2016 年 7～12 月） 

（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より

単位： m atm-cm               単位：% 
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参考資料６．1979～2016 年の南半球の月平均オゾン全量分布（10 月） 

220m atm-cm 以下のオゾンホールの領域を点域で示しており、オゾンホールの経年変化

がわかる。NASA 及び NOAA 提供の衛星データをもとに気象庁が作成した。図中の●印は

南極昭和基地を表す。 

 

図 1-資-3 10 月の南半球月平均オゾン全量分布図（1979～1992 年） 
（出典）気象庁提供データ 
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図 1-資-4 10 月の南半球月平均オゾン全量分布図（1993～2010 年） 

  
（出典）気象庁提供データ 
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図 1-資-5 10 月の南半球月平均オゾン全量分布図（2011～2016 年） 

 
（出典）気象庁提供データ 

 

2015 2014 

  

2016 
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参考資料７．地上観測による南極域でのオゾン全量推移 

 昭和基地（●印）、ハレー（△印）、ベルナドスキ/ファラデイ（×印）、ロゼラ（□印）

における2016年8～12月のオゾン全量観測値を図1-資-6に示す。また、図中にはオゾンホー

ルの目安である220 m atm-cmを破線で示した。  

 

 

 

 

 
図 1-資-6 南極域各国基地におけるオゾン全量の変化（2016 年） 

（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より 
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参考資料８．国内 3 地点のオゾン分圧・規格化偏差の高度分布(2016 年)  

 札幌、つくば及び那覇における 2016 年のオゾン分圧の高度分布とその規格化偏差の推移

を示す（図 1-資-7）。規格化偏差図（右図）で 1994～2008 年の平均値からの差が＋1 を上

回る場合を濃い灰色の領域（オゾン分圧が多い領域）、－1 を上回る場合を薄い灰色の領域

（オゾン分圧が少ない領域）として表示している。 

 オゾン分圧（左図）を見ると、各地点とも高度 20～30km 付近でオゾン分圧の高い層が

みられる。また、札幌とつくばでは 1～5 月および 11～12 月に、高度約 10～20km 付近で

他の時期と比較して高くなる傾向がみられた。 

規格化偏差（右図）をみると、3 地点とも、1 年を通して 20km 付近で概ね正偏差となっ

た。つくばと那覇の 10 月は、地上から高度 20km 付近の広い高度で概ね負偏差となり、つ

くばにおいては高度約 30km 以上でも負偏差となった。なお、つくばにおける 8 月の高度

約 12～16km に見られる大きな負偏差は、台風接近時の気象場において、低緯度側のオゾ

ン分圧の低い空気が流入した影響によるものである。 

 
図 1-資-7 国内 3 地点のオゾン分圧（左）と規格化偏差（右）の高度分布（2016 年） 

上から札幌、つくば、那覇のオゾンゾンデ観測によるオゾン分圧・偏差の高度分布図。オゾン分圧図（左）

は個々の観測値を用い、規格化偏差図（右）は月平均値から作成。1994～2008 年の平均値を比較の基準と

した。規格化偏差は観測値（月平均値）の参照値からの偏差を標準偏差で割った値。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より
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参考資料９．南極昭和基地のオゾン分圧・規格化偏差の高度分布（2016 年）  

 南極昭和基地上空における 2016 年のオゾン分圧の高度分布とその規格化偏差の推移を

示す（図 1-資-8）。規格化偏差図（下図）で 1994～2008 年の平均値からの差が＋1 を上回

る場合を濃い灰色の領域（オゾン分圧が多い領域）、－1 を上回る場合を薄い灰色の領域（オ

ゾン分圧が少ない領域）として表示している。 

 南極オゾンホールの鉛直分布の特徴は、通常オゾン量が多い高度 14～22km 付近におけ

るオゾンが大きく減少するということである。 

2016 年のオゾン分圧は、9 月上旬に 20～22km 付近で顕著に低くなりはじめ、次第に低

い高度へ広がり、9 月下旬までに高度 22km 以下で 5mPa 以下となった。この状態は概ね

11 月上旬まで続き、11 月中旬以降は急激に高くなった。こうした変動は図 1-3-10 のオゾ

ン全量の変動とおおよそ対応している。 

月平均値の規格化偏差（下図）をみると、9月の20～22km付近は、－1以下のやや大きな

負偏差がみられるが、10月の14～22km付近では±1の範囲にあり、平均値（1994～2008年）

と同程度であった。 

 

 
図 1-資-8 南極昭和基地のオゾン分圧（上）と規格化偏差（下）の高度分布（2016 年） 

南極昭和基地のオゾンゾンデ観測によるオゾン分圧・規格化偏差図。オゾン分圧図（上）は個々の観測値

を用い、規格化偏差図（下）は月平均値から作成。規格化偏差は月平均値の 1994～2008 年の平均値から

の偏差を標準偏差で割った値。なお、観測データのない高度については、前後の期間のオゾン分圧から内

挿処理を行っている。（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より
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参考資料１０．成層圏数値モデル－化学気候モデルと化学輸送モデル 

成層圏の注目する領域のオゾン量は、その領域の中での化学反応によって生成・消失する

オゾン量並びに、他の領域からその領域に輸送されてくるオゾン量とその領域から他の領

域に輸送されるオゾン量のバランスによって決まる。この内、化学的な生成あるいは消失の

速度は、反応に関与する物質の濃度、成層圏エアロゾルが関与する場合にはエアロゾルの表

面積・体積・組成、光が関与する場合は太陽光強度の波長分布に依存する。オゾン濃度・分

布に影響するもう一つの要因である輸送量・輸送速度は注目している領域付近での風速分

布やオゾンの濃度勾配に関連する。 

オゾン濃度や分布に影響する化学反応や物質輸送の速度は、気温や圧力にも依存する。一

方で、気温や圧力は、化学反応や大気の運動によってもコントロールされている。この様に

成層圏での力学と化学は放射による加熱・冷却と密接に結びつている。そこで、オゾン層破

壊を扱う成層圏モデルは、一般に次の概念図で示す様な構成・考え方に基づいて作られる。 

 
図 1-資-9 （成層圏）モデルの概念図 

（出典）永島達也ら 天気 49 巻 11 号（2002）より 

 

上記の概念に基づいた成層圏モデルは、大きくは、化学気候モデル（Chemistry-Climate 

Model : CCM）と化学輸送モデル（Chemical Transport Model : CTM）の 2 つに分類され

る。それぞれの特徴は次の通りである。 
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化学気候モデル： 

化学成分の分布、気温分布、風速分布をモデル内で直接計算することで、例えば化学成

分の量が変化→放射フラックスの変化→気温分布の変化→化学成分の生成量・消失量の

変化、といった様なフィードバックを扱うことが可能であり、例えば CO2 の増加に伴

うオゾン層の応答などを議論する際に有効である。 

 化学輸送モデル： 

物質輸送に係わる風速分布や気温分布を、気象観測値や客観解析データなどを利用して

外部変数として与えて、化学成分分布などを計算する。例えばオゾンの生成・消滅に係

わる化学プロセスを含む場合と含まない場合（トレーサー実験）との差から、化学プロ

セスによるオゾンの生成量・破壊量を議論する際に有効である。 

 

 
図 1-資-10 化学気候モデルと化学輸送モデルの入力変数と予報変数の違い 

外から中に向かって矢印で示された部分（「太陽放射」「風速分布・気温分布」「フロン・ハロン・GHG な

ど」「海面水温」）は各モデルの入力変数であり、四角で囲った変数は予報変数である。 
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参考資料１１．レーザーレーダー観測によるオゾン変動 

各高度におけるオゾン変動 

図 1-資-11 は、国立環境研究所オゾンレーザーレーダーによって測定した、1988 年 9 月

から 2010 年 3 月までの間の高度毎のオゾン濃度（数密度）変動をプロットしたものであ

る。この図には、気象庁高層気象台においてオゾンゾンデによって観測されたオゾン濃度も

あわせて示してあり、両観測データは一致している。 

それぞれの高度レベルにおいて季節変動が見られるが、その特徴は高度によって異なっ

ている。高度 15km、20km では春に極大で夏から秋にかけて極小、30km、35km では夏に

極大で冬に極小となっている。 
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図 1-資-11 各高度におけるオゾン変動（1988 年 9 月～2010 年 3 月） 

国立環境研究所オゾンレーザーレーダーによって測定。気象庁高層気象台（茨城県つくば市）によってオ

ゾンゾンデを用いて観測された値をともにプロットした。オゾンゾンデデータは WOUDC のデータベース

に集積されたものを用いた。なお、1018 分子/m３のオゾン数密度は、成層圏の気温条件では約 3mPa のオ

ゾン分圧に相当する。（出典）国立環境研究所地球環境研究センター提供 

 

高度 30～40km におけるオゾントレンド 

図 1-資-12 における各高度のオゾン濃度の時間変化には、季節変動が強く表れており、

QBO、太陽活動の影響のあることが分かっている。オゾン層破壊物質等によるオゾン層へ

の影響を検討するには、まずこれらの周期的な自然変動を除去したオゾンの長期トレンド
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を求めることが必要である。そこでまず、オゾンレーザーレーダー及び衛星センサー

SAGEII によって観測された 1988～2005 年の期間の各高度のオゾン濃度の各平均値を求

め、この値でそれぞれの年の月平均オゾン濃度を除することによって、季節変動を除去した

オゾン濃度比偏差を求めた。さらに、30～40km の高度について平均したオゾン濃度比偏差

から QBO 及び太陽活動の影響を除去したオゾン濃度比偏差を求めた（図 1-資-12）。●がオ

ゾンレーザーレーダー、□が SAGEII の値を示す。両者共に 1990 年代には減少傾向を示

し、それ以降平坦化している。1988～1997 年末の間のオゾン濃度比偏差の減少トレンドは、

オゾンレーザーレーダーについては（－0.60±0.05）/年、SAGEII については（－0.52±

0.04）/年であり大きな差はなかった。1998 年以降については両者共にほぼ平坦であり、有

意なトレンドはなかった。 

 
 

 

 

 

日本の反転観測データの再評価への活用 

 気象庁によって実施されているドブソン分光光度計を用いた反転観測によるオゾン高

度分布データの再評価・再解析が行われ、新しいデータセットが作成された。国立環境研究

所のオゾンライダーデータは高層気象台によるオゾンゾンデ観測データと共に、再評価に

おける誤差解析の際の参照データとして用いられた（Miyagawa et al., 2009）。

図 1-資-12 高度 30～40km のオゾン濃度比偏差（1988～2005 年） 
国立環境研究所オゾンレーザーレーダー及び NASA の衛星センサーSAGEII によって測定したオゾン濃

度を基に作成した。図中の数値は国立環境研究所のオゾンレーザーレーダーによって観測した 1988 年 9
月～1997 年 12 月の間のオゾン濃度比偏差のトレンド（左側）及び 1998 年 1 月～2005 年 12 月の間の

オゾン濃度比偏差のトレンド（右側）。 
（出典）Tatarov et al., International Journal of Remote Sensing, Vol. 30, No. 15, 2009.より 
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参考資料１２．解析に用いた衛星観測オゾンデータ* 

衛星による観測データとしては、ニンバス 7、メテオール 3、アースプローブの 3 機の衛

星のオゾン全量マッピング分光計（TOMS；Total Ozone Mapping Spectrometer）のデー

タと、オーラ衛星のオゾン監視装置（OMI；Ozone Monitoring Instrument）のデータを主

に使用した。ニンバス 7 とメテオール 3 両衛星のデータについては、アースプローブ衛星

に用いられている処理方法（ver. 8）で計算されたものを利用した。また、アースプローブ

衛星の TOMS データは 2007 年 8 月に公開された修正版を利用した。オーラ衛星の OMI デ

ータについては ver. 8.5 のデータに地上観測との差異がみられたため（図 1-資-13）、2005

年 1 月から 2007 年 11 月分までは ver. 8 を用いた。2007 年 12 月以降は ver. 8.5 のデータ

のみしか入手できないため ver. 8.5 を使用している。ただし、メテオール 3 衛星以後アース

プローブ衛星による観測が始まるまでの一部の期間、およびオゾンの長期変化に関連した

解析の一部については、ノア衛星搭載のタイロス実用型鉛直サウンダ（TOVS；TIROS 

Operational Vertical Sounder）の高分解能赤外放射計による世界のオゾン全量データおよ

び太陽光後方散乱紫外線計（SBUV/2；Solar Backscatter UltraViolet）による世界のオゾ

ン全量データを使用した。各データとその使用期間は表 1-資-1 のとおり。なお、本文中の

図のキャプションでは、TOMS および OMI によるオゾン全量データを用いたことが明らか

な場合は、衛星・装置名は記載せず単に「NASA 提供のデータをもとに気象庁で作成」とした。 

なお、解析データとしては利用していないが、OMI ver. 8.5 のオゾン全量のバイアス補正

を行うために、NASA が作成した SBUV（ver. 8.6） Merged Ozone Data Sets を利用した

（NASA, 2012）。 

 

表 1-資-1 解析に用いた衛星データ 

米国航空宇宙局（NASA；National Aeronautics and Space Administration） 
米国海洋大気庁（NOAA；National Oceanic and Atmospheric Administration） 

衛星名 ニンバス 7 メテオール 3 アースプローブ オーラ ノア ノア 

国/機関 米国

/NASA 
旧・ソ連 米国 

/NASA 
米国

/NASA 
米国

/NOAA 
米国

/NOAA 

観測装置名 TOMS TOMS TOMS OMI TOVS SBUV/2 

期間 
1978.11－

1993.4 
1993.5－
1994.11 

1996.7－
2004.12 

2005.1－ 1995 1995    

（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より 
 

                                                  
 
* 気象庁「オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）」より引用、一部改変 
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衛星によるオゾン全量観測データの地上観測との比較 

衛星データの長期的な安定性をみるため、TOMSおよびOMIによる観測値と、北緯30度

から北緯60度の領域にある地上の観測地点における観測値との月平均値による比較結果を

図1-資-13に示す。これによれば、1979～1993年のニンバス7衛星のTOMSデータは、地上

観測値に比べて約1%値が高い傾向である。1993年5月以降のメテオール3およびアースプロ

ーブ衛星のTOMSデータは、ばらつきが大きく、概ね地上観測値に比べて低い。一方、2005

年以降、TOMSの後継としてOMIのデータを利用しているが、バージョン変更後のデータ

であるOMI ver. 8.5のデータは、ばらつきは少ないものの、－2～－1%程度の地上観測値と

の偏差がある。ver. 8.5とver. 8のデータの存在する期間（2005年1月～2007年11月）で、帯

状平均した緯度ごとのデータについて比較すると、両者のオゾン全量の差は、緯度や月によ

って大きさが一致する傾向がある（「オゾン層観測報告：2008」付録1-2図A1-5参照）。この

期間のデータから月別・緯度別に両者間のバイアス補正値を算出した。しかし、OMI ver. 

8.5のデータと北半球中緯度の地上観測との差の傾向が、2007年12月以後はそれ以前より差

が小さくなっており、傾向が異なっている。このため、NASAが作成したSBUV（ver. 8.6） 

Merged Ozone Data Sets（以下、マージデータとする）の帯状平均値を用いてバイアス補

正値の調整を行った。具体的には、2005年1月～2007年11月のマージデータとOMI ver. 8の

差の平均と、2007年12月～2011年のマージデータとOMI ver. 8.5（バイアス補正済）の差

の平均が同一となるように、2007年12月以降のOMI ver. 8.5（バイアス補正済）データを緯

度毎にさらに補正した。本報告では、緯度帯別の長期的な変化傾向を解析する際には、2007

年12月以降のver. 8.5のデータにマージデータで調整したバイアス補正を適用した。また、

1993年5月～1994年11月の衛星データ（メテオール3衛星によるオゾン全量）は、オゾン全

量の地上観測値からの差のばらつきが大きいため、長期変化傾向の計算から除外している。 

図1-資-13 衛星データと地上観測データの比較 

北半球中緯度帯（北緯30度－60度）のTOMSおよびOMIによる観測値（月平均値）と地上観

測値との偏差（%）の推移。地上の観測地点に対応する衛星データを求め比較した。オーラ衛星

期間の●はOMI ver. 8、○はOMI ver. 8.5のデータ。各月の比較地点数は20～50地点。 

（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016年）より
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参考資料１３．オゾン層の日周期変動 

（その実態・メカニズムとトレンド推定への影響） 
概要 

 成層圏（高度 10-50km）オゾン層は人体に有害な紫外線を吸収すると同時に、地球気候

形成に極めて重要な役割を果たしている。これまで様々な時間スケールのオゾン量変動が

研究されてきたが、地球大気の基本的な周期性である日周期変動（一日の中でオゾン量がど

のように変化するか）については観測例がほぼ皆無であった。 

その折、SMILES (Superconducting Submillimeter-Wave Limb-Emission Sounder: 超

伝導サブミリ波リム放射サウンダ)が国際宇宙ステーション日本実験棟(JEM: Japanese 

Experiment Module)「きぼう」の船外プラットフォームに取りけられ、大気微量成分観測

を実施した（期間：2009 年 10 月-2010 年 4 月）。SMILES は(a)超高精度観測 (b)一日のう

ち異なる時刻を観測可能、という日周期変動観測に不可欠な二大長所を併せ持つ。 

SMILES 観測データを用いた研究からオゾン日周期変動のグローバルパターンを世界で

初めて高精度で検出 (1)し、数値シミュレーションの結果も使用してその変動メカニズムを

解明 (2)した。これにより、観測・理論に裏打ちされた成層圏オゾン日変動の描像を世界で初

めて得ることができた。 

 

(1)オゾン日周期変動のグローバルパターンの検出 

 図 1-資-14 左に示すように、成層圏オゾン量は高度によって異なる日周期変動パターンを

示し、その変動幅は平均値に対して最大 8%程度に達することがわかった。これはオゾン層

破壊・回復に伴う長期変化（数％/10 年）と同程度の大きさである。また、カラムオゾン量

（ある地点の上空に存在するオゾンの総量）も 1%程度の日周期変動を示すこともわかった。

なお、観測とは独立な化学輸送モデル（数値シミュレーション）でも同様の特徴が再現され

ている（図 1-資-14 右）。 

 

(2)変動メカニズムの解明 

従来、成層圏オゾン日変動は主として光化学効果（太陽光の日周期変動による光化学変化）

によって生じると予想されていが、化学輸送モデルの解析により、これらに加えて力学効果

（上昇流/下降流の日周期変動によるオゾンの鉛直輸送効果）も重要であることがわかった。 

 

オゾンアセスメントレポートにおける本成果の位置付け 

 上記の成果は「2014 年科学評価パネル (WMO, 2014)」の 2.3.1 節「オゾン日周期変動と

それらが長期トレンド推定に与える影響」において、オゾン量変動に関する新たな知見とし

て取り上げられた。同時に、日周期変動の実態解明は「オゾン長期トレンド推定の精度向上

の鍵」としても注目されている。すなわち、オゾンの長期トレンドを推定するにあたって用

いられる衛星観測のほとんどは（SMILES とは異なり）一日の特定の時刻にのみ観測を行

う。したがって、観測時刻に偏りのあるデータを扱う際には、日周期変動を考慮した補正を
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行う必要がある（図 1-資-15 参照）。この問題は従来から指摘されてはいたものの、日周期

変動の実態が明らかでなかったため等閑にされてきた。SMILES の精密観測によってもた

らされた本成果は、この問題を解決する突破口を開くものである。成層圏におけるトレンド

は「数％10 年」のオーダーであり、日周期変動補正の効果は無視できない。アセスメント

レポートへの掲載は、今後これらの効果を考慮したより精度の高いトレンド推定を促すも

のと理解される。 

 
図 1-資-14 熱帯（10°S-10°N）におけるオゾン量の日周期変動 

単位：日平均値に対する割合（％））の時刻（横軸）－高度（縦軸）断面図。（左）SMILES 観測結果、

および（右）化学輸送モデル（WACCM）によるシミュレーション結果。Sakazaki et al. 2013 に基づ

く。同図が WMO（2014）にも掲載された。 
（出典）京都大学生存圏研究所坂崎貴俊氏提供データ 
 

 
図 1-資-15 オゾン量およびその長期トレンド推定に日周期変動が影響を与える例 

（CASE 1）特定の時刻にのみ観測を行う衛星データ（例：太陽掩蔽観測）を使用する際、日周期変動によ

る観測量のバラつきを補正することが必要（Sakazaki et al., 2015）。（CASE 2）観測する時刻が経年変化

する衛星データ(例, SBUV(/2))を使用する際、日周期変動による”偽の経年変化”の除去が必要。(CASE 3) 
異なる衛星観測データを統合して一つの時系列を構築する際、観測時刻差によるデータ補正が必要。 
（出典）京都大学生存圏研究所坂崎貴俊氏提供データ
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参考資料１４．ブリューワ・ドブソン循環 

空気は、平均的には、熱帯において対流圏から成層圏に入って上昇し、中高緯度において

下降して対流圏に戻る。この全球大気循環の存在は、Alan Brewer と Gordon Dobson による

水蒸気とオゾンの観測によって、半世紀以上昔に初めて推定された。これが名前の由来であ

る。成層圏内における下降流は、オゾンの豊富な中部上部成層圏の空気を下部成層圏に輸送

する主要なメカニズムであり、これが特に冬季から春季にかけてのオゾン全量の大きな南

北勾配を作り出している。最近の研究により、ブリューワ・ドブソン循環はふたつの異なる

経路に分けて理解することが適切であることが分かってきた（図 1-資-16）。ひとつは shallow 

branch（浅い経路）と呼ばれるもので、下部成層圏内を熱帯から上昇しつつ極方向へ流れて

亜熱帯から中緯度において下降するものである。もうひとつは deep branch（深い経路）と呼

ばれるもので、上部成層圏から中間圏にまで至ったのちに下降し中高緯度にまで至る流れ

である。後者の方は成層圏滞在時間が数年から 10 年と非常に長くなる。 

 

大気微量成分の分布を決める輸送過程としてのブリューワ・ドブソン循環は、対流圏で生

成し上方伝播してくるさまざまな大気波動の砕波により駆動される残差子午面循環、地球

規模のロスビー波等による水平混合、乱流拡散の三者があわさったものであると言える。水

平混合は特に中緯度で重要である。また、成層圏と中間圏の気温分布は、オゾン、二酸化炭

素、水蒸気分布に影響を受けた放射伝達過程により決まる気温分布が、ブリューワ・ドブソ

ン循環に伴う熱力学過程（上昇域で降温、下降域で昇温）により変調を受ける形で決まって

いる。 

 

地球温暖化の進行に伴い、ブリューワ・ドブソン循環は加速することが多くの気候モデル

により予測されている。その主な原因として、温暖化により亜熱帯偏西風ジェットが強化か

つ上方変位し、その結果ロスビー波の砕波による摩擦力がより高高度、より赤道側で強化さ

れるためであると議論されている。ただし、モデル内でパラメタ化されている山岳波とそれ

以外の波とのトレンドへの貢献度の違い、定常波（stationary waves）と非定常波（transient 

waves）との貢献度の違いなどについて、モデル間で定量的な違いがあり、今後さらなる研

究が必要である。ブリューワ・ドブソン循環の加速により、下部成層圏のオゾンは熱帯で減

少し中高緯度で増加することが予想される。さらにこうしたオゾンの変化が、放射過程、気

温、東西風分布の変化を通して、波と平均流の相互作用過程を変化させ、ブリューワ・ドブ

ソン循環に変化をもたらすと考えられる。 

 

観測によるブリューワ・ドブソン循環の長期変化の検出は容易ではない。その理由は、長

期変化はあっても小さいため自然変動との区別が難しいこと、ブリューワ・ドブソン循環の

直接測定は不可能で間接的にしか見積もることができないことである。とはいえ、近年、
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様々な気温観測データセット、準二年振動の振幅、オゾンや水蒸気や他の様々な化学種の観

測データ、二酸化炭素や六フッ化硫黄の観測データに基づいた大気年代（age of air、熱帯対

流圏界面を通過してからその地点に至るまでの時間）の推定値、様々な再解析データなどを

用いて、ブリューワ・ドブソン循環の長期変化が見積もられてきている。その結果、shallow 

branch のうちの熱帯の上昇流については複数、異種の観測データから加速傾向にあること

が分かっており、これは気候モデルの結果とも整合的である。いっぽう、deep branch、中部

上部成層圏については観測データにより結果はまちまちであり、不確かさが大きい。 

 
図 1-資-16 ブリューワ・ドブソン循環のふたつの経路、浅い経路（shallow branch）と 

深い経路（deep branch）の模式図。 
横軸は緯度、縦軸は高度。夏至・冬至の時期の様子。カラーで、北半球冬季の東西平均したオゾン濃度

（分圧）を示す（濃い色ほど濃度が高い）。また、点線で、対流圏界面の位置を示す。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2014） 
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１．オゾン層破壊物質の種類と特性 

オゾン層破壊物質 

人間活動によって塩素原子や臭素原子を含有するオゾン層破壊物質が排出されている。

これらの物質の多くは、非常に安定で反応性がなく、雨や海水にも溶解しないため、大気

中の寿命が極めて長く、下層の対流圏大気中に蓄積する（大気中寿命の短いものは一部が

大気中に蓄積する）。これらは非常にゆっくりではあるが大気の運動を通じて成層圏に輸

送され、そこでオゾン層で遮蔽されない短波長の太陽紫外線によって分解され、反応性の

高い物質に変換される。生じた反応性物質が、成層圏オゾンを連鎖反応により破壊する。 

塩素系オゾン層破壊物質には、主としてCFC、四塩化炭素、1,1,1-トリクロロエタン

（別名メチルクロロホルム）があり、影響は小さいがHCFC、塩化メチルなどがある。

CFCは、炭素、塩素及びフッ素原子のみから構成される物質であり、冷凍機や空調機器の

冷媒、発泡剤、エアロゾル噴射剤、金属や電子機器の洗浄剤などとして、多くの用途に使

われてきた。四塩化炭素はCFCの製造原料として、1,1,1-トリクロロエタンは金属等の洗

浄用溶剤として使われてきた。 

臭素系オゾン層破壊物質では、反応性や水溶性のないハロンが主なものであり、その他

臭素系の人工物質や臭化メチルがある。ハロンは消火剤として、臭化メチルは農業用薫蒸

剤等として使用されている。 

 

オゾン層保護法における特定物質  

「オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書」（1987 年）によって規制対象

とされたオゾン層破壊物質は、「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」に

おいて「特定物質」として規制されている。具体的には、CFC、HCFC、ハロン、四塩化炭

素、1,1,1-トリクロロエタン、HBFC、ブロモクロロメタン、臭化メチルである。各物質の

特徴と用途については第 2 部参考資料 1（P111）を参照。 

 

成層圏中の塩素・臭素の発生源 

図 2-1-1 は、塩素・臭素を含む主要な物質が 1996 年及び 2012 年の成層圏中の塩素・臭

素の全量にそれぞれどの程度寄与しているかを示している。ただし同図では、塩素系化合物

（左）と臭素系化合物（右）でフルスケールが大きく異なっており、成層圏中の全臭素量は

全塩素量の 100 分の 1 以下である。なお、自然発生源の割合は、全塩素よりも全臭素にお

いて大きい（量としては塩素系化合物の方がはるかに大きい）。 

塩素源については、成層圏に達する塩素のほとんどを人間活動が占める。CFC は人間活

動によって排出される塩素系オゾン層破壊物質のうち最も多量にあるものである。塩化メ

チルは大部分が自然発生源である。CFC の代替物質である HCFC による塩素系化合物中の

割合は小さいが、その大気中濃度は近年急増している。 
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図 2-1-1 1996 年及び 2012 年の成層圏中の塩素・臭素の主要源 
大気中のガスの濃度の単位として「1 兆分の 1」（ppt）を使用している。1ppt は、1 兆個の大気分子が存

在する中に着目するガス分子が 1 個の割合で存在することを示す。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2014）より 
 

主なオゾン層破壊物質の大気中寿命・オゾン層破壊係数 

 主なオゾン層破壊物質の大気中の寿命や成層圏オゾン破壊への影響を表2-1-1に示す。

個々のオゾン層破壊物質の成層圏オゾン破壊への影響は「オゾン層破壊係数（Ozone 

Depletion Potential：ODP）」で示されている。個々のオゾン層破壊物質のODP値は一定重

量の物質が大気に放出された際のオゾン層への影響を、同量のCFC-11が放出された際のオ

ゾン層への影響との相対値（CFC-11のODP値=1）として、物質ごとに計算される。 

 

表 2-1-1 主なオゾン層破壊物質の大気中寿命、オゾン層破壊係数 a 

  大気中寿命（年） オゾン層破壊係数 

塩
素
系 

CFC-12 102 0.73 
CFC-113 93 0.81 
CFC-11 52 1 
四塩化炭素（CCl4） 26 0.72 
HCFC 9～18 0.03～0.10 
1,1,1-トリクロロエタン（CH３CCl３） 5 0.14 
塩化メチル 1 0.57 

臭
素
系 

ハロン1301 72 15.2 
ハロン1211 16 6.9 
臭化メチル（CH３Br） 0.8 0.57 
極短寿命ガス（CHBr３など） <0.5 b 

a 人間活動及び自然発生源の両方を含む 
b 推計が不確実 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2015）より 
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２．特定物質等の観測状況 

（a）大気試料の採取法・分析法 

特定物質の分析を目的とした大気試料の採取は、一般に、高真空にした超清浄の金属製容

器に大気をそのまま採取するグラブサンプリング法、加圧状態まで試料採取が必要な場合

は、メタルベローズポンプを用いて加圧を行い採取する加圧採取法、又は液体ヘリウムで冷

却して採取するクライオジェニックサンプリング法により行われる。連続測定装置では、一

定量の大気を低温カラムに通し、大気中成分を濃縮捕集する。 

特定物質の分析には、ECD（電子捕獲型検出器）がハロゲンに対して比較的高い感度と

選択性を示すことから ECD を備えたガスクロマトグラフ、又は種々の物質が検出できるガ

スクロマトグラフ／質量分析計（GC/MS）が用いられる。 

塩素原子や臭素原子を含む特定物質の中には、試料採取容器（キャニスター）、測定装置

配管及び標準ガス容器内で化学変化や吸着による影響を受ける物質（四塩化炭素、臭化メチ

ル等）がある。このため測定装置においては、配管のデッドボリュームを極力少なくし、内

面に不活性処理を施した配管・部品を使用する事が望ましい。また同様に、特定物質の定量

を行う際に不可欠となる標準ガスの安定性についても注意が必要であり、国際的に信頼度

の高い研究機関との相互検定も重要である。 

 

（b）大気試料の採取地点 

特定物質の発生源からの局地的な汚染の影響がない大気（バックグラウンド大気）につい

て測定を行うことで、地球規模の特定物質の分布や推移を知ることができる。 

日本付近では、北海道の根室、稚内周辺などにおいて、気象条件によって局地的汚染のな

い北半球中緯度の代表的な大気を採取することができる。 

一方、都市部などの発生源に近い場所では、大気中の特定物質の濃度は通常バックグラウ

ンド濃度よりも高い値になる。このような場所での大気中濃度は、時間的にも地域的にも変

動が大きく、風向・風速などの気象条件や人間の生産活動サイクル（週末や休日には低くな

る）などによって左右されることが多い。  
 
（c）特定物質の観測体制 

我が国では、東京大学において特定物質の大気中濃度を正確かつ精密に分析するための

装置と手法が開発され、1979 年（南極昭和基地については 1981 年）から、特定物質の広

域分布や経年変化の観測が続けられている。 

環境省は 1988 年から北海道及び川崎市で特定物質の観測を開始している。 

国立環境研究所では、2004 年から、波照間島（沖縄県）で、2006 年から落石岬（北海道）

において、特定物質を含むハロカーボン類の毎時間連続観測を行っている。 

気象庁では、1990 年から岩手県三陸町綾里で、また 1990 年から観測船「凌風丸」によ

って北西太平洋における特定物質の観測を行っている。 

また、多くの都道府県及び政令指定都市においても、1989～1990 年頃から特定物質の大
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気中濃度の測定が行われている。平成 22 年 4 月に環境省が行った調査では、17 道府県、7

政令指定都市においてオゾン層破壊物質等の観測が行われた（第 2 部参考資料 5（P125）

参照）。 

オゾン層破壊物質の我が国での大気中濃度は、CFC-11 等減少している物質がある一方、

HCFC-22 等増加し続けている物質もあり、今後も観測を続ける必要がある。 

 なお、世界において行われているオゾン層破壊物質の大気中濃度観測は、主なものとして、

AGAGE、NOAA、ESRL、UCI などがある。
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３．特定物質等の大気中濃度の監視結果 

３－１．特定物質等の大気中のバックグラウンド濃度の状況 

３－１－１．環境省による観測結果 

北海道における特定物質等の大気中のバックグラウンド濃度の経年変化 

環境省は、1988 年から北海道の根室・稚内周辺において、15 物質の大気中濃度を測定し

ている。測定対象物質は、CFC-11、CFC-12、CFC-113、CFC-114、CFC-115、ハロン 1211、

ハロン 1301、ハロン 2402、1,1,1-トリクロロエタン、四塩化炭素（1989 年～）、HCFC-

22（1992 年～）、HCFC-141b（2001 年～）、HCFC-142b（1992 年～）、臭化メチル

（1997 年～）、HFC-134a（2000 年～）である。 

 

「フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査」について、2015 年度の調査から測定装置、

試料採取方法等を変更した。測定装置の更新では、大気試料濃縮装置における試料導入配管

などでの特定物質の消失の影響が認められたため、配管などのデッドボリュームの削減を

行った。また測定装置や試料採取方法の更新に伴い、従来の測定との継続性を確認するため、

これまでの測定値も含めて定量性の再検討を行い、標準ガス容器内の特定物質などの濃度

変化の確認や国立環境研究所内で行われているフロン類の測定の相互検定試験を行った。

その結果、調査開始（1989 年）から測定装置更新前（2014 年）までの CFC-11 の測定値が

全て 10ppt 程度低く定量されていることが判明したため、相互検定試験で得られた測定値

に基づいて過去（1989 年～2014 年）の測定値について補正を行った。 

測定装置や標準ガスの信頼性が確認出来た段階で、バックグラウンド地域における 2015

年度試料の再測定及び 2016 年度試料の測定を行った。なお、2015 年度夏期試料の再測定

の結果、一部の物質（HCFC-22、HCFC-141b、臭化メチル）について異常値となり、原因

は大気濃縮装置稼働初期の配管から試料が汚染されたものと考えられたため、15 物質全て

について欠測とした。 
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（a）測定対象 15 物質の大気中のバックグラウンド濃度のトレンド 

表 2-3-1 は、特定物質等の大気中のバックグラウンド濃度のトレンドについてまとめたも

のである。  
 

表 2-3-1 北海道における特定物質等の大気中のバックグラウンド濃度のトレンド 

（評価期間は原則として 1996 年 1 月～2016 年 12 月） 

物質名 
平均年間変化量(1) 

(pptv/年) 

評価期間(2) 
(～現在) 

(2016 年 12 月) 

現在の濃度(3) 
(2016 年 12 月) 

（pptv) 

CFC-11 －2.1 ± 0.04 1996 年 1 月～     233 

CFC-12 －3.1 ± 0.11 2005 年 1 月～(5)     517 

CFC -113 －0.64 ± 0.01 1996 年 1 月～     72 

CFC-114 (7) －0.02 ±0.002 1996 年 1 月～ 15.8 

CFC -115 0.004 ±0.004 2003 年 1 月～(5) 8.9 

ハロン-1211 －0.10 ±0.005 2005 年 1 月～(5)     3.8 

ハロン-1301 0.02 ±0.001 1996 年 1 月～ 3.6 

ハロン-2402 －0.005 ±0.0001 1996 年 1 月～ 0.43 

四塩化炭素 －1.2 ±0.04 1996 年 8 月～(5) 85 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ －1.0 ± 0.05 2010 年 1 月～(4)     1.8 

HCFC-22 6.2 ± 0.10 1996 年 1 月～     254 

HCFC-141b 0.6 ±0.02 2003 年 1 月～(4) 27 

HCFC-142b 0.8 ±0.02 1996 年 1 月～ 26 

臭化メチル －0.08 ±0.02 2000 年 1 月～(4)     8.5 

HFC-134a 5.0 ±0.05 2000 年 8 月～(6) 97 

※ 2015年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。  
（1）平均年間変化量には±に続く数値により一定の幅を示したが、これは95%以上の確率で、真の

平均年間変化量がこの範囲（95%信頼区間）に収まることを意味する。 
（2）過去20年間（1996年1月～2016年12月）の調査結果に基づく（CFC-12、CFC-115、ハロン-1211、四

塩化炭素、1,1,1-トリクロロエタン、HCFC-141b、臭化メチル及びHFC-134aの評価期間については

(4)～(6)を参照）。 
（3）表中の「現在の濃度」とは、回帰式から算出される2016年12月での計算値であり、実測値では

ない。 
（4）CFC-12については濃度の低下が始まったため2005年1月から、CFC-115については、濃度の変化傾

向が安定した2003年1月から、ハロン-1211については、濃度の低下傾向が明らかとなった2005年1月
から、1,1,1-トリクロロエタンについては、濃度の変化傾向が安定した2010年1月から、HCFC－141b
については濃度の変化傾向が安定した2003年1月から、臭化メチルについては濃度の変化傾向が安定

した2000年1月からをそれぞれ評価期間とした。 
（5）四塩化炭素については、1996年1月及び同3月に測定結果が得られなかったため、1996年8月からを評

価期間とした。 
（6）HFC-134aについては、測定を開始した2000年8月からを評価期間とした。 
（7）CFC-114は異性体(CFC-114a)を含む値とし、平均年間変化量は「CFC-114＋CFC-114a」のデータに

対する直線回帰から求めた。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
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（b）CFC-11、CFC-12、CFC-113、1,1,1-トリクロロエタン、四塩化炭素の大気

中のバックグラウンド濃度の変化 

図 2-3-1 に CFC-11、CFC-12、CFC-113、1,1,1-トリクロロエタン、四塩化炭素の測定

結果を示す。このうち、CFC-11、CFC-12、CFC-113 及び四塩化炭素については、濃度変

化を見やすくするために、縦方向（濃度）に拡大したものを図 2-3-2 に示す。図 2-3-2 には

測定結果の標準偏差もあわせて示した。CFC-11、CFC-113、四塩化炭素は 1990 年代半ば

以降 １%/年前後の割合で減少している（図 2-3-2）。CFC-12 は 1990 年代後半以降長期間

ほぼ横ばいであったが、2006 年頃から減少し始めている（図 2-3-2）。また、大気中での寿

命の短い 1,1,1-トリクロロエタンの減少率は極めて大きい（図 2-3-1）。 

 

 

 

図 2-3-1 北海道における特定物質の大気中のバックグラウンド濃度の経年変化 
※口絵 IV 参照。 
※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
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図 2-3-2 北海道における CFC-11、CFC-12、CFC-113 及び四塩化炭素の大気中の 

バックグラウンド濃度の経年変化 
※図中の各点につけた短い縦線は測定結果の標準偏差を示す。 
※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 
（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より
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（c）CFC-114 及び CFC-115 の大気中のバックグラウンド濃度の変化 

CFC-114 の大気中のバックグラウンド濃度は 16pptv 程度で近年はほとんど変化してい

ない。CFC-115 の大気中のバックグラウンド濃度は 9pptv 程度で、近年はほとんど増加し

ていない（図 2-3-3）。 

 
 

 
 
 

図 2-3-3 北海道における CFC-114 及び CFC-115 の大気中のバックグラウンド濃度の 
経年変化 

※CFC-114 は異性体(CFC-114a)を含む。 
※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
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（d）ハロン-1211、ハロン-1301 及びハロン-2402 の大気中のバックグラウンド

濃度の変化 

ハロン-1211 の濃度は 1990 年代は急増してきたが、2000 年代に入って増加傾向が鈍化

し、近年は減少に転じている。ハロン-1301 の大気中のバックグラウンド濃度は継続して約

1%/年の割合で増加している。一方、ハロン-2402 の大気中のバックグラウンド濃度はわず

かであるが減少している（図 2-3-4）。 
 

 

 
 
 

図 2-3-4 北海道におけるハロン類の大気中のバックグラウンド濃度の経年変化 
※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
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（e）HCFC-22、HCFC-141b、HCFC-142b 及び HFC-134a の大気中のバックグラウンド濃度の変化  

HCFC-22 の大気中のバックグラウンド濃度は、約 2%/年の割合で増加している（図 2-3-

5）。HCFC-141b 及び HCFC-142b の大気中のバックグラウンド濃度は、調査開始以来増加

し続けていたが、近年その増加はゆるやかになり、2014 年以降は濃度の明瞭な増加は認め

られない（図 2-3-6）。また、HFC-134a の大気中のバックグラウンド濃度の増加率は、約

5%/年と極めて大きい（図 2-3-6）。 
 

 
 

図 2-3-5 北海道における HCFC-22 の大気中のバックグラウンド濃度の経年変化 
※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
 
 
 
 

 
 

図 2-3-6 北海道における HCFC-141b、HCFC-142b 及び HFC-134a の大気中のバックグラウンド 
濃度の経年変化 

※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 
（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より
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（f）臭化メチルの大気中のバックグラウンド濃度の変化 

臭化メチルの大気中のバックグラウンド濃度は減少してきたが、近年はほぼ横ばいであ

る（図 2-3-7）。 

 

 

 
 

図 2-3-7 北海道における臭化メチルの大気中のバックグラウンド濃度の経年変化 
※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 

0

5

10

15

20

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

大
気

中
濃

度
(p

pt
v)

年

臭化メチル

2000                                         2005                                         2010                               2015



平成 28 年度監視結果（特定物質等） 

95 

３－１－２．国立環境研究所による観測結果 

沖縄県波照間島における特定物質の大気中濃度の経年変化 

国立環境研究所では、人為汚染の影響が少ない波照間島（沖縄県）及び落石岬（北海道）

において、特定物質を含むハロカーボン類の観測を行っている。このうち、波照間島におけ

る CFC-11、CFC-12 及び CFC-113 濃度の経年変化を図 2-3-8 に示す。波照間島は夏季には

低緯度、冬季には中高緯度からの気団の影響を受けやすいため、CFC 濃度にもわずかな季

節変動が見られる。CFC-11 と CFC-113 の濃度は観測開始時（2004 年）から減少傾向にあ

る。CFC-12 濃度は 2007 年頃からごく緩やかに減少し、2010 年以降減少傾向が加速して

いる。2016 年の年平均濃度は、CFC-11 が 234.9pptv、CFC-12 が 519.0pptv、CFC-113 が

71.9pptv であった。 

 

図 2-3-8 波照間島で観測された CFC-11、CFC-12 及び CFC-113 濃度の経年変化 
国立環境研究所波照間観測ステーションにおける観測結果。低温濃縮/ガスクロマトグラフ-質量分析計（全

自動）による毎時間観測データを基に、各月ごとに平均値±１σから外れるデータを省くステップを 2 度

繰り返してベースライン濃度を算出し、月平均値（白丸）とした。なお、観測数が不十分な月については欠

測としている。※口絵 IV 参照。口絵では、月平均濃度のみを表している。 
（出典）国立環境研究所環境計測研究センター／地球環境研究センター提供データ
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３－１－３．気象庁による観測結果 

岩手県大船渡市綾里における特定物質の大気中濃度の経年変化 

気象庁では、1990 年から岩手県大船渡市綾里において、CFC 等の観測を行っている。綾

里における CFC-11、CFC-12 及び CFC-113 濃度の経年変化を図 2-3-9 に示す。いずれも季

節変化はみられない。CFC-11 濃度は 1993～1994 年の約 270pptv をピークとして減少傾

向にある。CFC-12 濃度は、1993 年まで増加し、その後も緩やかに増加していたが、2005

年をピークに減少している。CFC-113 濃度は 2001 年頃までにごく緩やかな増加が止まり、

その後減少傾向がみられる。2016 年の年平均濃度は CFC-11 が 238pptv、CFC-12 が

518pptv、CFC-113 が 71pptv（いずれの値も速報値）であった。 

 

 

 
図 2-3-9 岩手県大船渡市綾里における大気中のクロロフルオロカーボン類濃度の経年変化 

綾里における大気中の CFC-11（上）、CFC-12（中）、CFC-113（下）の地上での月平均濃度（測定結果を

月平均したもの）の経年変化を示す。なお、データのない期間は、主に観測機器の更新や較正作業のため

の欠測である。また、観測精度を向上させるため、2003 年 9 月から放射線源を用いた電子捕獲型検出器

（ECD）を搭載したガスクロマトグラフを導入したことにより、観測濃度データのばらつきがそれ以前と

比較して少なくなっている。※口絵 IV 参照。口絵では、水色で表している。 
（出典）気象庁提供データ
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（参考）東日本大震災に伴うフロン等の大量排出 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、多くの建物や施設の被害により、建物内

で使用されていた特定物質を含む様々なハロカーボン類などが大気に排出された。実際、国

立環境研究所で実施している 2 地点（沖縄・波照間島、北海道・落石岬）でのハロカーボン

類のモニタリングのうち、落石岬での観測では、図 2-3-10b からも分かるように、地震発生

から 10 日間ほどの間に、CFC 類、HCFC 類、ならびに SF6の濃度に顕著な増加が認められ

る事例が観測された。流跡線解析の結果（図 2-3-10a）から、ハロカーボン濃度のスパイク的

な増加が観測された日には、震災被害が大きかった東日本の上空を通過した空気塊が落石岬

に到達していたと考えられることから、震災被害で大気に放出されたハロカーボン類を含ん

だ空気塊の影響が観測で捕らえられたと考えられている。また震災被災地に位置する気象庁

の綾里（震災直後から 2011 年 5 月 13 日までは観測は中断）においても、5 月の観測再開後

に CFC-11 について高い濃度現象が、震災で大きな被害を受けた太平洋沿岸の被災地のある

方向からの風を受けたときに顕著に観測されている。 

大気中のハロカーボン類のモニタリングデータと大気輸送モデルを利用した放出量の逆推

定法から、2011 年 3 月から 2012 年 2 月の 1 年間の国内排出量は例年の同時期に比べ 21～

91％増加、東日本大震災によるハロカーボン類の排出量は6.6Gg（ODP換算で1.3Gg、19.2Tg-

CO2相当の温室効果ガス放出に相当）と見積もられている。（Saito et al., 2015） 

 
図 2-3-10 国内における大気観測地点、空気塊の後方流跡線およびフロン等濃度の経時変化 

a) 国内の大気モニタリングステーション（落石岬、綾里、波照間島）の位置ならびに 2011 年

3 月 13 日から 14 日に落石岬上空 500m に到達した空気塊の 3 日間の後方流跡線。 
b) 2011 年 3 月に落石岬モニタリングステーションで観測された CFC-11、HCFC 類と SF6濃度

の経時変化。 
                                                  
 

震災発生から 2ヶ月が過ぎた 5月以降も CFC-11 の増加が観測されたことについて、CFC-11 はかつて

発泡剤として使用されており、建物の倒壊や震災廃棄物の処理過程における断熱材の破砕などに伴って、

建物などの断熱材中に気泡として閉じ込められていた CFC-11 が大気へ排出されたためではないかと考え

られている。 
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３－１－４．大学・国際機関による観測結果 

東京大学による観測結果 

我が国では、環境省が観測を開始する 10 年前の 1979 年から東京大学で、32 年間にわた

り観測が行われており、北海道と南極昭和基地で夏期と冬期に集中して金属製容器に採取

したバックグラウンド大気試料の精密定量分析データが蓄積されている。同観測は、2011

年 3 月の東京電力福島第一原子力発電所事故に東京大学が対応するため中断、中止された。 

 東京大学によって測定された特定物質のうち、CFC-11、CFC-12、CFC-113 及び 1,1,1-

トリクロロエタン（CH3CCl3）の、北海道及び南極昭和基地における大気中のバックグラウ

ンド濃度の経年変化を、図 2-3-11 に、それぞれ実線（N）及び破線（S）で示す。 

北半球中緯度の平均的な状況を代表する北海道において、1980 年代の年増加率は CFC-

11 及び CFC-12 が約 4%、CFC-113 が約 10%であったが、モントリオール議定書による国

際的な CFC の生産・消費の規制開始（1989 年 7 月）に伴って 1990 年以降これら CFC の

大気中濃度増加は鈍り、さらに先進国における CFC の全廃（1995 年末）を反映して、CFC-

11 は 1990 年代に入って、CFC-12 は 2000 年代後半で、非常に僅かずつ減少し始めた。 

 

 

図 2-3-11 北半球中緯度（北海道）及び南半球（南極昭和基地）における特定物質の 
大気中のバックグラウンド濃度の経年変化 

北半球中緯度（北海道：N）及び南半球（南極昭和基地：S）※口絵 IV 参照。 
（出典）東京大学提供データ 

 

南半球を代表する南極昭和基地では、1980 年代には CFC 類の主要な放出域である北半

球に約 1.5 年遅れて大気中濃度が増加した。世界的な放出規制に伴って次第に北半球での濃

度増加が鈍化すると、それに従って南半球でも濃度増加が小さくなり、さらに全廃に伴って

南北両半球間における濃度差がなくなりつつある。 
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大気中寿命が短い 1,1,1-トリクロロエタンについては、先進国が集中する北半球から南半

球に拡散する対流圏内でも分解されることから、南極では、1980年代には北半球より約30%

低い濃度で増加した。両半球の大気中濃度は、短寿命を反映して、国際的な規制が始まった

1993 年以降急速に減少し、特に 1997 年以降、指数関数的に減少している。 

これらハロカーボン類の使用量が北半球で圧倒的に多かった 1970 年代から 1990 年代前

半においては、北半球と南半球の大気中濃度には大きな差があったが、その後、その生産と

消費が国際的に規制された結果、南北両半球の大気中濃度に差はなくなり、近年は、日本に

おける北半球バックグラウンド濃度の測定結果からでもグローバル大気中濃度の動向を知

ることができるようになった。したがって東京大学のこれらの結果と、わが国の他機関によ

る北半球での近年の観測結果の傾向を合わせれば、30 数年間にわたるこれらのグローバル

な大気中濃度変動を知ることができる。 
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国際機関による観測結果 

「オゾン層破壊の科学アセスメント：2014」（WMO, 2014）では、世界各地で観測された

オゾン層破壊物質の地球規模の濃度がとりまとめられている。以下はその抜粋である。 

 

（a）CFC 

地球規模の CFC 濃度の経年変化を図 2-3-12 に示す。 

CFC-11、CFC-12、CFC-113 の大気中濃度は、それぞれ、1994～1995 年、2002～2003

年、1996～1997 年ごろに最大となって以降は減少傾向が続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-3-12 海外のネットワークで観測された CFC-12、CFC-11 及び CFC-113 の濃度変化 

各観測ネットワークによる観測結果。NOAA による観測結果を薄い灰色、AGAGE による観測結果を濃

い灰色で示している。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2014）より作成 
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（b）四塩化炭素及び 1,1,1-トリクロロエタン 

 地球規模の四塩化炭素と 1,1,1-トリクロロエタン濃度の経年変化を図 2-3-13 に示す。 

 四塩化炭素の濃度は 1990 年代初期に最大値となり、その後は着実に減少している。1,1,1-

トリクロロエタンの濃度は、1992 年頃に最大値となりなった後は着実に減少している。

2012 年の大気中濃度（約 5.4ppt）は最も濃度の高かった 1992 年ごろの濃度（約 130ppt）

の 4%程度のレベルである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-3-13 海外のネットワークで観測された四塩化炭素及び 1,1,1-トリクロロエタンの濃度変化 
各観測ネットワークによる観測結果。NOAA による観測結果を薄い灰色、AGAGE による観測結果を濃い

灰色で示している。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2014）より作成 

 

 

（c）ハロン 

地球規模のハロン-1211 とハロン-1301 の濃度の経年変化を図 2-3-14 に示す。 

ハロン-1211 の大気中濃度は、2005～2008 年にかけて初めて減少に転じた。ハロン-1301

の大気中濃度は 1990 年代前半に比べると増加傾向は鈍ったものの、2010 年以降もなお増

加傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 2-3-14 海外のネットワークで観測されたハロン-1211 及びハロン-1301 の濃度変化 

各観測ネットワークによる観測結果。NOAA による観測結果を薄い灰色、AGAGE による観測結果を濃い

灰色で示している。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2014）より作成
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（d） HCFC 

地球規模の HCFC 濃度の経年変化を図 2-3-15 に示す。 

HCFC-22、HCFC-141b、HCFC-142b の大気中濃度はいずれも増加している。HCFC-22

及び HCFC-142b の増加傾向は 2006～2010 年ごろに比べると 2010 年以降はやや鈍ってき

ている。一方、HCFC-141b では、増加傾向の鈍化は認められない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 2-3-15 海外のネットワークで観測された HCFC-22、HCFC-141b 及び HCFC-142b の濃度変化 
各観測ネットワークによる観測結果。NOAA による観測結果を薄い灰色、AGAGE による観測結果を濃い

灰色で示している。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2014）より作成 

 

（e） HFC-134a 

 HFC-134a は CFC-12 の代替として冷媒に用いられ、消費量が増加している。このため、

大気中濃度は顕著な増加傾向にあり、近年は毎年約 7～8%ずつ増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-3-16 海外のネットワークで観測された HFC-134a の濃度変化 
各観測ネットワークによる観測結果。NOAA による観測結果を◇、AGAGE による観測結果を実線で示

している。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2014）
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（f） 臭化メチル 

 臭化メチルの濃度は、2000 年以降、着実に減少しており、2010 年以降の濃度（約 7ppt）

は、減少傾向が認められる以前（1990 年代）の濃度（約 9ppt）に比べ、3/4 程度まで減少

している。（図 2-3-17）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-3-17 海外のネットワークで観測された臭化メチルの濃度変化 

各観測ネットワークによる観測結果。NOAA による観測結果を薄い灰色、AGAGE による観測結果を濃い

灰色で示している。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2014）より作成 
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３－２．日本の都市域における大気中濃度の状況 

特定物質等の大気中濃度の経年変化（川崎市） 

環境省では、1988 年以降、都市域における特定物質等の排出の状況を把握するため、川

崎市内において特定物質等の大気中濃度の連続測定を実施している。 

図 2-3-18 に、1991 年 3 月から 2015 年 2 月までの CFC-11、CFC-12、CFC-113、四塩

化炭素及び 1,1,1-トリクロロエタンの測定結果（CFC-113、四塩化炭素及び 1,1,1-トリクロ

ロエタンについては 2006 年 2 月まで）並びに 2006 年 3 月から 2015 年 2 月までの HCFC-

22、HCFC-141b、HCFC-142b、HFC-134a 及び臭化メチルの測定結果を示す。これらの図

は、月間の測定データの集計結果の経時変化を示しており、変動幅の大きさを示すため、中

央値に加え 80%値と 20%値についても記載してある。 

CFC-11、CFC-12、CFC-113、四塩化炭素及び 1,1,1-トリクロロエタンの大気中濃度は、

1990 年代には頻繁に高濃度が観測され、変動幅は大きく、平均濃度も北海道よりは高かっ

たが、いずれも次第に減少し、2000 年代以降、図 2-3-1 に示す北海道における大気中濃度

とほとんど変わらなくなってきている。この近年の変動幅の減少は、川崎周辺におけるこれ

ら物質の放出が著しく減少していることを示しており、日本における生産量等の削減及び

排出抑制等の結果と考えられる。 

一方、HCFC-22、HCFC-141b、HCFC-142b 及び HFC-134a は、2000 年代以降におい

ても頻繁に高濃度が検出されてきたが、最近では、その頻度も強度も低下しており、都市域

における放出量の減少を示しているものの、平均濃度は北海道より依然として高い。これら

の物質は冷媒や発泡剤の代替フロン類として多く使用され、機器装置類の中にも大量に存

在しており、都市域におけるそれらからの放出を反映していると考えられる。なお、北海道

において観測されるこれら物質のバックグラウンド濃度の増加は、川崎等の都市部におけ

る濃度変動に比較して数十分の一の変化である。したがって、バックグラウンド濃度の変化

を、高濃度の都市部における測定で検出することはできない。一方、グローバルな放出量の

変化は、北海道におけるバックグラウンド濃度の変化として、変動幅も小さく、かつゆっく

り現れるが、主要な発生源のある都市域における濃度変動には、日本における放出量の変化

が、速やかに、かつ顕著に現れる（大気中寿命に関係なく、例えば放出量が減少すれば、都

市域での大気中濃度は、変動幅が大きく減少し、平均濃度は次第にバックグラウンド濃度に

近づいて行く）。 

天然にも発生源のある臭化メチルでは、その濃度の値も変動も北海道に比較してそれほ

ど大きくはなく、都市部での放出は限定的と考えられる。 

なお、「フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査」について、2015 年度の調査から測定

装置等を変更した。（３－１－１（P87）を参照）。測定されたフロン等オゾン層影響微量ガ

スの濃度は、100ppt 程度の低濃度の標準ガスを利用して定量を行った。都市地域での測定

では、比較的高頻度（1 日に一回）に標準ガス測定を行っており、その過程で、臭化メチル

の標準ガス濃度が短期間で大きく減少することが判明した。そこで濃度保証がなされ、ガス

容器内での濃度減少も無視し得る濃度（1ppm）の標準ガスを用いて 100ppt 標準ガス容器

中の臭化メチル濃度の減少率を算出した。この減少率を用いて都市地域試料中の臭化メチ

ルの測定値について補正を行った。
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図 2-3-18 川崎市における特定物質等の月別濃度（中央値）の経年変化 
※2006 年 3 月から GC/MS を中心に構成した新装置による測定を開始した。 
※2015 年 10 月から新規システム導入に伴い GC/MS の条件を変更した。 
※80%値と 20%値は変動幅の大きさを示す。 
（出典）環境省 平成 17 年度フロン等オゾン層影響微量ガス監視調査 
      及び平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より
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図 2-3-18 川崎市における特定物質等の月別濃度（中央値）の経年変化（続き） 

※80%値と 20%値は変動幅の大きさを示す。 
（出典）環境省 平成 17 年度フロン等オゾン層影響微量ガス監視調査 
      及び平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より
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図 2-3-18 川崎市における特定物質等の月別濃度（中央値）の経年変化（続き） 
※2015 年 10 月から新規システム導入に伴い GC/MS の条件を変更した。 
※80%値と 20%値は変動幅の大きさを示す。 
（出典）環境省 平成 17 年度フロン等オゾン層影響微量ガス監視調査 

   及び平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より
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図 2-3-18 川崎市における特定物質等の月別濃度（中央値）の経年変化（続き） 
※2015 年 10 月から新規システム導入に伴い GC/MS の条件を変更した。 
※80%値と 20%値は変動幅の大きさを示す。 
（出典）環境省 平成 17 年度フロン等オゾン層影響微量ガス監視調査 

及び平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
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４．特定物質の大気中濃度の将来予測  

 

 オゾン層破壊物質の大気中濃度の将来予測については、「オゾン層破壊の科学アセスメン

ト：2014」（WMO,2014 及び 2015）に詳しく述べられている。 

図 2-4-1の左上の図は、オゾン層破壊の潜在的脅威を示す等価実効成層圏塩素量（EESC）

（詳細は第 1 部 3-1（b）（P15）脚注を参照）の経年変化を示す。等価実効成層圏塩素量は、

1990 年まで急速に増加してきたが、モントリオール議定書の規制によって 1990 年代以降

減少に転じた。等価実効成層圏塩素量の減少傾向は、21 世紀を通じて継続すると考えられ

るが、1980 年レベルにまで回復するには数十年かかると考えられる。 

 

 

図 2-4-1 大気中のオゾン層破壊物質の推移と将来予測 
（出典）Twenty Questions and Answers About the Ozone Layer: 2014 Update 

Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2015）より 
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CFC の将来予測 

CFC の生産と消費は既に、先進国では 1995 年末までに、途上国では 2009 年末までに全

廃されたが、CFC は大気中寿命が非常に長く、また冷凍・空調機器や断熱材にも多く使用

され大気中にゆっくりと放出されるので、今後、CFC の大気中濃度は極めてゆるやかに減

少していくと予測されている。 

HCFC の将来予測 

 モントリオール議定書では、生産・消費の規制スケジュールに従って削減が進められてい

るものの、当面の間 HCFC は使用されるため、HCFC-22、HCFC-141b、HCFC-142b の大

気中濃度は、引き続き増加すると考えられる。HCFC は、対流圏内で分解が進むので大気

中寿命が CFC より短く、CFC に比べるとオゾン層に対する影響（オゾン層破壊係数）は小

さい（詳細は表 2-1-1（P84）を参照）。 

2007 年 9 月のモントリオール議定書第 19 回締約国会議において、先進国での HCFC の

生産は 2019 年末までに、途上国においても 2029 年末までに原則全廃することで前倒しさ

れた。したがって、HCFC の大気中濃度は引き続き増加するが、今後 20～30 年でピークに

達し、その後減少すると予測されている。 

1,1,1-トリクロロエタンの将来予測 

 1,1,1-トリクロロエタンはオゾン層破壊物質のうち、これまでで最も削減されている。先

進国では 1996 年に生産と消費が中止され、途上国でも 2014 年末までに全廃された。途上

国での規制が達成でき次第、大気中から完全に除去されると見込まれている。 

ハロン類の将来予測 

 ハロン類は、先進国では 1994 年に、途上国では 2009 年末までに全廃となっているもの

の、消火機器中の多量のハロンがゆっくりと大気中に放出されるため、引き続き増加すると

考えられる。ハロンは大気中寿命も長いため、大気中濃度は今後も高水準が続くと考えられ

る。 

塩化メチルと臭化メチルの将来予測 

 塩化メチルと臭化メチルは、その多くが自然起源であるという点で、他のオゾン層破壊物

質とは異なっている。 

モントリオール議定書の規制対象となっていない塩化メチルの大気中の平均濃度は、自

然発生源に変化がなければ、今世紀を通して変化なく推移すると考えられる。 

 臭化メチルは、モントリオール議定書の規制対象となっており、近年、大気中の濃度は減

少しており、今後さらに規制により減少すると自然発生量に近づくが、その値は定かではな

い。 
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参考資料 

参考資料１．特定物質の特徴と用途 

CFC と HCFC 

（参考） フロンとは 

フロンとは、炭素、フッ素、塩素及び水素からなる化合物である。フロンという総称は日本のみで使

われ、CFC（クロロフルオロカーボン）とHCFC（ハイドロクロロフルオロカーボン）がある。また、

これらの代替物質として、オゾン層を破壊しないものの温室効果の高いHFC（ハイドロフルオロカーボ

ン）があり、特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回収・破壊

法）では、CFC、HCFC、HFCをあわせてフロン類と定義している。また、特定フロンとは、CFCのう

ち、モントリオール議定書附属書AグループIに定める5物質のことを指し、1996年に生産・消費が全廃

されている。 

 

フロンの特徴は、圧力を加えたり減らすことによって、常温で容易に気体から液体、液体

から気体に変化する点である。フロンは 1930 年に米国で電気冷蔵庫の冷媒として開発され

た。当時冷媒として使われていたアンモニアやクロロメタン（塩化メチル）などは可燃性や

腐食性などがあり、毒性も強かったため、フロンはそれに代わる物質として普及した。 

 また、比較的毒性が低いこと、不燃性であること、熱に対しても化学的にも安定で分解し

にくいことなどの性質から、エアコン等の冷媒、電子部品等の洗浄剤、建築用や冷凍冷蔵機

器の断熱材に使用される硬質ウレタンフォームなどの発泡剤、スプレーの噴射剤など、日常

生活の中で広く使用されてきた。 

日本では、オゾン層保護法によって CFC は 1995 年末までに生産が禁止され、HCFC は生

産量が段階的に削減されている。ただし、それ以前に製造され、製品中に残留して現在も使

用されているものも多い。 
 

表 2-資-1 フロンの主な用途 

 主な用途 
CFC-11 ビルの空調機等の冷媒、断熱材の発泡剤、ぜん息治療薬用噴霧吸入器の噴射剤 

CFC-12 
断熱材の発泡剤、業務用冷凍空調機器の冷媒、家庭用冷蔵庫の冷媒、飲料用自

動販売機の冷媒、カーエアコンの冷媒、ぜん息治療薬用噴霧吸入器の噴射剤 
CFC-13 冷媒、工業原料 
CFC-112 電子機器や精密機器の洗浄剤 
CFC-113 電子機器や精密機器の洗浄剤、工業原料 
CFC-114 ぜん息治療薬用噴霧吸入器の噴射剤、スプレー噴射剤、工業原料 
CFC-115 業務用冷凍空調機器の冷媒 
HCFC-21 工業原料 

HCFC-22 
断熱材の発泡剤、業務用冷凍空調機器の冷媒、飲料用自動販売機の冷媒、家庭

用ルームエアコンの冷媒、スプレー噴射剤、フッ素樹脂の製造用原料 
HCFC-123 大型冷凍機用の冷媒、工業原料 
HCFC-124 冷媒 
HCFC-133 工業原料 

HCFC-141b 断熱材の発泡剤、電子機器や精密機器の洗浄剤 
HCFC-142b 断熱材の発泡剤、工業原料 
HCFC-225 ドライクリーニング溶剤、電子部品などの精密部品の洗浄剤 

（出典）環境省 化学物質ファクトシート 2012 年度版より
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ハロン 

 炭素、フッ素、塩素及び水素の化合物であるフルオロカーボンのうち、塩素の一部が臭素

に置き換わったものがハロン類である。ハロン類は、1960 年代後半からアメリカにおいて

研究開発が進められ、1970 年にはガス系消火剤として実用化された。我が国では 1971 年

に消防法に基づく特例措置としてハロン類の使用が認められ、ハロン類の使用が急速に増

えた。ハロン 1301、ハロン 1211 はともに常温で気体であり、ハロン 2402 は常温で液体で

ある。いずれも消火剤として用いられるが、ハロン 1301 が最も多く使用されている。 

 ハロン類が急速に普及した主な理由は、消火後に物が汚れたり傷ついたりすることがな

く、電気絶縁性が問題となる施設でも使用できる長所があることや、消火能力にすぐれ、二

酸化炭素に比べて少量で消火できるため、ハロン類の貯蔵設備や容器を小型にできること

である。また、ハロン類は人体に影響を及ぼす濃度よりも低濃度で消火するため安全性が高

い点も普及した理由である。 

 このため、ハロン類を用いた消火設備は、地下駐車場、航空機や船舶、ライフライン等の

維持管理に必要なコンピュータ室や通信機器室、美術品展示室などの施設に広く採用され

てきた。 

日本では、オゾン層保護法によって、ハロン類の製造は原則として禁止されているが、そ

れ以前に製造されたものは現在でも使用されている。 

 代替物質の開発が進められているが、ハロン類に完全に代わる消火剤は現在も開発され

ていないため、ハロンバンク推進協議会（現「消防環境ネットワーク」）が 1993 年に設立

され、ハロン類の適正な管理と回収、リサイクルハロンの活用によって必要量の供給が行わ

れている。 

 

 四塩化炭素 

四塩化炭素は、炭素と塩素からなる有機化合物で、水に溶けにくく、常温では揮発性が高

い無色透明の液体である。不燃性であり、消火効果が高い薬剤として古くから知られ、19 世

紀後半には割れやすいガラス容器に四塩化炭素を入れて火災に投げ込む方法で消火に利用

されたり、20 世紀前半にはポンプ式消火器の消火剤にも使われていた。20 世紀後半に入っ

てからは、主にフロン類の製造原料として使われたり、溶剤、機械洗浄剤、殺虫剤の原料な

どとして利用されてきた。 

 日本では、オゾン層保護法によって、原則として製造が禁止されている。ただし、試験研

究や分析用などの特別な用途、又は他の化学物質の原料として使用するための四塩化炭素

の製造は認められている。また、製造が禁止される以前に製造されたものは、現在でも使用

されている。現在は、四塩化炭素のほとんどは、他のクロロカーボン、農薬、フッ素系ガス

などの原料として使われている他、試薬としてもわずかだが使われている。
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1,1,1-トリクロロエタン 

1,1,1-トリクロロエタン（別名メチルクロロホルム）は、塩素を含む有機化合物で、水に

溶けにくく、また常温では揮発性が高い無色透明の液体である。かつては電気・電子、輸送

機器、精密機器等、幅広い工業分野で金属洗浄用に使われていた。これは、金属洗浄用に多

用されていたトリクロロエチレンやテトラクロロエチレンの有害性が問題となったことか

ら、それらの代替品としての需要が増えたことによる。この他、ドライクリーニング用溶剤、

繊維のシミ抜き剤、また印刷工程で印刷製版を仕上げる際などにも使われていた。 

 日本では、オゾン層保護法で製造が禁止されている。ただし、試験研究や分析用などの特

別な用途、あるいは代替フロン（HCFC141b や HCFC142b など）など、他の化学物質の原

料として使用するための 1,1,1-トリクロロエタンの製造は認められている。また、それ以前

に製造されたものは、現在でも使用されている。 
 
HBFC 

 我が国での使用実態はない。 
 
ブロモクロロメタン 

 我が国での使用実態はない。 
 
臭化メチル 

臭化メチルは、常温で無色透明の気体で、畑やハウス栽培などで主に土壌用の殺虫剤とし

て利用される農薬の有効成分（原体）である。通常は加圧されて液化ガスとして貯蔵、輸送

される。液化臭化メチルは、加圧が解かれると速やかに揮発するが、空気より重いため、拡

散したり希釈されにくい。缶入りの液体臭化メチルは、畑地の農業用シートなどの下で缶を

開けて揮発させ、そのガスを土壌中に広がらせる。 

 対象となる作物は幅広く、スイカ、メロン、キュウリ、イチゴ、トマト、ピーマン、ショ

ウガや花き類などがあげられる。また、つる割病、立枯病、根腐病、青枯病、カビ、ウイル

スやセンチュウなど、広範囲の病害虫に対して殺虫・殺菌効果があるため、多用されてきた。

日本では、オゾン層保護法によって原則として 2005 年には臭化メチルの製造が禁止されて

いる。ただし、一部の農作物については技術的、経済的に代替が困難で、臭化メチルの使用

が不可欠であることから、2006 年以降も例外的に製造を認められてきたものの、2013 年に

はこれらの製造についても全廃している。 

 また、臭化メチルは、検疫用にも使われている。農作物の輸出入の際に病害虫が侵入した

り広まったりしないように、倉庫などに農作物を入れて消毒する。検疫と出荷前処理に用い

るための製造については規制の対象外となっている。 

 臭化メチルは自然発生源をもつ物質である。以前の研究では自然発生源は熱帯域に集中

しているとされていたが（WMO, 2011）、最近の研究では、熱帯植物が臭化メチルを放出す

るのと同じ程度吸収しており、熱帯域における臭化メチルの発生量を定量化するのは困難

であることが示されている（WMO, 2015）。なお、残りが人為起源の臭化メチルだが、これ

には例外的な使用分や検疫と出荷前処理に用いるための使用分が含まれている。人為起源

の臭化メチルの総量は、全臭化メチルの 20％程度を占める（WMO, 2015）。 



第 2部参考資料 

114 

（単位：pptv） 

参考資料２．北海道における特定物質等の平均濃度の経年変化 

 環境省調査により北海道（非汚染地域）で観測された特定物質等の平均濃度の経年変化は

表 2-資-2 のとおりであった。 

結果は各月の測定結果の平均値（平均値は原則として 6 試料の測定結果から求めた）で

ある。一部の物質について濃度を 3 桁まで表示したが、必ずしも有効数字を意味するもの

ではない。 

なお、それぞれの物質ごとの変化は本文中の図 2-3-1～図 2-3-7（P89～94）にてグラフ化

されている。 
 

表 2-資-2(1) 北海道における特定物質等の大気中のバックグラウンド濃度の経年変化 

試料 

採取時期 

CFC-11 CFC-12 CFC-113 CFC-114 CFC-115 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

偏差 偏差 偏差 偏差 偏差 

1989 年 1 月 258 4  486  3  69.8  2.2  15.2 0.42  5.32  0.07  

３月 259 2  487  4  69.6  2.4  15.2 0.29  5.81  0.13  

11 月 267 6  499  9  73.1  2.3  15.6 0.27  5.67  0.34  

1990 年 1 月 268 3  504  4  75.3  2.1  15.7 0.28  5.98  0.31  

３月 265 3  503  3  75.4  1.4  15.7 0.15  5.93  0.12  

10 月 277 6  509  2  79.0  0.7  15.7 0.11  6.17  0.28  

1991 年 1 月 277 4  510  2  78.6  1.1  15.8 0.12  6.23  0.49  

３月 277 3  511  4  80.8  1.3  15.8 0.39  6.26  0.33  

８月 275 2  516  5  80.0  1.0  15.7 0.13  6.40  0.04  

1992 年 1 月 279 5  520  3  83.8  1.2  15.9 0.31  6.59  0.24  

３月 280 2  519  5  84.7  1.7  16.1 0.15  6.53  0.11  

８月 283 4  525  2  87.0     - 16.0 0.11  7.14  0.37  

1993 年 1 月 284 6  530  3  84.6  0.8  15.9 0.18  7.02  0.20  

３月 277 2  526  6  85.5  1.2  16.0 0.31  7.13  0.14  

８月 277 2  529  3  84.8  0.8  16.0 0.12  7.17  0.30  

1994 年 1 月 282 3  537  5  86.1     - 16.1 0.26  7.58  0.37  

３月 279 6  534  3  86.3  0.9  16.2 0.37  7.51  0.40  

７月 279 7  539  4  85.5  1.7  16.1 0.28  7.57  0.24  

1995 年 1 月 279 2  541  5  86.2  1.5  16.0 0.21  7.61  0.23  

３月 278 3  543  4  86.0  2.0  16.2 0.39  7.67  0.19  

８月 275 4  543  5  86.2  1.4  16.0 0.24  7.76  0.11  

1996 年 1 月 275 1  541  4  84.5  1.2  16.2 0.19  7.89  0.09  

３月 275 2  541  4  85.4  1.1  16.2 0.19  8.04  0.29  

８月 278 3  542  4  84.4  2.1  16.1 0.23  8.04  0.18  

1997 年 1 月 274 1  549  3  84.9  1.6  16.3 0.13  8.38  0.08  

３月 274 2  548  3  84.1  0.6  16.2 0.24  8.32  0.07  

８月 276 3  552  6  84.5  1.2  16.1 0.36  8.33  0.03  

1998 年 1 月 270 3  548  4  84.6  0.7  16.2 0.12  8.27  0.39  

３月 269 1  547  4  84.6  0.4  16.3 0.25  8.56  0.12  

８月 273 4  552  2  83.6  1.1  16.3 0.21  8.64  0.19  

1999 年２月 269 3  546  1  82.6  0.9  16.1 0.17  8.36  0.29  

３月 269 3  548  4  83.4  2.1  16.1 0.26  8.56  0.48  

８月 271 4  547  3  83.3  0.7  16.2 0.26  8.55  0.13  

2000 年 1 月 263 2  551  4  82.7  1.4  16.2 0.10  8.48  0.13  

３月 266 3  550  2  82.9  1.3  16.2 0.15  8.58  0.25  

８月 268 2  551  2  81.3  0.6  16.1 0.10  8.44  0.10  

2001 年 1 月 268 2  551  4  82.4  0.7  16.2 0.15  8.56  0.22  

３月 266 2  549  3  82.5  0.7  16.2 0.10  8.48  0.16  

８月 267 1  549  2  81.4  0.7  16.1 0.21  8.65  0.17  

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
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表 2-資-2(1) 北海道における特定物質等の大気中のバックグラウンド濃度の経年変化（続き） 

試料 

採取時期 

CFC-11 CFC-12 CFC-113 CFC-114 CFC-115 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

偏差 偏差 偏差 偏差 偏差 

2002 年 1 月 265 1  550  2  80.5  0.5  16.2 0.25  8.72  0.16  

３月 264 1  550  2  80.8  0.2  16.0 0.17  8.70  0.12  

８月 264 1  551  1  80.8  1.1  16.1 0.19  8.79  0.22  

2003 年 1 月 262 1  551  4  79.6  0.7  16.2 0.19  8.83  0.23  

３月 261 2  549  2  80.6  0.5  16.2 0.14  8.79  0.25  

８月 259 1  554  2  79.7  0.2  16.1 0.15  8.90  0.20  

2004 年 1 月 259 2  550  2  79.3  0.4  16.0 0.08  8.82  0.23  

３月 259 1  550  3  79.7  0.4  16.1 0.06  8.87  0.19  

８月 258 1  548  4  79.4  0.4  15.9 0.18  8.85  0.24  

2005 年 1 月 258 1  549  1  78.8  0.5  15.9 0.23  8.86  0.16  

３月 259 1  549  1  79.0  0.4  16.1 0.08  8.87  0.23  

８月 256 1  549  2  78.9  0.3  16.1 0.10  8.89  0.13  

2006 年 1 月 256 1  548  2  78.3  0.3  16.1 0.10  8.93  0.11  

３月 256 1  549  1  78.7  0.6  16.0 0.04  8.92  0.08  

８月 254 1  549  3  78.1  0.5  16.0 0.20  8.92  0.13  

2007 年 1 月 256 2  549  4  76.4  0.4  16.2 0.12  8.91  0.08  

８月 256 2  545  2  76.1  0.6  15.8 0.25  9.02  0.11  

2008 年 1 月 253 1  544  2  77.1  0.5  15.9 0.31  9.09  0.16  

８月 250 2  544  3  76.4  0.2  16.0 0.10  8.96  0.08  

2009 年 1 月 249 1  543  2  77.2  0.2  16.1 0.10  8.90 0.07  

８月 247 1  539  1  76.3  0.3  16.0 0.12  8.96  0.17  

2010 年 1 月 248 1  539  1  76.3  0.5  16.0 0.04  8.96 0.10  

８月 246 1  537  1  75.4  0.3  16.0 0.19  8.96  0.09  

12 月 246 1  536  1  75.6  0.3  15.9 0.08  8.95  0.10  

2011 年８月 245 2  534  1  75.0  0.3  15.9 0.09  8.97  0.16  

12 月 244 2  535  2  74.9  0.2  15.9 0.08  8.90  0.08  

2012 年８月 242 1  531  1  74.3  0.4  15.9 0.04  8.95  0.14  

12 月 241 1  532  2  74.5  0.2  15.9 0.05  8.95  0.13  

2013 年８月 240 1  529  1  74.2  0.4  15.8 0.01  8.84  0.04  

12 月 239 1  528  3  73.8  0.4  15.8 0.06  8.86  0.13  

2014 年８月 238 2 526 2 73.8 0.2 15.8 0.06  8.91 0.14 

12 月 238 1 526 2 73.6 0.2 15.8 0.12  8.88 0.15 

2015 年８月 - - - - - - - - - - 

12 月 233 1 517 2 72.8 0.5 16.0 0.11 8.66 0.05 

2016 年８月 232 1 515 2 72.0 0.6 15.9 0.16 8.75 0.07 

12 月 232 1 514 1 70.8 0.5 15.9 0.23 8.70 0.10 

※2015 年 8 月のデータは分析時の測定装置配管からのコンタミネーションが考えられ、欠測扱いとした。 
※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 
※CFC-114 は異性体(CFC-114a)を含む濃度であり、1989～2014 年は、CFC-114 と CFC-114a（異性体）

を分離して測定した濃度の合計値である。測定方法が変更となった後の 2015 年は CFC-114 と CFC-114a
が分離されずに測定した濃度である。1989～2014 年の偏差は CFC-114 と CFC-114a それぞれの想定の標

準偏差を基に計算された値である。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
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表 2-資-2(2) 北海道における特定物質等の大気中のバックグラウンド濃度の経年変化 

 
試料 

採取時期 

ﾊﾛﾝ-1211 ﾊﾛﾝ-1301 ﾊﾛﾝ-2402 四塩化炭素 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 
濃度  標準 濃度 標準 濃度 標準 濃度  標準 濃度  標準 

 偏差 偏差 偏差  偏差  偏差 
1989 年 1 月 2.45 0.09 1.89 0.03 0.45 0.02 108 3 165 2 

３月 2.51 0.14 1.91 0.05 0.47 0.01 104 1 166 4 

11 月 2.72 0.07 2.04 0.10 0.46 0.01 114 4 178 13 

1990 年 1 月 2.73 0.04 2.06 0.06 0.47 0.03 112 5 176 6 

３月 2.76 0.01 2.14 0.02 0.48 0.02 106 1 175 2 

10 月 2.81 0.04 2.21 0.04 0.50 0.02 111 4 179 12 

1991 年 1 月 2.93 0.08 2.25 0.03 0.49 0.02 111 1 176 2 

３月 2.94 0.05 2.33 0.05 0.48 0.02 108 1 177 2 

８月 2.91 0.05 2.25 0.02 0.48 0.01 116 4 172 8 

1992 年 1 月 3.14 0.08 2.42 0.02 0.51 0.02 113 3 177 3 

３月 3.20 0.10 2.44 0.06 0.52 0.02 111 1 177 1 

８月 3.15 0.03 2.41 0.07 0.52 0.02 116 2 177 4 

1993 年 1 月 3.38 0.07 2.56 0.03 0.51 0.01 110 2 177 10 

３月 3.39 0.08 2.55 0.06 0.54     - 113 4 174 9 

８月 3.34 0.03 2.58 0.02 0.50 0.01 110 5 146 4 

1994 年 1 月 3.52 0.10 2.70 0.01 0.52 0.02 105 2 147 6 

３月 3.54 0.04 2.64 0.06 0.51 0.03 109 2 143 2 

７月 3.58 0.07 2.68 0.05 0.53 0.01 108 2 144 11 

1995 年 1 月 3.67 0.08 2.72 0.05 0.54 0.01 104 3 129 2 

３月 3.75 0.05 2.74 0.04 0.53 0.02 105 3 130 2 

８月 3.78 0.10 2.74 0.09 0.54     -    -    - 120 2 

1996 年 1 月 3.88 0.04 2.80 0.07 0.54     -    -    - 112 1 

３月 3.87 0.09 2.82 0.06 0.54 0.01    -    - 111 2 

８月 3.91 0.08 2.79 0.02 0.53 0.01 104 1 102 7 

1997 年 1 月 4.02 0.10 2.86 0.04 0.53   -    -    - 95.6  0.7 

３月 4.00 0.04 2.83 0.03 0.54   - 107 1 95.4  0.4 

８月 4.08 0.09 2.87 0.05 0.54 0.02 110 5 88.3  4.3 

1998 年 1 月 4.20 0.05 2.94 0.08 0.53    - 106 4 78.1  1.8 

３月 4.25 0.08 2.96 0.07 0.52 0.01 106 3 76.0  1.5 

８月 4.20 0.05 2.86 0.05 0.53 0.03 108 2 76.5  1.5 

1999 年 2 月 4.34 0.03 2.94 0.06    -     - 103 1 70.1  1.6 

３月 4.26 0.06 2.90 0.04 0.53 0.04 108 3 71.5  1.6 

８月 4.31 0.02 2.90 0.03 0.52 0.02 110 4 64.2  0.8 

2000 年 1 月 4.43 0.06 2.93 0.03 0.53 0.02 103 2 58.7  0.7 

３月 4.40 0.07 2.94 0.06 0.51 0.02 106 1 57.5  1.9 

８月 4.51 0.03 2.99 0.04 0.52 0.02 108 1 50.1  1.5 

2001 年 1 月 4.60 0.05 3.04 0.02 0.51 0.03 105 1 50.4  0.5 

３月 4.56 0.06 3.03 0.03 0.51 0.02 105 1 50.7  0.5 

８月 4.58 0.08 3.08 0.03 0.50 0.01 105 1 43.0  0.7 

2002 年 1 月 4.62 0.04 3.12 0.01 0.50 0.03 104 1 37.6  0.1 

３月 4.68 0.03 3.11 0.06 0.51 0.03 104 1 37.1  0.2 

８月 4.60 0.06 3.12 0.05 0.50 0.03 106 1 35.7  0.6 

2003 年 1 月 4.73 0.06 3.16 0.02 0.51 0.02 104 2 32.5  0.4 

３月 4.69 0.05 3.18 0.03 0.50 0.01 103 1 31.8  0.8 

８月 4.68 0.02 3.22 0.02 0.50 0.02 100 1 28.4  0.4 

2004 年 1 月 4.71 0.06 3.26 0.03 0.50 0.01 99.5 0.8 26.6  0.3 

３月 4.69 0.02 3.27 0.01 0.50 0.02 99.3 0.8 26.6  0.4 

８月 4.70 0.03 3.26 0.02 0.49 0.01 99.0 0.7 23.8  0.6 

2005 年 1 月 4.74 0.03 3.30 0.02 0.50 0.01 98.0 0.7 21.9  0.3 

３月 4.78 0.02 3.30 0.02 0.50 0.01 99.4 0.7 21.9  0.9 

８月 4.73 0.01 3.29 0.02 0.49 0.01 97.5 0.7 20.8  0.3 

2006 年 1 月 4.76 0.03 3.32 0.02 0.49 0.02 96.7 0.4 19.2  0.2 

３月 4.77 0.03 3.32 0.01 0.50 0.02 96.0 1.1 18.6  0.3 

８月 4.75 0.07 3.33 0.02 0.48 0.02 97.0 0.6 16.2  0.4 

※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より
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表 2-資-2(2) 北海道における特定物質等の大気中のバックグラウンド濃度の経年変化（続き） 

  
    ﾊﾛﾝ-1211     ﾊﾛﾝ-1301     ﾊﾛﾝ-2402   四塩化炭素  1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

試料採取時 濃度  標準 濃度 標準 濃度 標準 濃度  標準 濃度  標準  
 偏差 偏差 偏差  偏差  偏差 

2007 年 1 月 4.71 0.02 3.34 0.04 0.48 0.02 96.5 0.4 16.2  0.1 

８月 4.65 0.04 3.35 0.03 0.48 0.02 96.0 0.8 14.4  0.2 

2008 年 1 月 4.68 0.08 3.36 0.01 0.46 0.01 95.6 0.6 14.5  0.3 

８月 4.56 0.03 3.37 0.01 0.48 0.01 93.4 0.6 11.6  0.1 

2009 年 1 月 4.61 0.04 3.40 0.01 0.48 0.01 92.9 0.4 11.6 0.1 

８月 4.51 0.03 3.37 0.02 0.47 0.01 93.0 1.2 10.4  0.2 

2010 年 1 月 4.48 0.02 3.40 0.01 0.47 0.01 91.7 0.6 9.6 0.2 

８月 4.42 0.01 3.43 0.01 0.47 0.01 90.8 0.5 8.5  0.2 

12 月 4.43 0.01 3.44 0.02 0.47 0.01 90.6 0.8 8.2  0.1 

2011 年８月 4.36 0.02 3.51 0.02 0.46 0.01 90.3 0.7 6.8  0.2 

12 月 4.37 0.02 3.48 0.02 0.46 0.01 89.6 0.2 6.7  0.1 

2012 年８月 4.24 0.04 3.46 0.04 0.46  0.01 88.8 0.4 5.6  0.1 

12 月 4.22 0.01 3.46 0.02 0.45  0.01 88.9 1.0  5.5  0.1 

2013 年８月 4.14 0.02 3.50  0.02 0.45  0.01 88.7 0.9 4.8  0.1 

12 月 4.11 0.01 3.49 0.02 0.45  0.01 88.6 0.5 4.6  0.1 

2014 年８月 4.03 0.03 3.51 0.02 0.45 0.01 87.7 0.5 4.0 0.1 

12 月 4.02 0.02 3.52 0.03 0.45 0.01 87.3 0.8 3.8 0.1 

2015 年８月 - - - - - - - - - - 

12 月月 3.80 0.03 3.52 0.06 0.43 0.01 88.5 1.9 2.8 0.1 

2016 年８月 3.67 0.03 3.54 0.08 0.42 0.01 85.4 0.3 2.5 0.1 

12 月 3.55 0.08 3.49 0.03 0.42 0.01 86.5 1.0 2.4 0.1 

※2015 年 8 月の分析時の測定装置配管からのコンタミネーションが考えられ、欠測扱いとした。 
※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
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表 2-資-2(3) 北海道における特定物質等の大気中のバックグラウンド濃度の経年変化 

 

試料 

採取時期 

HCFC-22 HCFC-141b HCFC-142b 臭化ﾒﾁﾙ HFC-134a 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

偏差 偏差 偏差 偏差 偏差 

1992 年 8 月 111 2    -    - 4.54 0.75     -    -     -    - 

1993 年 1 月 112 6    -    - 5.35 0.37     -    -     -    - 

３月 114 7    -    - 5.37 0.44     -    -     -    - 

８月 114 5    -    - 6.27 0.70     -    -     -    - 

1994 年 1 月 120 5    -    - 7.00 0.54     -    -     -    - 

３月 121 2    -    - 6.61 0.27     -    -     -    - 

７月 120 3    -    - 7.45 1.05     -    -     -    - 

1995 年 1 月 123 4    -    - 7.78 0.68     -    -     -    - 

３月 124 2    -    - 7.68 0.38     -    -     -    - 

８月 125 4    -    - 8.52 0.64     -    -     -    - 

1996 年 1 月 128 3    -    - 8.94 0.96     -    -     -    - 

３月 127 5    -    - 9.60 0.43     -    -     -    - 

８月 133 5    -    - 9.94 0.86     -    -     -    - 

1997 年 1 月 134 3    -    - 9.88 0.40     -    -     -    - 

３月 133 5    -    - 10.0 1.1     -    -     -    - 

８月 137 3    -    - 10.4 2.1     -    -     -    - 

1998 年 1 月 136 2    -    - 11.2 0.6     -    -     -    - 

３月 138 3    -    - 10.8 1.1 11.2 0.5     -    - 

８月 142 3    -    - 11.6 0.6 11.7 0.6     -    - 

1999 年２月 150 2    -    - 12.0 0.4 11.2 0.6     -    - 

３月 150 2    -    - 12.2 0.6 10.6 0.0     -    - 

８月 149 7    -    - 11.5 0.4 10.4 0.7     -    - 

2000 年 1 月 150 3    -    - 13.2 0.4 9.4 0.4     -    - 

３月 150 1    -    - 12.8 1.1 9.5 0.8     -    - 

８月 153 2    -    - 13.4 0.6 10.0 0.6 17.0 0.4 

2001 年 1 月 157 2    -    - 14.4 0.3 9.2 0.4 20.1 1.0 

３月 158 2    -    - 14.1 0.6 10.2 0.9 19.5 1.2 

８月 157 3 17.2 0.5 14.1 0.2 9.4 1.0 21.3 0.6 

2002 年 1 月 158 2 17.7 0.4 15.3 0.5 9.5 0.5 24.1 1.0 

３月 158 2 18.1 0.3 15.4 0.5 8.9 0.3 24.4 1.3 

８月 163 2 19.0 0.3 15.2 0.6 10.0 0.6 25.8 0.4 

2003 年 1 月 166 1 18.6 0.1 15.4 0.6 9.5 0.1 29.4 0.8 

３月 163 1 19.1 0.2 15.9 0.6 9.5 0.3 28.9 2.0 

８月 168 3 20.2 0.7 15.5 0.6 9.6 0.8 30.7 1.0 

2004 年 1 月 168 1 20.0 0.6 15.9 0.4 10.3 0.6 32.3 1.1 

３月 169 1 20.0 0.4 16.5 0.3 9.6 0.5 33.1 0.6 

８月 171 2 19.6 0.2 16.6 0.2 9.4 0.4 34.8 1.4 

2005 年 1 月 174 2 19.6 0.1 16.4 0.1 9.4 0.4 36.9 1.0 

３月 174 1 20.1 0.8 16.6 0.2 9.8 0.3 37.5 1.2 

８月 179 3 20.2 0.3 17.1 0.3 10.2 0.4 40.0 1.5 

2006 年 1 月 179 2 20.2 0.1 17.4 0.2 9.1 0.2 41.8 1.0 

３月 183 1 20.4 0.3 17.2 0.3 9.5 0.2 43.5 1.4 

８月 186 2 20.8 0.6 17.6 0.4 9.5 0.2 44.8 0.8 

2007 年 1 月 190 2 21.0 0.5 18.4 0.2 9.4 0.4 46.8 0.9 

８月 200 2 22.3 2.0 20.3 0.5 9.8 0.7 50.5 0.4 

2008 年 1 月 198 3 20.7 0.5 19.7 0.2 9.4 0.5 51.8 1.6 

８月 203 4 22.1 1.3 20.2 0.7 8.7 0.7 54.4 1.3 

2009 年 1 月 204 4 21.6 0.6 21.1 0.2 8.7 0.3 56.9 0.4 

８月 205 1 21.6 0.1 20.7 0.5 8.9 0.9 57.4 0.7 

2010 年 1 月 206 1 22.1 0.4 21.4 0.3 8.3 0.2 59.7 1.4 

８月 212 1 22.6 0.4 22.4 0.4 9.1 0.3 65.0 0.9 

12 月 220 2 23.1 0.5 22.6 0.4 8.4 0.3 66.2 0.7 

※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より
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表 2-資-2(3) 北海道における特定物質等の大気中のバックグラウンド濃度の経年変化（続き） 

 

試料 

採取時期 

HCFC-22 HCFC-141b HCFC-142b 臭化ﾒﾁﾙ HFC-134a 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

濃度 
標準 

偏差 偏差 偏差 偏差 偏差 

2010 年 1 月 206 1 22.1 0.4 21.4 0.3 8.3 0.2 59.7 1.4 

８月 212 1 22.6 0.4 22.4 0.4 9.1 0.3 65.0 0.9 

12 月 220 2 23.1 0.5 22.6 0.4 8.4 0.3 66.2 0.7 

2011 年８月 236 2 25.1 0.5 23.2 0.7 10.8 0.8 71.2 0.6 

12 月 224 2 24.4 0.5 23.6 0.3 8.5 0.2 72.7 1.0  

2012 年８月 226 8 25.4 1.4 23.7  0.8 10.7 0.5 74.0 1.6 

12 月 229 2 25.9 0.4 23.6 0.2 8.6 0.3 76.4 0.8 

2013 年８月 233 2 26.2 0.4 24.2  0.2 9.3 0.3 78.8 0.5 

12 月 234 2 26.1 0.4 24.2 0.3 8.2 0.1 81.9 0.3 

2014 年８月 244 3 26.7 0.6 24.4 0.3 9.0 0.2 87.2 2.2 

12 月 236 1 26.6 0.3 24.4 0.4 7.7 0.2 89.5 1.3 

2015 年８月 - - - - - - - - - - 

12 月 257 4 26.3 0.5 23.7 0.2 7.4 0.3 94.8 1.7 

2016 年８月 254 3 26.2 0.2 23.1 0.2 9.0 0.8 96.4 0.8 

12 月 256 1 26.0 0.2 23.6 0.2 7.6 0.7 102 0.8 

※2015 年 8 月の分析時の測定装置配管からのコンタミネーションが考えられ、欠測扱いとした。 

※2015 年度の調査から測定装置、試料採取方法等を変更した。 

（出典）環境省 平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
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参考資料３．川崎における特定物質等の平均濃度の経年変化 

環境省調査により川崎（都市近郊）で観測された特定物質等の平均濃度の経年変化は表 2-

資-3 のとおりであった。なお、本文中の図 2-3-18（P105～108）には経年変化がグラフ化

されている。 

表 2-資-3 川崎市における特定物質等の大気中濃度 
対象物質 

調査期間 
CFC-11 CFC-12 

中央値 80%値 20%値 データ数 中央値 80%値 20%値 データ数 
1991 年 3 月～1992 年 2 月 0.42 0.57 0.35 3,880 0.72 1.0 0.59 3,905 
1992 年 3 月～1993 年 2 月 0.37 0.51 0.30 4,194 0.65 0.88 0.55 4,195 
1993 年 3 月～1994 年 2 月 0.32 0.39 0.29 4,297 0.56 0.76 0.54 4,296 
1994 年 3 月～1995 年 2 月 0.30 0.38 0.25 4,101 0.61 0.78 0.55 4,100 
1995 年 3 月～1996 年 2 月 0.30 0.37 0.27 4,024 0.59 0.67 0.55 4,015 
1996 年 3 月～1997 年 2 月 0.28 0.32 0.26 4,065 0.57 0.65 0.54 4,064 
1997 年 3 月～1998 年 2 月 0.28 0.30 0.26 3,718 0.60 0.72 0.54 3,727 
1998年 3月～1998年 12月 0.28 0.32 0.26 3,023 0.63 0.76 0.54 3,020 
1999 年 3 月～2000 年 2 月 0.29 0.32 0.27 4,159 0.60 0.70 0.57 4,159 
2000 年 3 月～2001 年 2 月 0.30 0.33 0.28 3,812 0.58 0.64 0.56 3,809 
2001 年 3 月～2002 年 2 月 0.29 0.32 0.28 4,220 0.62 0.68 0.58 4,219 
2002 年 3 月～2003 年 2 月 0.29 0.32 0.28 4,162 0.59 0.63 0.57 4,159 
2003 年 3 月～2004 年 2 月 0.28 0.31 0.27 4,304 0.58 0.61 0.56 4,304 
2004 年 3 月～2005 年 2 月 0.28 0.31 0.27 4,195 0.57 0.60 0.56 4,193 
2005 年 3 月～2006 年 2 月 0.28 0.30 0.27 4,012 0.57 0.58 0.55 4,009 
2006 年 3 月～2007 年 2 月 0.29 0.36 0.27 1,519 0.57 0.60 0.55 1,516 
2007 年 3 月～2008 年 2 月 0.31 0.33 0.28 1,474 0.59 0.63 0.56 1,467 
2008 年 3 月～2009 年 2 月 0.27 0.30 0.26 1,594 0.56 0.58 0.55 1,593 
2009 年 3 月～2010 年 2 月 0.26 0.27 0.25 1,640 0.55 0.57 0.54 1,642 
2010 年 3 月～2011 年 2 月 0.26 0.27 0.25 1,595 0.56 0.57 0.54 1,605 
2011 年 3 月～2012 年 2 月 0.25 0.27 0.24 1,517 0.55 0.56 0.53 1,511 
2012 年 3 月～2013 年 2 月 0.26 0.27 0.25 1,714 0.56 0.57 0.54 1,716 
2013 年 3 月～2014 年 2 月 0.25 0.25 0.24 1,734 0.54 0.55 0.53 1,735 
2014 年 3 月～2015 年 2 月 0.25 0.25 0.24 1,720 0.54 0.55 0.53 1,720 
2015 年 3 月～2016 年 2 月 0.24 0.25 0.24 1,158 0.52 0.52 0.50 1,158 
2016 年 3 月～2017 年 2 月 0.25 0.26 0.24 1,420 0.52 0.53 0.52 1,420 
 

対象物質 
調査期間 

CFC-113 1,1,1-トリクロロエタン 

中央値 80%値 20%値 データ数 中央値 80%値 20%値 データ数 

1991 年 3 月～1992 年 2 月 0.48 1.1 0.23 3,907 1.7 4.6 0.70 3,838 
1992 年 3 月～1993 年 2 月 0.27 0.62 0.15 4,192 1.0 2.5 0.47 4,140 
1993 年 3 月～1994 年 2 月 0.30 0.68 0.14 4,298 0.67 1.7 0.33 4,241 
1994 年 3 月～1995 年 2 月 0.16 0.31 0.11 4,098 0.44 1.1 0.23 3,955 
1995 年 3 月～1996 年 2 月 0.14 0.25 0.10 3,992 0.37 0.76 0.23 4,003 
1996 年 3 月～1997 年 2 月 0.11 0.18 0.10 4,060 0.24 0.50 0.16 4,070 
1997 年 3 月～1998 年 2 月 0.11 0.17 0.09 3,720 0.12 0.21 0.09 3,829 
1998年 3月～1998年 12月 0.10 0.15 0.08 3,021 0.09 0.14 0.08 3,021 
1999 年 3 月～2000 年 2 月 0.09 0.12 0.08 4,159 0.07 0.09 0.06 4,149 
2000 年 3 月～2001 年 2 月 0.09 0.10 0.08 3,813 0.06 0.07 0.05 3,822 
2001 年 3 月～2002 年 2 月 0.08 0.09 0.08 4,220 0.05 0.06 0.04 4,213 
2002 年 3 月～2003 年 2 月 0.08 0.09 0.08 4,153 0.04 0.05 0.04 4,171 
2003 年 3 月～2004 年 2 月 0.08 0.09 0.08 4,304 0.03 0.04 0.03 4,295 
2004 年 3 月～2005 年 2 月 0.08 0.08 0.08 4,194 0.03 0.03 0.02 4,229 
2005 年 3 月～2006 年 2 月 0.08 0.08 0.08 4,007 0.02 0.03 0.02 3,985 
※2015 年 10 月から新規システム導入に伴い GC/MS の条件を変更した。 
（出典）環境省 平成 17 年度フロン等オゾン層影響微量ガス監視調査 

及び平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より

（単位：ppb） 
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表 2-資-3 川崎市における特定物質等の大気中濃度（続き） 

（単位：ppb） 
対象物質 

調査期間 
四塩化炭素 

中央値 80%値 20%値 データ数 

1991 年 3 月～1992 年 2 月 0.16 0.21 0.14 3,831 
1992 年 3 月～1993 年 2 月 0.13 0.17 0.12 4,134 
1993 年 3 月～1994 年 2 月 0.13 0.15 0.12 4,231 
1994 年 3 月～1995 年 2 月 0.12 0.13 0.11 3,932 
1995 年 3 月～1996 年 2 月 0.12 0.13 0.11 4,008 
1996 年 3 月～1997 年 2 月 0.11 0.12 0.11 4,076 
1997 年 3 月～1998 年 2 月 0.11 0.12 0.11 3,835 
1998 年 3 月～1998 年 12 月 0.11 0.12 0.11 3,043 
1999 年 3 月～2000 年 2 月 0.11 0.11 0.11 4,149 
2000 年 3 月～2001 年 2 月 0.11 0.11 0.11 3,825 
2001 年 3 月～2002 年 2 月 0.10 0.11 0.10 4,214 
2002 年 3 月～2003 年 2 月 0.10 0.11 0.10 4,171 
2003 年 3 月～2004 年 2 月 0.10 0.11 0.10 4,297 
2004 年 3 月～2005 年 2 月 0.10 0.10 0.10 4,230 
2005 年 3 月～2006 年 2 月 0.10 0.10 0.10 3,989 

 

対象物質 
調査期間 

HCFC-22 HCFC-141b 

中央値 80%値 20%値 データ数 中央値 80%値 20%値 データ数 

2006 年 3 月～2007 年 2 月 0.65 1.1 0.42 1,519 0.075 0.14 0.047 1,519 
2007 年 3 月～2008 年 2 月 0.68 1.6 0.42 1,477 0.077 0.16 0.044 1,474 
2008 年 3 月～2009 年 2 月 0.49 0.94 0.32 1,594 0.059 0.12 0.036 1,594 
2009 年 3 月～2010 年 2 月 0.40 0.62 0.30 1,647 0.043 0.075 0.031 1,646 
2010 年 3 月～2011 年 2 月 0.39 0.61 0.30 1,607 0.042 0.066 0.031 1,605 
2011 年 3 月～2012 年 2 月 0.36 0.58 0.28 1,538 0.036 0.053 0.029 1,536 
2012 年 3 月～2013 年 2 月 0.35 0.52 0.29 1,717 0.037 0.052 0.031 1,717 
2013 年 3 月～2014 年 2 月 0.33 0.48 0.28 1,736 0.036 0.049 0.030 1,734 
2014 年 3 月～2015 年 2 月 0.35 0.48 0.29 1,720 0.036 0.048 0.031 1,720 
2015 年 3 月～2016 年 2 月 0.34 0.48 0.29 1,158 0.033 0.043 0.029 1,158 
2016 年 3 月～2017 年 2 月 0.33 0.42 0.29 1,420 0.035 0.044 0.030 1,420 

 
対象物質 

調査期間 
HCFC-142b 臭化メチル 

中央値 80%値 20%値 データ数 中央値 80%値 20%値 データ数 

2006 年 3 月～2007 年 2 月 0.028 0.037 0.022 1,519 0.022 0.035 0.015 1,519 
2007 年 3 月～2008 年 2 月 0.030 0.040 0.025 1,477 0.013 0.018 0.011 1,452 
2008 年 3 月～2009 年 2 月 0.031 0.043 0.025 1,594 0.013 0.017 0.011 1,594 
2009 年 3 月～2010 年 2 月 0.027 0.034 0.024 1,645 0.011 0.014 0.010 1,636 
2010 年 3 月～2011 年 2 月 0.030 0.037 0.026 1,607 0.011 0.015 0.010 1,607 
2011 年 3 月～2012 年 2 月 0.027 0.033 0.023 1,537 0.010 0.014 0.009 1,514 
2012 年 3 月～2013 年 2 月 0.026 0.032 0.024 1,717 0.011 0.014 0.009 1,693 
2013 年 3 月～2014 年 2 月 0.026 0.027 0.023 1,736 0.011 0.014 0.009 1,734 
2014 年 3 月～2015 年 2 月 0.026 0.030 0.024 1,720 0.010 0.012 0.008 1,720 
2015 年 3 月～2016 年 2 月 0.027 0.031 0.024 1,158 0.012 0.017 0.009 1,158 
2016 年 3 月～2017 年 2 月 0.027 0.031 0.025 1,420 0.010 0.013 0.009 1,420 
※2015 年 10 月から新規システム導入に伴い GC/MS の条件を変更した。 
（出典）環境省 平成 17 年度フロン等オゾン層影響微量ガス監視調査 

及び平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より
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表 2-資-3 川崎市における特定物質等の大気中濃度（続き） 

（単位：ppb） 
対象物質 

調査期間 
HFC-134a 

中央値 80%値 20%値 データ数 

2006 年 3 月～2007 年 2 月 0.090 0.28 0.042 1,519 
2007 年 3 月～2008 年 2 月 0.136 0.28 0.086 1,477 
2008 年 3 月～2009 年 2 月 0.111 0.21 0.078 1,594 
2009 年 3 月～2010 年 2 月 0.104 0.19 0.078 1,615 
2010 年 3 月～2011 年 2 月 0.108 0.18 0.082 1,599 
2011 年 3 月～2012 年 2 月 0.105 0.16 0.084 1,521 
2012 年 3 月～2013 年 2 月 0.116 0.16 0.084 1,717 
2013 年 3 月～2014 年 2 月 0.118 0.18 0.096 1,736 
2014 年 3 月～2015 年 2 月 0.124 0.18 0.102 1,720 
2015 年 3 月～2016 年 2 月 0.124 0.18 0.101 1,158 
2016 年 3 月～2017 年 2 月 0.138 0.20 0.115 1,419 

 
※2015 年 10 月から新規システム導入に伴い GC/MS の条件を変更した。 
3 月初日から翌年の 2 月末日（試料採取場所：川崎市）まで、1 日 12 回（2 時間ごと、2006 年 2 月まで）、

1 日 4～5 回（5 時間ごと、2006 年 3 月から）、試料採取を行って測定した結果を整理したもの。中央値は

N 個の測定値を濃度順に並べた 0.5×N 番目の測定値、80%値は濃度が低い方から 0.8×N 番目の測定値

（60%レンジの上端値）、20%値は濃度が低い方から 0.2×N 番目の測定値（60%レンジの下端値）。 

（出典）環境省 平成 17 年度フロン等オゾン層影響微量ガス監視調査 

及び平成 28 年度フロン等オゾン層影響微量ガス等監視調査より 
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参考資料４．波照間島における特定物質の平均濃度の経年変化 

国立環境研究所では、人為汚染の影響が少ない波照間島（沖縄県）と落石岬（北海道）に

おいて、特定物質を含むハロカーボン類の観測を行っている。このうち、波照間島における

CFC-11、CFC-12 及び CFC-113 について、各月のベースライン濃度を表 2-資-4 に示す。

なお、本文中の図 2-3-8（P95）では、これらの特定物質の経年変化がグラフ化されている。 

 

表 2-資-4 波照間島で観測された CFC-11、CFC-12、CFC-113 の月平均濃度 
                          （単位：ppt）                           （単位：ppt） 

 CFC-11 CFC-12 CFC-13   CFC-11 CFC-12 CFC-13 
2004 年 5 月 255.2 541.6 80.1  2008 年 1 月 248.2 541.2 78.2 
2004 年 6 月 254.5 541.5 79.8  2008 年 2 月 248.1 540.6 78.3 
2004 年 7 月 252.5 540.6 79.8  2008 年 3 月 248.3 541.5 78.2 
2004 年 8 月 252.2 541.1 79.7  2008 年 4 月 248.2 541.5 78.1 
2004 年 9 月 253.1 540.9 79.6  2008 年 5 月 247.6 540.8 78.0 

2004 年 10 月 253.9 541.6 79.4  2008 年 6 月 246.2 539.8 77.6 
2004 年 11 月 253.4 542.0 79.3  2008 年 7 月 246.1 540.4 77.8 
2004 年 12 月 254.1 543.0 79.6  2008 年 8 月 246.4 541.5 77.7 

2005 年 1 月 253.5 541.7 79.1  2008 年 9 月 248.2  78.1 

2005 年 2 月 252.4 540.3 78.7  2008 年 10 月 248.3 539.1 78.1 
2005 年 3 月 252.3 540.1 78.7  2008 年 11 月 247.7 541.5 77.7 
2005 年 4 月 252.8 540.1 78.6  2008 年 12 月 246.9 542.5 77.8 
2005 年 5 月 252.1 541.1 78.8  2009 年 1 月 246.6 542.7 77.9 
2005 年 6 月 253.6 543.6 79.3  2009 年 2 月 246.5 542.7 77.9 
2005 年 7 月 253.1 543.2 79.4  2009 年 3 月 246.7 541.6 77.7 
2005 年 8 月 252.0 541.8 79.5  2009 年 4 月 246.4 541.5 77.6 
2005 年 9 月 253.0 544.8 79.5  2009 年 5 月 246.3 541.2 77.6 

2005 年 10 月 253.9 545.8 79.6  2009 年 6 月 244.7 540.8 77.5 
2005 年 11 月 253.0 543.9 79.0  2009 年 7 月 244.5 539.0 77.2 
2005 年 12 月 252.8 543.3 78.8  2009 年 8 月 245.0 540.0 77.2 

2006 年 1 月 252.7 543.2 78.9  2009 年 9 月 246.8 540.9 77.5 
2006 年 2 月 252.7 543.1 78.8  2009 年 10 月 246.6 540.9 77.3 
2006 年 3 月 252.3 542.6 78.8  2009 年 11 月 246.9 541.1 77.3 
2006 年 4 月 252.4 542.4 78.6  2009 年 12 月 246.0 541.2 76.8 
2006 年 5 月 251.3 541.8 78.3  2010 年 1 月 245.2 540.6 76.4 
2006 年 6 月 250.1 539.7 78.1  2010 年 2 月 244.8 540.7 76.4 
2006 年 7 月 249.0 540.1 78.2  2010 年 3 月 244.8 539.9 76.3 
2006 年 8 月 249.0 541.0 78.4  2010 年 4 月 245.0 540.3 76.4 
2006 年 9 月 249.0 543.2 78.5  2010 年 5 月 244.0 538.9 76.1 

2006 年 10 月 249.9 542.0 78.5  2010 年 6 月 242.4 536.6 75.6 
2006 年 11 月 249.7 542.3 78.4  2010 年 7 月 241.2 534.7 75.4 
2006 年 12 月 248.6 541.3 78.2  2010 年 8 月 241.7 535.9 75.6 

2007 年 1 月 248.8 541.0 78.2  2010 年 9 月 241.8 536.0 75.7 
2007 年 2 月 248.1 540.9 78.2  2010 年 10 月 242.9 536.1 75.6 
2007 年 3 月 249.0 542.3 78.4  2010 年 11 月 243.2 536.2 75.7 
2007 年 4 月 249.7 542.9 78.5  2010 年 12 月 243.6 536.2 75.8 
2007 年 5 月 248.8 543.5 78.4  2011 年 1 月 243.0 535.9 75.6 
2007 年 6 月 246.9 542.1 78.1  2011 年 2 月 242.8 535.7 75.6 
2007 年 7 月 246.3 541.2 77.8  2011 年 3 月 243.5 535.7 75.7 
2007 年 8 月 245.6 539.9 77.8  2011 年 4 月 243.5 535.4 75.6 
2007 年 9 月 246.4 540.3 77.8  2011 年 5 月 243.2 535.3 75.4 

2007 年 10 月 247.1 540.1 77.8  2011 年 6 月 239.9 532.6 75.0 
2007 年 11 月 247.3 539.4 77.8  2011 年 7 月 239.8 532.6 75.0 
2007 年 12 月 248.5 541.4 78.2  2011 年 8 月 239.8 531.7 75.0 

（出典）国立環境研究所環境計測研究センター／地球環境研究センター提供データ
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表 2-資-4 波照間島で観測された CFC-11、CFC-12、CFC-113 の月平均濃度（続き） 

 
                         （単位：ppt）                         （単位：ppt） 

 CFC-11 CFC-12 CFC-13   CFC-11 CFC-12 CFC-13 
2011 年 9 月 240.9 531.9 75.2  2015 年５月 237.1 522.0 72.7 

2011 年 10 月 241.1 532.1 75.2  2015 年６月    
2011 年 11 月 240.5 531.7 75.1  2015 年７月 236.0 519.9 72.3 
2011 年 12 月 241.5 532.0 74.8  2015 年８月 236.0 521.0 72.4 
2012 年 1 月 242.0 532.3 75.2  2015 年９月 238.6 520.1 72.0 
2012 年 2 月     2015 年 10 月 235.3 518.8 72.2 
2012 年 3 月 242.2 533.7 75.3  2015 年 11 月 235.7 519.1 72.3 
2012 年 4 月 241.3 532.4 75.2  2015 年 12 月 236.5 518.2 71.6 
2012 年 5 月 238.9 531.2 74.9  2016 年 1 月 235.8 520.6 71.9 
2012 年 6 月  529.4 74.4  2016 年 2 月 235.3 519.1 72 
2012 年 7 月 238.3 528.9 74.5  2016 年 3 月 236.5 519.5 72.2 
2012 年 8 月 238.5 528.8 74.5  2016 年 4 月 235.3 519 72 
2012 年 9 月 239.5 529.8 74.6  2016 年 5 月 234.3 518.3 71.5 

2012 年 10 月 240.9 530.3 74.7  2016 年 6 月 233.6 519 71.3 
2012 年 11 月 242.3 530.6 74.7  2016 年 7 月 233 519.5 71.3 
2012 年 12 月 240.4 530.3 74.8  2016 年 8 月 234.1 519.4 71.9 
2013 年 1 月 239.8  530.3  74.8   2016 年 9 月 234.3 518.7 71.6 
2013 年 2 月 239.7  529.8  74.7   2016 年 10 月 234.8 518.8 71.9 
2013 年 3 月 240.3  529.6  74.6   2016 年 11 月 235.2 518.3 72.4 
2013 年 4 月 240.5  529.4  74.6   2016 年 12 月 236.1 517.8 72.2 
2013 年 5 月 239.8  528.0  74.3       
2013 年 6 月 239.0  527.3  74.1       
2013 年 7 月 237.5  526.6  73.8       
2013 年 8 月         
2013 年 9 月 238.7  526.0  73.9       

2013 年 10 月 239.4  525.2  73.7       
2013 年 11 月 240.6  525.8  74.0       
2013 年 12 月 239.7  525.6  74.0       
2014 年 1 月 238.7 525.3 73.8      
2014 年 2 月 238.6 525.4 73.7      
2014 年 3 月  524.6 73.7      
2014 年 4 月  525.1 73.8      
2014 年 5 月  526.5 74.2      
2014 年 6 月 235.5 522.4 72.7      
2014 年 7 月 235.6 522.6 73.0      
2014 年 8 月 235.9 522.6 73.0      
2014 年 9 月 236.8 522.8 73.1      

2014 年 10 月 239.3 523 73.3      
2014 年 11 月 238.4 522.6 73.1      
2014 年 12 月 238.9 523.4 73.1      
2015 年 1 月 239.5 523.4 73.1      
2015 年２月         
2015 年３月 237.4 522.5 72.8      
2015 年４月 238.3 522.6 72.9      

 
国立環境研究所波照間観測ステーションにおける観測結果。低温濃縮/ガスクロマトグラフ-質量分析計（全

自動）による毎時間観測データを基に、各月ごとに平均値±１σから外れるデータを省くステップを 2 度

繰り返してベースライン濃度を算出し、その月平均値を求めた。なお、観測数が不十分な月については欠

測としている。 

（出典）国立環境研究所環境計測研究センター／地球環境研究センター提供データ 
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参考資料５．都道府県・政令指定都市のオゾン層破壊物質等の観測状況 

表 2-資-5 都道府県・政令指定都市におけるオゾン層破壊物質等の観測の状況(平成 29 年度) 

北海道 
CFC-11,CFC-12,CFC-113,CFC-114,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ, 

HCFC-22,HCFC-123,HCFC-142 b,HCFC-225ca,HCFC-225cb,臭化メチル, 

岩手県 
CFC-11,CFC-12,CFC-113,CFC-114,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ, 

HCFC-22,HCFC-123,HCFC-141 b,HCFC-142 b,HCFC-225,臭化メチル 

茨城県 
CFC-11,CFC-12,CFC-113,四塩化炭素,HCFC-21,HCFC-22, 

HCFC-123,HCFC-141b,HCFC-142b,HCFC-225ca,HCFC-225cb 

群馬県 
CFC-11,CFC-12,CFC-113,CFC-114,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ, 

HCFC-22,HCFC-123,HCFC-141b,HCFC-142b,HCFC-225ca,HCFC-225cb 

埼玉県 
CFC-11,CFC-12,CFC-113,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ, 

HCFC-22,HCFC-141b,HCFC-142b 

千葉県 CFC-11,CFC-113,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

東京都 
CFC-12,CFC-114,CFC-131,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,HCFC-22, 

HCFC-123,HCFC-141b,HCFC142b,HCFC-225ca,HCFC-225cb,臭化メチル 

山梨県 CFC-11,CFC-12,CFC-113,CFC-114,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,四塩化炭素 

長野県 HCFC-22,HCFC-123,HCFC-141b,HCFC-142b,HCFC-225ca,HFC-134a 

愛知県 
CFC-11,CFC-12,CFC-113,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ, 

HCFC-22,HCFC-141b,HFC-134a 

奈良県 1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,四塩化炭素 

山口県 CFC-11,CFC-12,CFC-113 

徳島県 四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

香川県 CFC-11,CFC-12,CFC-113,HCFC-22,HFC134a 

福岡県 CFC-11,CFC-12,CFC-113,CFC-114,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ,臭化メチル 

沖縄県 CFC-11,CFC-12,CFC-113,CFC-114,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

札幌市 CFC-11,CFC-12,CFC-113 

千葉市 CFC-11,CFC-12,CFC-113,CFC-114,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

横浜市 CFC-11,CFC-12,CFC-113,CFC-114,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 

川崎市 
CFC-11,CFC-12,CFC-113,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ, 

HCFC-22,HCFC-141b,HCFC-142b,HFC-134a 

広島市 

CFC-11,CFC-12,CFC-113,CFC-114,四塩化炭素,1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ, 

HCFC-22,HCFC-123,HCFC-141b,HCFC-142b,HCFC-225ca, 

HCFC-225cb,ﾌﾞﾛﾓﾒﾀﾝ,HFC-134a 

福岡市 CFC-11,CFC-12,CFC-113 
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参考資料６．成層圏における特定物質の分布状況 

1981 年以降、東京大学等により岩手県三陸の宇宙科学研究所（現、宇宙航空研究開発機

構）大気球観測所から揚げた大気球によって採取した成層圏大気について、様々な特定物質

の濃度の高度分布のデータが得られ、成層圏における分布と挙動が明らかにされている。 

そのうち、2000年の三陸上空におけるCFC-11、CFC-12、CFC-113、CFC-114の高度分

布を図2-資-1に示す。最も安定で分解しにくいCFC-114は、高度による変化は小さい。CFC-

12とCFC-113は紫外線に対する吸収係数が類似しており、上空で同じような割合で分解し

減少する。一方、CFC-11は吸収係数が大きいため成層圏に入ると最も分解しやすく、高度

による減衰が著しい（高度約 5 kmごとに1/10 に減少し、成層圏内の10 kmで99%が分解し

て成層圏内に塩素原子を放出していることを示している）。 

 
 

図 2-資-1 三陸上空における CFC-11、CFC-12、CFC-113 及び CFC-114 の高度分布 
（2000 年 8 月 28 日） 

（出典）東京大学提供データ 
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第３部 太陽紫外線の状況 
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１．太陽紫外線の概要 

１－１．太陽紫外線の概要 

紫外線は、波長によって紫外線A：UV-A（315～400nm）、紫外線B：UV-B（280～315nm）、

紫外線 C：UV-C（200～280nm）の 3 種類に分類される。一般的に、紫外線は波長が短い

ほど生物に対する有害作用が大きいが、UV-C は大気圏上部の酸素分子及び成層圏のオゾン

によって完全に吸収されてしまうため、オゾン量が多少減少しても地表面には到達せず、生

物に対して問題にはならない。また、UV-A の照射量はオゾン量の変化の影響をほとんど受

けない。 

UV-B については、最近の知見によれば、成層圏オゾンが 1%減少した場合、特定の太陽

高度角（23度）において、約 1.5%増加するという結果が得られている。UV-B は、核酸など

の重要な生体物質に損傷をもたらし、皮膚の光老化（シミやしわ）や皮膚がん発症率の増加、

さらに白内障発症率の増加、免疫抑制など人の健康に影響を与えるほか、陸域、水圏生態系

に悪影響を及ぼすことが懸念される（紫外線の変化による影響の詳細及び UNEP の環境影

響評価パネルの 2010 年報告書要約については第 3 部参考資料 1～5（P150～168）及び第

4 部巻末資料 3（P204～211）を参照）。 
 

１－２．紫外線の指標 

紫外線の強度 

地表に到達する紫外線の強度は、波長によって異なる。図 3-1-1 の上図に紫外線の大気圏

外（細線）及び晴天時の地表（太線）での波長別の強度を示す。大気圏外での強度に比べて

地表では、UV-A はわずかに、UV-B は大きく減衰している。UV-A がわずかに減衰してい

るのは、主に大気分子による散乱の影響によるもので、波長が短いほど散乱の影響は大きい。

UV-B が大きく減衰しているのは、主に成層圏オゾンの吸収によるものである。 
 

紅斑紫外線量 

紫外線の人体への影響度は波長によって異なる。紅斑紫外線は、人体に及ぼす影響を示す

ために、波長によって異なる影響度で重み付けして算出した紫外線量である。波長毎の人体

への相対影響度については、国際照明委員会（CIE）が定義した紅斑作用スペクトルが一般

的に用いられている。CIE 紅斑作用スペクトルは、人の皮膚に紅斑（赤い日焼け）を引き起

こす作用曲線である。図 3-1-1 の中図に CIE 紅斑作用スペクトルの相対影響度を示す（CIE

紅斑作用スペクトルの定義は式（１）参照）。UV-B 領域内の波長 280～300nm では相対影

響度が高く、同領域内の波長 300nm から UV-A 領域に入った 320nm にかけて急激に低く

なり、320nm 以上の波長では相対影響度はほとんど 0 となるが、波長別紫外線強度に CIE

紅斑作用スペクトルの相対影響度を乗じることにより算出される紅斑紫外線強度は、UV-B

領域を中心に UV-A 領域まで広く分布する（図 3-1-1 下図）。 
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この値を波長積分して得られるのが、紅斑紫外線量（下図網掛け部分の面積）である。紅

斑紫外線量は、波長別紫外線強度について相対影響度を考慮せずに単純に積分した UV-B 量

と比較すると、人の健康への影響の強さをより的確に反映した指標といえる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-1 波長別紫外線強度と紅斑紫外線強度の関係 
上図は波長別紫外線強度（細線：大気圏外、太線：地表）、中図は CIE 紅斑作用スペクトルの相対影響度、

下図は波長別紅斑紫外線強度。波長別紅斑紫外線強度を波長積分すると紅斑紫外線量（下図網掛け部分）

が得られる。（出典）気象庁 オゾン層観測報告：2010 より 
 

CIE 紅斑作用スペクトルの定義式・・・式（１） 

 

1.0     (250nm < λ < 298nm) 

Ser(λ)＝  100.094（298-λ）(298nm < λ < 328nm) 

100.015（139-λ）(328nm < λ < 400nm) 

 

Ser：CIE紅斑作用スペクトル 

λ：波長 

 
UV インデックス 

UV インデックスは、地上に到達する紫外線量のレベルをわかりやすく表す指標として、

WHO（世界保健機関）が WMO（世界気象機関）、UNEP（国連環境計画）などと共同で開

発したもので、一般の人々に紫外線対策の必要性を意識啓発することを狙っている。UV イ

ンデックスは、上述の紅斑紫外線量を日常生活で使いやすい簡単な数値とするために

25mW/m2を１として指標化したものである。
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（参考） 紫外線対策への UV インデックスの活用方法 

2002年7月に、WHO、WMO、UNEPなどは共同で、「UVインデックスの運用ガイド」を刊行し、UV
インデックスを活用した紫外線対策の実施を推奨している（WHO,2002）。我が国でも、2003年に環境

省から、紫外線対策の普及を目的として、保健師などを対象に「紫外線環境保健マニュアル」が刊行され

ている（2006年、2008年、2015年改訂）。 
UVインデックスは0から11＋の値で表され、さらに5つのカテゴリーに分けてカテゴリーごとの対処

法が示されている（表3-1-1）。参考に、国内3地域の7月の時刻別UVインデックスを図3-1-2に示す。時

刻別UVインデックスは月最大値の平均値で、天候等によっては例年この程度の値になる。札幌を除き、

正午を挟む数時間はUVインデックスが8（非常に強い）を超えていることがわかる。なお、口絵Vには、

日本付近の日最大UVインデックスの月別分布が掲載されているので、あわせて参考にされたい。 
 

表 3-1-1 UV インデックスに応じた紫外線対策 

UV ｲﾝﾃﾞｯｸｽ 強度 対策 

0～2 弱い 安心して戸外で過ごせる。 

3～5 中程度 
日中はできるだけ日陰を利用しよう。 
できるだけ、長袖シャツ、日焼け止めクリーム、帽子を利用しよう。 6～7 強い 

8～10 非常に強い 
日中の外出はできるだけ控えよう。 
必ず、長袖シャツ、日焼け止めクリーム、帽子を利用しよう。 11＋ 極端に強い 

※UVインデックスは観測値を四捨五入した値のためゼロも入る。 
（出典）Global solar UV index - A practical guide - 2002（WHO）より 
 

 
図 3-1-2 国内 3 地点における時刻別 UV インデックスの月最大値の 

累年（1994～2008 年） 平均値（７月） 
（出典）気象庁提供データ 

 

気象庁では、地域別に紫外線予測を行い、UVインデックスとして公開している。また、国立環境研究

所では、有害紫外線モニタリングネットワークの観測サイト22箇所のうち15箇所（うち2箇所は休止中）

の速報値をUVインデックスとして公開している。 
 
（紫外線に関する情報については下記のホームページにて一般に公開されている） 
環境省「紫外線環境保健マニュアル」（2006 年、2008 年、2015 年改訂） 
  https://www.env.go.jp/chemi/matsigaisen2015/full.pdf 
気象庁「紫外線情報分布図」（紫外線の予測分布図） http://www.jma.go.jp/jp/uv/ 
国立環境研究所「UVインデックス」  http://db.cger.nies.go.jp/gem/ozon/uv/uv_index/index.html 
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１－３．紫外線量の変動要因 

紫外線量は、太陽高度、オゾン全量、雲の状況、エアロゾル量、地表面の反射率などの変

化によって変動する。天気の変化は雲量の変化というかたちで紫外線量に影響を与える。海

抜高度の高いところでは、大気の層の厚さが薄くなることにより、紫外線量が増加する（＋

10～12%/1,000m）。また、大気汚染や霞といった現象は、地上における大気混濁度を地域的

に増加させ、紫外線量を減少させる要因となる。 
 
太陽高度とオゾン全量の変化による紫外線量の変化 

太陽高度は紫外線量に大きく影響し、太陽高度が高いほど一般に紫外線量は増加する。そ

のため、オゾン量や雲など、他の条件が同じなら、紫外線量は 1 日の中では正午頃、1 年の

中では夏至前後に最大となり、また国内では緯度の低い地方ほど多い。  

なお、太陽高度が同一だとすると、オゾン全量が増加するほど紫外線はオゾンによる吸収

を強く受けて減少する。また、オゾン全量が同一のときには、太陽高度が低いほど、地表に

到達する紫外線はオゾン層を斜めに通過するため、オゾンによる吸収の影響を受けて大き

く減少する。 
 

紫外線の季節変動 

図 3-1-3 に、つくばで観測された全天日射量、UV インデックス及びオゾン全量の季節変

動を示す。全天日射量が 5 月に最大となっているのは、太陽高度が高く、晴天の日が多いた

めである。6 月は、太陽高度が 1 年のうちで最も高いものの、梅雨の影響があるため、全天

日射量はやや小さくなっている。全天日射量は 5 月に最大になるものの、UV インデックス

はオゾン全量の季節変動の影響を受け、全天日射量のピークよりも遅れて 7～8 月に最大に

なる。これは、中緯度のオゾン全量が春に最大になり、その後、秋に向かって徐々に減少し

ていくためである。 

なお、UV-A については図には示していないが、全天日射量とほぼ同じ季節変動が見られ

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-1-3 全天日射量と UV インデックスの季節変動 
つくばで観測された日積算全天日射量（破線）及び日最大 UV インデックス（実線）の月平均値の季節変

動。点線はオゾン全量の 1 年の変動を示す（統計期間：1994～2008 年）。 
（出典）気象庁 オゾン層観測報告：2010 より
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（参考）実効オゾン全量と紫外線量の関係 

「太陽高度とオゾン全量の変化による紫外線量の変化」の項で述べたように、地表面で観測される紫外線

量は太陽高度が高いほど増加し、オゾン全量が増加するほど減少する。ここで、オゾン全量と太陽高度の関

係について詳しく述べる。 
オゾン全量とは、地表面から真上（鉛直方向）の大気中に存在するオゾン量の全量を意味する。太陽紫外

線は、地表面に届くまでに大気中に存在するオゾンによる吸収によって、その強度は減少するため、大気中

に存在するオゾン量が多いほど紫外線量は少なくなる。一方、太陽光が地表面に届くまでに通過する大気層

の厚さは、太陽高度に依存し、太陽高度が高い場合の大気層の厚さは、太陽高度が低い場合に比べて薄い（太

陽光が大気中を通過する距離が短い）。そのため、オゾン全量が同じ場合でも、太陽高度が高いと太陽光が

通過する大気層が薄く、そこに存在するオゾン量が少ないため、太陽高度が低い場合に比べて地表面に届く

紫外線は強くなる。 
そこで、太陽高度を「大気路程」（太陽光が通過する大気層の厚さ）で表し、大気路程にオゾン全量を乗

じた「実効オゾン全量」という指標を用いることにより、オゾン全量が紫外線量に与える影響を、太陽高度

の影響を含めて評価がすることが可能となる。 
図 3-1-4 に、つくば上空のオゾン全量（TOMS 及び OMI データ）と正午（つくば南中時）の大気路程（大

気路程最小値）及び実効オゾン全量（大気路程×オゾン全量）を示した。オゾン全量が春季に高濃度を示し

た後、秋季にかけて減少し再び増加するのに対して、実効オゾン全量は太陽高度（大気路程）の影響を受け

て、7 月～8 月に最低、12 月に最高となる季節変化を示す。 

 
図 3-1-4 実効オゾン全量の特徴 

黒の点は 2007～2009 年のつくば局上空のオゾン全量（NASA 衛星データ）、黒太線はその 7
日間の移動平均を示す。破線はつくば局での大気路程の日最小値を表す（右縦軸：太陽が真上

（90°）にある時の大気路程を 1 とした時の相対比）。さらに、オゾン全量に大気路程を乗じた

ものが実効オゾン全量（正確には日代表値）で、灰色の点で示されている。灰色の太線は実効オ

ゾン全量の 7 日間移動平均値を表す。（出典）国立環境研究所提供データ 
 

図 3-1-5 に、有害紫外線モニタリングネットワークの一環で国立環境研究所が実施する 4 観測局（陸別

（北海道）、落石（北海道）、つくば（茨城県）、波照間（沖縄県））における実効オゾン全量と紫外線（UV-
B）の変化を示した。この図からは、地区、季節を問わず、実効オゾン全量と UV-B 量がきれいな逆相関を

示していることが分かる。紫外線の季節変動は、実効オゾン全量を用いることにより明瞭に説明が可能とな

る。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1-5 実効オゾン全量と UV-B 量の推移（2000～2009 年） 
灰色の点（左縦軸）はUV-B量の日積算値、黒点（右縦軸）は実効オゾン全量である。オゾ

ン全量は衛星データを使った。（出典）国立環境研究所提供データ 
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雲による影響 

雲は太陽光を遮るため、雲量や雲の状態、すなわち天気の変化は紫外線量を顕著に変動さ

せる。図 3-1-6 に、快晴の日の UV インデックスを基準とした、天気ごとの UV インデック

スの相対的な割合を示す。これによると、晴、薄曇（全天が主に上層の薄い雲で覆われて薄日

が射している状態）、曇（全天が厚い雲で覆われている状態）、雨と天気が変化するにつれ、

快晴の場合に比べて UV インデックスは減少していく。雨が降っている場合には、快晴時

の 2～4 割まで減少する。 

なお、エアロゾルは太陽光を散乱することによって紫外線を減少させるが、雲は太陽光を

散乱することによって、局地的に紫外線を増加させる場合がある。例えば、太陽に雲がかか

っておらず、かつ太陽の近くに積雲が点在しているような場合には、散乱成分が多くなるの

で、快晴時に比べて 25%を超える紫外線の強度の増加が観測されることがある（Estupinan 

et al.,1996）。これまでに国内で観測された紅斑紫外線量の時別値が最大値となった事例（表

3-1-2）をみてみると、全ての事例で上空の雲による太陽光の散乱により紫外線強度が増加し

たと見られる事例であった。 

 
図 3-1-6 天気と UV インデックスの目安 

快晴時に観測されたUVインデックスを基準とし、天気毎のUVインデックスの相対的な比を示す。札幌、

つくば、鹿児島、那覇の1997～2003年のデータを用いて算出した。なお、「快晴」は雲量0～1、「晴れ」は

雲量2～8、「曇」「薄曇」は雲量9～10であって、降水現象がない状態を示す。このうち、「薄曇」は上層の

雲が中・下層の雲より多い状態をいう。ばらつきの範囲（平均値±標準偏差）を縦線で示す。（出典）気象

庁ホームページ http://www.data.jma.go.jp/gmd/env/uvhp/3-73uvindex_mini.html 
 

表 3-1-2 これまでに観測された最大の紅斑紫外線量 

項目 
観測地点 

札幌 つくば 鹿児島 那覇 南極昭和基地 

時別値(mW/m2) 244 276 327 349 318 

UV インデックス換算値 9.8  11.1  13.1  14.0  12.7  

観測日時（現地時間） 1997.7.27 12h 2009.8.1 11h 1996.6.28 13h 1996.8.5 13h 2015.12.1.11ｈ 

日積算値(kJ/m2) 5.55 5.90  7.09 6.63 8.83 

観測日 2013.6.13 2011.7.17 1996.6.28 2014.7.6 2015.12.12 

日積算値の月平均値

(kJ/m2) 
3.55 4.09 4.66  5.25 6.97 

観測月 2007.7 2004.7 2004.8 2014.7 1999.12 

 
※観測期間は、札幌及び那覇は 1991～2016 年、つくばは 1990～2016 年、鹿児島は 1991～2005 年 3
月、南極昭和基地は 1993～2016 年である。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より
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（参考）雲量による紫外線量の割合の変化 

「雲による影響」の項で、快晴、晴、薄曇、曇、雨と天気が変化するにつれ、UV インデックスが減

少していくことが示された。図 3-1-7 には、雲量別（0:快晴、5:晴れ、9:曇り）にオゾン全量と CIE 紅

斑紫外線量/全天日射量（比）の関係を示した。雲量が大きくなるにつれて CIE 紅斑紫外線量/全天日射

量（比）が大きくなることが示されている。これは、雲量が増えるに従い、全天日射量、UV-A 量、UV-
B 量は減少する（UV インデックスが小さくなる:図 3-1-6）が、全天日射量に占める CIE 紅斑紫外線量

の割合が高くなることを意味する。 

 

図 3-1-7 オゾン全量と CIE 紅斑紫外線量／全天日射量（比）の関係 
鹿児島で午後 3 時に観測されたオゾン全量と CIE 紅斑紫外線量／全天日射量（比）を示す。 

（出典）国立環境研究所提供データ 
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エアロゾルの影響 

エアロゾルは大気中に浮遊する直径 0.001～100μm 程度の固体若しくは液体の微粒子の

ことで、大気汚染物質等を起源とする硫酸エアロゾル、海水が風で巻上がってできる海塩粒

子、化石燃料等の燃焼によるすす、黄砂などがある。エアロゾルは紫外線を吸収・散乱する

ため、エアロゾル量が多いと地表に達する紫外線量は減少する。 

図 3-1-8 に、つくば市で快晴時に観測された UV インデックスの日変化と、大気中にエア

ロゾルが存在しないと仮定して、放射伝達モデルを用いて計算した UV インデックスの日

変化を示す。この日に観測された 9 時～15 時の UV インデックスは、エアロゾルがないと

した場合に比べ、17～20%小さくなることがわかる。この日は普段より比較的エアロゾルが

多い日だったが、顕著な黄砂の時などもっとエアロゾル量が多い場合には、UV インデック

スはさらに小さくなる。なお、エアロゾルが UV インデックスに及ぼす影響は、地域や季節

によって異なる。さらに、エアロゾル量は日々大きく変動し、また、エアロゾルの種類も様々

であるため、エアロゾルが紫外線量に及ぼす影響の大きさは一定ではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 3-1-8 エアロゾルの有無による紫外線量の違い 

つくば（高層気象台）で 2004 年 7 月 7 日に観測された毎時の UV インデックス（太線）と、同日のエア

ロゾルが全くないと仮定した場合の UV インデックスの推定値（細線）。 
（出典）気象庁 オゾン層観測報告：2010 より 
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２．太陽紫外線の観測の状況 

２－１．太陽紫外線の観測手法 

太陽紫外線の観測手法 

紫外線の測定方法には、物理測定法、化学測定法、生物測定法などがある。このうち、物

理測定法は、実時間測定が可能であり利便性が高い測定法である。 

物理量を測定する検出器には、オゾン全量観測にも用いられるブリュ－ワ分光光度計等

がある。ブリュ－ワ分光光度計は、紫外線の波長毎の光度（スペクトル強度）を測定できる

が、比較的高価である。この他、一定の波長域をまとめて測定する帯域型の紫外線検出器と

して、UV-B 領域、UV-A 領域の紫外線検出器や、日焼け効果の作用スペクトルや DNA の

吸収スペクトルに近い波長感度特性を持つ生物効果量を測定する紫外照射計がある。 

地上に到達する太陽光の中で波長 400nm 以下の紫外線はわずか数%であり、このうち

UV-B 領域の紫外線はさらに微量であるため、高精度の測定を長期にわたって維持するのは

相当難しいとされる。 

化学測定法、生物測定法は、それぞれ紫外線ばく露による化学反応、生物反応を利用した

もので、代表的なものとして前者ではポリスルフォン酸を使った紫外線検出器が、後者では

宗像らが開発した枯草菌を使った紫外線検出器があげられる。これら 2 つの方法は、実時

間測定ができないといった短所はあるものの、非常に小型で安価であり、個人ばく露量測定

等にも利用されている。 

また、間接的な方法として衛星による観測がある。衛星観測手法は、地上での測定が困難

な場所も含め、紫外線量の地理的な違いを評価する上で有用である。 

 

２－２．紫外線観測状況 

気象庁による観測 

気象庁では、1990 年 1 月からつくばにおいて、また、1991 年 1 月から札幌、鹿児島（2005

年 3 月で観測中止）、那覇において、ブリューワ分光光度計による波長別（290～325nm）

紫外線観測を実施している。 

また、オゾン減少の著しい南極域でも、昭和基地において 1991 年 2 月から観測を実施し

ている（1991～1994 年 1 月は試験観測）。各地点の UV-B 日積算値を求め、太陽紫外線が

天候（雲量）、オゾン全量、大気混濁度等によりどのような変化を受けているのか年次的解

析がなされている。 
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国立環境研究所等による観測 

国立環境研究所では、北海道陸別町において、北域成層圏総合モニタリングの一環として

ブリューワ分光光度計による UV-B の地上観測を実施している（1999 年 7 月～）。また、国

立環境研究所地球環境研究センター（CGER）が中心となって、全国の大学や研究機関等と

連携し、帯域型紫外照射計（UV-A 及び UV-B のそれぞれの帯域で測定）で連続観測を行う

「有害紫外線モニタリングネットワーク」が構築され、現在、18 機関 22 サイトが参加して

いる。2004 年 3 月から、UV インデックス（速報値）をインターネットで公開しており、

現在全国 22 箇所のうち 15 箇所（うち 2 箇所は休止中）のデータを公開している。 

 

国際的な観測網 

 有害紫外線観測網の確立のため、WMO は全球大気監視計画（GAW:Global Atmospheric 

Watch）に基づく地球規模の紫外日射観測網の運用を支援し、観測精度の維持・向上及び観

測資料の有効利用等を図ることを目的に、1989 年に紫外線に関する科学諮問部会

（SAG:Scientific Advisory Group）を設置し、世界オゾン・紫外線資料センター（WOUDC）

において紫外線データの収集と提供を行っている。 
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３．太陽紫外線の監視結果 

３－１．世界の太陽紫外線の状況 

（a）紫外線量の経年変化 

いくつかの大気の清浄な地域での観測によると、紫外線量は 1990 年代後半以降、オゾン

の増加に呼応して減少している。しかし、北半球中緯度のいくつかの観測点では、地表に到

達する紫外線は増加している。これらの増加はオゾンの減少だけでは説明できず、1990 年

代初めからのエアロゾルの光学的厚さ及び大気汚染の減少に起因しているほか、雲の減少

の影響も一部考えられる。長期変動解析に利用可能な地上観測データは少ないため、紫外線

の変化の地球規模の傾向とその原因を現時点で確定することは困難である。 

 図 3-3-1 に世界各地の 11 観測点における月平均紅斑紫外線量（正午 1 時間）の経年変化

を示した。1990 年代始めから 2000 年代半ばまでにかけての直線回帰で、南半球及び北極

の観測局で紫外線の減少傾向が示されたが、オゾン減少の緩和後（1998 年以降）に限って

みると、これらの地域ではオゾンの増加に対応した紫外線の減少はより顕著である。一方、

北半球中緯度では紫外線は増加している。しかしながら、紫外線の変化には観測上の不確

実性が含まれており、特に観測開始当初の不確実性は大きい。 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 3-3-1 世界各地における月平均紅斑紫外線量の長期変化 
世界各地の 11 観測点における月平均紅斑紫外線量（正午 1 時間）の経年変化。直線は傾向を示す。  
各図の右上の数値は統計的有意性を示す。★：99% ●：95% 無印：有意性なし 
（出典） Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006（WMO, 2007）より 
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図 3-3-1 世界各地における月平均紅斑紫外線量の長期変化（続き） 

世界各地の 11 観測点における月平均紅斑紫外線量（正午 1 時間）の経年変化。直線は傾向を示す。  
各図の右上の数値は統計的有意性を示す。★：99% ●：95% 無印：有意性なし 
（出典） Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006（WMO, 2007）より 
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図 3-3-2 にテッサロニキ（ギリシャ）の観測結果を示したが、観測開始（1990 年）から

紫外線量は一貫して増加している。また、2000 年以降、オゾン減少の緩和又はわずかな増

加に対応して紫外線の増加が小さくなる、又は、ほぼ一定になるといった傾向がみられる。

しかしながら、オゾンによる吸収を受けない波長（324nm）の紫外線の増加については、大

気透過度の増加以外では説明できない。事実、テッサロニキでは、エアロゾルの光学的厚さ

や SO2量が 1997 年以降減少しているといった報告や、大気（透）明度が 1980 年代後半以

降改善されているといった報告がある。同様に、オゾンの減少によっては説明できない紫外

線の増加が、ホーエンパイセンバーグ（ドイツ）でも観測されている。 

 
 

図 3-3-2 テッサロニキ（ギリシャ）におけるオゾン全量及び紫外線量の経年変化 
晴天時で太陽天頂角が 63°の条件による。直線は傾向を示す。  
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006（WMO, 2007）より 
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一方、前々回報告（UNEP-EEAP,2003）でオゾン全量の減少に対応した紫外線の増加が

示された南半球の測定点（ローダー（ニュージーランド））についてみると、1999～2006 年

にかけてオゾン全量の増加に呼応して UV インデックスの減少が見られる（図 3-3-3）。し

かしながら、その減少幅は、同地域でのオゾン全量の増加をもとに見積もった UV インデ

ックスの減少量を上回るもので、大気中のエアロゾルによる紫外線量の減衰効果が強まっ

た可能性がある。 

その他、帯域型紫外線計による観測で、1990～2000 年における UV-B の増加（平塚）、

1970 年代後半から 1990 年代後半にかけての紫外線の増加（モスクワ（ロシア））、1983～

2003 年にかけての紅斑紫外線量の増加（ノーショーピング（スウェーデン））などが報告さ

れている。これら紫外線量の増加は、オゾン全量の減少、雲の光学的厚さの減少、エアロゾ

ルの減少等に起因する大気透過度の増加によるものである。 

一方、衛星観測による地球規模の紫外線トレンド評価に関しては、1999 年の WMO の報

告以降、技術的な問題から新しい報告は行われておらず、今後の課題となっている。 

 
図 3-3-3 ローダー（ニュージーランド）における夏季のオゾン量と 

UV インデックスの長期変化 
シンボルは 12 月、1 月、2 月の紫外分光光度計による測定結果に基づく、平均オゾン量（黒）と正午の最

大 UV インデックス（最大 5 日間の平均）（灰色）を示す。実線は、衛星観測によるオゾン量に基づく夏季

の平均オゾン量とオゾン量から求められた UV インデックスを示す。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006（WMO, 2007）より
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（b）過去の紫外線データの再構築（モデルによる再現実験） 

紫外線による生物又は健康への影響が長期間のばく露に関係することから、過去の紫外

線量の変化を知ることは重要である。しかしながら、信頼できる紫外線観測データは 1980

年代後半以降に限られる。そのため、過去の紫外線トレンドを再現する様々な方法が提案さ

れてきた。観測されたデータの地球物理学的パラメータ（オゾン全量、全天日射量、冠雪等）

による統計的推測の他、放射伝達モデルに雲などの影響を組み合わせたハイブリッド法を

はじめ様々なモデルによる解析が行われている 

図 3-3-4 に最も長期間のモデル計算例（スイス）を示す。1926～2003 年までの間、明瞭

な経年変動とともに、1940 年代半ば、1960 年代前半及び 1990 年代にそれぞれ高い紫外線

量が示されている。モデルによると、1980 年代以前の紫外線の変動は雲量の変動に伴う日

射時間の変動によることが、一方、1990 年代の増加はオゾン全量の変動によることが示さ

れている。このほかにも、各地でモデルによる再現実験が多数行われている。再現実験から

得られた紫外線量の変動は、1990 年代及び 2000 年代の観測結果の変動と比較的一致して

いる。 

紫外線量の短期的な変動については、それぞれの地域による地球物理学的な要因による

攪乱を受けるが、全体としては地球規模の変動、例えばヨーロッパにおける 1970 年代半ば

の大気プロセスの変化及び北半球中緯度地域における 1990 年代のオゾン減少の影響が確

認されている。紫外線量は、最近 20 年間の増加傾向及びそれ以前の周期的な変化で特徴付

けられる。過去の変動の多くは雲量によって、また一部エアロゾルによって説明される。オ

ゾン変動は、1980 年代及び 90 年代に限って、紫外線量の増加に寄与している。 

 

図 3-3-4 1940～1969 年の平均値紫外線量からの偏差（スイス） 
上の図は 1940～1969 年の平均値紫外線量からの偏差を示し、下の図は紫外線量の変化に影響を与える割

合が示されている。（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2006（WMO, 2007）より 
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３－２．南極域の太陽紫外線の状況 

（a）2016 年の南極域における紫外線の状況 

南極昭和基地における紅斑紫外線量日積算値の 2016 年の月平均値は、1 月～4 月は 1994

～2008 年の平均値*よりも高く、特に 1 月は観測開始（1993 年）以来第３位の高い値とな

った。9 月、11～12 月は平均値と同程度であった。（図 3-3-7 右図） 

8 月から 12 月にかけての昭和基地における紅斑紫外線量日積算値の推移を、全天日射量

日積算値及びオゾン全量の推移とともに図 3-3-5 に示す。 

紅斑紫外線量日積算値は累年平均値と比較すると、8～9月は同程度で、11月は上旬に多

く中旬と下旬に少なく、12月は同程度かやや少なく推移した。紅斑紫外線量日積算値が多い

11～12月の推移は、オゾン全量の変動とよく対応した逆相関を示している。 

全天日射量日積算値の累年平均値は、極夜の明けた後の 8～12 月にかけて増加し、12 月

に最大となっている。これは、南中時の太陽高度が高くなり、日照時間が長くなるためであ

る。基本的には、紅斑紫外線量日積算値の平均値も全天日射量の季節変化に対応して傾向す

るが、紅斑紫外線量の平均値のピークは全天日射量が最大になるより半月ほど前の 11 月下

旬に見られる。これは、例年この時期が南極オゾンホールの解消期にあたり、オゾン全量（細

破線）が増加し、紫外線の吸収が日に日に強まるためである。 

 

 
図 3-3-5 南極昭和基地における紅斑紫外線量日積算値、オゾン全量、全天日射量日積算値の 

推移 （2016 年 8～12 月） 
実線は、紅斑紫外線量(CIE)日積算値、オゾン全量、全天日射量の観測値を示す。破線は、それぞれの日別

値を 1994～2008 年で平均した後、15 日移動平均をして求めた値を示す。なお、10 月はブリザードによる

観測休止、及び観測装置の障害により長期間欠測した。 

（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より

                                                  
 
* 第 3 部の 3-2（P144～145）及び 3-3（P146～148）における紅斑紫外線量日積算値、オゾン全量及び

全天日射量日積算値の「累年平均値」は、「1994 から 2008 年までの平均値」を示す。 
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（b）南極域紫外線の経年変化 

図 3-3-6 に南極昭和基地で紅斑紫外線量が多い時期である 11～1 月の 3 か月平均紅斑紫

外線量日積算値の 1993～2016 年までの推移を示す。この時期の紅斑紫外線量日積算値は、

南極オゾンホールの規模や消滅時期に大きく左右されているため、大きく変動しているが、

長期変化として、統計的に有意な増減はみられない。 

 
 

 

 

 
図 3-3-6 1993～2016 年までの南極昭和基地における 

11～1 月平均紅斑紫外線量日積算値の経年変化 
南極昭和基地において紅斑紫外線量の多い時期である 11～1 月の 3 か月平均した紅斑紫外線量日積算値。

2016 年のデータは 2016 年 11 月～2017 年 1 月の 3 か月平均値。1998 年は、観測測器の障害のため欠測。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より
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３－３．我が国の太陽紫外線の状況 

（a）2016 年の国内の月別紫外線の状況 

気象庁で観測している紅斑紫外線量日積算値の 216 年における月平均値を図 3-3-7 に示

す。2016 年の状況について、累年平均値（1994～2008 年までの平均値）からの差が平均値

算出期間の標準偏差以内のときを「並」、それより大きいときを「高い」、それより小さい

ときを「低い」と表す。 

札幌では、5～8 月にかけて変動が大きく、6 月は観測開始（1991 年）以来第 2 位の低い

値となり、8 月は観測開始以来第 2 位の高い値となった。つくばでは一年を通じて「並」で

あったが、5 月は「高く」なり観測開始（1990 年）以来第 4 位の高い値となった。また、

那覇では 1～6 月は概ね全体的に「並」であったが、7 月以降は「高い」月が多く見られる。

特に、月平均オゾン全量が最低値となった 10 月は、観測開始（1991 年）以来第 3 位の高

い値となり、また年間を通じて最も紅斑紫外線量が多い 7 月も観測開始以来第 4 位の高い

値となった。これらの特徴は、主に各地点の天候（雲量や日照時間など）やオゾン全量の状

況を反映したものである。 

なお、参考までに南極昭和基地の紅班紫外線量の日積算値を示した。 

 

 
 

図 3-3-7 2016 年における紅斑紫外線量日積算値の月平均値 
左側：国内 3 地点（札幌、つくば、那覇）における紅斑紫外線量日積算値の月平均値の推移。 
右側：南極昭和基地における紅斑紫外線量日積算値の月平均値の推移。 
●印は 2016 年の月平均値。実線は、1994～2008 年の月別累年平均値であり、縦線はその標準偏差である。 
ただし、南極昭和基地では極夜前後（5～7 月）は月別累年平均値を算出していない。また、10 月はブリザ

ードによる観測休止、及び観測機器の障害により欠測した。 

（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より
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（b）国内紫外線量の経年変化 

観測結果に基づく紫外線量の傾向 

国内で気象庁が観測を行っている 1990 年以降の紫外線量の長期変化をみるために、図 3-

3-8 に紅斑紫外線（CIE）量年積算値の経年変化を示す。地表に到達する紫外線量は、札幌、

つくば及び那覇 3 地点とも 1990 年代初めから統計学的に有意に増加しており、10 年あた

り増加率は札幌で 3.5％、つくばで 4.8％、那覇で 2.2％である。増加の特徴として、札幌で

は 1990 年代半ばから 2000 年代に増加している。つくばでは、1990 年代に増加がみられ、

また 2010 年以降は紅斑紫外線量が多い年が続いている。那覇では、1990 年代に増加傾向

がみられたが、2000 年以降目立った増加はみられない。 

地表に到達する紫外線量は上空のオゾン量、エアロゾル量、雲の状況などによって変化す

る。1990 年以降のオゾン量は、1990 年代初めに最も少なく、その後はほとんど変化がない

か、緩やかに増加している（詳細は図 1-3-18（P34）を参照）。このため、1990 年以降、

国内 3 地点の紫外線観測にみられる紫外線量の増加傾向をそのまま上空のオゾン全量の変

化に関連づけることはできない。なお、紫外線量の長期的な増加傾向には、天候とエアロゾ

ルの両者が寄与している可能性があるが、紫外線量の増加に対してそれぞれどの程度寄与

があるのか定量的には明らかではない。 

「オゾン破壊の環境影響アセスメント：2014」（UNEP, 2015）によれば、モントリオー

ル議定書の成功の結果、オゾン層破壊が軽減され、多くの地域における 1990 年代半ば以降

の紫外線の変化は、オゾンよりも他の要因の影響が大きくなっている。さらに北半球中緯度

のいくつかの地点では、雲量とエアロゾルの減少により紫外線が増加していることが報告

されている。国内のオゾン全量は 1990 年代半ば以降緩やかに増加していることから、国内

の紅斑紫外線量の増加も、雲量とエアロゾルの減少が原因として考えられる。 
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図 3-3-8 紅斑紫外線量年積算値の経年変化 
札幌、つくば、那覇における紅斑紫外線量年積算値の観測開始から 2016 年までの経年変化。年積算値は欠

測を考慮し、紅斑紫外線量日積算値の月平均値に各月の日数をかけた値を 12 か月積算して算出している。

●印は紅斑紫外線量の年積算値を示すが、○印となっている年は、年積算の計算に用いる月平均値の中に

1 か月の日別観測数が 20 日未満の月が含まれることを示す。統計的に有意（信頼度水準 95%）に増加して

いる札幌とつくばについて全期間の長期的な傾向を直線で示し、紅斑紫外線量の年積算値の増加率を図中

に示した。 
（出典）気象庁 オゾン層・紫外線の年のまとめ（2016 年）より
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４．太陽紫外線の将来予測 

紫外線量の予測 

UNEP の環境影響評価パネル（EEAP）の 2010 年報告書では、1980 年（オゾンホール

が顕著に現れ始めた年）を基準とした緯度帯ごとの紅斑紫外線量の予測結果を示している

（図 3-4-1）。これは、晴天時の正午における紅斑紫外線量年平均値の緯度帯ごとの平均の

予測であり、これによると、北半球中高緯度では 2020 年代までに 1980 年のレベルに戻る

と予測されている。その後遅れて、南半球で紫外線量が 1980 年レベルに戻ると見込まれる

が、南半球高緯度では 1980 年レベルに戻るのがさらに遅れる予測となっている。1980 年

レベルへ戻った後は、低緯度域を除き、紅斑紫外線量は減少する傾向が予測されている。 

なお、紅斑紫外線量が 1980 年レベルへ戻る時期にはモデルによって評価が異なること、

雲量、エアロゾル及び気候変化等の効果は考慮されていないことに注意が必要である。 

 

 
図 3-4-1 紅斑紫外線量の予測 

1960～2100 年までの紅斑紫外線量を緯度帯（北緯 60°～90°、北緯 30°～60°、南緯 30°～北緯 30°、

南緯 30°～60°及び南緯 60°～90°）ごとに平均し、5 年移動平均で示したもの。紅斑紫外線量は晴天時

の正午の値を年平均したものを利用。1980 年の値を基準とし、変化の割合（%）を示している。 
（出典）Environmental Effects of Ozone Depletion and Its Interactions with Climate Change: 2010 
Assessment（UNEP-EEAP, 2011）より  
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参考資料 

参考資料１．紫外線による人の健康への影響 

紫外線の皮膚への影響 

太陽紫外線は皮膚細胞内外の多種の物質に吸収され生物反応を惹起する。特に UV-B は

細胞遺伝子 DNA にシクロブタン型 2 量体（cyclobutane pyrimijine dimer:CPD）を生成す

ることで独特の傷を与え、遺伝子変異を誘発する。 

夏の正午ごろに太陽紫外線を 20～30 分も浴びると、数時間後から皮膚が赤くなり始める

ことがある。サンバーンの始まりである。赤くなるのは皮膚血流量の増加によるものだが、

その引き金は、主に UV-B による表皮角化細胞の遺伝子に生じた傷である。傷は速やかに

修復されるが、残存すると血管を拡張させる物質（プロスタグランディンや一酸化窒素）を

生成し、血流を増やす。皮膚が黒くなるサンタンもまた、少なくとも一部は遺伝子の傷が引

き金となっている。また、一度では皮膚が赤くならない少量の紫外線（夏の正午ごろの太陽

光線を約 10 分）を毎日続けて浴びると、1 週間後には皮膚は日焼けでうっすらと赤くなる。

その表皮角化細胞を調べると、遺伝子にたくさんの傷がついていることが確認されている。

さらに近年、サンバーンの原因として、RNA が UV-B を吸収して生じる miRNA が自然免

疫に関連する受容体（toll-like receptor）を介して、さらに、表皮角化細胞質のアミノ酸で

あるトリプトファンが UV-B を吸収して生じる物質が arylhydrocarbon 受容体（AhR）を

介して、また、AhR の構成成分の一つである pp60src が細胞膜受容体 EGFR を介して遺伝

子発現を変え、炎症を惹起することが明らかにされている。 

長年太陽紫外線を浴びる結果、20 歳を過ぎるとアジア人では、慢性障害として光老化と

呼ばれる皮膚症状が出始める。一方、波長の長い UV-A は UV-B に比較し CPD 生成は千分

の一程度であるが、皮膚の免疫抑制や光老化の原因となる。また、UV-B と UV-A は細胞膜

にも作用し、細胞の働きを変える。 

 

太陽紫外線を長年浴びて現れる光老化 

年を重ねると誰でも顔や手の甲にはシミやしわ、つまり光老化症状が目立ってくる。日本

人の場合、日焼けにより表皮にメラニンが生成され小麦色になるため、遮光効果が高まり、

その後の UV-B による遺伝子の傷 CPD 生成が少ないので皮膚がんになり難いと考えられて

いる。更に平均寿命が短かったこともあり、わが国では、1970 年中ごろまでは、紫外線の

皮膚への健康障害については、一般にはほとんど注意は払われていなかった。しかし、1980

年代に入りフロンガスによるオゾン層破壊がきっかけとなり、わが国でも紫外線が健康に

与える悪影響が注目され始めた。また、日本人でも皮膚がんの一歩手前の日光角化症と呼ば

れる前がん症が急速に増えてきた。 

1980 年代になると、南半球のオーストラリアでは、教育の場で子どもに太陽紫外線の有

害性を教え、紫外線から皮膚を守る方法を教え始めた。わが国でも 1980 年代中ごろを過ぎ
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ると、子供の紫外線対策にも注意が注がれ、1998 年には母子健康手帳から「日光浴」の項

目が削除された。時期を同じくして、紫外線の慢性ばく露による障害、光老化は防ぐことが

できる皮膚の老化症状であるとの立場から、わが国の皮膚科医師の間でも基礎・臨床研究が

盛んになり始め、シミやしわの治療が全国で広く行われるようになり今日に至っている。 

光老化症状でもシミが一番早く症状として表れる。早い人では 20 歳過ぎから顔や肩から

背中にかけて、強い日焼けを繰り返した皮膚にシミが出始める。しわは 30 歳ころから出始

め、皮膚の良性腫瘍（脂漏性角化症：顔など日光ばく露皮膚にできるいぼのようなざらざら

した米粒ほどの小さな、薄い褐色の皮疹）が 40 歳ころから出始める。光老化症状は小児期

から上手に紫外線と付き合えば発症を 60 歳から 80 歳頃まで遅くできる。高齢国家のわが

国では、子どもの紫外線対策をいっそう広める時期に来ていると皮膚科の専門家は考えて

いる。 

 

太陽紫外線による DNA 損傷と“A”のルール 

 遺伝子 DNA (deoxyribonucleic acid: DNA) は、糖とリン酸で作られた 2 本の鎖の間に、

丁度電車の線路の枕木のように、アデニン（adenine:A）とチミン(thymine:T)、グアニン

(guanine:G)とシトシン(cytosine:C)が手を結んで、線路を結び付けている。つまり 2 本の

線路は A-T と G-C の 2 種類の手のつなぎ方で作られている。細胞が分裂するときには、枕

木はすべて外され、２本の線路となる。１本の線路上の塩基が A なら、体側に T が、また、

C ならば体側に G が手をつなぎ、分裂前と同じ遺伝子配列の細胞が生まれる（図 3-資-1）。

UV-C と UV-B は 1 本の線路上に並ぶ C-C や C-T に効率よく吸収され、対側の鎖との手を

切って、隣同士で手をつなぎ C=C と C=T となる。これが紫外線による独特の傷で、シクロ

ブタン型 2 量体（cyclobutane pyrimidine dimer: CPD）と呼ばれている。皮膚細胞は、24

時間でこの傷の約半数を元通りに修復する仕組みを持っている。しかし、傷の数が多いと一

部の傷を残した状態で、細胞分裂の準備をしなくてはならない。たとえば、C=C の傷を残

して DNA 合成を始めると、C=C の対側に間違って挿入される可能性が 50%もある。これ

が、A のルールと呼ばれ、紫外線を浴び続ける表皮細胞の遺伝子に突然変異が生じる仕組み

と考えられている。どの遺伝子に変異が生じるかで、慢性障害としての光老化(シミ)は 20

歳過ぎから、また、皮膚腫瘍(良性、前がん症、悪性)が 40 歳ころから発生する。高齢社会

日本では、高齢者の若さと健康を維持するためには、小児期からの紫外線防御が極めて重要

と考えられる。 
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図 3-資-1 “A”のルール 

 

紫外線による免疫抑制のメカニズム 

皮膚は最外層にあり、外来物質や感染生物の侵入を阻止する重要な働きを持っている。紫

外線が皮膚の免疫反応を抑制することが発見されてから 30 年以上が過ぎ、近年その生物作

用についての新しい解釈が生まれている。 

紫外線による免疫抑制が発見された当初は、腫瘍発症をターゲットにした免疫抑制機構

が研究された。紫外線で生じたマウスの皮膚がんを同系統のマウス皮膚に移植すると免疫

反応により腫瘍が拒絶されるが、移植の数日前に紫外線を照射した皮膚に移植すると腫瘍

が成長する現象が報告された。その後、皮膚に塗布される化学物質に対するアレルギー反応

も UV-B の前照射で抑制されることが明らかにされた。 

これらの抑制反応は、紫外線を浴びたのち 10 日間以内の移植や皮膚塗布で起きたが、そ

れ以降では抑制は起きなかった。つまり、紫外線を浴びて 10 日を過ぎると免疫抑制効果は

消失していた。さらに紫外線量が少量の場合には、紫外線を浴びた皮膚に限局した抑制反応

を示し、大量では紫外線を浴びていない皮膚でも抑制反応が観察された。この抑制機構には、

表皮において免疫反応を担うランゲルハンス細胞の機能が障害され、免疫反応を抑制する

ように働くサプレッサーT 細胞が誘導されるためと説明されてきた。また、この反応の引き

金は、細胞遺伝子 DNA の傷、あるいは表皮に存在し免疫反応を抑制する働きを持つウロカ

ニン酸によるものと考えられ、表皮細胞の 90%以上を占める角化細胞から生成放出される

サイトカイン（細胞が作り出す物質で、作った細胞自身の他、多くは周りの細胞に働きかけ

てその働きを変える）の一つである免疫反応を抑制する作用を持った IL-10（インターロイ

“A”のルール

• 遺伝子を構成するDNAはAdenine(A：アデニン）, 
Guanine(G:グアニン), Cytosine（C:シトシン) と
Thymine(T：チミン)の4種の塩基である。

• 紫外線を浴びたDNAにはシクロブタン型２量体
(C-C, C-T, T-C, T-T)ができる。傷の修復前に
DNA合成が始まると、“C”の対側には “G”では
なく“A”が約５０％の確率で取り込まれる。これを
“A”のルールと呼ぶ。

• 細胞分裂が盛んな小児皮膚細胞では遺伝子

変異が起き易い

• 小児期の大量紫外線暴露は生涯での

皮膚がん罹患率を高める

Ａのルールが示唆するポイント
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キン-10）がリンパ球に働き、免疫抑制反応を誘導すると考えられてきた。 

その後研究が進み、現在では、角化細胞が発現するサイトカインの一種である RANKL

（receptor activator of NFkB ligand）が炎症反応時には増加し（UV-B 照射時にも増加す

る）、骨髄由来のランゲルハンス細胞のRANK（RANKLが結合するアンテナのようなもの）

を介してランゲルハンス細胞を刺激し、免疫反応を抑制させる働きを持つ IL-10 を生成放

出させるために、免疫反応が進まないように抑え込むリンパ球である抑制性 T 細胞（T-reg）

が増加し免疫抑制が起きると理解されている。 

 

紫外線による免疫抑制効果 

紫外線の免疫抑制効果で人の健康に与える影響として最も重要なのは感染症への影響で

ある。現在までに、細菌、真菌やウィルスの感染に対する紫外線の抑制効果が、小動物を用

いて広く研究され、紫外線で感染症は重症化し早期に死亡することが確認されている。しか

しながら、人を対象とした感染症を誘発させる研究は倫理的にできないため、疫学的研究が

主となってきた。その一つは、ヘルペスウィルスによる単純疱疹の再発が紫外線ばく露後に

好発すること、また、乳頭腫ウィルスによる皮膚がんの発症も紫外線ばく露部位に好発する

ことなどである。また、ワクチンの予防接種を施行する季節が抗体産生に与える影響の解析

から、紫外線ばく露により接触皮膚炎と自然免疫の主要因子である NK 細胞は抑制される

が、B 型肝炎ウィルスに対する抗体価には影響しなかったと報告されている。 

 紫外線による免疫抑制は皮膚の過剰な免疫反応であるアレルギー反応を抑制することか

ら、現在では本来人には必要な機構ではないかと考えられるようになってきている。紫外線

で誘導される抑制性 T 細胞（T-reg）は、体の免疫機構が自分の細胞や組織を攻撃する結果

生じる自己免疫反応の発症を抑制する働きがあることから、紫外線による皮膚の免疫抑制

は皮膚を介して常時起きる可能性がある物質に対する過剰反応を避けるために必要な機序

とも考えられる。 

また、紫外線による免疫抑制は、健康な人では何らの変化も生じない太陽光線で、皮膚に

異常な反応が起きる病気である光線過敏症に罹患しないための機序の可能性がある。日光

に当たる皮膚にかゆみのある皮疹が出る多型日光疹患者の場合は、6MED（皮膚がうっすら

と赤くなる最少紅斑量の 6 倍の UV-B 量）の大量照射により、表皮において免疫反応を担

う表皮ランゲルハンス細胞が減少しにくくなることに加え、皮膚に誘導される真皮の多核

白血球（RANKL を発現）の浸潤が少なくなることが免疫反応を抑制する働きをもつ IL-10

の不十分な発現につながり、アレルギー反応が起きやすいと考えられている。 

 

皮膚タイプによる紫外線による影響の違い 

色白で赤くなりやすいタイプの人は色黒で赤くなりにくいタイプの人に比べ、同量の紫

外線で 2 倍ほども免疫抑制を受けやすい。UV-B による遺伝子の傷も赤くなりやすい人はな

りにくい人に比べ 3 倍ほど多い。これらの結果は紫外線で赤くなりやすい人は赤くなりに

くい人に比べ、紫外線による皮膚がんに罹患しやすいことを示唆している。 
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紫外線による人体への悪影響と好影響 

紫外線による人の健康への悪影響としては、急性的な影響（日焼け、免疫抑制、角膜炎な

ど）と慢性的な影響（光老化、皮膚がん、白内障など）が指摘されている。一方で、日光を

浴びることで体内でビタミン D が合成される。図 3-資-2 には、①悪影響（浴びすぎ）の例

として日焼け（紅斑作用）と紫外線の関係と、②不十分な場合の例としてビタミン D 合成

阻害と紫外線の関係を 1 つの図に示した。 

 

 
図 3-資-2 UV インデックスと紫外線による影響の例（白人種）  

肌の色により皮膚への障害及びビタミン D 合成に必要な時間は異なる。図に示した曲線は白人種（1MED
（皮膚がうっすらと赤くなる最少紅斑量）＝25mJcm－2）についてのものであり、日本人を対象とした研究

ではないことに留意が必要である。なお、日本人の場合は、白人種に比べて一般に紫外線に対する感受性

が低い。時間は悪影響の出る時間、またはビタミン D 合成に必要な時間を示す。 
（出典）Environmental Effects of Ozone Depletion and Its Interactions with Climate Change: 2010 
Assessment（UNEP-EEAP, 2011）より 

 

ビタミン D は、小腸内でのカルシウムとリンの吸収を促進する生理作用や、カルシウム

とリンから骨を形成する（化骨）作用を有する。ビタミン D が極度に欠乏すると、発育期

ではクル病や手足の骨の湾曲などに、成人では骨軟化症につながると考えられている。現在

わが国で問題となっているのは、妊婦や新生児の母親のビタミン D 不足であり、このよう

な母親の母乳で育つと、小児の骨形成に異常が生じることである。 

紫外線 B を浴びた皮膚では、活性型ビタミン D3 が生成されるので、適度に日光を浴び

ていればビタミン D が欠乏することはない。日本では夏の快晴日の正午頃であれば、顔、

前腕、手背にわずか数分太陽光線を浴びれば、1 日に必要なビタミン D3 が合成される計算

である。しかし、知識として重要な点は、太陽紫外線 B を長時間浴びてもビタミン D は一

定量以上には、生成されない点である。たとえば、真夏の正午ごろ、30 分以上太陽光線を

浴びても、ビタミン D の前駆物質の 7-デハイドロコレステロールが、熱反応でルミステロ

ールなどビタミン D とは関係のない物質に転換されるため、ビタミン D が作り続けられる

ことはなく、一方では、皮膚細胞には有害な損傷が大量に生じ、皮膚にとってはマイナスと

なる。人間の体の仕組みは素晴らしい。ビタミン D は脂溶性で、体内で合成し過ぎたり、

体外から取り過ぎると、体の脂肪細胞にたまり、全身的な有害作用を引き起こす。そのため、

過剰には作らない仕組みを持っていると考えられる。なお、図 3-資-2 には、全身に紫外線
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を浴びた場合のビタミン D 合成に必要な時間を示したが、極端に紫外線ばく露量が少ない

とビタミン D 合成が阻害される。 

一方、図 3-資-2 に示すように、紫外線を浴び過ぎると日焼け（紅斑）を引き起こすこと

が示されている。 

皮膚への障害及びビタミン D 合成に必要な時間は紫外線の強さ（図 3-資-2 の UV インデ

ックス）に反比例する（ビタミン D 合成に関しては紫外線を浴びる皮膚の面積も関係する）

ほか、肌の色（スキンタイプ）に依存し、紫外線に対して感受性の高い人では悪影響のある

レベルに達する時間は短くなる。図に示した曲線は白人種についてのものであり、色の濃い

皮膚では 5 倍以上長くなるとされている（UNEP-EEAP, 2011）。 

また、紫外線ばく露による健康影響に関しては、ばく露時期も強く関係し、成人期以降の

暴露と比較して幼少期の暴露が特に健康に有害であることが指摘されている。 

 

UV-A の有害性 

1）免疫抑制等に対する UV-A の影響 

これまでオゾン層の減少が人の健康や地球の生態系に与える影響が盛んに研究されてき

た。太陽紫外線を浴びて数時間から数日後に起きる日焼けなどの皮膚の急性反応が注目さ

れ、基礎研究が進んだ。紫外線による免疫抑制反応もその一つであるが、UV-B が免疫抑制

の主役であり UV-A による免疫抑制に関しては、UV-A は UV-B による免疫抑制を阻止する

との報告もあり、研究者の間でも意見が分かれていた。しかし、近年 UV-A が、活性酸素を

介した細胞障害だけではなく、直接遺伝子に働き UV-B と同様の傷を遺伝子の DNA に誘発

し、皮膚発がんやシミの発症にも深く絡んでいる可能性が強く示唆され、さらに免疫抑制に

も強く関わることが明らかになってきた。 

さらに、UV-A は UV-B に比べ、地表に届く量は 40～60 倍も多く、冬でも夏の半分の量

は届いているし、皮膚の真皮の上層に 20%も到達する。窓ガラスを透過して入ってくるの

も UV-A である。太陽光線の免疫抑制効果を地表に届く紫外線量を考慮し評価すると我々

の皮膚の免疫抑制には UV-A が UV-B よりも強く関与していることを示す研究成果が最近

報告されている。光老化のしわは UV-A が直接真皮の線維芽細胞に働き、UV-B は表皮の角

化細胞に働きかける結果と云われている。これら両紫外線の光老化作用は紫外線で生じる

活性酸素が重要な働きをしているためと理解されている。すでに赤外線が活性酸素を介し

てしわの原因となる可能性も認められており、今後は太陽光線対策として活性酸素をいか

に制御するかが研究のターゲットの一つである。UV-A の健康への悪い面がはっきりと科学

的に証明されてきた今日、国民にとって UV-A 対策は皮膚がんの発症予防だけではなく、光

老化や免疫の側面からも重要と考えられる。 

 

2）細胞回転に対する UV-A の有害性 

UV-A は、UV-B に比べ、DNA に傷をつける強さは約 1000 分の 1 と弱いが、地表に届く

量は遥かに多い。加えて、最近、UV-A を浴びた細胞では、遺伝子に傷があっても分裂のた

めのサイクルは止まらないので、傷を治す時間が短く、遺伝子に変異が生じる機会が増える



第 3部参考資料 

156 

といわれている。つまり、皮膚がんになりやすいと考えられる。これらの結果から、UV-A

対策は健康維持や、老化・疾病予防にとって重要と考えられる。 

現在、老化に関連する物質として最終糖化産物（advanced glycation end products:AGEs）

が注目されている。AGEｓは酵素の働きを必要としない反応で、糖（グルコース、フルクト

ースなど）がたんぱく質、脂質や DNA と結合する。その結果、代謝の遅い皮膚真皮のコラ

ーゲンや弾性線維の構造と機能に変化を誘発し、弾力性が低下する結果皮膚のしわやたる

みの原因になると考えられている。 

長年にわたり太陽紫外線に暴露された顔面などの皮膚真皮には、光老化と呼ばれる特徴

的変化（表皮は厚く真皮の弾力性が消失し、光線性弾性線維変性）がみられる。その真皮内

の弾性線維には、AGE であるカルボキシメチールリジン（carboxymethyl lysine:CML）が

大量に沈着している。さらに、CML 化された弾性線維は、UVA により生じるエラフィン

（elafin）のため代謝による除去が一層困難となり、長年にわたり沈着量が増加すると考え

られている。また、UVA により生じる活性酸素が CML 生成をさらに高める。 

UVA は年間を通して大量に地表に届いているため、日焼けの原因となる UVB 対策だけ

でなく、光老化を避けるには UVA 対策が重要であることが理解できる。 

 

紫外線ばく露による眼への影響 

紫外線ばく露による眼への影響については、急性の紫外線角膜炎*のほか、白内障**や翼状

片***が知られている。 

白内障に関しては、UNEP 環境影響評価パネル報告書（2010）において、皮質白内障に

ついては紫外線の関与が明らかであるが、核白内障については紫外線ばく露が関係するこ

とを示す知見は限られており、また、後嚢下白内障に関しては紫外線との関連を示す十分な

証拠はないとしている。同報告書では、翼状片に関しても、太陽光へのばく露が重要なリス

ク要因であることを示している。そのほか、瞼裂斑****に関しても紫外線の関与が指摘され

ている。 

眼に対する影響は、太陽からの直射日光よりも、散乱又は反射した紫外線の寄与が大きい、

又は雲の存在により増幅される。そのため、気候変化の影響を受けるとしている。 

 

紫外線対策 

多くの白色人種では、オゾン層破壊による UV-B 放射照度の増加よりも、おそらく日光ば

く露に関わる行動様式の変化の方が、人の健康に重大な影響を及ぼしている。日照の多い地

域への休暇旅行の増加、身体を覆う部分が少ない服の着用、日に焼けた肌になりたいという

                                                  
 
* 紫外線に強くばく露した際に見られる急性の角膜の炎症で、雪面など特に反射の強い場所で起きる「雪

目」が有名。 
** 眼球の中の水晶体が濁ることをいい、老化の一部である。 
*** 白目の表面を覆っている半透明の膜である結膜が、目頭（めがしら）の方から黒目に三角形状に入り

込んでくる病気。 
****白目の一部が黄色く濁って盛り上がる病気。 
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願望といったものはすべて、個人の UV-B 放射に対するばく露量が数十年前と比べて増加

している要因となっている可能性が高い。このような行動様式の変化は、健康に悪影響と良

い影響の両方をもたらす。 

太陽の紫外線放射への過剰ばく露を避ける方法としては、屋内で過ごす、日陰に避難する、

UV カットの目的で衣服、帽子やサングラス、紫外線カットのメガネを着用する、傘をさす、

日焼け止めを塗る、などがある。これらの方法で、日光ばく露の有害な影響と良い影響のバ

ランスをとるようにする。推奨される屋外活動時間は、肌の色、年齢、服装といった個人的

な要因、さらには場所、時間帯、季節といった環境的な要因に応じて、個人ごとに異なるた

め、実際にはそのようなバランスを達成することは難しいだろう。個人差がある中で、それ

ぞれの人にとって最適なビタミン D 値、そしてそれを達成にするのに必要な日光ばく露の

量およびパターンを定義するのには、現在のところ不確実性が伴う。従って、現段階で、一

般大衆に向けた適切なメッセージを提示するのは容易ではない。 

このような中、UV インデックスは有効な指標であり、紫外線ばく露を管理するツールと

して活用するためのより一層の努力が期待される。 

 

日陰 

・ 紫外線ばく露を減らす最も効果的な方法は日中の光を避けることである。特に、屋内

で過ごすのが効果的である。 

・ 濃い群葉は屋外における紫外線ばく露に大きな効果があるが、海岸での日傘の効果

は小さい。 

・ 適切な日陰の作成にあたっては、紫外線の拡散、放散を最小とする材料、デザインが

必要となる。 

・ 学校における、特に昼休みの紫外線対策の効果的な一例として、校庭に特製の旗を立

てることが示されている。 

 

衣服 

・ 織物は、覆っている場所については、紫外線のばく露を減らす効果は明らかである。 

・ 織物に関して、紫外線ばく露効果を示す統一的な基準はないが、UPF（UV protection 

factor）という考え方が浸透しつつある。 

・ 織物の紫外線透過には、生地の素材、隙間、色、重さ、厚さが関係しており、伸ばし、

湿り気、洗濯、湿度、気温がどのように影響するかははっきりしていない。 

 

サンスクリーン剤 

サンスクリーン剤は SPF の値（6 から 50+）により紫外線防御効果が異なる。SPF30 の

サンスクリーン剤が健康維持の目安として推奨されるケースがよく見られる。 

サンスクリーン剤は、性能評価試験に用いられた用量（2mg/cm2）ではなく、より低用量

（0.5mg/cm2）で用いられることが多く、その場合には表記された SPF の性能は認められ

ない（SPF16→SPF2）ので注意が必要である。また、サンスクリーン剤の塗り直しが不十
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分なケースが少なくない。 

一方で、紫外線の功罪を考慮して、SPF 値の高いサンスクリーン剤の使用を特に紫外線

の強い時に限定すべき、あるいはサンスクリーン剤は UV インデックスが一定値以上の場

合に使用すべき、といった対応をとる国もある。 

 

眼の紫外線対策 

紫外線放射に対する眼のばく露を避けるには太陽光を避けることが効果的だが、完全に

実行することは難しい。眼に直接太陽光が当たるのは稀であるが、紫外線放射に強くさらさ

れる場所又は地表面からの反射が強い場所では眼の保護を常に行う必要がある。 

ガラス製又はプラスチック製のメガネには、紫外線カットのレンズが多く使われるよう

になってきており、サングラスではなくても UV-B 放射の全部及び UV-A 放射の大部分を

吸収することができる。なお、レンズの小さいものや顔の骨格にあわないサングラスの場合、

周辺の紫外線放射が側面から眼に入る可能性がある。このような時、色の濃いサングラスを

かけていると、眼に入る光の量が少なくなるため瞳孔が普段より大きく開き、影響が悪化す

る可能性があるので注意が必要である。紫外線放射をブロックするソフト・コンタクトレン

ズは角膜全体を覆って、あらゆる角度から進入する紫外線放射に対して眼を効果的に保護

する。 
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参考資料２．紫外線による陸域生態系への影響 

紫外線に対する植物の対応メカニズム 

UV-B 放射に対して陸域生態系は極めて多様な反応を示す。動物は UV-B 放射を避けるた

めに移動することができるが、植物は移動することができない。しかし、それを補うように

作物及び森林樹種を含むほとんどの植物は紫外線を遮蔽する複数のメカニズムをもってい

る。 

DNA、タンパク質、脂質などの生命維持に必須な生体分子は UV-B 放射に対して一般に

感受性が高い。しかし、UV-B が葉に当たっても、そのごく一部しか内部組織に到達するこ

とができない。試験に用いたほとんどの植物種で、UV-B 放射は紫外線を遮蔽する化合物の

合成を誘導し、UV-B 放射が葉の中の重要な生体物質に到達するのを阻止するメカニズムを

もっている。他の適応の例として、葉の厚さを増やしたり、葉を保護するワックス層を変化

させて UV-B 放射にさらされる内部組織の比率を減らすことも知られている。しかしなが

ら、このような遮蔽機構をかいくぐって内部に到達した UV-B によって DNA は損傷を受け

る。これに対して植物は DNA の損傷を修復するいくつかのメカニズムをもっている。 

DNAに紫外線が吸収されることにより形成されたシクロブタン型ピリミジンダイマーは、

UV-A～青色光の波長域の光をエネルギーとして、ダイマーを切断する酵素（DNA 

photolyase）によって修復される。また、もう一つの主要な DNA 損傷産物である(6-4)光

産物も、損傷に特異的な酵素により光修復される。ヒトは進化の過程で、このような光修復

機構を失ったと考えられている。 

 

植物の対応メカニズムによる生態系への影響 

UV-B を照射された植物では葉に含まれる生体成分の組成が変わり、作物と草食性昆虫の

間の相互作用が影響を受ける。成分組成が変わった植物の葉は病害虫を含む草食生物にと

って食糧としての魅力がなくなり、落葉後にバクテリアや菌類などの微生物により土中で

分解するスピードが変わる。このように、植物が UV-B 照射を受けると、動物の嗜好性や微

生物による分解が変化し、動物への食糧供給と土壌内での栄養素の循環に影響を与えるの

で、生態系レベルでの影響は相当に大きなものになりうる。なお、昆虫等の消費減退の一部

は昆虫への UV-B 放射の直接的影響によるものもある。UV-B 放射が高くなれば、一般的に

草食動物が植物を食べる量は少なくなるが、逆に大気中の CO2 が多くなれば草食性が強ま

る。したがって、UV-B の放射量と CO2 の将来のレベルは植物の生産と昆虫への食糧供給

の両面を制御する上で重要となるであろう。 

上に述べたように、UV-B に対応するための植物の変化は、植物が枯れた後の分解に影響

を与える可能性がある。紫外線遮蔽物質生成の誘導や UV-B 放射に耐えるようにする葉の

構造的変化は、葉が落ちた後も分解に耐えられるように変化させている。また、UV-B 放射

は土壌中の微生物の構成を変化させるが、これも落ち葉の分解されやすさに影響を与えう
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る。落ち葉が直接太陽光にさらされると光化学的に分解されるが（光分解）、微生物と光分

解の双方の分解過程の変化は将来の生態系における炭素隔離と栄養素循環に重大な結果を

もたらす。このように、紫外線放射は葉の生化学（成分組成）と微生物の多様性の変化を通

じて間接的に、また光による分解（光分解）を通じて直接的に分解に影響を与えている。 

 

紫外線や気候変化による植物への影響の例 

過去数十年来、温度と UV-B 放射が著しく増大している高緯度地域では植物の進化が環

境の変化に追いついていない可能性がある。南極大陸及び南米南端では、比較的低レベルの

UV-B 放射の環境に適応している植物が、オゾン層破壊による UV-B 放射レベルの上昇によ

って影響を受けている。UV-B 放射の植物の成長に対するマイナスの影響は通常の場合比較

的小さいが、影響の大きい種もある。時間の経過とともに、種間のこれらの相違は陸域生態

系の変化をもたらすであろう。特に UV-B 放射が今後数十年にわたり高いままの南極など

の地域ではその可能性がある。 
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参考資料３．紫外線による水圏生態系への影響 

紫外線による水圏生態系の生産性低下 

紫外線の中でも、UV-B が水圏生態系に対してその生産性の低下と生殖機能障害及び発育

障害に最も影響を与えていることが、近年までの数多くの生物群や種において明らかとな

ってきた。その対象生物にはバクテリアから植物プランクトン、大型藻類、従属鞭毛生物、

微小動物プランクトン、動物プランクトン、甲殻類の幼生、さらに稚魚まで含まれる。 

生物生産の低下は、食物連鎖のすべての段階へと影響することになり、種の構成及び生態

系の構造や機能に変化を起こす可能性がある。また、基礎生産量の低下は CO2 の海洋への

吸収容量の減少をもたらす可能性がある。 

水圏生態系への紫外線の影響は波長に強く依存する。波長ごとに重み付けした紫外線の

作用を表す係数（作用スペクトル）は、波長とともに UV-B 領域から UV-A 領域へと指数関

数的に減少する（Neale と Kieber, 2000）。作用スペクトルは対象とする生物群や種や発生

段階によって異なり、生態系における栄養段階が低いほど、紫外線の長波長域まで及び、そ

の傾斜は緩やかになる。 

 

紫外線に対する水圏生態系の対応メカニズム 

水圏生態系のバクテリアや植物プランクトンを含む藻類も、陸域生態系の植物と同様に、

紫外線吸収物質（マイコスポリン様アミノ酸）を細胞内に産出することができる。現在まで

に水圏生態系では 20 種類の紫外線吸収物質が報告されている。ハームフル・アルガル・ブ

ルーム（HABs）*としてよく知られている渦鞭毛藻は紫外線吸収物質を他の藻類より多く含

んでおり、紫外線が増加すると、細胞内に紫外線吸収物質を蓄積させて自ら細胞を防御する。

ただし、そのサンスクリーンとしての役割を実験的に証明した例は限られているのが現状

である。 

 

UV-B の影響と鉛直混合の関係性 

 水圏生態系における特徴的な現象として、UV-B の影響をよく受ける遊泳力のない生物が、

水の鉛直混合に身を任せて水中に生息していることが挙げられる。湖沼や海洋のメソコス

ム（大型の擬似海洋環境実験水槽）の実験によると、水中での UV-B、UV-A、及び光合成有

効放射（PAR）**の透過は異なり、UV-B は最も浅い層までしか透過しないことが明らかに

されている。温帯域の夏季によく見られる水温躍層***上にある表層混合層（0～6m）内では

                                                  
 
* ハームフル・アルガル・ブルームとは、人類にとって有害な植物プランクトンを含む藻類一般を意味

し、Harmful Algal Blooms(HABs)のことである。従来は赤潮生物と呼ばれていた。 
** 光合成有効放射（PAR）とは、400 から 700nm の波長の可視光をさし、Photosynthetically Active 
Radiation の略である。また、PhAR ともいう。 
*** 水温躍層とは、表層で水温が急激に変化する層のことをさし、その上層と下層では水の混合は起こり

にくい。 
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水が鉛直混合するため、植物プランクトンは PAR を吸収して光合成を行うが、表層（0～

1.8m）では UV-B の影響を受ける。この影響の大きさは水の鉛直混合の速度に依存する。

UV-B 照射量の増加によって、群集構造が基礎生産者から細菌へと遷移する可能性があり、

この変化は海洋の表層水での CO2 濃度に影響を与える可能性が大きい。現在、鉛直混合を

考慮した UV-B の影響を評価するモデルも提唱されている。 

 

有色溶存有機物と UV-B の相互の影響 

 植物プランクトンを含む藻類を動物が摂取した際に食べ残しのバクテリアによる分解に

よる水中に溶出して発生する有色溶存有機物（CDOM）は、UV-B の水中での透過率を減少

させ、UV-B の影響を軽減する。これによって、水中の基礎生産量が増加し、したがって

CDOM の増加に寄与する。一方、バクテリアは CDOM の分解にも深く関わりあっている。

また、UV-B によって CDOM は分解されるので、基礎生産量が UV-B の影響をより多く受

けるので減少する。このように、CDOM は地球規模での炭素循環においても一定の役割を

果たす。 

 

南極海域での海洋生物への紫外線の影響 

 植物プランクトンによる 1 日当たりの 1m2 の水柱当たりの基礎生産量は、UV の水中透

過特性によって深度により波長が変わることにより、またオゾン全量によっても変化する

と予測されている。植物プランクトンが生息している表層水の混合深度と混合速度を考慮

すると、水柱当たりの基礎生産量はさらに 1.5～3.5%減少する。重み付けした生物作用スペ

クトル、混合深度及び混合速度の組み合わせによっては、オゾン全量の減少による紫外線の

影響により、水柱当たりの植物プランクトンの基礎生産量は南極海で最大 8.5%減少すると

予測されている（Neale と Kieber, 2000）。 
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参考資料４．紫外線による材料の損傷 

紫外線等による材料劣化 

オゾン層破壊に伴う有害紫外線の増加と気候変化との相互作用によって、世界遺産や文

化財に何らかの損傷がもたらされることが危惧されている。様々な天然材料（木材、羊毛等）

や人工合成材（プラスチック等）は、UV-B により光劣化が起こり、変色や強度の低下など

の損傷が促進される。そのため、UV-B 照射量が増加すると劣化が速まり、特に気温が高く

日射量が多い熱帯地域では材料の劣化が著しく、深刻な事態が予測される。 

表 3-資-1 に屋外での材料劣化に影響を与える環境要素を示したが、気候変化は天然材料

と人工合成材の紫外線に起因する劣化の速さを変化させる可能性がある（UNEP-EEAP, 

2010）。劣化の速さは、高温、高湿、大気汚染物質の存在によって加速される。 

 

表 3-資-1 屋外の材料劣化に影響を与える各種要因の効果 

 UV-B 温度 湿度 大気汚染物質 

プラスチック 非常に強い 強い 弱い 弱い 

木 強い 中程度 非常に強い 弱い 

※「非常に強い」「強い」「中程度」「弱い」の 4 段階で評価している。 

 

材料の紫外線対策 

太陽紫外線による材料損傷を抑制するために、光安定剤や表面塗装剤が広く用いられる。

近年、紫外線への耐性が向上した新種のプラスチック製品や紫外線を保護する添加剤（紫外

線吸収剤、光安定剤）などの開発が進んでいる。最近の触媒の進歩により発見されたメタロ

センプラスチック（ポリエチレンとポリプロピレン）は、紫外線への耐性などの特性が向上

した（UNEP-EEAP, 2003）。その他、従来の高分子光安定剤（HALS）2 つ以上を混合して

プラスチックに使われた時に、相乗的な効果があることがわかっている。光安定剤の効果の

向上は、紫外線と気候変化による影響に対するプラスチック配合物の安定化にかかるコス

トを最小化させるために重要である（UNEP-EEAP, 2003）。さらに最近では、従来使われ

てきた添加剤と比べて粒子径が一桁又はそれ以上小さいナノスケール添加剤の開発が進め

られていることから、添加剤としての効果、さらに光安定剤としての効果についての評価が

重要となっている（UNEP-EEAP, 2007）。 
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参考資料５．オゾン層破壊と大気質への影響 

 オゾン層破壊が大気質や対流圏大気組成に及ぼす影響についての最近の研究成果に関し

て、UNEP の環境影響評価パネル報告書（UNEP-EEAP, 2014）に総括されている。 
 

ア．オゾン層破壊物質の代替物質の影響評価 

成層圏オゾン層の破壊は、人為的に放出されるオゾン層破壊物質（ODS）の増加によって

引き起こされた。これまでオゾン層の保護を目的として、ODS の生産や使用、ならびに放

出に対する規制が進められる。ODS として規制対象となっている物質は分子内に塩素や臭

素元素を含む長寿命有機化合物である。 

ODS に対する規制が進む中、ODS の代替となる様々な候補物質の開発も進められてき

た。代替物質の中には、分子内に、フッ素、塩素、臭素と言ったハロゲン原子を組んだ有機

物が含まれている。また、人為起源以外にも生物活動によってもハロゲン原子を含んだ有機

物が大気に放出されている。更に、領域によっては、活性ハロゲン化学種が対流圏大気にお

ける重要な酸化剤としての役割を果たことも知られている。 
 
臭素化メタン類 

 ブロモホルム（CHBr3）やジブロモメタン（CH2Br2）は海洋からも大気に放出されてい

るが、その放出量の推定精度は向上している。大気に放出されたブロモメタン類の光酸化反

応による臭素原子の放出に伴う地表レベルのオゾンの破壊も地域によっては観測されてい

る。熱帯域はブロモメタン類の放出強度が高い地域であると同時に鉛直輸送も活発な地域

である。ブロモメタン類の光化学的な大気寿命は 1～3 週間程度と短寿命であるが、それに

も関わらず、熱帯域で放出されたブロモメタン類の 90%以上が成層圏に輸送されると見積

もられている。 
 
1–ブロモプロパン 

 1–ブロモプロパン（n–C3H7Br）は、殺虫、薬剤、第四級アンモニウム化合物合成に使用

されているほか、ODS である CFC-113 やメチルクロロホルムの代替物質として金属や電

子部品の洗浄剤、接着剤の噴霧剤などの用途で用いられてきた。アメリカ環境保護庁

（USEPA）の新規代替物質に関する政策（SNAP）では、工業用機器のための代替洗浄剤

としての用途のみに対して使用承認を行っている。しかしながら、実験動物を用いた毒性試

験から、発がん性を始めとした毒性が認められている。 
 
一酸化臭素 

 一酸化臭素（BrO）は南半球の清浄海洋大気においてジメチルスルフィド（DMS）の主

要な酸化開始剤の一つとして働いていると考えられている。DMS の大気酸化は海洋大気に

おける主要なエアロゾル生成源であり、雲形成や光散乱に寄与することで、気候にも影響を
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及ぼす。一酸化臭素の主な生成源は海塩粒子と考えられている。 
 
塩化メタン類 

四塩化炭素は ODS の一つとして規制対象になっている物質であるが、大気中の四塩化炭

素濃度の減少は削減スケジュールからの予想よりも緩やかであることから、確認されてい

ない発生源が存在する可能性がある。 

クロロホルムの発生源については、人為発生源、自然発生源とも今なお、不確かな部分が

ある。充分には認識されていない主要な自然発生源の一つの候補として泥炭沼地が考えら

れている。泥炭沼地の様な発生源は今後の気候変化や土地利用の変化によって、その発生量

は影響されるため、今後の推定に不確実さをもたらす可能性がある。 
 
HCFO 1233zd(E) 

 ヒドロクロロフルオロカーボン（HCFC）は CFC の代替物質として初めに検討された物

質であるが、OH ラジカル反応による大気寿命が必ずしも充分には短くなく、成層圏への塩

素原子の供給源となり得る可能性があることから、現在では規制対象となっている。 

 これに対し、trans–1–クロロ–3,3,3–トリフルオロプロペン（HCFO 1233zd(E)）は発泡

剤、冷媒、ならびに溶媒の用途で代替物質として最近開発された物質である。一連の毒性試

験でも低い毒性レベルを示している。なお、HCFO（ヒドロクロロフルオロオレフィン）は

HCFC の一種だが、C=C 二重結合を有しており大気寿命が通常の HFC に比べても著しく

短いため、ODP 値は極めて小さい。それ故、C=C 二重結合を有している（オレフィン：ア

ルケン系化合物）ことを明示し、HCFC と区別するために HCFO と表記されている。 
 
フッ化スルフリル 

 規制対象となっている臭化メチルの代替物質として燻蒸剤として用いられており、今後

使用が拡大することも予想される。フッ化スルフリル（SO2F2）の大気中での酸化反応によ

る寿命は長く（＞300 年）、主要な除去過程は雲水への溶け込みと降水過程と考えられる（想

定されう寿命は数週間）。最終的には海水中で、無機硫黄とフッ素への分解と考えられてお

り、分解生成物による環境影響も特段の懸念は示されていない。なお、フッ化スルフリルは

大きな温暖化ポテンシャル（GWP 値）を有していることが報告されている。 
 
ヨウ化パーフルオロブチル 

 1–ヨウ化パーフルオロブチル（n–C4F9I）は、航空機の代替クリーナー、宇宙産業での酸

素システムの洗浄剤などの用途での CFC-113 の代替物質の候補の一つである。大気中では

光分解が主要な消失過程と考えられ、その寿命は数時間程度と推定されており、ODP なら

びに GWP も非常に小さい。 
 
ヒドロフルオロオレフィン 

ヒドロフルオロオレフィン（HFO）は、HCFO（ヒドロクロロフルオロオレフィン）と同
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様、HFC（ヒドロフロロカーボン）の中でも C=C 二重結合を有するアルケン系化合物の総

称として用いられている。HFO1234ze と HFO1234yf は冷媒、発泡剤、エアロゾル噴霧剤

等の用途での代替物質として開発された物質である。HFO1234ze に関しては、急性毒性や

遺伝毒性試験では、低い毒性を示している。また大気寿命も短く、GWP も小さい。 

 

イ．オゾン層破壊に伴う大気質と対流圏大気組成に対する影響 

OH ラジカル 

メタン、HCFC、HFC などの温室効果ガスの大気寿命は OH ラジカルとの反応に大きく

依存する。また OH ラジカルの関与する化学過程は光化学オゾンやエアロゾルの生成に大

きく影響している。よって、OH ラジカル濃度やその長期的な変化を理解し、今後の変化を

予測することがオゾン層破壊の大気質への影響を評価する上で大切である。 

OH ラジカルは反応性が高く、その大気中濃度は極めて低く、また環境条件の変化に極め

て敏感に応答するため、OH ラジカルの直接計測は容易ではない。一方、大気質を評価する

上で、OH ラジカルの挙動を理解することは重要であり、OH ラジカルの濃度変化や反応性

を直接追跡することが大気光化学モデルの妥当性評価の点でも大切である。最近の OH ラ

ジカルの直接計測法の進展や応用例の増大に加え、相互検証実験なども進み、直接計測法を

利用した観測も増えてきた。その結果、OH 濃度とオゾンの光分解速度（J(O3)）との間に

直線関係が存在*することが最近の OH 直接計測法を用いた観測からも確かめられた。J(O3)

がオゾン全量に依存することから、オゾン全量が 1%減少するごとに J(O3)は約 1.5%増加す

ると予想される。 

光化学的に生成した OH ラジカルは、大気中での微量成分との反応で消失するが、その

一部は大気中での光化学反応において再生される。都市域やいくつかの森林地帯で行われ

た OH ラジカルの直接計測では、観測された OH ラジカル濃度と数値モデルから予測され

る濃度との間に比較的良い一致が認められている。一方で、イソプレン（2–メチル–1,3–ブ

タジエン）などの植物起源炭化水素濃度が高く NOx 濃度が低い地域では、実測された OH

ラジカル濃度が数値モデルから予想される濃度に比べてはるかに高い、という現象が観測

されている。この事は、低 NOx 条件下でのイソプレンなどの植物起源炭化水素の OH 酸化

反応系の反応機構が充分には理解できていない可能性を示唆している。また最近では、OH

ラジカルの反応性を直接計測する手法も開発され、色々な環境下での OH 反応性の観測が

行われた結果、いくつかの観測では、実測された OH 反応性は計測される反応性ガス濃度

から予想される反応性に比べて大きくなる現象が見い出されており、OH ラジカルの消失に

関与する未計測の物質の存在が指摘されている。 

OH ラジカルの全球的な濃度は大気中の微量成分（例：メチルクロロホルム）をトレーサ

                                                  
 
* OH ラジカルの主要な生成源がオゾンの光分解によって生成する励起酸素原子と水蒸気との反応である

ことから、OH ラジカル濃度と J(O3)との間には直線関係の存在が期待される。 
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ーとして用いて見積もられている。OH ラジカルの平均濃度やその長期的トレンドについて

は、観測データからの見積もりや数値モデルによる推定のいずれにおいても今なお、不確実

性が残されている。CO や NOx の発生量の不確かさや光化学過程のメカニズムの理解の不

十分さが原因と思われる。この様な不確実性は存在するものの、数値モデルによる将来の

OH ラジカル濃度の変化を推定した結果、OH 濃度は CH4、CO、NOx などの今後の放出量

に大きく依存し、北半球と南半球で将来の OH 濃度分布が非対称的になる可能性があるこ

とが指摘されている。更に、微量気体の放出量に変化がない条件では、成層圏オゾンが 1980

年レベルに回復すると OH の全球平均濃度は 1.7％減少するとのモデル予測もある。 
 
オゾン 

 対流圏のオゾンは都市から地球規模のいずれのスケールにおいても注目すべき最も重要

な大気汚染物質の一つである。対流圏におけるオゾンの供給源は成層圏からのオゾン流入

と対流圏での光化学的なオゾン生成である。特に後者の光化学的なオゾン生成では、VOC

と NOx が関与するため、今後の対流圏オゾンの変化には、これらの汚染物質の種類やその

放出量の変化が重要な因子である。さらに、太陽紫外線も対流圏オゾン量の変化に影響を及

ぼす因子の一つである。 

都市レベルでの地表オゾン濃度のトレンドは都市ごとに異なっているが、ヨーロッパや

北アメリカの都市では減少傾向が、一方アジアの都市では増加傾向が報告されている。地域

スケールで見ると、バックグラウンドオゾンは多くの地域で増加傾向が認められている。そ

れぞれの地域でのオゾン濃度は、観測を行っている近傍での光化学オゾン生成のみならず、

遠隔地域で生成されたオゾンの長距離輸送にも依存するため、オゾン前駆体の放出量が増

大している地域の影響が半球規模でのオゾン濃度のトレンドに現れる可能性もある。一方、

オゾンゾンデ観測データや清浄地域での地表オゾンのモニタリングデータの解析からは、

過去 20～40 年間でのオゾンの増加はその初期に顕著に認められ、逆に近年は明瞭な増加傾

向が殆ど認められないとの報告もある。 

対流圏のオゾン濃度は、対流圏での光化学的なオゾン生成以外に、成層圏からのオゾンの

流入によっても影響を受ける。成層圏オゾンの変化は、紫外線量に影響を及ぼすだけでなく、

成層圏から対流圏へのオゾンの流入量にも影響を及ぼす。今後の温室効果ガスの増加と成

層圏オゾンの回復は大気の循環を加速し、成層圏から対流圏へのオゾンの輸送量を増加さ

せる方向に働くものと予想される。 

最近の全球化学輸送モデル実験から、今後のオゾン層の回復に伴う太陽紫外線の減少は

地表オゾンを増加させる方向に作用し、特にその影響は高緯度ほど大きいとの報告もある。

しかしその一方で、オゾン層の回復に伴う紫外線量の変化が直接オゾン濃度に及ぶす影響

は限定的であるとする報告も有り、紫外線量の変化の影響評価には大きな不確実性がある。 
 
エアロゾル 

 対流圏エアロゾルは人の健康や生態系への影響だけでなく、エアロゾルによる太陽光の
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散乱や吸収並びに雲核として働きを通して、直接・間接的に放射強制力に影響を及ぼす。オ

ゾン層破壊は、特に大気中での化学反応によって二次的に生成されるエアロゾル（硫酸塩、

硝酸塩、有機物等を含有するエアロゾル）に影響を及ぼす可能性があると考えられる。二次

エアロゾルの中でも有機物質で構成されるエアロゾル（有機エアロゾル）については、その

生成機構やエアロゾルの消失過程を十分に把握できているとは言えず、未だに数値モデル

は実測のエアロゾル量を過少評価する傾向にある。 

紫外線は二次エアロゾルの生成に重要であると共に、その消失にも何らかの役割を果た

していると思われる。しかしながら、紫外線の変化が二次エアロゾルの収支に如何に影響す

るかは十分には評価されていない。 

将来のエアロゾル濃度の変化に関しては、ブラックカーボンや有機エアロゾルは、今後数十

年間は引き続き濃度が増加し、その後減少傾向に移ると予想されているが、その時期や程度

は他の汚染物質の放出量を含めたシナリオに強く依存する。また気候変化がエアロゾルに

及ぼす影響評価についても極めて大きな不確かさが存在している。気候変化は気温や水蒸

気量の変化、植物活動の変化に伴うエアロゾル前駆体の放出量の変化などを介してエアロ

ゾルの生成速度に影響する。更には山火事の発生頻度・強度の変化もエアロゾル量に大きな

影響を及ぼす。一方、エアロゾルの光学特性、吸湿特性、雲核生成特性は放射強制力に影響

を及ぼす。またこれらのエアロゾルの物理・化学特性はエアロゾルの生成、成長、ならびに

エージング過程に依存する。この様な複雑なフィードバックの存在が、気候変化がエアロゾ

ルに及ぼす影響の評価を難しくしている。
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１．オゾン層保護対策 

１－１．オゾン層破壊物質等の概要 

（1）オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書対象のオゾン層

破壊物質（特定物質） 

 

モントリオール
議定書 

物 質 名 化 学 式 
2014 年科学評価 

パネル 
大気中寿命(年) 

オゾン破壊係数 地球温暖化係数 

モントリオール 
議定書附属書 

2014 年科学 

評価パネル 

第 4 次 IPCC 報告書 
（100 年 GWP 値*） 

附
属
書
Ａ 

グループⅠ 

(クロロフル 

オロカーボン) 

CFC-11 

CFC-12 

CFC-113 

CFC-114 

CFC-115 

CFCl3 

CF2Cl2 

C2F3Cl3 

C2F4Cl2 

C2F5Cl 

52 

102 

93 

189 

540 

1 

1 

0.8 

1 

0.6 

1 

0.73 

0.81 

0.50 

0.26 

4,750 

10,900 

6,130 

10,000 

7,370 

グループⅡ 

(ハロン) 

ハロン-1211 

ハロン-1301 

ハロン-2402 

CF2BrCl 

CF3Br 

C2F4Br2 

16 

72 

28 

3 

10 

6 

6.9 

15.2 

15.7 

1,890 

7,140 

1,640 

附
属
書
Ｂ 

グループⅠ 

（その他の

CFC） 

CFC-13 

CFC-111 

CFC-112 
等 10 物質 

CF3Cl 

C2FCl5 

C2F2Cl4 

－－ 

－ 

 

1 

1 

1 

－ 

－ 

－ 

 

14,400 
－ 

－ 

 

グループⅡ 四塩化炭素 CCl4 26 1.1 0.72 1,400 

グループⅢ 1,1,1－トリクロロエタン CH3CCl3 5 0.1 0.14 146 

附
属
書
Ｃ 

グループⅠ 

(ハイドロ 

クロロフル 

オロカーボン) 

HCFC-21 

HCFC-22 

HCFC-123 

HCFC-124 

HCFC-133 

HCFC-141b 

HCFC-142b 

HCFC-225ca 

HCFC-225cb 
等 40 物質 

CHFCl2 

CHF2Cl 

C2HF3Cl2 

C2HF4Cl 

C2H2F3Cl 

CH3CFCl2 

CH3CF2Cl 

CF3CF2CHCl2 

CF2ClCF2CHClF 

－ 

12.0 
－ 

－ 

－ 

9.4 

1.8 
－ 

－ 

0.04 

0.055 

0.02-0.06 

0.02-0.04 

0.02-0.06 

0.11 

0.065 

0.025 

0.033 
他 

－ 

0.034 
－ 

－ 

－ 

0.102 

0.057 
－ 

－ 

 

－ 

1,810 

77 

609 
－ 

725 

2,310 

122 

595 

グループⅡ 

(ハイドロ 

ブロモフル 

オロカーボン)

HBFC-22B1 
等 34 物質 

CHF2Br － 

 

0.74 
他 

－ 

 

－ 

 

グループⅢ ブロモクロロメタン CH2BrCl － 0.12 － － 

附属書 E 臭化メチル CH3Br 0.8 0.6 0.57 5 

附属書 F 気候変動枠組条約における削減対象の HFC（HFC-161 を除いた 18 物質） 

 
*「100 年 GWP 値」とは、対象となる物質の影響を 100 年間にわたって積分した値である。積分す

る年数（他に 20 年値や 500 年値などがある）によって GWP 値は変化することがある。 
「地球温暖化係数」とは CO2を１とした場合の温暖化影響の強さを表す値。 
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（2）気候変動枠組条約における削減対象の代替フロン等４ガス* 

京 都 議 定 書 物 質 名 化 学 式 

2014 年科学評価 

パネル 

大気中寿命(年) ** 

オゾン層 

破壊係数 

地球温暖化係数*** 
第 4 次 IPCC 

報告書 

（100 年 GWP 値） 

ハイドロフルオロカーボン

（HFC） 

HFC-23 

HFC-32 

HFC-41 

HFC-125 

HFC-134 

HFC-134a 

HFC-143 

HFC-143a 

HFC-152 

HFC-152a 

HFC-161 

HFC-227ea 

HFC-236fa 

HFC-236ea 

HFC-263cb 

HFC-245ca 

HFC-245fa 

HFC-365mfc 

HFC-43-10mee 

 

CHF3 

CH2F2 

CH3F 

CHF2CF3 

CHF2CHF2 

CH2FCF3 

CH2FCHF2 

CH3CF3 

CH2FCH2F 

CH3CHF2 

CH3CHF2 

CF3CHFCF3 

CF3CH2CF3 

CHF2CHFCF3 

CH2FCF2CF3 

CH2FCF2CHF2 

CHF2CH2CF3 

CH3CF2CH2CF3CF3CH

FCHFCF2CF3 

 228 

 5.4 

 ― 

 31 

 ― 

  14 

 ― 

 51 

 

 1.6 

 

 36 

 ― 

 

 ― 

 

 ― 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 

0 

0 

 

 

0 

 

 

0 

14,800 

675 

92 
3,500 

1100 
1,430 

353 
4,470 

53 

124 

12 

3,220 

9,810 

3,220 

1,340 

693 

1,030 

794 
1,640 

パーフルオロカーボン 

（PFC） 

PFC-14 

PFC-116 

PFC-218 

PFC-c318 

PFC-31-10 

PFC-41-12 

PFC-51-14 

パーフルオロシク

ロプロパン 

PFC-91-18 

等 

CF4 

C2F6 

C3F8 

c-C4F8 

C4F10 

C5F12 

C6F14 

c-C3F6 

 

C10F18 

 

>50,000 

>10,000 

2,600 

3,200 

2,600 

4,100 

3,100 

― 

 

― 

 

0

0

0

0

0

0

0

0

0

7,390

12,200

8,830

10,300

8,860

9,160

9,300

17,340

>7,500

六フッ化硫黄 六フッ化硫黄 SF6 3,200 0 22,800

三フッ化窒素 三フッ化窒素 NF3 ― 0 17,200

 
*   対象ガスは「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」の第１条、第２条のガスおよび SF6、NF3
とした。 
**  PFC および六フッ化硫黄の大気寿命については、2014 年科学評価パネルに数値の記載が無いため

2011 年の値とした。 
*** 地球温暖化対策の推進に関する法律では、地球温暖化係数として第４次 IPCC 報告書の 100 年 GWP
値を採用している。 
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１－２．オゾン層保護対策の経緯 

1974 年 6 月 米国カリフォルニア大学ローランド教授とモリーナ博士が CFC によるオゾン層の破壊及びその

結果として人や生態系への影響が生じる可能性を指摘した論文を発表 

1985 年 3 月 「オゾン層の保護のためのウィーン条約」を採択 

12 月 英国のファーマン博士らが南極上空のオゾン減少について報告 

1987 年 9 月 「オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書」を採択 

1988 年 5 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」（オゾン層保護法）制定・施行 

9 月 ウィーン条約発効 

日本、ウィーン条約及びモントリオール議定書に加入 

12 月 ウィーン条約、日本について発効 

1989 年 1 月 モントリオール議定書発効 

モントリオール議定書、日本について発効 

5 月 ウィーン条約第１回締約国会議及びモントリオール議定書第 1 回締約国会合開催（ヘルシンキ） 

1990 年 6 月 モントリオール議定書第２回締約国会合開催（ロンドン） 

 特定フロンの 2000 年全廃、1,1,1－トリクロロエタンの規制物質への追加等を内容とする議定

書の改正等を合意 

1991 年 3 月 オゾン層保護法の一部改正 

6 月 ウィーン条約第 2 回締約国会議及びモントリオール議定書第３回締約国会合開催（ナイロビ） 

9 月 日本、改正モントリオール議定書（1990 年改正）を受諾 

1992 年 8 月 改正モントリオール議定書（1990 年改正）、日本について発効 

改正オゾン層保護法（1991 年改正）施行 

11 月 モントリオール議定書第 4 回締約国会合開催（コペンハーゲン） 

CFC の 1996 年全廃、HCFC、臭化メチルの規制物質への追加等を内容とする議定書の改正等

を合意 

1993 年 11 月 ウィーン条約第 3 回締約国会議及びモントリオール議定書第５回締約国会合開催（バンコク） 

1994 年 6 月 オゾン層保護法の一部改正 

9 月 改正オゾン層保護法（1994 年改正）施行 

10 月 モントリオール議定書第６回締約国会合開催（ナイロビ） 

12 月 日本、改正モントリオール議定書（1992 年改正）を受諾 

1995 年 3 月 改正モントリオール議定書（1992 年改正）、日本について発効 

6 月 CFC 等の回収・再利用・破壊の促進方策を取りまとめ（オゾン層保護対策推進会議） 

12 月 モントリオール議定書第７回締約国会合開催（ウィーン） 

HCFC の 2020 年以降の消費を既設機器の整備用に限定、臭化メチルの 2010 年全廃、途上国

に対する規制スケジュールの設定を内容とする議定書の調整等を合意 

米国カリフォルニア大学ローランド教授とモリーナ博士らがノーベル化学賞を受賞 

1996 年 5 月 「CFC 破壊処理ガイドライン」を公表（環境庁） 

11 月 ウィーン条約第４回締約国会議及びモントリオール議定書第 8 回締約国会合開催（コスタリカ・

サンホセ） 
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1997 年 9 月 モントリオール議定書第 9 回締約国会合開催（モントリオール） 

臭化メチルの削減計画の前倒し、臭化メチルの非締約国との貿易の禁止、不法取引防止のため

のライセンシングシステムの導入などを合意 

CFC 等の回収・再利用・破壊の促進方策をとりまとめ（オゾン層保護対策推進会議） 

1998 年 6 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第 3 条第 1 項の規定に基づく同項第 1 号

から第 3 号に掲げる事項」（告示）の一部改正 

「特定家庭用機器再商品化法」（家電リサイクル法）制定（家電製品からの冷媒フロン回収） 

11 月 モントリオール議定書第 10 回締約国会合開催（カイロ） 

1999 年 3 月 「CFC 破壊処理ガイドライン」を改訂（環境庁） 

12 月 ウィーン条約第 5 回締約国会議及びモントリオール議定書第 11 回締約国会合開催（北京） 

HCFC の生産量規制導入などを合意 

「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

2000 年 7 月 

 

「フロン回収の手引き」を公表（環境庁） 

「国家ハロンマネジメント戦略」を UNEP に提出（環境庁他） 

12 月 モントリオール議定書第 12 回締約国会合開催（ブルキナファソ・ワガドゥグ） 

2001 年 3 月 家電リサイクル法施行 

6 月 「特定製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律」（フロン回収・破壊法）

制定 

7 月 「国家 CFC 管理戦略」を UNEP に提出（環境省他） 

11 月 モントリオール議定書第 13 回締約国会合開催（コロンボ） 

2002 年 4 月 フロン回収・破壊法（業務用冷凍空調機器からのフロン回収破壊）施行 

7 月 日本、改正モントリオール議定書（1997 年／1999 年改正）を受諾 

 「使用済自動車の再資源化等に関する法律」（自動車リサイクル法）制定、フロン回収・破壊法の

一部改正 

9 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

10 月 フロン回収・破壊法（カーエアコンからのフロン回収破壊）施行 

11 月 ウィーン条約第 6 回締約国会議及びモントリオール議定書第 14 回締約国会合開催（ローマ） 

2003 年 1 月 「特定家庭用機器再商品化法施行令」（政令）の一部改正（家電製品からの断熱材フロン回収） 

11 月 モントリオール議定書第 15 回締約国会合開催（ナイロビ） 

2004 年 3 月 モントリオール議定書第 1 回特別締約国会合開催（モントリオール） 

11 月 モントリオール議定書第 16 回締約国会合開催（プラハ） 

12 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

2005 年 1 月 自動車リサイクル法全面施行（自動車リサイクルシステムの本格稼動） 

7 月 モントリオール議定書第 2 回特別締約国会合（モントリオール） 

12 月 ウィーン条約第 7 回締約国会議及びモントリオール議定書第 17 回締約国会合開催（ダカール） 

2006 年 

 

1 月 「臭化メチルの不可欠用途全廃のための国家管理戦略」を UNEP に提出（環境省・農林水産省） 

5 月 「ハロン破壊処理ガイドライン」を公表（環境省） 

6 月 フロン回収・破壊法の一部改正（業務用冷凍空調機器からのフロン回収強化） 

10 月 モントリオール議定書第 18 回締約国会合開催（デリー） 
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2007 年 6 月 「モントリオール議定書が直面する主要な将来課題に関する対話」会合（ナイロビ） 

9 月 モントリオール議定書第 19 回締約国会合開催（モントリオール） 

HCFC の規制スケジュールの前倒しを合意 

10 月 改正フロン回収・破壊法施行（業務用冷凍空調機器からのフロン回収強化） 

12 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

2008 年 4 月 「臭化メチルの不可欠用途全廃のための国家管理戦略」改訂版を UNEP に提出（農林水産省） 

5 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律第 3 条第 1 項の規定に基づく同項第 1 号

から第 3 号に掲げる事項」（告示）の一部改正 

11 月 ウィーン条約第 8 回締約国会議及びモントリオール議定書第 20 回締約国会合開催（ドーハ） 

2009 年 11 月 モントリオール議定書第 21 回締約国会合開催（エジプト・ポートガーリブ） 

2010 年 11 月 モントリオール議定書第 22 回締約国会合開催（バンコク） 

2011 年 11 月 ウィーン条約第 9 回締約国会議及びモントリオール議定書第 23 回締約国会合開催（インドネシ

ア・バリ） 

12 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

2012 年 11 月 モントリオール議定書第 24 回締約国会合開催（スイス・ジュネーブ） 

2013 年 6 月 フロン回収・破壊法の一部改正（「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」に名

称を変更。フロン類の製造から使用、再生・破壊に至るまでのライフサイクル全体にわたる排出抑

制対策の強化） 

10 月 モントリオール議定書第 25 回締約国会合開催（タイ・バンコク） 

2014 年 
11 月 モントリオール議定書第 26 回締約国会合開催（パリ） 

12 月 「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令」（政令）の一部改正 

2015 年 
4 月 フロン回収・破壊法の一部改正（フロン排出抑制法）施行 

11 月 モントリオール議定書第 27 回締約国会合開催（ドバイ） 

2016 年 7 月 モントリオール議定書第３回特別締約国会合開催（ウィーン） 

2016 年 10 月 
モントリオール議定書第 28 回締約国会合開催（ルワンダ・キガリ） 

HFC の規制物質への追加を内容とする議定書の改正等を合意 

 



巻末資料 

176 

１－３．国際的なオゾン層保護対策 

（1）オゾン層保護のためのウィーン条約 

 オゾン層保護のためのウィーン条約は、オゾン層保護のための国際的な枠組を定めた条

約であり、1985 年に採択された。我が国は 1988 年 9 月 30 日に加入。2015 年 11 月現在で

締約国数は 197 カ国及び EU であり、全ての国連加盟国によって批准された。 

 本条約においては、締約国が、 

・ オゾン層の変化により生ずる悪影響から人の健康及び環境を保護するために適当な

措置をとること（第 2 条第 1 項） 

・ 研究及び組織的観測等に協力すること（第 3 条） 

・ 法律、科学、技術等に関する情報を交換すること（第 4 条） 

等について規定している。 

 

（2）オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書 

 オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書は、ウィーン条約に基づきオゾ

ン層破壊物質の削減スケジュール等の具体的な規制措置等を定めた議定書であり、1987 年

に採択された。モントリオール議定書の採択後、オゾン層の破壊が予想以上に進んでいるこ

とが判明したこと等から、以後、1990 年（ロンドン改正）、1992 年（コペンハーゲン改正）、

1995 年（ウィーン調整）、1997 年（モントリオール改正）、1999 年（北京改正）及び 2007

年（モントリオール調整）及び 2016 年（キガリ改正）の７回にわたって改正・調整された。

2017 年 8 月現在で締約国数は 197 カ国及び EU であり、全ての国連加盟国によって批准さ

れた。 

 本議定書においては、 

・ 対象物質の生産量・消費量の削減スケジュールの設定（第 2 条） 

・ 非締約国との貿易の規制（規制物質の輸出入の禁止又は制限等）（第 4 条） 

・ 最新の科学、環境、技術及び経済に関する情報に基づく規制措置の評価及び再検討（第

6 条） 

等について規定している。 

 対象物質の生産量・消費量の削減スケジュールを図 4-1 に示す。 
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図 4-1 モントリオール議定書に基づく段階的削減スケジュール 

各物質のグループ毎に、生産量及び消費量（＝生産量＋輸入量－輸出量）が削減される。 
※1) 検疫及び出荷前処理用として使用される臭化メチルは、規制対象外となっている。 
※2）途上国第 2 グループに属さない開発途上国 
※3）インド、パキスタン、イラン、イラク、湾岸諸国 
※4）先進国に属するベラルーシ、ロシア、カザフスタン、タジキスタン、ウズベキスタンについては、規制措置に差異

を設ける（基準値について、HCFC の算入量を基準値の 25%とし、削減スケジュールについて、第 1 段階は 2020
年に 5%削減、第 2 段階は 2025 年に 35%削減とする）。 

※5) 基準量は、1995～1997 年までの生産量・消費量の平均値又は生産量・消費量が一人当たり 0.3 キログラムとなる

値のいずれか低い値。 
※6) 基準量は、1998～2000 年までの生産量・消費量の平均値又は生産量・消費量が一人当たり 0.2 キログラムとなる

値のいずれか低い値。 
※7) 消費量の基準量は、HCFC の 1989 年消費量＋CFC の 1989 年消費量×2.8%。生産量の基準量は、HCFC の 1989

年生産量と消費量の平均値＋CFC の 1989 年生産量と消費量の平均値×2.8%。 
※8) 基準量は、2009 年と 2010 年の生産量・消費量の平均値。 
※9) 2030 年までの間、冷凍空調機器の補充用冷媒に限り、生産量・消費量の基準量の 0.5%を上限に生産・消費するこ

とができる。 
※10) 2040 年までの間、冷凍空調機器の補充用冷媒に限り、平均として生産量・消費量の基準量の 2.5%を上限に生産・

消費することができる。 
※11) 基準量は、1995～1998 年までの生産量・消費量の平均値。 
※12) 基準量は、HFC の 2020 年から 2022 年の生産量・消費量の平均値 + HCFC の生産量・消費量の基準値の 65％

（CO2 換算値）。 
※13) 基準量は、HFC の 2024 年から 2026 年の生産量・消費量の平均値 + HCFC の生産量・消費量の基準値の 65％

（CO2 換算値）。 
※14) 基準量は、HFC の 2011 年から 2013 年の生産量・消費量の平均値 + HCFC の生産量・消費量の基準値の 15％

（CO2 換算値）。 
※途上国の基礎的な需要を満たすための追加生産が認められているほか、生産が全廃になった物質でも試験研究・分析

や必要不可欠な用途についての生産等は規制対象外となっている。
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（3）世界におけるオゾン層破壊物質の生産量・消費量の削減実績 
 

 
図 4-2 モントリオール議定書に基づくオゾン層破壊物質の生産量の推移（1989～2015 年） 

ただし、基準年以前の空白データは基準年で一定として補完（HCFC を除く）し、基準年と規制開始の間

の空白データは一定の割合で変化するものとして補完（先進国の HCFC については 1990 年・1991 年のデ

ータを補完）。単位は ODP トン。（出典）UNEP オゾン事務局ウェブサイトより 
 

 

図 4-3 主要なフロンの年別生産量の推移（1980～2007 年） 
集計は AFEAS に登録のあったデータのみ。単位は重量トン。 

（出典）The Alternative Fluorocarbons Environmental Acceptability Study（AFEAS）ウェブサイトより 
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図 4-4 モントリオール議定書に基づくオゾン層破壊物質の消費量の推移（1989～2015 年） 
ただし、基準年以前の空白データは基準年で一定として補完（HCFC を除く）し、基準年と規制開始の間

の空白データは一定の割合で変化するものとして補完（先進国の HCFC については 1990 年・1991 年のデ

ータを補完）。単位は ODP トン。（出典）UNEP オゾン事務局ウェブサイトより 

 

 

 
図 4-5 モントリオール議定書に基づく CFC（附属書 A グループ I）の 

消費量の推移（1989～2015 年） 
ただし、基準年以前の空白データは基準年で一定として補完し、基準年と規制開始の間の空白データは一

定の割合で変化するものとして補完。単位は ODP トン。（出典）UNEP オゾン事務局ウェブサイトより
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図 4-6 モントリオール議定書に基づく HCFC の消費量の推移（1989～2015 年） 
ただし、先進国における 1990 年・1991 年のデータは一定の割合で変化するものとして補完。単位は ODP
トン。（出典）UNEP オゾン事務局ウェブサイトより 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-7 冷媒フロン類のストック量及び排出量/年（2002 年・2015 年（推計）） 

単位は CO2 換算トン。（出典）IPCC/TEAP 特別報告より 
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１－４．我が国におけるオゾン層保護対策 

（1）オゾン層破壊物質の生産・消費の規制 

我が国では、オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書の締結にあたり、昭

和 63 年に「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（オゾン層保護法）」を制

定し、平成元年 7 月からオゾン層破壊物質の生産・輸出入の規制を開始し、モントリオール

議定書の義務を着実に履行している。生産量・消費量の削減実績については次ページを参照。 

 

我が国における特定物質（オゾン層破壊物質）の生産量・消費量に関する基準限度 

・CFC（議定書附属書 A グループ I） 

期間 生産量 消費量 
1993 年 1 月 1 日～ 119,998 118,134 
1994 年 1 月 1 日～ 30,000 29,534 
1996 年 1 月 1 日～ 0 0 

 

・ハロン 

期間 生産量 消費量 
1993 年 1 月 1 日～ 28,419 16,958 
1994 年 1 月 1 日～ 0 0 

 

・その他の CFC（議定書附属書 B グループ I）  

期間 生産量 消費量 
1993 年 1 月 1 日～ 1,874 1,865 
1994 年 1 月 1 日～ 586 583 
1996 年 1 月 1 日～ 0 0 

 

・四塩化炭素 

期間 生産量 消費量 
1995 年 1 月 1 日～ 2,940 11,232 
1996 年 1 月 1 日～ 0 0 

 

・1,1,1-トリクロロエタン 

期間 生産量 消費量 
1993 年 1 月 1 日～ 15,637 17,279 
1994 年 1 月 1 日～ 7,819 8,640 
1996 年 1 月 1 日～ 0 0 

 

・HCFC 

期間 生産量 消費量 
1996 年 1 月 1 日～ － 5,562 
2004 年 1 月 1 日～ 5,654 3,615 
2010 年 1 月 1 日～ 1,413 1,390 
2015 年 1 月 1 日～ 565 556 
2020 年 1 月 1 日～

（注） 
28 27 

2030 年 1 月 1 日～ 0 0 
(注)2020 年 1 月 1 日に存在する冷凍空気調和機器への補

充用に限る。 

 

・臭化メチル 

期間 生産量 消費量 
1995 年 1 月 1 日～ 3,376 3,664 
1999 年 1 月 1 日～ 2,532 2,748 
2001 年 1 月 1 日～ 1,688 1,832 
2003 年 1 月 1 日～ 1,012 1,099 
2005 年 1 月 1 日～ 0 0 
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①日本における特定物質の生産量・消費量の推移 

表 4-1 特定物質の生産量・消費量（議定書附属書 A） 

（単位：ODP トン*） 

年次(1) 
特定フロン ハロン 

生産量 消費量** 生産量 消費量 
基準年 

（1986 年） 
119,998 118,134 28,419 16,958 

1989 年 119,070 109,916 - - 
1990 年 101,288 89,056 - - 
1991 年 

109,531 97,989 
- - 

1992 年 20,140 14,786 
1993 年 51,212 47,435 9,288 7,527 
1994 年 28,392 26,455 0 0 
1995 年 24,267 23,062 0 0 
1996 年 786 －352 0 －2 
1997 年 166 －173 0 0 
1998 年 0 －312 0 0 
1999 年 0 －21 0 0 
2000 年 0 0 0 0 
2001 年 0 0 0 0 
2002 年 0 0 0 0 
2003 年 0 0 0 0 
2004 年 0 0 0 0 
2005 年 0 0 0 0 
2006 年 0 0 0 0 
2007 年 0 －5 0 0 
2008 年 0 －1 0 0 
2009 年 0 0 0 0 
2010 年 0 0 0 0 
2011 年 0 －5 0 0 
2012 年 0 －5 0 0 
2013 年 0 0 0 0 
2014 年 0 0 0 0 
2015 年 0 0 0 0 

（1）特定フロンの 1989 年及び 1990 年に関しては、各年の 7 月から翌年 6 月まで、1991 年は 7 月から 1992

年 12 月までの 18 ヶ月間の値。その他に関しては、各年の 1 月から 12 月までの値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-8 特定物質の生産量・消費量（議定書附属書 A） 

（出典）経済産業省発表資料より作成

                                                  
 

* ODP トンは各生産量・消費量にオゾン破壊係数を乗じた数値。 
** 消費量＝生産量＋輪入量－輪出量 
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表 4-2 特定物質の生産量・消費量（議定書附属書 B） 

（単位：ODP トン） 

年次(1) 
その他の CFC 四塩化炭素 1,1,1-トリクロロエタン 

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 
基準年 

（1989 年） 
2,342 2,331 19,602 74,879 15,637 17,279 

1993 年 808 788 - - 7,146 7,546 
1994 年 136 136 - - 4,637 3,973 
1995 年 135 135 2463 255 5,248 4,088 
1996 年 0 0 539 －670 868 －48 
1997 年 0 0 0 －1 1,079 －55 
1998 年 0 0 0 －2 899 －52 
1999 年 0 0 0 －1 1,048 －38 
2000 年 0 0 0 －1 876 －34 
2001 年 0 0 0 －1 735 －326 
2002 年 0 0 0 －4 1250 －29 
2003 年 0 0 0 －2 569 －19 
2004 年 0 0 0 －1 565 －30 
2005 年 0 0 0 －1 400 0 
2006 年 0 0 0 0 348 0 
2007 年 0 0 0 0 418 0 
2008 年 0 0 0 0 246 0 
2009 年 0 0 0 0 194 0 
2010 年 0 0 0 0 0 0 
2011 年 0 0 0 0 0 0 
2012 年 0 0 0 0 0 0 
2013 年 0 0 0 0 0 0 
2014 年 0 0 0 0 0 0 
2015 年 0 0 0 0 0 0 

 （1）各年は 1 月から 12 月までの値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-9 特定物質の生産量・消費量（議定書附属書 B） 

（出典）経済産業省発表資料より作成
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表 4-3 特定物質の生産量・消費量（議定書附属書 C、E） 

 （単位：ODP トン） 

年次(1) 
HCFC HBFC ブロモクロロメタン 臭化メチル 

生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 生産量 消費量 
基準値 

 
5,654 

（2） 
5,562 

（3） 
 

   
3,376 

（1991 年） 
3,664 

（1991 年） 
1995 年 - - - - - - 3,689 4,180 
1996 年 - 4,141 0 0 - - 3,009 3,421 
1997 年 - 4,152 0 0 - - 2,905 3,318 
1998 年 3,966 3,633 0 0 - - 2,741 3,112 
1999 年 4,608 3,899 0 0 - - 2,420 2,746 
2000 年 3,928 3,531 0 0 - - 2,259 2,564 
2001 年 3,792 3,500 0 0 - - 1,613 1,744 
2002 年 3,195 2,907 0 0 0 0 1,571 1,702 
2003 年 3,145 2,810 0 0 0 0 883 969 
2004 年 1,921 1,473 0 0 0 0 897 1,019 
2005 年 1,344 1,118 0 0 0 0 346 357 
2006 年 872 747 0 0 0 0 287 293 
2007 年 728 770 0 0 0 0 282 288 
2008 年 777 787 0 0 0 0 223 236 
2009 年 494 518 0 0 0 0 161 167 
2010 年 400 453 0 0 0 0 138 149 
2011 年 397 470 0 0 0 0 128 135 
2012 年 297 342 0 0 0 0 83 94 
2013 年 294 335 0 0 0 0 1 1 
2014 年 252 283 0 0 0 0 0 0 
2015 年 213 255 0 0 0 0 0 0 

（1）各年は 1 月から 12 月までの値となっている。 
（2）HCFC の生産量の基準量＝HCFC の 1989 年生産量算定値と消費量算定値の平均＋CFC の 1989 年生産量算定値と消費量算定値の

平均×0.028 
（3）HCFC 消費量の基準量＝HCFC の 1989 年消費量算定値＋CFC の 1989 年消費量算定値×0.028 
（4）臭化メチルの生産量等の算定値には、締約国が検疫及び出荷前の処理のために使用する量を含まない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-10 特定物質の生産量・消費量（議定書附属書 C、E） 

（出典）経済産業省発表資料より作成
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（2）冷媒フロン類の回収・破壊 

既に生産され、製品中に含まれているフロン類及び代替フロンの大気中への排出を抑制

し、オゾン層保護及び地球温暖化防止に資するため、業務用冷凍空調機器については「特定

製品に係るフロン類の回収及び破壊の実施の確保等に関する法律（フロン回収・破壊法）」、

家庭用冷凍冷蔵庫・エアコンについては「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」、

カーエアコンについては「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）」

に基づき、使用済機器等から冷媒フロン類を回収し、適切に破壊することとしている。 
 

表 4-4 冷媒フロン類を回収した機器の台数 
（千台） 

機 器 

平成 
18 
年度 

平成 
19 
年度 

平成 
20 
年度 

平成 
21 
年度 

平成 
22 
年度 

平成 
23 
年度 

平成 
24 
年度 

平成 
25 
年度 

平成 
26 
年度 

平成 
27 
年度 

業務用 

冷凍空調機器 
878  1,033  1,237  1,172  1,164  1,230  1,230  1,368  1,394 1,538 

家庭用 

エアコン 
1,835  1,890  1,968  2,154  3,142  2,341  2,359  2,961  2,225 2,355 

家庭用 

冷蔵冷凍庫 
2,709  2,725  2,746  3,007  3,400  2,843  2,919  3,433  2,775 2,799 

カーエアコン 2,628  2,663  2,755  3,060  3,000  2,375  2,816  2,835  2,904 2,741 
合 計 8,050  8,311  8,706  9,393  10,706  8,789  9,324  10,597  9,298  9,433 

注）カーエアコンについては、自動車リサイクル法及びフロン回収・破壊法による回収の合計。 

 

表 4-5 冷媒フロン類の回収量 
（t） 

機 器 
フロン

類の 
種類 

平成 
18 
年度 

平成 
19 
年度 

平成 
20 
年度 

平成 
21 
年度 

平成 
22 
年度 

平成 
23 
年度 

平成 
24 
年度 

平成 
25 
年度 

平成 
26 
年度 

平成 
27 
年度 

業務用 
冷凍空調機器 

CFC 348  342  290  207  216  185  211  175  150  165 
HCFC 1,987  2,404  2,814  2,661  2,862  2,850  3,140  2,917  2,847  3,169 
HFC 206  422  669  733  817  922  1,193  1,371  1,427  1,507 
計 2,541  3,168  3,773  3,601  3,895  3,958  4,543  4,463  4,424  4,841 

家庭用 
エアコン 

HCFC 1,024  1,048  1,098  1,182  1,647  1,215  1,156  1,256  1069 934 
HFC 19  40  67  122  223  262  322  466  508 570 
計 1,043  1,088  1,166  1,304  1,870  1,477  1,478  1,722  1,577 1,505 

家庭用 
冷蔵冷凍庫 

CFC 218  196  177  167  164  112  97  90  72 58 
HCFC 11  12  12  15  17  13  12  13  10 8 
HFC 68  91  111  139  176  160  169  189  166 144 
計 298  299  299  320  357  285  278  291  248 210 

カーエアコン 
CFC 258  192  141  109  65  37  21  17  14 10 
HFC 546  617  731  865  846  668  792  792  773 710 
計 803  809  873  974  911  705  813  809  787 720 

特定フロン 
CFC 824  730  608  483  445  334  329  282  236  233 

HCFC 3,022  3,464  3,924  3,858  4,526  4,078  4,308  4,186  3,926  4,111 
小計 3,845  4,194  4,532  4,341  4,972  4,412  4,637  4,468  4,162  4,334 

代替フロン HFC 840  1,170  1,578  1,859  2,054  2,012  2,476  2,818  2,874  2,931 

合計  4,685  5,364  6,110  6,200  7,038  6,424  7,112  7,285  7,036  7,275 

注１）小数点未満を四捨五入したため、表中の数値の和は必ずしも合計欄の値に一致しない。 

注２）カーエアコンについては、自動車リサイクル法及びフロン回収・破壊法による回収量の合計。 

自動車リサイクル法に基づく回収量は次の計算式により算出した。 

「自動車製造業者等による取引量」＋「フロン類回収業者による再利用量」＋「フロン類回収業者

による当年度末保管量」－「フロン類回収業者による前年度末保管量」
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表 4-6 冷媒フロン類の破壊量 
 

機 器 
フロン

類の 
種類 

平成 
18 
年度 

平成 
19 
年度 

平成 
20 
年度 

平成 
21 
年度 

平成 
22 
年度 

平成 
23 
年度 

平成 
24 
年度 

平成 
25 
年度 

平成

26 
年度 

平成

27 
年度 

業務用 
冷凍空調機器 
カーエアコン 

CFC 590 479 376 271 271 226 218 181  155  190 
HCFC 1,821 2,095 2,439 2,164 2,284 2,362 2,393 2,349  2,305  2,464 
HFC 772 1,036 1,346 1,505 1,596 1,528 1,829 1,940  2,034  2,161 
計 3,183 3,611 4,161 3,941 4,152 4,116 4,440 4,470  4,494  4,815 

家庭用 
エアコン 

HCFC 1,028 1,043 1,103 1,173 1,642 1,213 1,158 1,245  716  245 
HFC 18 40 66 119 220 262 322 461  325  142 
計 1,046 1,083 1,169 1,293 1,863 1,475 1,480 1,706  1,041  388 

家庭用 
冷蔵冷凍庫 

CFC 219 197 179 165 165 112 97 90  71  56 
HCFC 12 12 12 14 17 13 12 13  10  7 
HFC 67 90 111 136 174 160 169 186  108  40 
計 298 299 301 315 356 285 278 289  189  103 

特定フロン 
CFC 809 676 555 438 436 338 315 271  226  246  

HCFC 2,861 3,150 3,554 3,358 3,943 3,588 3,563 3,607  3,031  2,716  
小計 3,670 3,826 4,109 3,796 4,379 3,926 3,878 3,878  3,257  2,962  

代替フロン HFC 857 1,166 1,523 1,760 1,990 1,950 2,320 2,587  2,467  2,343  

合計  4,527 4,992 5,632 5,556 6,369 5,876 6,199 6,465 5,724 5,305  

注１）小数点未満を四捨五入したため、表中の数値の和は必ずしも合計欄の値に一致しない。 

 

これまで「京都議定書目標達成計画」において代替フロン等３ガスの排出抑制目標を定め、

産業界による行動計画の進捗状況のフォローアップ、HFC などに代わる代替物質の開発、

断熱材発泡剤・スプレー（エアゾール製品）等のノンフロン化の促進などを進めてきた。 

HFC を始めとする代替フロン等３ガスの排出量については、産業部門を中心に削減が進

んできたが、冷凍空調機器の冷媒用途を中心に増加傾向にある。また、廃棄時冷媒回収率は

依然３割程度で推移している。加えて、冷凍空調機器の使用中に、これまでの想定を大きく

上回る規模で冷媒フロン類が漏えいしていることが判明した。 

このため、フロン類のライフサイクル全般にわたる抜本的な対策を推進するため、平成 25

年通常国会においてフロン回収・破壊法が改正された。これにより、法律名を「フロン類の

使用の合理化及び管理の適正化に関する法律」に改め、現行法に基づく業務用冷凍空調機器

の廃棄時や整備時におけるフロン類の回収及び破壊の徹底に加え、新たに、フロン類及びフ

ロン類使用製品の製造段階における規制、業務用冷凍空調機器の使用段階におけるフロン

類の漏えい防止対策等を講じることとなっており、平成 27 年度から全面施行された。 

今後、ガスメーカー、機器・製品メーカー、機器ユーザー、その他の関係者（回収業者、

破壊業者、施工・メンテナンス業者）等において、それぞれの立場で対応することが求めら

れる。 

（t） 
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図 4-11 フロン排出抑制法の概要（平成 27 年 4 月施行） 
 
（3）冷媒フロン類以外のストック対策 

①断熱材中フロン類の回収・破壊に向けた取組 

・ 家庭用冷凍冷蔵庫に使用される断熱材中のフロン類については、家電リサイクル法に

基づき、回収・破壊等がなされている。 

・ 建材用断熱材中のフロン類については、環境省において平成 12 年以降回収・破壊の

ための技術的事項を調査し、平成 19 年に「建材用断熱材フロンの処理技術」をとり

まとめた。 
 
②消火剤ハロン類の回収・再利用・破壊に向けた取組 

・ 建築物や危険物施設、船舶、航空機等に設置される消火設備・機器等の消火剤として

使用されているハロンについては、国家ハロンマネジメント戦略（2000 年）に基づ

き、特定非営利活動法人「消防環境ネットワーク」を中心として、データベースの管

理、不可欠用途（クリティカルユース）の十分な管理、回収・リサイクルの推進等が

行われている。 

・ 今後、1980 年代から 1990 年代初頭に建設された数多くの建築物が解体時期を迎え

ることに伴って回収されるハロン量の増加が予想されることなどを踏まえ、環境省で

は、不要・余剰となったハロンを適切に破壊処理するための技術的事項を調査し、平

成 18 年 5 月に「ハロン破壊処理ガイドライン」をとりまとめた。 
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表 4-7 ハロンの設置状況（2016 年(平成 28 年)12 月 31 日現在） 

ハロン種類 設備名 設置件数 ハロン量（kg） 
ハロン-1301 消火設備 29,909 15,567,762 
 消火装置 8,509 634,695 
 消火器 6,622 125,485 
 小計 45,040 16,327,942 
ハロン-2402 消火設備 287 147,936 
 消火装置 60 8,911 
 消火器 99 2,506 
 小計 466 159,353 
ハロン-1211 消火設備 33 13,858 
 消火装置 8 392 
 消火器 484 24,586 
 小計 525 38,836 
合計  46,011 16,526,131 

（出典）ハロン等抑制対策連絡会 ハロン等抑制対策に関する報告書（平成 28 年度）より 

 

 

表 4-8 消防環境ネットワークの管理によるハロン-1301 の回収、供給量 

年度 供給量(t) 回収量(t) 
1994 100 27 
1995 117 56 
1996 126 59 
1997 111 46 
1998 73 94 
1999 57 78 
2000 65 97 
2001 66 104 
2002 63 80 
2003 52 112 
2004 100 118 
2005 123 133 
2006 173 110 
2007 208 145 
2008 156 146 
2009 89 99 
2010 58 161 
2011 46 159 
2012 41 196 
2013 102 217 
2014 180 179 
2015 202 166 

（出典）ハロン等抑制対策連絡会 ハロン等抑制対策に関する報告書（平成 28 年度）より 



巻末資料 

189 

（4）化学物質排出把握管理促進法に基づく排出量の把握 

平成 13 年度から PRTR（化学物質排出移動量届出制度）が始まり、オゾン層破壊物質の

排出量等について、事業者の届出による事業場からの排出量等と、国の推計による事業場以

外からの排出量が毎年公表されている。 

 
表 4-9 平成 27 年度のオゾン層破壊物質の PRTR による排出量等 

   （単位：kg/年） 

 
* PRTR の対象となる事業所から１年間に環境中に排出された量として、事業者から国へ届け出られた量 
** PRTR の対象となる事業所以外から環境中へ排出される量として、国が推計した量 
*** ODS 排出量はモントリオール議定書の値を採用 
**** CO2 排出量は第 4 次 IPCC 報告書（100 年 GWP 値）を採用 
***** PRTR の対象となる事業所から１年間に廃棄物として事業所の外へ運び出された量

 
 

 
図 4-12 PRTR に基づくオゾン層破壊物質の排出量（ODP 換算、CO2換算） 

 

届出外 排出量 届出

大気 公共用水域 排出量
＊＊ 合計 移動量

＊＊＊＊＊

CFC-11 288 1,185 0 835,016 836,201 836.2 397.2 430
CFC-12 161 2,114 0 544,795 546,909 546.9 596.1 33
CFC-113 284 3,600 0 3,600 7,200 5.8 4.4 0
CFC-114 163 0 0 0 0.0 0.0 0
CFC-115 126 0 0 13,009 13,009 7.8 9.6 0
CFC-13 107 - - - - - - -

CFC-112 263 - - - - - - -

合計 6,899 0 1,396,419 1,403,319 1,397 1,007 463
ハロン1211 380 - - - - - - -

ハロン1301 382 14,280 0 24,638 38,918 389.2 27.8 0
ハロン2402 211 - - 0 0.0 0.0 -

合計 14,280 0 24,638 38,918 389 28 0
HCFC-21 177 3,960 0 3,960 7,920 0.3 0.0 0
HCFC-22 104 183,327 0 8,373,920 8,557,248 470.6 1,548.9 56,984
HCFC-123 164 45,795 0 197,251 243,046 4.9 1.9 1,400
HCFC-124 105 1,400 0 1,400 2,800 0.1 0.2 0
HCFC-133 106 21,000 0 21,000 42,000 2.5 0.0 16,000
HCFC-141b 176 9,963 0 738,932 748,894 82.4 54.3 4,307
HCFC-142b 103 21,900 0 308,610 330,510 21.5 76.3 70,000
HCFC-225 185 452,116 0 1,099,195 1,551,311 108.6 55.6 54,806
合計 739,460 0 10,744,269 11,483,729 691 1,737 203,497

149 6,477 360 6,837 13,673 15.0 1.9 260,489
279 510 16,388 16,899 33,797 3.4 0.5 2
386 114,339 400 492,038 606,777 364.1 0.3 7,930

881,966 17,148 12,681,100 13,580,213 2,859 2,775 472,380
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（5）代替フロン等４ガスの排出抑制の目標 

「地球温暖化対策計画」（平成 28 年 5 月 13 日閣議決定）においては、代替フロン等４ガス（HFCs、

PFCs、SF6、NF3）については、2030 年において、2013 年比 25.1％減（2005 年比 4.5％増）の水

準（約 2,890 万ｔ－CO2）にすることを目標としている。 

 

表 4-10 代替フロン等 4 ガスの排出量の目標 

(単位：百万 t-CO2) 
 2005 年 

実績 
2013 年 
実績 

2030 年の 
排出量の目標 

代替フロン等 4 ガス 27.7 38.6 28.9 
HFCs 12.7 31.8 21.6 
PFCs 8.6 3.3 4.2 
SF6 5.1 2.2 2.7 
NF3 1.2 1.4 0.5 
（出典）「地球温暖化対策計画」平成 28 年 5 月 13 日閣議決定 
 

 

 

図 4-13 代替フロン等４ガスの排出量の推移（ガス別）  

 

 

（6）ノンフロン化の推進 

①グリーン購入法に基づくノンフロン化の推進 

フロンを使わない製品（ノンフロン製品）の普及を促進するため、「国等による環境物品等の調達

の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に基づき、国等の行政機関に対してノンフロン製品の調

達を義務付けている。 
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表 4-11 グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）に基づく 
環境物品等の調達の推進に関する基本方針(フロン関係抜粋)（平成 29 年 2 月現在） 

ダストブロワー  

【判断の基準】 
●フロン類が使用されていないこと。ただし、可燃性の高い物質が使用されている場合にあっ

ては、製品に、その取扱いについての適切な記載がなされていること。 

（備考） 
・ダストブロワーに係る判断の基準における「フロン類」とは、フロン類の使用の合理化及

び管理の適正化に関する法律（平成 13 年法律第 64 号）第 2 条第 1 項に定める物質をい

う。判断の基準において使用できる物質は、二酸化炭素、ジメチルエーテル及びハイドロフ

ルオロオレフィン（HFO1234ze）等。 
・ダストブロワーに係る判断の基準については、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化

に関する法律（平成 13 年法律第 64 号）第 2 条第 2 項の指定製品の対象となる製品に適

用するものとする。 

電気冷蔵庫、 
電気冷凍庫、 
電気冷凍冷蔵庫 

 
【判断の基準】 
●冷媒及び断熱材発泡剤にフロン類が使用されていないこと。 
（備考） 
・「フロン類」とは、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年法律

第 64 号）第 2 条第 1 項に定める物質をいう。  

エアコンディ 
ショナー 

 

【判断の基準】 
●家庭用のエアコンディショナーについては、冷媒に使用される物質の地球温暖化係数は 750
以下であること。 

●冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 

 

【配慮事項】 
●業務の用に供するエアコンディショナーにあっては、冷媒に可能な限り地球温暖化係数の小

さい物質が使用されていること。 
（備考） 
「地球温暖化係数」とは、地球の温暖化をもたらす程度の二酸化炭素に係る当該程度に対する

比を示す数値をいう。 

ガスヒートポン 
プ式冷暖房機 

 
【判断の基準】 
●冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 

 
【配慮事項】 
●冷媒に可能な限り地球温暖化係数の小さい物質が使用されていること。 

ヒートポンプ式 
電気給湯器 

 
【判断の基準】 
●冷媒にフロン類が使用されていないこと。 

 
【配慮事項】 
●冷媒に可能な限り地球温暖化係数の小さい物質が使用されていること 

自動車 

 

【判断の基準】 
○新しい技術の活用等により従来の自動車と比較して著しく環境負荷の低減を実現した自動

車であって、次に掲げる自動車であること。 
①電気自動車 
②天然ガス自動車 
③ハイブリッド自動車 
④プラグインハイブリッド自動車 
⑤燃料電池自動車 
⑥水素自動車 
⑦クリーンディーゼル自動車（乗車定員 10 人以下の乗用の用に供する自動車（以下「乗用車」

という。）に限る。以下同じ。） 
⑧乗用車・小型バス 
⑨小型貨物車 
⑩重量車 
⑪LP ガス自動車 

 
【配慮事項】 
●エアコンディショナーの冷媒に使用される物質の地球温暖化係数は 150 以下であること。 
●アイドリングストップ自動車として設計・製造されていること。 

マットレス  
【判断の基準】 
●ウレタンフォームの発泡剤にフロン類が使用されていないこと。 
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表 4-11 グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律）に基づく 
環境物品等の調達の推進に関する基本方針(フロン関係抜粋)（平成 29 年 2 月現在）（続き） 

断熱材  

【判断の基準】 
●建築物の外壁等を通しての熱の損失を防止するものであって、次の要件を満たすものとす

る。 
・フロン類が使用されていないこと。 

氷蓄熱式 
空調機器 

 
【判断の基準】 
●冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 

ガスエンジン 
ヒートポンプ式 
空気調和機 

 
【判断の基準】 
●冷媒にオゾン層を破壊する物質が使用されていないこと。 

庁舎管理  
【配慮事項】 
●庁舎管理に空気調和設備、熱源設備の維持管理を含む場合にあっては、冷媒として用いられ

るフロン類の漏洩の防止のための適切な措置が講じられていること。 

飲料自動販売機 
設置 

 

【判断の基準】 
●冷媒及び断熱材発泡剤にフロン類が使用されていないこと。 
（備考） 

・「フロン類」とは、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年
法律第 64 号）第 2 条第 1 項に定める物質をいう。判断の基準において使用できる冷媒

は二酸化炭素、炭化水素及びハイドロフルオロオレフィン（HFO1234yf）等）。 
・カップ式飲料自動販売機のうち、平成 29 年 4 月 30 日までに飲料自動販売機の設置事業

者から自動販売機製造事業者に発注された自動販売機には適用しないものとする。ただ

し、オゾン層を破壊する物質は使用されていないこと、かつ、可能な限り地球温暖化係数

の小さい物質が使用されていることとする。 

 

【配慮事項】 
●年間消費電力量及びエネルギー消費効率基準達成率並びに冷媒（種類、地球温暖化係数及び

封入量）が自動販売機本体の見やすい箇所に表示されるとともに、ウエブサイトにおいて公

表されていること。 

※本表はフロン類関係を抜き出したものであり、それ以外の判断基準がある場合がある。詳しくは「環境物品等の調

達の推進に関する基本方針 平成 29 年 2 月」を参照。 

 

②省エネ型自然冷媒機器の導入補助 

 アンモニアや二酸化炭素などの自然冷媒を使用した冷凍等装置は、導入費用が高いこと等により

普及が進みにくい状況にある。このため、環境省では、このような省エネ自然冷媒冷凍等装置の導入

事業者に対して補助することにより、省エネ自然冷媒冷凍等装置の導入を促進している。 

③その他のノンフロン化普及促進の取組 

 環境省では、自然冷媒冷凍空調機器、ノンフロン家庭用冷凍冷蔵庫、ノンフロンダストブロワー、

ノンフロン断熱材（硬質ウレタンフォーム）の 4 品目について、ノンフロン製品の紹介冊子を作成

し、その普及に取り組んでいる。 

 

（7）開発途上国への支援 

モントリオール議定書に基づく規制は、開発途上国については平成 11 年から開始されたところで

あり、開発途上国の議定書の遵守状況が今後のオゾン層の回復に大きく影響することから、開発途上

国に対し、我が国の排出抑制、回収・破壊、オゾン層破壊物質からの代替に関する技術・経験をいか

した支援を行っていく必要がある。このため、開発途上国の政府職員等に対するオゾン層保護政策に

関する研修等が実施されている。 

また、環境省では、モントリオール議定書多数国間基金を活用した開発途上国における二国間協力

プロジェクトを実施するため、支援方策の提案やプロジェクトの形成などを行っている。特に、今後
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開発途上国において、オゾン層破壊物質を使用した機器の廃棄等に伴うオゾン層破壊物質の排出増

加が予想されることから、これらの処理方策について検討を行うとともに、日本の回収・破壊に関す

る制度的・技術的知見、我が国のノンフロン技術等をいかした協力に力を入れている。 

 

 

表 4-12 我が国のモントリオール議定書多数国間基金への拠出金 
期間 拠出金総額（含繰り越し） 我が国の拠出金 

第 1 期 1991～1993 年 24,000 万ドル 3,300 万ドル  
第 2 期 1994～1996 年 51,000 万ドル  6,500 万ドル 
第 3 期 1997～1999 年 54,000 万ドル  8,500 万ドル   
第 4 期 2000～2002 年 47,570 万ドル 9,900 万ドル 
第 5 期 2003～2005 年 57,300 万ドル 10,400 万ドル 
第 6 期 2006～2008 年 47,000 万ドル 8,800 万ドル 
第 7 期 2009～2011 年 49,000 万ドル 8,073 万ドル 
第 8 期 2012～2014 年 45,000 万ドル 6,394 万ドル 
第 9 期 2015～2017 年 50,750 万ドル 6,568 万ドル 

 

 

表 4-13 我が国の途上国支援プロジェクトの例（環境省担当） 
対象国 プロジェクト名 時期 支援額 支援内容 

スリランカ アジア太平洋地域におけるモン

トリオール議定書の遵守促進の

ための多数国間基金による戦略

的計画の実施 

2001～2002 年 167,805 ドル 
（多数国間基金） 

途上国自身が自立してモントリオー

ル議定書を遵守するため、自国のオ

ゾン層破壊物質消費状況の全体像を

把握し、すべてのオゾン層破壊物質

を撤廃するための計画である国家遵

守戦略(National Compliance 
Strategy)を作成することを支援。 

イラン・ 

モンゴル 

アジア太平洋地域におけるモン

トリオール議定書の遵守促進の

ための多数国間基金による戦略

的計画の実施（第２フェーズ） 

2002～2003 年 141,250 ドル 
（多数国間基金） 

上記プロジェクトの継続事業とし

て、イラン及びモンゴルを対象に、

関係国際機関と協力し、調整会合の

実施等を支援。 

スリランカ 国家遵守行動計画 
（National Compliance Action 
Plan） 

2005～2009 年 751,902 ドル 
（多数国間基金） 

2010 年の CFC 消費量全廃のための

包括的支援。CFC の回収・再利用、

カーエアコンの改修、貿易管理、技

術者訓練等。 

モンゴル 最終削減管理計画 
（Terminal Phase-out 
Management Plan） 

2005～2009 年 269,957 ドル 
（多数国間基金） 

2010 年の CFC 消費量全廃のための

包括的支援。CFC の回収・再利用、

貿易管理、技術者訓練等。 

インドネシア フロン破壊処理施設整備事業 2006～2009 年 － セメントキルンを改修したフロン破

壊処理施設の設置、破壊実証試験

等。 

アジア太平洋地域 不要オゾン層破壊物質破壊処理

実証事業準備 
2008～2009 年 33,900 ドル 

（多数国間基金） 
アジア太平洋地域での不要オゾン層

破壊物質破壊処理のロジスティッ

ク、破壊処理施設の設置等のための

多数国間基金プロジェクトの準備。 

モンゴル XPS 製造工場における HCFC
消費量削減事業準備 

2010 年 60,000 ドル 
（多数国間基金） 

モンゴル国内の２つの XPS 製造工場

における HCFC 転換のための多数国

間基金プロジェクトの準備。 

モンゴル HCFC 削減管理計画（XPS 製造

工場における HCFC 消費量削減

事業） 

2011 年～ 130,000 ドル 
（多数国間基金） 

モンゴルにおける HCFC 削減管理計

画のうちモンゴル国内の 2 つの XPS
製造工場における HCFC 転換。 

中国 HCFC 削減管理計画（冷蔵サー

ビス分野における HCFC 削減） 
2011 年～ 400,000 ドル 

（多数国間基金） 
中国における HCFC 削減管理計画の

うち冷蔵サービス分野における

HCFC 削減 
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１－５．オゾン層保護対策の効果 

（1）モントリオール議定書によるオゾン層保護の効果 

オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書は、オゾン層破壊物質（ODS）の生産・消

費に関する具体的な規制措置を進め、EESC（詳細は第 1 部 3-1（b）（P15）脚注を参照）を減少させ

る効果を上げてきた。モントリオール議定書は 1987 年の採択以来、6 回にわたって改正・調整され

てきたが、それぞれの改正・調整が EESC の減少にどのような効果をもたらしたかを予測したものが

図 4-14 である。1992 年のコペンハーゲン改正以降、EESC の長期的な減少が期待されている。 

 

 

 

図 4-14 モントリオール議定書の EESC の削減効果 
オゾン層破壊物質の量に関する将来予測を EESC で示したもの。モントリオール議定書が採択されていないと仮定し

た場合（①）、モントリオール議定書採択当時（1987 年）の規制に即した場合（②）及びその後の改正・調整による

場合別に EESC の予測量が表されている。 
（出典）Twenty Questions and Answers About the Ozone Layer: 2014 Update 

Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2015）より作成 
 
 

                                                  
 
 現時点で考えられる ODS の放出はモントリオール議定書の枠組み内で認められている途上国での ODS の生産・

使用に伴う放出ならびにバンクと呼ばれる市中に存在する ODS 類（例：冷蔵設備で今なお用いられている CFC、

消火設備内に存在するハロン）の放出である。仮に 2014 年時点でこれらの潜在的な ODS の放出を完全になくした

場合の今後の EESC の推移は図 4-14 の破線で示す通りである。2007 年のモントリオール改正に従った場合に期待

される EESC の推移はこの破線で示した推移とは明らかに異なっており、今後数十年はある程度の ODS 放出が見

込まれることを意味する。なお、2014 年以降の ODS 放出を完全になくすことにより、EESC が 1980 年レベルに戻

る時期を 13 年早めることが期待できる。（Q&A: WMO, 2015） 
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 モントリオール議定書による取組みにより EESC の増加を食い止め、着実な減少へと導いたこと

は、深刻なオゾン層破壊の回避に繋がった。図 4-15 は化学気候モデルによって計算された、ODS に

対する規制を行わなかった場合に予想される年平均のオゾン全量ならびにその緯度分布の変化を示

したものである。ODS に対する規制が実施されたもとでの 2000 年のオゾン全量（図 4-15 中の破線）

と ODS に対する規制が取られなかった状況下でのオゾン全量の変化を比較すると、2000 年時点で

は規制無しのシナリオでのオゾン全量の緯度分布は規制有りのシナリオでの緯度分布に比べて、極

域や低緯度域でのオゾン全量が少ないが、全体的には大きな違いは現れていない。これは、図 4-14

からもわかる通り、2000 年の時点では規制の有無による EESC の値の差はさほど顕著でないことと

矛盾しない。一方、ODS に対する規制無しのシナリオ下でのオゾン全量の 2020 年以降の変化につ

いては、2020 年には南極域のオゾン全量は年平均でもオゾンホールの基準である 220m atm-cm を

下回り、2040 年には、北極域並びに低緯度域でも年平均のオゾン全量が 220m atm-cm 程度になる

ことが予測されている。さらに 2052 年の段階では、中緯度域に見られるオゾン全量の大きな緯度勾

配の特徴は消失し、また年平均のオゾン全量は全ての緯度帯において、オゾンホールの基準である

220m atm-cm を下回る予測となっており、深刻な影響が見込まれることが分かる。また、北半球中

高緯度および南半球中高緯度のオゾン全量分布の経年変化を図 4-16 に示す。南半球では、ほぼ南極

を中心に 220 m atm-cm 以下の領域（黒の斜線の部分）が拡大してゆくのに対し、北半球ではグリー

ンランド、スカンジナビア半島とその少し東側の経度で先に拡大する傾向があることがわかる。 

 
図 4-15 モントリオール議定書によるオゾン層の保護効果 

モントリオール議定書によるオゾン層破壊物質の規制がないと仮定した場合のオゾン全量の予測を緯度帯別に平均

したもの。破線は、ODS に対する規制を考慮したシナリオのもとで計算されたオゾン全量の緯度分布。網掛けは 220m 
atm-cm 以下の部分。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2010 （WMO, 2011）より作成 
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図 4-16 北半球中高緯度（上）および南半球中高緯度（下）のオゾン全量分布の経年変化 
モントリオール議定書によるオゾン層破壊物質の規制がないと仮定した場合のオゾン全量の予測値の分布を濃淡

で表す。北緯 45 度～90 度の 1 月～4 月およびおよび南緯 45 度～90 度の 9 月～11 月の領域と期間で、それぞれオゾ

ン全量が最低値を示した日の分布を示す。濃淡のスケールの数字の単位は m atm-cm。オゾン全量が 220 m atm-cm
以下を示す領域を黒の斜線で示す。（出典）国立環境研究所秋吉英治氏提供データ 

 
 

ODS に対する規制が取られなかった状況を仮定して計算されたオゾン全量の減少は、地上付近で

の太陽紫外線の増加にも大きな影響を与える。図 4-15 のシミュレーションに基づき、北半球中緯度

の正午の UV インデックスを予測したものが図 4-17 である。これによれば、オゾン層破壊物質の規

制が行われていなかったと仮定すると、2060 年には北半球中緯度帯の夏季の UV インデックスは現

在の 2.5 倍に達すると予測されている。 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 4-17 北半球中緯度帯の UV インデックスの予測（仮定） 
実線はモントリオール議定書によるオゾン層破壊物質の規制がないと仮定した場合の UV インデックスの予測。北半

球中緯度帯（北緯 30～50 度）における夏季（7 月 2 日）の正午を想定している。破線はモントリオール議定書により

オゾン層破壊物質が規制される場合の予測。UV インデックスの強度については、8～10 は「非常に強い」、11 以上は

「極端に強い」強度とされている。 
（出典）Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2010（WMO, 2011）及び Environmental Effects of Ozone 
Depletion and Its Interactions with Climate Change: 2014Assessment（UNEP-EEAP, 2015）をもとに作成

（m atm-cm）
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（2）モントリオール議定書による地球温暖化防止への貢献 

オゾン層破壊物質である CFC は、オゾン層の破壊に関係しているだけでなく、二酸化炭素やメタ

ン等と同様に、温室効果ガスという性質を持つ。モントリオール議定書によるオゾン層破壊物質の規

制は、オゾン層保護だけではなく地球温暖化の防止にも貢献してきた。図 4-18 は地球温暖化係数で

重み付けした放出量を示している。モントリオール議定書が締結された 1987 年時点の温室効果ガス

としての ODS の放出量は、二酸化炭素の量に換算すると約 9.3 億トンに相当し、当時の二酸化炭素

放出量（約 21 億トン）のほぼ半分の量に相当していた。一方、図中の網掛け部分は、モントリオー

ル議定書の実施により、温室効果ガスとして新たに放出されることを避けることが出来た ODS の量

を示した部分である。2010 年現在、モントリオール議定書によって削減されたオゾン層破壊物質の

放出量は、二酸化炭素の量に換算すると、1 年あたり約 100 億トンに相当する。これは、先進国の温

室効果ガス排出量削減目標を定めた京都議定書の第一約束期間（2008～2012 年）の削減目標（二酸

化炭素換算で 1 年あたり約 20 億トン）の 5～6 倍に相当する。 

 

図 4-18 地球温暖化係数で重み付けした放出量（CO2換算） 
実線 a はオゾン層破壊物質を地球温暖化係数で重み付けして合計した世界の放出量であり、モントリオール議定書の

効果により減少に転じていることが分かる。実線 b・破線 c は議定書による規制がなく、1987 年から毎年 3%増加し

たと仮定した場合（実線 b）と毎年 2%増加したと仮定した場合（破線 c）の放出量である。実線 d は二酸化炭素の放

出量であり、2007 年までは世界の化石燃料使用量とセメント生産量から求められたものである。2007 年以降は、

IPCC の排出シナリオに関する特別報告書（SRES）による二酸化炭素放出シナリオの最大を表す。破線 e は SRES シ

ナリオのうち、最小の二酸化炭素放出量を表す。 
（出典）Twenty Questions and Answers About the Ozone Layer: 2014 Update 

Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2015）より作成

b 

a 

c 

d 

e 
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（3）ＨＦＣによる地球温暖化への影響 

モントリオール議定書によるCFCやHCFC等の生産規制をうけ、オゾン層を全く破壊しないHFC

が利用されている。しかし、HFC は強力な温室効果ガスであることが分かっており、京都議定書に

おいて削減対象となっている。図 4-19 は HFC の温暖化効果を示したものであり、二酸化炭素に比

べて温暖化係数が高いことが分かる。 

 
図 4-19 HFC の地球温暖化係数 

二酸化炭素を 1 とした場合の HFC の地球温暖化係数を示したもの。 
（出典）IPCC 第 4 次評価報告書（2007）より作成 
 

二酸化炭素に換算した HFC の放出量は年あたり 8%の割合で増加しており、今後さらに加速する

と予測されている（図 4-20）。HFC の規制が行われないと仮定したシナリオによれば、地球温暖化

係数を考慮した放出量は、2050 年までに 1988 年のピーク時の CFC の 50％を超えるようになり、

温室効果に対する HFC の寄与が高まることが予測され、気候変化を通じたオゾン層への影響が考え

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-20 地球温暖化係数で重み付けした HFC の放出量予測 

地球温暖化係数で重み付けした HFC、HCFC 及び CFC の放出量を示す。各物質の放出量にそれぞれの地球温暖化係

数（直接効果のみ、評価期間 100 年で、二酸化炭素を 1 とする）を乗じて、二酸化炭素相当の放出量を求めた。HFC
の「多」「少」の表示は、それぞれ予測シナリオの中の上限・下限を示す。 
（出典）Twenty Questions and Answers About the Ozone Layer: 2014 Update 

Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014（WMO, 2015）より作成 
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２．ＷＭＯ科学評価パネル報告書政策決定者向けアセスメント

要旨（2014 年）* 
 

オゾン層破壊の科学アセスメント：2014 

Scientific Assessment of Ozone Depletion: 2014 
 

政策決定者向けアセスメント 総括要旨 

Executive Summary of the Assessment for Decision-Makers of the 2014 Ozone 
Assessment 

 

これは 2014 年オゾンアセスメントの政策決定者向けアセスメントの総括要旨です。以下に続くア

セスメントの 5 つの科学的な章における政策関連の主要な評価の研究成果が含まれています。 

 

モントリオール議定書の下で取られた対策は、大気中の規制対象オゾン層破壊物質の

量を減少させ、オゾン層の 1980 年レベルへの回復を可能にしている。 

 

・モントリオール議定書の下で規制されている物質の対流圏中の量は減少し続けている。主な規制

対象オゾン層破壊物質の大部分は予想どおりに大きく減少したが、ハイドロクロロフルオロカー

ボン類（HCFC類）とハロン-1301は依然として増加している。四塩化炭素の量については、未知

あるいは未報告の放出源がなければ説明がつかない。 

 

・オゾン層破壊物質が分解してできる塩素や臭素を含む化合物の成層圏中の量は減少している。（等

価実効成層圏塩素 EESC 訳注 Aによって見積もられた）塩素と臭素の量は 2012 年までに 10～15 年

前のピーク時より 10～15％減少した。塩化メチル（CH3CCｌ3）、臭化メチル（CH3Br）、クロロ

フルオロカーボン類（CFC 類）の大気中の量の減少は、見積もられた減少分とほぼ対応している。 

 

・オゾン全量は地球の大部分で1980年代から1990年代初めに減少した（南緯60～北緯60度の平均で

約2.5％）。2000年以降ではオゾン全量は比較的変化がなく、想定されたとおり近年はわずかな増

加の兆候を示している。上部成層圏では最近明らかなオゾンの増加が見られ、気候モデルによれ

ば、オゾン層破壊物質の減少と二酸化炭素の増加による上部成層圏の冷却による影響が考えられ

る。 

 

・現在のオゾン層破壊物質の量から想定されるように、南極オゾンホールは毎春発生し続ける。2011

年の冬/春、北極成層圏は特に低温となり、そのような状況下で想定されるとおりに大規模なオゾ

ン層破壊がもたらされた。 

                                                  
 
* 気象庁「オゾン層・紫外線の年のまとめ（2014）」より引用、一部改変 
訳注 A 等価実効成層圏塩素（EESC）については、第 1 部 3-1（b）（P15）脚注を参照。 
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・モントリオール議定書が完全に遵守されれば、地球の大部分でオゾン全量は 1980 年のレベルに回

復するであろう。この回復は、中緯度帯と北極では今世紀中頃より前、南極オゾンホールはそれよ

りいくらか後となると予測される。 

 

南極オゾンホールは南半球の夏の地上の気候に大きな変化をもたらした。 

 

・オゾン層破壊による南極の下部成層圏の冷却は、南半球対流圏の夏季大気循環において最近数十

年に観測された変化の主な要因である可能性が非常に高い。この変化は地上気温や降水量、海洋

への影響を伴う。北半球においては、成層圏オゾンの破壊と対流圏の気候との明瞭な関連は見出

されていない。 

 

オゾン層破壊物質が減少すると、二酸化炭素（CO2）、一酸化二窒素（N2O）、メタン

（CH4）の変化はオゾン層に対してより大きな影響を持つようになるであろう。 

 

・規制対象オゾン層破壊物質が減少すると、21世紀後半のオゾン層の変動は大気中のCO2、N2O、

CH4に大きく依存するであろう。全般的に、CO2とCH4の増加は世界全体のオゾン量を増加さ

せ、一方で増加するN2Oはさらに世界全体のオゾン層を破壊する。南極オゾンホールは、これら

の物質の影響はより小さい。 

 

・熱帯では、21世紀中にオゾン全量の明瞭な減少が予測される。熱帯のオゾン量は、オゾン層破壊物

質減少の影響は小さく、CO2、N2O、CH4の増加による大気循環の変化訳注Bに影響される。 

 

モントリオール議定書による気候への好ましい効果は、オゾン層破壊物質の代替として

利用されるHFC類の将来の排出によってかなり相殺されてしまう可能性がある。 

 

・モントリオール議定書とその改正、調整は世界的な温室効果ガスの排出削減に大きく貢献した。

2010年において、モントリオール議定書によるオゾン層破壊物質の年間削減量はCO2換算で1年

あたり約100億トンの排出抑制に相当すると推定されている。これは京都議定書の第一約束期間

（2008～2012年）における年間削減量目標の約5倍である（オゾン破壊の科学アセスメント2010

総括要旨より）。※1 

 

・オゾン層破壊物質の代替として現在使われているハイドロフルオロカーボン類（HFC類）の排出

量は、CO2換算で年あたり合計約5億トンの小さな寄与である。この排出量は現在、年間約7％の

割合で増加しており、今後も増加が続くと予測されている。 

                                                  
 
訳注 B CO2、N2O、CH4は主要な温室効果ガスであり、ここでは地球温暖化に伴う大気循環の変化のことを述べてい

る。 
※1 ここでいう CO2換算の排出量とは、すなわち GWP で重み付けされた排出量で、対象とする物質の排出量に 100
年間の地球温暖化係数を乗じたものとして定義する。温室効果ガスとしてのオゾン層破壊物質の効果の一部は、オ

ゾンの変化による冷却により相殺される。 
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・HFC類の現在の構成が変わらないとすると、増加する需要によってHFCの排出量はCO2換算で

2050年までに年あたり88億トンに上る可能性があり、これは1980年代後半のCFC類のピーク時

排出量であるCO2換算で年あたり約95億トンにほぼ等しい。※2 

 

・地球温暖化係数（GWP）訳注Cの高いHFC類の使用をGWPの低い化合物、あるいは別の技術訳注Dに

置き換えることは、本質的にCO2換算の排出量を抑制することに相当する。 

 

・こうしたGWPの低い化合物の候補の一つはハイドロフルオロオレフィン類（HFO類）で、その一

つ（HFO-1234yf）は大気酸化の過程で残留性のトリフルオロ酢酸（TFA）を分解生成する。TFA

の環境への影響は今後数十年において軽微であると考えられている一方で、さらに長期間の潜在

的な影響を見積もるためには、TFAの環境残留性とHFO類の将来利用の不確定性による将来への

影響の評価が必要かもしれない。 

 

・2050 年までに、HFC の貯蔵物は CO2換算で 650 億トンにまで増加すると見積もられる。HFC の

貯蔵物による気候変動への影響は、貯蔵物の蓄積を避けるため GWP が高い HFC 類の将来の利

用を制限すること、あるいは貯蔵物を破壊することで減少させることができるかもしれない。 

 

モントリオール議定書締約国およびその他の政策決定者向けの追加の重要課題が確認

された。 

 

・推定された寿命と正確に測定された大気中の量に基づいて算出された四塩化炭素（CCl4）の排出量

は、過去 10 年間に報告された生産量と使用量から算出された排出量よりはるかに大きくなった。 

 

・2009年時点で、臭化メチルのモントリオール議定書規制対象用途の消費量は、規制対象でない“検

疫と出荷前処理”訳注E用途の消費量を下回った。 

 

・塩素や臭素を含む極短寿命物質（VSLS）の人為的排出の増加は、特に熱帯起源のものは、成層圏

オゾンにとって新たな課題である。VSLSの排出の相対的な寄与は、モントリオール議定書の下で

規制されているオゾン層破壊物質が減少すると、重要となる可能性がある。 

 

・今後数十年にわたって大気中のオゾン層破壊物質量が減少し続けると、成層圏における窒素酸化物

                                                  
 
※2 これは 1980 年代後半の化石燃料やセメントによる排出量の約 45％に相当する。 
訳注 C 地球温暖化係数（GWP）とは、二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出量を同等な効果をもつ二酸化炭素の排出

量に換算する係数の一種で、地上気温の上昇量に基づいて定義される。 
訳注 D オゾン層を破壊せず、かつ地球温暖化にも寄与しない物質を用いることを指す。 
訳注 E ここでいう臭化メチルの検疫用途とは、検疫有害動植物(病気を含む)の進入、定着および拡散を防止するため

の用途、もしくはそれらの公的な管理を確保するための用途である。出荷前用途とは、輸入国の植物衛生上もしく

は衛生上の要求に適合するため、もしくは輸出国の植物衛生上もしくは衛生上の要求に適合するため、輸出前およ

び輸出に関係して直接適用される処置である。（UNEP, 2012） 
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の主な源である一酸化二窒素（N2O）が将来のオゾン層破壊において重要性を増すだろう。 

・HCFC-22生産の副産物であるHFC-23の排出は、削減努力にもかかわらず続いている。 

 

・オゾン層破壊物質の濃度が高い状態である間に、火山の大噴火やジオエンジニアリング活動訳注Fに

よる成層圏の硫酸エアロゾルの大規模な増加が起こると、地球の大部分で大規模なオゾン層の化

学的な破壊をもたらすだろう。 

 

これまでモントリオール議定書の下で取られた対策は、オゾン層破壊物質の生産や消費

を大幅に削減したが、将来のオゾン層破壊を軽減するために追加の、しかし限定的な選

択肢がある。 

 

・モントリオール議定書の遵守を仮定すると、現在の貯蔵物からの放出は、将来生産されるオゾン層

破壊物質による放出よりもオゾン層破壊に寄与すると予測される。 

 

・オゾン層の 1980 年レベルへの回復を早めるための考えられる選択肢をグラフに示す（中緯度の

EESC を基に解析）。全ての貯蔵物や生産物からの排出をなくすことによる効果の累積により、

この回復は 11 年早まる。 

 

 

                                                  
 

訳注 F ここでは地球温暖化緩和のため、大気中に SO2 などを放出することを指している。 
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３．UNEP 環境影響評価パネル報告書要旨（2014 年）*  

 

オゾン層破壊と気候変化との相互作用による環境影響：2014 アセスメント 

Environmental Effects of Ozone Depletion and its Interactions with 
Climate Change: 2014 Assessment 

 
総括要旨 

Executive Summary 
 

※本資料では、和訳の後に原文（英語）を併記しているが、最終版では和訳のみの掲載とな

る。 

※語句・用語の統一など：「ばく露」（＝「曝露」だが左記で統一。×暴露、×爆露） 

「気候変化」（長期的な傾向を示す場合。短期的な変動や、条約等における正式名称で使

う場合は「気候変動」もあり得る（例：『気候変動に関する国際連合枠組条約』等）。 

 

オゾン層破壊と気候変化 

・モントリオール議定書は引き続き効果を上げている。「オゾン層を破壊する物質に関する

モントリオール議定書」の科学アセスメントパネルは、規制されているほとんどのオゾン層

破壊物質（ODS）の大気中存在量が減少していると結論づけている。世界的にオゾン層が

ODS による破壊から回復しつつあることを示すいくつかの兆候がある。しかしながら、大

気の変動や気候変化の影響といった要因も考えうるため、観測されている 2000 年以降の全

球オゾンの増加の原因を、同時期に進んでいる ODS の減少によるものと確実に帰するとは

言いがたい。南極大陸では大規模なオゾン層破壊が毎年発生している。北極では、オゾン層

破壊は概して南極に比べて顕著ではないが、変動が大きい。2010 年春には非常に高い成層

圏オゾン濃度が観測されたが、続く 2011 年の春には過去最低の値を記録した。 

 

・モントリオール議定書がオゾン層破壊を限定な規模に留めることに成功していることか

ら、1990 年代半ばから多くの地点で測定されている UV-B 放射照度の変化は主にオゾン以

外の要因によるものである。北半球中緯度域のいくつかの地点では、10 年間で 5〜10％の

UV-B（280〜315nm）放射照度の増加が報告されている。これらは主に雲量およびエアロ

ゾルの減少によって生じたものである。しかしながら、北半球高緯度域のいくつかの地点で

は、主に積雪量または氷量の減少により、同じ期間に UV-B 放射照度が低下している。自然

変動が大きいため、観測からは、成層圏オゾン濃度の安定化や回復の兆しに対応した UV-B

                                                  
 
* 環境省による仮訳 
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放射照度の変化は検出されていない。 

 

・高緯度域での一時的なオゾン減少の影響により、UV-B 放射照度が短期的に大幅に増加し

ているのが測定された場所もあった。例えば、北極圏およびスカンジナビアのいくつかの地

点では、2011 年春の北極でのオゾン濃度低下により、オゾン濃度が低下した時期の紅斑紫

外線量の平均値が 40〜50％増加した。同時期に中央ヨーロッパでは、約 25％増加したと見

積もられる。 

 

・高緯度域での将来の UV-B 放射照度は、成層圏オゾンの回復および雲量や地表反射率の

変化によって決まるであろう。南極では、オゾン層の回復が継続されると、2100 年には正

午の平均 UV インデックス（UVI）が最大 40％まで減少すると推定されている。この減少

は、オゾン層破壊によってこれまでに生じた UVI の増加と同等である。北半球高緯度域で

は、雲量の増加も予想されるため、UVI は最大 7％減少すると推定される。氷の融解による

地表反射率の低下は継続的にUVIの減少に貢献し、それにより南極大陸の縁辺部で最大 3％、

北極では最大 10％まで UVI が減少することが見込まれるが、これらの影響の規模の信頼性

は低い。 

 

・モントリオール議定書は引き続き効果的に実施されており、極域以外の地域の UV-B 放

射照度の将来的変化は、オゾン以外の要因の変化に左右される可能性が高い。21 世紀の終

わりまでにオゾン層の回復が UV-B 放射照度に与える効果は非常に小さく、UVI の減少は

0〜5％にとどまるであろう。それに加え、予想される雲量の増加による UVI の減少は最大

3％減少と推定されている。UVI の将来的変化は、エアロゾルの減少に左右される可能性が

高く、特に人口密度が高い地域では（エアロゾルの減少は）UVI の増加をもたらすであろ

う。例えば、アジアの諸地域では、20 世紀後半に生じたであろう UVI の大幅な減少から一

転して、UVI は最大 40％まで増加すると推定されている。エアロゾルの推定量および光学

特性、そして排出ガス規制に関する将来の政策の不確実性ゆえに、このようなエアロゾル効

果の信頼性は非常に低い。 

 

人の健康 

・多くの白色人種で、健康に重大な影響を及ぼすのは、おそらくオゾン層破壊による UVB

放射照度の増加よりも、日光暴露に関わる行動様式の変化のほうが大きい。日照の多い地

域への休暇旅行の増加、身体を覆う部分が少ない服の着用、日に焼けた肌になりたいという

願望といったものはすべて、個人の UV-B 放射に対するばく露量が数十年前と比べて増加

している要因となっている可能性が高い。このような行動様式の変化は、人の健康に悪い影

響と良い影響の両方をもたらす。 
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・過度の UV-B ばく露で直後に顕れる悪影響としては、皮膚の日焼けおよび眼の炎症（日

光性結膜炎もしくは日光性角膜炎）が挙げられる。長期間の日常の低線量の日光ばく露、も

しくは繰り返し高線量の日光ばく露を受けることで生じる症状としては、黒色腫および非

黒色腫皮膚がん（基底細胞がんおよび有棘細胞（扁平上皮細胞）がん）、そして眼の白内障

および翼状片（結膜の腫瘍）が挙げられる。上記のそれぞれの皮膚がんの罹患率は 1960 年

代から白色人種の間で著しく増加してきたが、近年いくつかの国では効果的な公衆衛生キ

ャンペーンのおかげで若年層の罹患率は安定している。白内障は世界的に失明の最大の原

因となっている。 

 

・皮膚の太陽紫外線放射へのばく露の良い影響としてもっともよく知られているのは、ビ

タミン D の合成である。ビタミン D は血液中のカルシウム濃度を維持する働きをもち、骨

を強くするために必要である。日光ばく露により皮膚がどれだけ効率的にビタミン D を生

成するかは人によって異なり、またおそらくビタミン D の生理的必要量も人によって異な

る。ビタミン D の欠乏は、がん、自己免疫疾患、感染症といった様々な病気に罹るリスク

を高める可能性がある。低ビタミン D 値がそれらの病気の原因であるのか、またはそれら

の病気の結果として生じるのか、もしくは健康障害を引き起こす他の要因の指標であるの

かは現在のところ判明していない。 

 

・太陽の紫外線放射への過剰ばく露を避ける方法としては、屋内で過ごす、日陰に避難す

る、UV カットの服や縁のついた帽子、サングラスを着用する、サンスクリーン剤（日焼け

止め）を塗る、などがある。これらの方法を用いて、日光ばく露の有害な影響と良い影響の

バランスをとるようにするとよい。推奨される屋外活動時間は、肌の色、年齢、服装といっ

た個人的な要因、さらには場所、時間帯、季節といった環境的な要因に応じて、個人ごとに

異なるため、実際にはそのようなバランスを達成することは難しいだろう。個人差がある中

で、それぞれの人にとって最適なビタミン D 値、そしてそれを達成にするのに必要な日光

ばく露の量およびパターンを定義するのには、現在のところ不確実性が伴う。そのため、現

段階で、一般大衆に向け適切なメッセージを発信するのは容易ではない。 

 

・気候変化は人々の日光ばく露に関わる行動に影響を与える可能性があるが、そのインパ

クトは季節や場所によって差がある。例えば、気温が上昇することで、すでに暑い気候のと

ころでは屋外で過ごす時間が減少するが、涼しい気候の場所では屋外で過ごす時間が増え

るであろう。 

 

陸域生態系 

・UV-B 放射が植物に与える効果はさまざまな非生物的要因および生物的要因に左右され、

植物生産性および生態系の機能に正負の影響および負の影響を及ぼす。オゾン層破壊、UV-
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B 放射へのばく露増加、および気候変化は生物系に影響を与え、その結果多様なフィードバ

ックや影響の複雑性が生じる。南半球の中／高緯度域では、オゾン層破壊の結果生じる紫外

線放射の増加により、植物生産性がわずかに低下した可能性がある。一方で、UV-B 放射へ

のばく露は、植物の耐寒性を強め、草食動物や病原体への抵抗力を高めうる。また、農産物

および園芸産物の質を向上させたり、生産量を増加あるいは減少させたりしうるため、その

結果として食料安全保障に関わりうることになる。 

 

・UV-B 放射へのばく露は、一般的な気候や植物リター（落葉落枝）の化学的性質および構

造に応じて、リターの分解速度を速めたり遅くすることがありうる。乾燥生態系および半

乾燥生態系（草原、サバンナ、および砂漠）では、概して光分解が植物リターの分解速度を

速めるため、分解の重要な推進力であるとみなされている。ただし、その地域規模および地

球規模での生物地球化学的重要性を定量化するのには不確実性が伴う。UV-B、UV-A（315-

400nm）および可視光放射へのばく露による植物リター分解の変化は、炭素や他の栄養素

の循環および貯留に影響を及ぼしうる。 

 

・太陽の紫外線放射は、植物、植物リターおよび土壌表面からの一酸化炭素、二酸化炭素、

メタン等の揮発性有機化合物の放出を促進することで気候変化に関係する可能性を有して

いる。微量ガスの排出メカニズムおよび排出源が、植物や生態系において確認されている。

紫外線放射は他の非生物的要因、特に温度と共に放出を促進する。放出の規模、速度、分布

様式については、現在のところ依然として不確実性が高い。このような紫外線放射のプロセ

スは大気放射収支（放射強制力）に影響を与え、その結果、気候変化を生じさせる微量ガス

の放出を増大させうる。 
 
・UV-B 放射は土壌中かなりの深さまで到達することはないが、地上に出ている植物の部位

や微生物および植物リターを変化させることで、地中のさまざまなプロセスに影響を与え

うる。このことは、植物根、微生物、土壌動物および周辺植物の相互作用を変化させ、土壌

肥沃度、炭素貯留、植物生産性および種組成に影響を及ぼす可能性を含んでいる。 
 
・南半球の陸域生態系は南極のオゾンホールの影響を受けている。これにより生じた降雨

パターンの変化は、ニュージーランド東部での樹木成長の増進や南アメリカ南東部の農業

拡大といった生態系の変化と関連があるとされている。反対に、パタゴニアや南極大陸東部

での樹木や苔床の成長低下は、利用可能な水資源量の減少と関連付けられている。従って、

これらの地域においてオゾン層破壊が陸域生態系に与える影響を十全に理解するためには、

紫外線放射と気候変化をともに考慮に入れる必要がある。 

 

水圏生態系 

・気候変化と紫外線放射は、植物プランクトンの生産性および海洋生態系の種組成に影響
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を与える。植物プランクトン（一次生産者）は、太陽の UV-B 放射の増加および急激な地域

的気候変化により南極半島の西岸で減少している。気候変化と関連している周期的に起こ

る海氷域の生物活動の変化、および光や栄養塩の供給量の変化は、種組成に影響を与える可

能性がある。生物は、修復機構または紫外線吸収化合物の生成により、UV-B 放射による損

傷を軽減する。 
 

・気候変化と紫外線放射との相互作用は水圏生態系に強い影響を及ぼしており、温度、紫外

線放射、温室ガス濃度間のフィードバックによって水圏生態系は将来変化するであろう。

気温の上昇により、多くの湖や海洋の表面温度が上昇している。地域によっては、大型湖の

表面温度が気温の二倍の速度で上昇しているところもある。多くの海洋生態系の種組成お

よび分布が、海洋の温度上昇によって変化する可能性がある。その他にも、珊瑚などの生物

は、温度上昇によってそれ以外のストレス要因への耐性が変化する可能性がある。また、こ

のような温度上昇は生物の温度適応活動範囲を極方向へと移動させ、群落構造の変化を引

き起こす可能性がある。 

 

・海洋の温度上昇の結果、成層が強化され、表層混合層深度が減少する。表層混合層深度の

減少によって、そこに生息する生物は太陽の可視放射および紫外線放射により多く曝され

ることになる。その露量はそれらの生物の保護・修復能力を上回る可能性がある。また、成

層の発達は深層から水温躍層を通過して表層に運ばれる栄養塩の量を減少させる。温度上

昇の結果、極水域では氷下および氷縁周辺で植物プランクトンが爆発的に成長する。 

 

・大気中の CO2 濃度上昇による海洋の酸性化は引き続き生じており、海洋の化学環境が変

化して海洋生物に影響を与えている。酸性化によって、生物（植物プランクトン、大型藻類、

および軟体動物、動物プランクトン、珊瑚を含む多くの動物など）が捕食者や太陽の紫外線

放射から身を守るための外骨格を生成する石灰化プロセスが阻害される。この結果、それら

の生物は紫外線放射に対してより敏感になるため、石灰化はさらに起こりにくくなり、バイ

オマスの生成量が減少する。 

 

・気候変化によって、陸水および沿岸水の溶存有機物（DOM）濃度が上昇することで、紫

外線放射の透過深度は減少する。極度の降雨現象が増加し陸生植物の成長が増進されるこ

とで、紫外線を吸収する DOM が陸地から流入する量が増える。これにより、いくつかの侵

入種を含む紫外線に敏感な生物の避難場ができる。また、紫外線放射の透過量の低下は、ウ

イルス、病原体および寄生生物が生息する表層水の自然殺菌作用を低下させる。 

 

生物地球化学的循環 

・気候変化は、陸域生態系および水圏生態系の生物地球化学的循環に対する太陽の紫外線
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放射の影響を調節し、結果的に紫外線を媒介とする正負の気候フィードバックを生じさせ

る。例えば、光化学誘発（photochemical priming）が重要な役割を占める場合には、気候

変化により大陸の河川流出および氷の融解に変化が生じると、結果として紫外線および微

生物による溶存有機物（DOM）の分解と二酸化炭素（CO2）の排出が増加される。このよ

うな正のフィードバックは特に北極圏で顕著であり、結果的に北極圏では CO2 の排出が増

大している（次節を参照）。 

 

・太陽の紫外線放射は、北極海域から相当な量の二酸化炭素が生成される推進力となって

いる。二酸化炭素の生成量は、降雨量、氷の融解、雪、永久凍土層などの変化により増加す

る。これらの変化によって、より多くの有機物が陸地から北極の河川、湖および海洋に流れ

込むためである。太陽の紫外線放射はそれらの有機物を分解させ、それによって直接的にも、

また微生物分解の促進されることによっても、水体からの二酸化炭素および一酸化炭素の

排出が刺激される。新しい研究結果により、北極圏からの CO2 排出は最大 40％がこの発生

源から来ていることが明らかにされている。この結果はそれまでの推定値を大幅に上回る

値である。 

 

・南極のオゾンホールに関係する気候変化としては、南半球全体に及ぶ風のパターン、温

度、および降雨量の変化が挙げられる。風力が増すことで、炭素を豊富に含む深層水の風に

よる湧昇が増進し、また南大洋による大気中の CO2 の吸収は減少するため、海洋の潜在的

な炭素吸収源としての働き（炭素吸収能力）は低下する。また、風力の増進によって、より

多くの砂塵が南アメリカの乾燥地域から海洋や南極大陸へと運ばれる。その結果、海洋では、

鉄肥沃化が促進され、プランクトンやオキアミの数が増加する。南極大陸では、砂塵に新規

微生物の胞子が含まれている可能性があるため、非固有種の侵入リスクが高まる。また、オ

ゾンホールは東南極大陸の温度を低く保つのに役立ってきたが、反対に南極沿海域におい

ては、地球上で最も温暖化の進行が速い地域のひとつとなる原因となっている。これらの気

候に関係するオゾン層破壊の生態系への影響は、紫外線放射の変化との相互作用により、現

在転換点を迎えている可能性がある。 

 

・炭素循環は、干ばつの植物への影響と地表の紫外線放射強度の植物への影響との相互作

用に強い影響を受ける。気候変化および重度の干ばつにより乾燥が進行することで、植物

（植被）量に変化が生じ、この植被量の変化（減少）が植物リター（落葉落枝）の紫外線に

よる分解を増進する。こうした損失の増大は、乾燥生態系の陸域炭素循環に大きな影響を与

えうる。 

 

・すべての陸生植物に含まれるリグニンは、炭素循環において、大気中の炭素を多年性植物

の組織に隔離するという重要な役割を果たす。リグニンが植物リター（落葉落枝）の成分の
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なかで生物的分解に対する耐性が最も高いものの一つであることはよく知られているが、

新しい研究結果によってリグニンは太陽紫外線放射へのばく露によって簡単に分解すると

いうことが判明した。従って、植物リターの紫外線による分解はリグニン含有量と関連があ

り、陸域システムにおける長期的な炭素貯留を減少させる。 

 

大気質 

・主に地上オゾンと粒子状物質から成る光化学スモッグの生成に紫外放射が欠かせない。

最近の分析は、劣悪な室外大気質は深刻な環境ハザードであるとする先行研究を支持して

いる。これらの汚染物質へのばく露増加は、ヒトの心臓血管および呼吸器疾患のリスク増大

と関連付けられており、世界中で年間数百万件に上る早期死亡の原因となっている。また、

オゾンは農作物の収穫量にも悪影響を及ぼし、年間数十億 US ドルの損失につながってい

る。これらの有害な影響は、生物的多様性を変化させ、自然生態系の機能に影響を与える可

能性もある。 

 

・将来の大気質は、主に汚染物質およびその前駆物質の排出の変化に左右されるだろう。ま

た、紫外放射の変化および気候変化も影響を及ぼすだろう。主にエネルギーおよび輸送の分

野からの排出の大幅削減によって、多くの地域で大気質は改善されつつある。大気質は、規

制を実施できる都市／州では改善が進み、規制基盤の整っていない地域では悪化が進むだ

ろう。紫外放射および気候の将来的変化は、地上オゾンおよび粒子状物質の生成速度に変化

をもたらすと考えられるため、大気質ならびにそのヒトの健康および環境衛生に与える影

響を予測する際には考慮する必要がある。 

 

・全球大気モデルを用いた最近のシミュレーションによれば、成層圏オゾンの回復に伴う

紫外放射の減少は広範な地理的スケールで地上オゾンの増加をもたらすと予想される。こ

のシミュレーションが正しければ、地上オゾンの将来動向に大きく影響するであろう。しか

しながら、（シミュレーション結果を）政策立案に向けての情報とするには、とりわけ都市

部に対して、これらのモデルの空間分解能は不十分である。 

 

・紫外放射は大気の自浄作用を司る OH ラジカルの大気中濃度に影響を与える。最近の観

測から、OH ラジカルは、局所的規模では紫外放射の変化に迅速に応答するということが確

認されている。しかしながら、大きなスケール（地球規模）では、モデルによって OH ラジ

カル濃度の予測結果が 2 倍近く異なるため、温室ガスや主要な大気汚染物質の大気寿命や

濃度の推定には不確実性が伴う。将来の気候の予測に際しては、これらの不確実性を考慮す

る必要がある。 

 

・オゾン層破壊物質の代替物およびその分解生成物が、環境へ悪影響を与えるという新た
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な事実は発見されていない。しかしながら、いくつかのオゾン層破壊物質の代替物に関して

は、濃度が現在のレベルより高まれば地球の気候変化に影響を与えると思われる。 

 

材料 

・環境的に持続可能な材料を建築物に用いる傾向が高まりつつあるため、木材および木材・

プラスチック複合材の使用が増加している。しかしながら、このような傾向にもかかわら

ず、建築物に最も多く使用されるプラスチックである硬質 PVC（ポリ塩化ビニル）の使用

は、少なくとも中期的には依然として人気がある。PVC の加工を容易にし、環境に優しく

するための改良は現在開発中である。太陽の紫外線放射および気候変化が PVC 建材の寿命

に与える影響は、引き続き関心を集めている。 

 

・海洋において、海辺のプラスチックごみの風化によるマイクロプラスチック破片の形成

に太陽の紫外線放射が果たす役割は、新たな環境問題となりつつある。このマイクロプラ

スチックの粒子は海水に溶解した有毒化学物質を濃縮し、動物プランクトンがそれを摂取

することにより海洋食物網に汚染物質を取り込むメカニズムが形成される潜在的可能性を

有している。このプロセスに関する詳細な研究はこれまでなされていないが、マイクロプラ

スチックの生成は、太陽の UV-B 放射レベルが高いとき、または温度が上昇しているとき、

もしくはその二つの条件が重なったときに増進すると考えられる。 

 

・ナノスケール無機充填剤は、従来のコーティング用充填剤やプラスチック用充填剤と比

較して、太陽紫外線放射に曝されても高い安定性を保つことができる。コーティング用の

ナノ粒子充填剤、とりわけ木材塗装用のクリアコーティングや織物の繊維コーティングも

また安定性を高めるのに役立つ。ルチルミネラルなどの紫外線放射を吸収するナノ粒子に

ついては、この安定化の効果は特に顕著である。しかしながら、プラスチックにおけるナノ

充填剤の有効性はそれほど明らかにはなっておらず、その効力を評価するためにはさらな

る情報が必要である。ナノ充填剤は、ポリマーや木材由来の製品を安価で安定化させる手段

を提供し、紫外線放射や気候変化による劣化を生じにくくさせることでサービス寿命を向

上させる可能性を有している。 

 

・衣類やガラスによって太陽の紫外線放射へのばく露から身体を保護することができる。

織物は太陽紫外線放射への身体のばく露を遮蔽し、ガラスは通常主に UV-B 放射を遮蔽す

る。特定の織物の効果は織り方の特性によって決まるが、紫外線吸収材を用いた繊維で表面

加工をすることで効果を高めることができる。現在開発が進められている熱特性を向上さ

せた窓ガラスは、結果的に紫外線放射のフィルター効果も向上させており、人体の健康およ

び建築物の屋内構造物や芸術品にもよい影響をもたらす。 
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５．英略語一覧 

 

英略語 正式名称 訳 

AGAGE 
Advanced Global Atmospheric Gases 
 Experiment 

先進的地球規模大気中気体成分観測 

BAPMoN 
Background Air Pollution Monitoring 
Network 

大気バックグラウンド汚染監視網 

CCM Chemistry Climate Model 化学気候モデル 
CDOM Colored Dissolved Organic Matter 有色溶存有機物 
CFC Chlorofluorocarbon クロロフルオロカーボン 
CGER Center for Global Environmental Research 国立環境研究所地球環境研究センター 

CIE Commission Internationale de l'Eclairage 国際照明委員会 

CLAES Cryogenic Limb Array Etalon Spectrometer 
大気測定用走査型冷却剤冷却式地球周

縁赤外分光計 
CPD Cyclobutane Pyrimijine Dimer シクロブタン型 2 量体 
CTM Chemical Transport Model 化学輸送モデル 
DLR Deutschen Zentrum fur Luft- und Raumfahrt ドイツ航空宇宙センター 
DMS Dimethylsulphide 硫化ジメチル 
DU Dobson Unit ドブソン単位 
ECD Electron Capture Detector 電子捕獲型検出器 
EEAP Environmental Effects Assessment Panel 環境影響評価パネル 
EESC Equivalent Effective Stratospheric Chlorine 等価実効成層圏塩素 
ESRL Earth System Research Laboratory 地球システム研究所 
GAW Global Atmosphere Watch 全球大気監視計画 
GC Gas Chromatograph ガスクロマトグラフ 
GHG Greenhouse Gas 温室効果ガス 
GO3OS Global Ozone Observing System 全球オゾン観測システム 
GOME Global Ozone Monitoring Experiment 全球オゾン監視実験 
GWP Global Warming Potential 地球温暖化係数 
HABs Harmful Algal Blooms ハームフル・アルガル・ブルーム 
HALOE  Halogen Occultation Experiment ハロゲン気体分子測定センサー 
HALS Hindered Amine Light Stabilizer 高分子光安定剤 

HBFC Hydrobromofluorocarbon ハイドロブロモフルオロカーボン 
HCFC Hydrochlorofluorocarbon ハイドロクロロフルオロカーボン 
HFC Hydrofluorocarbon ハイドロフルオロカーボン 
IGY International Geophysical Year 国際地球観測年 
ILAS Improved Limb Atmospheric Spectrometer 改良型大気周縁赤外分光計 
IMG Interferometric Monitor for Greenhouse Gases 温室効果ガス干渉分光計 
IOC International Ozone Commission 国際オゾン委員会 
IPCC Intergovernmental Panel on Climate Change 気候変動に関する政府間パネル 

LIMS Limb Infrared Monitor of the Stratosphere 
地球周縁太陽掩蔽方式成層圏大気観測

放射計 
MED Minimum Erythemal Dose 最少紅斑量 
MLS Microwave Limb Sounder マイクロ波リム放射サウンダー 
MS Mass Spectrometer 質量分析計 

NASA National Aeronautics and Space 
 Administration 

アメリカ航空宇宙局 

NDACC Network for the Detection of Atmospheric 
Composition Change 

大気組成変化検出のためのネットワー

ク 

NOAA National Oceanic and Atmospheric 
Administration 

アメリカ海洋大気庁 
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ODP Ozone-Depleting Potential オゾン層破壊係数 
ODS Ozone-Depleting Substance オゾン層破壊物質 
OMI Ozone Monitoring Instrument オゾン監視装置 
PAR Photosynthetically Active Radiation 光合成有効放射 
PFPE Perfluoropolyether パーフルオロポリエーテル 
PRTR Pollutant Release and Transfer Register 化学物質排出移動量届出制度 
PSC Polar Stratospheric Cloud 極域成層圏雲 
QBO Quasi biennial Oscillation 準 2 年周期振動 
SAG Scientific Advisory Group 科学諮問部会 

SAGE Stratospheric Aerosol and Gas Experiment 
太陽掩蔽型成層圏エアロゾル・オゾン

鉛直分布観測センサー 
SAP Scientific Assessment Panel 科学評価パネル 
SBUV Solar and Backscatter Ultraviolet 太陽・後方散乱紫外分光計 

SMILES Superconducting Submillimeter-Wave Limb-
Emission Sounder 

超伝導サブミリ波リム放射サウンダ 

SOA Secondary Organic Aerosol 二次有機エアロゾル 
SRES Special Report on Emissions Scenarios 排出シナリオに関する特別報告 
SVOC Semivolatile Organic Compounds 半揮発性有機化合物 
TEAP Technology and Economic Assessment Panel 技術・経済評価パネル 
TOMS Total Ozone Mapping Spectrometer オゾン全量マッピング分光計 
TOVS Tiros Operational Vertical Sounder 気温、湿度の鉛直分布測定用放射計 
UCI University of California at Irvine カリフォルニア大学アーバイン校 
UNEP United Nations Environmental Programme 国連環境計画  
VOC Volatile Organic Compounds 揮発性有機化合物 
WHO World Health Organization 世界保健機関 
WMO World Meteorological Organization 世界気象機関 

WOUDC World Ozone and Ultraviolet Radiation Data 
Centre 

世界オゾン・紫外線資料センター 

XPS Extruded Poly-Styrene 押出法ポリスチレンフォーム 

 

 


